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本報告書は、ボートレースの交付金による日本財団の平成 23 年度助成事業「外

航海運からの CO₂削減のためのコスト算定と比較」の成果をとりまとめたもので

す。 

2011年 7月に国際海事機関(IMO)の第 62回海洋環境保護委員会(MEPC62)におい

て、国際船舶からの温室効果ガス (GHG:Green House Gas)排出低減に関して、

MARPOL 条約附属書 VI 第 4 章の追加によりエネルギー効率設計指標(EEDI)の計

算と一部船舶を対象としたその最大許容値の設定及び、船舶エネルギー効率マネ

ージメントプラン(SEEMP)の保持の強制化が決定され、今後排出量の削減が促進さ

れていくものと期待されます。一方で、国連気候変動枠組条約(UNFCCC)では、京

都議定書によって削減義務から除外されている国際船舶に対して排出総量の上限

を設けるべきであるといった主張があります。 

そこで当財団では、温室効果ガスの削減量と削減費用を表す一つの指標である

限界削減費用(MAC：Marginal Abatement Cost)に着目し、外航海運における CO2削

減量当たりの費用の試算・解析を行い、義務や負担が求められる国家や他の輸送

機関、他産業に対して、外航海運としての説明力のある客観的な外航海運の削減

目標や費用を示すことで CO2 排出削減方策に関する公平な議論に資することを目

指して、平成 22 年度から本事業を開始しました。 

本年度は、昨年度に得られた国際船舶における MAC の算定モデルについて、

EEDI の義務化による整合性等から再検討し、各種パラメータ及びアルゴリズムお

よび対象船舶の修正や再整理等を行い、MAC カーブを再度計算いたしました。さ

らに、IMO による調査などで MAC に関する中心的役割を担ったオランダの CE 

Delft 社に依頼して、排出削減技術導入を妨げる障壁に関する詳細な分析調査を実

施しました。そして、最後にそれらの障壁克服のための提言をまとめました。本

事業の成果が、外航海運による適正な CO2 排出削減方策の策定に役立ち、国際的

な対策の決着と実行に貢献することを希望しております。 

本事業を進めるにあたりましては、末岡英利東京大学大学院工学系システム創

成学専攻特任教授を委員長とする「外航海運からの CO2 削減のためのコストに関

する調査研究委員会」各委員の方々による熱心なるご審議とご指導を賜りました。

また、海事関係者の方々から多くのご協力をいただきましたことに感謝申し上げ

ます。 
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Ⅰ．調査の概要 
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I. 調査の概要 

 

1. 船舶のコスト削減カーブの検証 

(1) モデルの検証と修正 

平成 22 年度事業において開発したモデルについて検証を行った。具体的には下記の

とおりである。  

・ 対象技術の拡大：設備として排熱回収についても検討するとともに、既存船に対

する設備導入(レトロフィット)及びオペレーションに関する技術(減速航行)、長期

に適用可能な技術として LNG 焚き船について検討した。これらのそれぞれについ

て 2020 年における CO2排出削減量、対策の正味の便益及びそれらに基づく MAC

の算出方法について検討した。  

・ 技術導入に関する普及シナリオ及び排出削減ポテンシャルについて、船社、造船

所及び(独)海上技術安全研究所等の専門家意見を踏まえて検証した。 

・ コスト計算アルゴリズムについて、平成 22 年度調査において行った新造船及びオ

ペレーションに関する技術(減速航行)について改めて検討すると共に、既存船及び

中長期的な対策(LNG 焚き船)について新たに検討し、CD Delft 社への質問に対する

回答を参考に複数の試算を行った。(報告書 第 2 章及び第４章) 

 

(2) 排出削減ポテンシャルの推定  

海運における主要な省エネ・低排出技術について再検討した。  

・ 導入ポテンシャルの修正：船社、造船所、研究機関等からのヒアリングを基に、

各技術について、障壁の影響や対策効果を考慮した現実的な導入シナリオを設定

した。  

・ 想定される船種・クラスの適合性の検討：船社、造船所、研究機関等からのヒア

リングを基に、痩せ型船に導入されない (Stern Duct)、肥大船に導入されない

(Optimal Stern shape)等の設定について再検討を行い、小型船に対する排熱回収につ

いては導入されないという前提を設けた。  

・ 想定される障壁の影響：排出削減ポテンシャルの推定に当たり、非海運分野にも

見られるインセンティブの乖離(住宅)、消費者のニーズに合致する製品の不在(自

動車)等を考慮した現実的な導入シナリオを設定した。また既存船へのレトロフィ

ットに関しては、新造船と比べたコスト上昇についての船社へのヒアリングを基

にして設定した。  

・ 想定される対策の効果：個別対策については、排出削減率を排出削減ポテンシャ

ル、普及率、抵抗比率の積として推計し、対策の効果を算出した。これについて

は、技術間の相互干渉も加味し、建造年別、船型クラス別、導入技術別の排出削
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減率を算出した。(報告書 第 2 章及び第４章) 

 

(3) MAC の再推計  

再検証したモデル及び上記の前提に基づく実態に即した排出削減ポテンシャルの再

検討を踏まえ、新造船に対する技術的対策、既存船に対する技術的対策、新造船及び

既存船に対するオペレーション上の対策、中長期的対策のそれぞれについて代表例を

抽出し、MAC の再計算を行った。(報告書 第 2 章及び第４章) 

 

2．他の輸送機関及び大規模 CO2発生施設との比較と削減目標の設定 

外航海運以外の他のセクター等との比較については、McKinsey、RITE、IEA といっ

た全部門を包括的に扱った研究結果による文献調査によって実施した。参照した文献

は具体的には下記のとおりである。 

・ McKinsey & Company, Pathways to a Low Carbon Economy(2009 年 1 月発行) 

・ RITE、排出削減に関するコスト面からの分析(2010 年 9 月発行) 

・ IEA、Energy Technology Perspectives 2010(2010 年発行) 

 

さらに、運輸部門に特化した検討についても調査した。参照した文献は下記のとお

りである。  

・ 英国政府、Building a Supply-SideMarginal Abatement Cost Curve (MACC) for the UK 

Transport Sector”(2008 年) 

・ Fraunhofer Institut, Air transport marginal abatement costs and cost reduction through 

learning(2009 年発行) 

 

以上の文献調査に基づき、海運における排出削減目標を検討する場合のあり方につ

いて検討し、さらに、外航海運における対策については、下記の文献の調査を基にし

てとりまとめた。  

・ Det Norske Veristas “Prevention of Air Pollution from Ships Updated Marginal 

Abatement Cost Curves for shipping”(2010 年 1 月発行) 

・ Second IMO GHG Study 2009(2010 年 3 月発行) 

・  “Reduction of GHG Emissions From Ships, Marginal abatement costs and 

cost-effectiveness of energy-efficiency measures”(2010 年 1 月発行) 

・ Technical support for European action to reducing Greenhouse Gas Emissions from 

international maritime transport(2009 年 12 月発行)(報告書 第 1 章) 
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3．他のセクターとの公平性のある削減目標の検討  

他のセクターと同等程度の負担を前提とした公平性のある削減目標のあり方につい

て検討した。具体的には国家目標及び排出量取引制度における公平性の要件と、それ

に関連した MAC のあり方についてまとめた。また、外航海運に関する本調査により

算出された MAC カーブ及び他の文献にある MAC カーブについては、他のセクターに

比べてマイナスコストとなる技術が多いことに鑑み、削減目標の検討に当たっての障

壁を特定し、また障壁を克服するような対策の必要性について記載した。(報告書 第

1 章及び第 6 章) 

 

4．望まれる対策の検討 

(1) 排出削減技術導入障壁の分析  

昨年度及び今年度の CE Delft 社の調査結果を基に、外航海運についての障壁につい

て把握・分析した。併せて、陸上施設(住宅、航空、自動車、鉄鋼、電力)の各部門に

ついて文献調査を行うと共に既存のコストデータから障壁の分析を行った。陸上施設

の多くについてはコスト面が課題となっていると結論付けられたが、購入者のニーズ

に合致する商品がそもそも不在であり、他の障壁が顕在化しないこと(自動車)やイン

センティブの乖離(住宅・建築物)等の課題もあった。外航海運における技術導入に関

して特に重要と考えられるインセンティブの乖離については、住宅・建築物部門及び

内航海運部門において講じられている諸対策(省エネ法の拡張、各種補助政策、ラベリ

ング等)について分析し、とりまとめた。(報告書 第 3 章及び第 5 章) 

 

(2) 日本の外航海運業に対する調査 

上記の項目について、委員会において議論を行った。さらに国内船社、造船所、官

公庁(内航)、及び船級検査機関に対するヒアリングを複数回行い、想定される主要な

技術の概要、船種・クラスへの適合性、海運以外で講じられている対策の適合性等に

ついての情報と知見を得た。  

また、本調査の結果と、第 62回 MEPCで採択された MARPOL条約附属書 VI(required 

EEDI の水準)との比較を行い、整合する結果を得た。(報告書 第 2 章) 
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II. 業務の実施経過 

 

平成 23 年    

 6 月 24 日 第 1回 外航海運からの CO2削減のためのコストに関す

る調査研究委員会  

 9 月 27 日 第 2回 外航海運からの CO2削減のためのコストに関す

る調査研究委員会  

平成 24 年    

   

 1 月 20 日 第 3回 外航海運からの CO2削減のためのコストに関す

る調査研究委員会  

 2 月 14 日 海運における CO2排出削減技術及びコストに関する専

門家会議  

 2 月 24 日 第 4回 外航海運からの CO2削減のためのコストに関す

る調査研究委員会  

 3 月 9 日  委託業務完了 



 

 

 

 

 

 

Ⅱ．調査の内容 
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1 限界排出削減コストカーブに関する概論 

 (本調査の目的)(1.1 節) 

  地球規模の温室効果ガス排出削減対策を講じるにあたり、各種対策の実施に対する費用対

効果の検討およびその負担が課題となる。温室効果ガスの大半を占めるエネルギー起源 CO2

の排出削減対策については、設備コスト、運営コストだけではなく省エネによる燃料費節減と

いう便益(＝対策による貨幣換算可能な効果、見返り)も想定されるため、対策者に対して費用

負担を求めるのでなく、むしろ導入利益をもたらすと判断される場合もありうる。 

世界的に地球温暖化ガス削減に向けた動きが加速される中、海運分野でも IMO において

GHG削減対策に向けた国際的な対策のあり方が検討されており、検討作業の過程において IMO

事務局や各国から、その費用対効果の技術的な背景情報として、限界排出コスト (Marginal 

Abatement Cost：MAC)、あるいはその排出削減量との関係を示した限界排出削減コストカーブ

(Marginal Abatement Cost Curve：MAC カーブ)に関する情報が提出されている。 

 MAC、あるいは MAC カーブは、海運以外の分野においても、国際的あるいは国内の枠組み

で、広く地球温暖化対策の検討に利用されており、我が国においても全世界を対象とした MAC

カーブが政府の温室効果ガス排出目標の検討に活用されている。今後の国際的な対策の円滑の

実施の観点から、外航海運分野における我が国独自の MAC カーブ作成に取り組む必要がある。

本調査では外航海運における主要な温室効果ガス排出削減技術について、エネルギー消費節

減効果及びコストを把握した上で限界排出削減コストを算出し、併せて導入に際しての障壁及

び克服手段について他分野の事例も踏まえつつ検討することを目的とした。 

 

(限界排出削減コストカーブに関する概説)(1.2～1.4 節) 

 限界排出削減コスト(Marginal Abatement Cost：MAC)とは、ある技術や対策により温室効果

ガスを追加的に 1 単位削減するのに必要な費用であり、通常は排出削減量 1t-CO2当たりの金額

(USD/t-CO2)として表現される。限界排出削減コストが低い技術や対策ほど排出削減の面から見

てその導入時の費用対効果が高く、また限界排出削減コストがマイナスの技術は導入によって

経済的に利益が発生することを意味する。 

限界排出削減コストカーブ(Marginal Abatement Cost Curve：MAC カーブ)は、対象とする

分野について導入可能な、温室効果ガス削減のための複数の技術や対策について、排出削減量

と限界排出削減コストとの関係を連続的に図示したものである。MAC カーブの算定の際には、

複数技術・対策の導入による削減量への複合影響が考慮される。また、通常、グラフ上の各技

術・対策は限界排出削減コストの低い順、すなわち経済的な導入のしやすい順に並べられる。

 

(限界排出削減コストカーブを用いた排出削減対策の解析の基本的考え方)(1.5 節) 

 MAC カーブは、目標とする排出削減量を達成するために要するコストの算出、あるいは、

ある水準の炭素税等経済的インセンティブを設定した場合に導入されることが期待できる技

術、その際に達成される排出削減期待量の算出などに利用可能である。 

 国家的な温室効果ガス排出削減目標の設定において、対策技術の MAC を調査し、それらの

上限が均等となるような水準で各国の排出目標を設定することにより、国際的に公平な排出目

標を設定できる。 

 ただし、排出削減目標の設定の際に勘案されるのは対策コストだけではないこと、限界排出

削減コストの上限だけでなくそこに至る総コストも考慮すべきこと、そもそも政治的合意は

MAC カーブのような技術的な次元とは異なる次元で決定されること、さらには低効率技術が

多い途上国の方が MAC は低く算出され、途上国の方が厳しい目標を負うという結論になりや
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すい等の要因により、実際は国家レベルの排出削減目標の設定は MAC に基づいた例はない。

 排出量取引制度の設計に当たって、MAC は重要な要因となりうるが、現在 EU により実施さ

れている EU 排出量取引スキーム(EUETS)等ではグランドファザリング方式(参加する主体(企

業、工場等)に対して個別に排出枠を初期割当する方式)が採用されているが、排出枠の割当は

産業の競争力確保等の観点から配分が行われており、必ずしもそれぞれの施設の MAC を直接

反映したものとはなっていない。 

 一方、今後の展開が予想されるオークション方式(割り当て可能な総排出枠を設定し、政府

等が競売形式で参加主体に販売する方式)の場合には、排出量取引制度に参加する主体は排出

量取引を管理する機関から売り出される排出権を競売形式で購入することになるが、この購入

価格と各主体の MAC は一致することとなる。従って MAC カーブの検討は排出権取引の制度

設計において重要な要素となる。 

 国内における政策順位の検討や、炭素税及び補助金の検討等にも MAC カーブは活用可能で

ある。 

 

(外航海運部門以外の産業・民生部門における限界排出削減コストカーブの算定・解析事例)(1.6

節) 

 全世界・全分野を対象とした MAC カーブの算定事例としては、米国のコンサルティング機

関 McKinsey & Company による Pathways to a Low-Carbon Economy が有名であり、我が国に

おいても、財団法人地球環境産業技術研究機構(RITE)による RITE 世界モデルが構築され、全

世界を対象とした MAC カーブを策定している。 

 

(主要部門に関する限界排出削減コストの分析事例)(1.7 節) 

 自動車部門については、上記 McKinsey、RITE、IEA の分析の中で検討が行われ、いずれも

将来のハイブリッド自動車(HV)、電気自動車(EV)、代替燃料自動車(CNG、バイオ燃料)等の導

入が想定されている。本格的に導入可能な対策としてはマイナスコストの対策は少なく、概ね

100 USD/t-CO2～最大 400 USD/t-CO2程度の導入コストの上限を想定している。 

 近年、海運と共に国際的に対策が求められている航空部門における MAC 算出事例は少ない

が、全般的に排出削減コストがプラスに算出される中、マイナスコストの対策としてエンジン

の定期的洗浄や管制の改善等が挙げられている。これらの対策は実際に実施されている。 

 鉄鋼部門については、McKinsey 等による試算が行われているが、マイナスコストの対策と

してはコジェネレーション、バイオマス燃料等が挙げられている。他に削減ポテンシャルが大

きいのは CCS である。RITE の分析では先進国における設備更新の大幅前倒しによる省エネの

MAC は 200～500 USD/t-CO2と算出されている。 

 世界のエネルギー起源 CO2排出量の 40 %以上を占め、最大の温室効果ガス発生源である発

電部門についても、McKinsey 等の試算により、原子力は約 10 ユーロ/t-CO2、風力、太陽光等

再生可能エネルギーの多くは 10～20 ユーロ/t-CO2、CCS がそれ以上(最大 60 ユーロ/t-CO2)と

算出されている。これに対して RITE の分析では、先進国での MAC に関しては、天然ガス複

合火力の導入及び風力発電について 100 USD/t-CO2以内と算出されているが、太陽光発電につ

いては 200～500 USD/t-CO2に上ると算出されている。 

 

(限界排出削減コストの検討と利用の総括)(1.8 節) 

MAC は費用効果的な排出削減対策の特定に役立つとともに、国家間の排出削減目標の策定

や、排出量取引、炭素税等の国内対策の策定にも理論上は活用しうる。しかしながら実際の国
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家の排出量取引目標は国際的な交渉に基づいて決定され、またその検討は主として各国の温室

効果ガス排出の推移に立脚すると考えられる。このように MAC を国際交渉の土台とすること

は大きな困難を伴い、これまでのところ MAC に基づいて国家の排出削減目標が行われた事例

はない。また排出量取引制度については、現行の EUETS 等の無償割当制度については参加主

体の過去の実績に基づきつつ産業の国際競争力への配慮等が加味されており、MAC に基づく

制度設計が行われているとは言えない。 

各種文献を比較分析すると、低コストまたはネガティブコストで実施可能な排出削減技術が

相当量存在するとしているが、排出削減の大半は何らかのコストを要すると考えられる。ただ

しどの分野の MAC が低いかについてはモデル間で相違が見られる。各種の MAC 算出結果に

ついてとりまとめた IPCC 第 4 次評価報告書によると、2030 年までに 100 USD/t-CO2以下で実

施できる対策効果は 15.8～31.1 Gt-CO2(総排出量の約 30%～50%)と算出され、この半分以上が

20 USD/t-CO2以下で実施できるとしている。 

 

 

1.1 本調査の目的 

 地球規模の温室効果ガス排出削減対策を講じるにあたり、各種対策の実施に対する

費用の負担の多寡が課題となる。一般に大気汚染物質などの削減対策には、設備コス

ト、運営コストが必要となる。他方、温室効果ガスの大半を占めるエネルギー起源 CO2

の排出削減対策については、設備コスト、運営コストをかけた場合、省エネによる燃

料費節減という便益(＝対策による貨幣換算可能な効果、見返り)も想定されるため、

一概に対策実施者に対して費用負担を求めるものではなく、むしろ利益をもたらすと

判断される場合もある。 

世界的に地球温暖化ガス削減に向けた動きが加速される中、海運分野でも IMO にお

いて、各国による GHG 削減対策に向けた国際的な対策のあり方が検討され、その具

体的手段として、MARPOL 条約附属書 VI Annex VI Chapter 4 の追加によりエネルギ

ー効率設計指標(EEDI
1
)の計算と一部船舶を対象としたその最大許容値の設定及び、船

舶エネルギー効率マネージメントプラン(SEEMP)
2の保持の強制化が決定された。こう

した議論の過程において IMO 事務局や各国関係機関から、その検討の技術的な基礎と

して、限界排出コスト(Marginal Abatement Cost：MAC)、あるいはその排出削減量との

                                                      
1 Energy Efficiency Design Index (エネルギー効率設計指標)。  

設計時点における船舶の輸送効率を推定するための指標。式の形式としては、｛主機及び補機

の出力(kW)｝×｛出力あたり燃料消費量 (t-fuel/kWh)｝×｛燃料の CO2 排出係数(t-CO2/g-fuel)｝

÷｛重量(DWT)×速度(mile/hr)｝であり、t-CO2/トンマイルの次元を持つ。2009 年 7 月の MEPC59

では自主的な EEDI の算出方法、認証方法等に関する暫定ガイドラインが合意され、また 2010

年 3 月の MEPC60 では新造船に対する計算義務付けが合意された。2011 年 7 月の MEPC 62 に

おける MARPOL 条約附属書 VI の改正案の採択により、総トン数 400 トン以上の新造船に対

する EEDI の計算と一部船舶を対象としたその最大許容値の設定が義務付けられた。 
2 Ship Energy Efficiency Management Plan(船舶エネルギー効率管理計画)。船舶がエネルギー効

率の良い航行を行うための手法及びモニタリング・改善計画。2011 年 7 月の MEPC 62 におけ

る MARPOL 条約附属書 VI の改正案の採択により、総トン数 400 トン以上の船舶に対する

SEEMP の保持が義務付けられた。 
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関係を示した限界排出削減コストカーブ(Marginal Abatement Cost Curve：MAC カーブ)

に関する論文等が提出され、議論されている。 

 MAC、あるいは MAC カーブは、海運以外の分野においても国際的あるいは国内の

枠組みで、広く地球温暖化対策の検討に利用されており、我が国においても 2020 年に

向けた我が国の温室効果ガス排出目標の検討の中で、MAC カーブが他の先進国との目

標設定の比較(1.6.2 参照)等に活用されている。しかしながらこれまで、我が国におい

ては外航海運分野での MAC カーブ作成に取り組んだ事例はなく、我が国が推進する

EEDI の導入促進や、ネガティブコストが多いとされる外航海運における温室効果ガ

ス排出削減対策の検討、今後の国際的な対策の円滑の実施の観点だけでなく、海運事

業者や造船所が独自のコスト解析を行う際にも、我が国独自の外航海運分野における

MAC カーブ作成する必要がある。 

本調査では外航海運における主要な温室効果ガス排出削減技術について、エネルギ

ー消費節減効果及びコストを把握した上で限界排出削減コストを算出し、併せて導入

に際しての障壁及び克服手段について他分野の事例も踏まえつつ検討することを目的

とした。  

 

1.2 限界排出削減コスト(Marginal Abatement Cost：MAC)とは 

限界排出削減コスト(Marginal Abatement Cost：MAC)とはある技術や対策により温室

効果ガスを追加的に 1 単位削減するのに必要な費用であり、1 トン当たりの米ドルで

表現されたコスト  (USD/t-CO2)として表現される場合が多い。これは、複数の温室効

果ガス削減対策の経済的な効率性を横並びで見る指標として位置づけることができ、

限界排出削減コストが低い技術や対策ほど排出削減の面から見てその導入時の費用対

効果が高く、また限界排出削減コストがマイナスということは、その技術や対策の導

入が全体で見て付加的なコスト無しで実施できる(むしろ経済的に利益をもたらす)と

いうことを意味する。ただし、仮に限界排出削減コストがマイナスであっても、排出

削減のためのコストを負担する主体と便益を享受する主体が異なる場合や、設備コス

トが多額のため資金調達自体が制限される等の要因があり、当該対策が自動的に導入

されるとは限らない。このような資金以外の導入障壁としては、他には製造設備の制

約、技術リスク等が挙げられるが、これらについては現在の MAC の計算方法には、

明示的に反映されない。 

 

1.3 限界排出削減コストの基本式 

限界排出削減コスト(以降、「MAC」と記載)は一般的にある一定期間内において発生

する「排出削減に要する正味費用(費用－省エネ等の便益)÷排出削減効果」で表され

る。ここで CO2 排出削減技術の多くは省エネルギー技術であるが、その場合の MAC
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は MEPC 61・INF.18 (Reduction of GHG Emissions From Ships:Marginal abatement costs 

and cost-effectiveness of energy-efficiency measures) によれば、下記のような算定式によ

り表される。 

FCF

OPFSK

FCF

C
MAC

j

jjjj

j ××

Σ+××−+
=

××

Δ
=

α

α

α

 (1) 

ここで、  

・ MAC：限界排出削減コスト(USD/t-CO2) 

・ ΔC：正味費用(USD) 

・ α j：技術 j による排出削減率() 

・ CF：燃料の CO2排出係数(t-CO2/t-fuel) 

・ F：燃料消費量(t-fuel) 

・ Kj：技術 j の資本コスト(設備コスト：USD) 

・ Sj：技術 j の運営コスト(USD) 

・ P：燃料価格(USD/t-fuel) 

・ Oj：技術 j の導入による機会損失の経済価値(USD) 

 

即ち、MAC とは当該技術の設備・運営コストから燃料費節減という便益を差し引い

た正味コストを、当該技術による排出削減量で割ったものである。従って、ある技術

の導入によりもたらされる燃料費節減の便益が、当該技術の導入及び維持・利用に伴

う費用を上回れば MAC の値はマイナス、下回ればプラスとなる。例えば設備コスト

を 100 万ドル、運営コストをゼロとおき、当該設備による年間燃料削減量を 1,500t-fuel 

(燃料の CO2原単位を 3 t-CO2/t-fuel とおくと年間 CO2排出量は 4,500 t-CO2)、燃料コス

トを 500 ドル/ t-fuel として上式にあてはめると、MAC は(1,000,000－1,500×500)÷

4,500 = 56 USD/t-CO2と算出される
3。年間燃料削減量が 2,000t-fuel を超えると、コス

トを便益が上回り、MAC はゼロ以下のマイナスの値を取る。このように省エネ技術の

場合、船舶に適用可能な技術の資本コスト及び /または運営コストが低く、かつ省エ

ネ・排出削減効果が大きければ、MAC はマイナスの値を取る。逆に技術の資本コスト

及び/または運営コストが高価であり、かつ省エネ・排出削減効果が小さければ MAC

はプラスの大きい値を取る。  

ここで技術導入に関する省エネ以外のコストや便益(たとえば CO2 排出削減クレジ

ット等)を考慮しないとすると、上式は数式(2)のように単純化される。  

                                                      
3 ここでは回収想定年数や割引率(後述)については考慮しない。 
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CF

P

FCF

PF

FCF

OPFSK

FCF

C
MAC

j

j

j

jjjj

j

−=
××

××−
=

××

Σ+××−+
=

××

Δ
=

α

α

α

α

α

 (2) 

 

即ち、設備・運営コストを必要とせず、また省エネのみが便益である技術の MAC

は燃料価格を当該燃料の CO2 原単位で除した値となる。つまり燃料価格が 500 

USD/t-fuel、燃料の CO2原単位が 3 t-CO2/t-fuel であるとすると、そのような燃料を節

減する技術の MAC は設備・運営コスト及び機会損失がゼロの場合約-167 USD/t-fuel

の最小値を取る。  

 

1.4 限界排出削減コストカーブ(Marginal Abatement Cost Curve：MAC カーブ) 

前項で述べた限界排出削減コストは、導入される技術や対策ごとに計算される。実

際には、単独の技術や対策が導入されることは希であり、様々な技術や対策を組み合

わせて、ある一定の範囲内のコストで最大の CO2 削減量を期待する場合がほとんどで

ある。この際に、一定の技術や対策の導入を組み合わせた削減シナリオを設定し、そ

れぞれの技術や対策に対する MAC を算出して、排出削減量と費用の関係を連続的に

図示したものが限界削減費用曲線(Marginal Abatement Cost Curve：MAC カーブと呼ぶ)

である。MAC カーブを算定する際には、単独の技術の MAC を評価する場合とは異な

り、技術の組み合わせによる削減量への複合的な影響(組み合わせによって MAC の分

子に相当する燃料節減の費用及び分母に相当する CO2排出削減量の双方について、増

加する場合と減少する可能性がある)を考慮するとともに、技術の導入順を定める順序

づけが必要となる。順序づけは、通常は経済的な導入のし易さに沿って、すなわち

MAC が低く計算される技術・対策から順に並べていくが、その目的用途によってはそ

れ以外の方法も考えられる4。また MAC の低い順に並べる場合でも、後述(2.5 節)する

ように MAC は技術コストや便益に関する想定のほか、割引率5
(MAC を算定するため

のパラメータ、詳しくは 2.5.1 節参照)や回収想定期間(同左)等多くのパラメータに影

響されるため、これらの設定次第で順序も変わりうる。例えば、導入コストが低く燃

料削減便益の小さい対策と、それより MAC が高い、導入コストが高いが導入以降継

続的に発生する燃料削減便益の大きい対策とは、回収想定期間が長くなれば後者の

MAC が相対的に低下し、MAC が逆転しうる。  

                                                      
4 例えば MAC が高い技術 A の導入が、MAC の低い技術 B の導入の前提になる場合、あるい

は技術 A を先に導入するような政策措置が講じられる場合、そのようなグラフの作成も考え

られる。  
5将来の価値を現在の価値に換算する場合の係数。貨幣は利子を生み、投資は収益が期待され

るので、例えば現在 100 万円の資金を保有することは、1 年後に 100 万円以上を手渡されるこ

とと同じ価値がある。この増分の比率が割引率である。現在 100 万円の資金を保有することと

1 年後に 105 万円の収入があることが同じ価値である場合、割引率は 5%となる。従って割引

率は投資に対する収益率の期待値と同じである。 
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MAC カーブの算定事例については、主に陸上のセクターに関する事例を 1.6 に、海

運を対象とした計算解析事例を 1.6 で紹介する。  

 

1.5 限界排出削減コストカーブを用いた排出削減対策の解析の基本的考え方 

 

1.5.1 排出削減目標・対策と限界排出削減コストカーブ 

ある国や部門等において想定される各種の排出削減技術について MAC カーブを算

出することにより、当該国、部門において、所与の排出削減量を達成するために要す

るコストが算出可能となる。例えば図 1.5-1 に示すような MAC カーブを描く国また

は部門において、X(t-CO2)の排出削減を最小コストで達成するために必要な対策コス

トの総和は台形 OABC の面積(USD)で表され、MAC が Y(USD/t-CO2)の技術までを実

施する必要があると算出される(ただし、2.4 で述べるように、MAC 割引率、回収想定

期間等、業界ごとに異なる多くのパラメータに依存し、また MAC カーブも個別の技

術ごとに並べた場合は、一般に非線形のカーブを描くため、図 1.6-1 に示すような単

純化は容易ではない)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.5-1 MAC カーブと排出削減対策コストの関係  

 

また、MAC カーブはある水準の炭素税等の経済的インセンティブを設定した場合に

導入されることが期待できる技術(とその組み合わせ)やその際に達成される排出削減

期待量の算出にも理論的に適用可能である。例えば図 1.5-1 において Y(USD/t-CO2)の

炭素税を課す場合、対象部門は四角形 OABC(単位:USD)に相当する対策コストを講じ

て排出量を削減し、MAC が Y(USD/t-CO2)を上回るようになると排出削減実施の代わ

りに炭素税を支払うことを選択する。結果として当該部門の温室効果ガス排出量は

OZ(t-CO2)から XZ に(t-CO2)に減少し、炭素税の税収は四角形 BCFE(単位:USD)で表さ

れる。  

このように MAC カーブの策定は国家、部門の温室効果ガス排出目標や排出削減費

Xt-CO2 

排出削減量 (t-CO2) 

MAC(USD/t-CO2) 

Y USD/t-CO2 

MAC カーブ  

A 

C 

B 

O 

D 

E 

F

Zt-CO2(全量)
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用の算出を検討する上で有意義な情報を与える。ただしMACカーブを用いた解析を、

温室効果ガス排出削減目標の策定や政策に反映するためにはいくつかの制約がある。

それを以下に概観する。 

 

1.5.2 限界排出削減コストカーブの政策への適用の限界 

国家的な温室効果ガス排出削減目標の設定に当たり、各分野の対策技術の MAC を

調査し、それらの上限が均等となるような水準で各国の排出目標を設定すると、国に

よって目標とすべき排出削減率が異なったとしても、そのような目標を達成する時に

必要な追加的な対策に要する上限コストの水準が各国間で理論上等しくなり、その意

味で公平と言える。  

逆に言えば、各国に対して基準年等のベースラインから見た排出削減率を一律に設

けた場合(例：X 年までに Y 年比 Z%減、等)、各国の排出削減技術の排出削減ポテン

シャル及び上限コストは、国家間の経済発展状況によって大きく異なる可能性が高い。

例えば現有設備の効率が低く温室効果ガス排出原単位が高い国は、低排出型設備への

更新が比較的容易であるが、既にそれら低排出型設備を導入している国が同様な排出

削減を達成するためには削減の余地が限定されるか、非常に大きなコストを要する設

備に代替する必要がある。日本は現時点で各種環境対策、省エネ対策が浸透している

ことから、今後講じることが可能な温室効果ガス排出削減対策は一般に高コストであ

ると考えられている。このため各国が一律の排出削減率目標を採択した場合、MAC

カーブの考え方から言えば、日本が他国と同一の削減率を実現するためのコストが高

価となるのは必然である。以上の観点から、MAC が等しくなるような目標設定は公平

性のひとつの基準になる。なおノルウェーから IMO に提案された文書では、MAC カ

ーブに基づく削減目標が提案されている。  

国内では、平成 21 年の「地球温暖化問題に関する閣僚委員会副大臣級検討チーム・

タスクフォース」において、日本、EU、米国における MAC カーブを計算し、日本の

主張した温室効果ガス排出目標である「1990 年比 25 %減」を実現する日本の MAC

値を EU、米国に当てはめた場合の、三者の排出削減率(あるべき削減目標値)を比較し

た例がある。日本の温室効果ガス排出目標(「1990 年比 25 %減」)達成を行う技術・

対策の組み合わせの MAC 上限値は約 500 USD/t-CO2

6と算出され、この同じコスト水

準の対策(組み合わせは異なる可能性がある)を実施した場合、欧米の温室効果ガス排

出量は 1990 年比で日本以上に大きく削減される結果となった。換言すれば、欧米が

現在提案している排出削減目標は日本に比べて経済的負担が軽いとも言える。  

以上の観点から日本は、各国の削減目標は MAC カーブなどの解析に基づき経済的

                                                      
6 500USD/t-CO2を炭素税に例えれば、ガソリン 1 リットル当たり約 90 円の上乗せに当たる。 
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な公平性の観点からも検討するべきであると主張してきた経緯がある。  

 

表 1.5-1 日本と同等の MAC 上限値の限界排出削減費用から算出される米国及び EU

の排出削減目標   

 日本と同じ MAC の上限値を設定した

場合の温室効果ガス排出削減目標

(2020 年) 

日本の排出削減対

策目標達成方法  

「1990 年比 25 %

減」排出削減目標

達成のための日本

の MAC 上限値  

 米国  EU   

財団法人地球環境産業技

術研究機構 (RITE)世界技

術モデル(ケース) 

1990 年比 44%減  1990 年比 39%減  全て国内対策  476USD/t-CO2 

国立環境研究所 世界技

術モデル  

1990 年比 32%減  1990 年比 32%減  国内対策で-20 %、

海外クレジットで

5 % 

546USD/t-CO2 

米国および EU が COP15

に引き続き提案した削減

目標  

2005 年比 17%減  

(1990 年レベルと

ほぼ同等) 

1990 年比 20 %減   

(出典：平成 21 年「地球温暖化問題に関する閣僚委員会副大臣級検討チーム・タスク

フォース」報告書より作成) 

 

ただし、実際に排出削減目標を各国の MAC カーブに基づいて設定させることには

幾つかの困難が伴う。その主な理由は例えば以下のように大別される。  

 

(1) 限界排出削減コスト以外の要因の存在 

前述のように MAC カーブに基づく解析・評価はは一定の公平性の基準となりうる

が、排出削減目標の決定には MAC カーブだけではなく、当該国のエネルギー消費量

及び温室効果ガス排出量の現状及び今後の動向等の要素も重視されよう。一般的に先

進国に比べて途上国のほうが、エネルギー効率が低い設備が多いため、図 1.5-2 に見

るように同じ排出量で見た場合には、途上国における MAC カーブは先進国と比べて

低く算出されることが多い。しかしながら、実際に先進国と途上国に対する排出削減

目標を検討する場合には、現状の 1 人当たりエネルギー消費量水準の相異や、今後こ

れらの国々が目指している経済成長と、それに伴う温室効果ガス排出量の増加につい

て勘案する必要が生じよう。その意味で MAC カーブを公平な目標の基準とする場合

は、比較の対象となる国や地域が、エネルギー消費や生活水準の現状と将来動向につ

いてほぼ均等な条件にあることが前提となると考えられる。  
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図 1.5-2 気候変動枠組条約附属書Ⅰ国(先進国及び移行経済国)と 

非附属書Ⅰ国(途上国)の MAC カーブ算出事例 

(出典：地球温暖化問題に関する懇談会 中期目標検討委員会(第 1 回：2008 年 11 月)

資料：モデルは国立環境研究所 AIM エンドユースモデルに基づく算出結果) 

 

また、経済全体に対する排出削減コストは、仮に排出削減目標とその際の MAC が

同一であっても、それに到達するまでの総コストは MAC カーブの状況により、異な

ってくる。。例えば図 1.5-3 において実線及び破線をそれぞれ A 国と B 国の MAC カー

ブとした場合、共に排出削減量が X(Mt-CO2あるいは基準年比%)、排出削減目標をMAC

の上限値が Y(USD/t-CO2)となる点で排出削減目標を設定すると、A 国は最初から高価

な対策を実施しなければならないのに対して B 国の初期の対策費用は安価である。従

って、排出削減目標及び目標達成時点での MAC は等しくても、目標達成に至るため

の積算コストは A 国のほうが大きいと言える。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.5-3 MAC カーブの異なる二カ国の排出削減目標  

 

排出削減量  

X 

MAC 

Y 

A 国  

B 国  
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(2) 政治的合意の困難さ 

次に、現実的な課題として、排出目標を検討する多様な主体が合意しうるような

MAC の算出自体が困難であるということが挙げられる。 

本調査並びに多くの既存調査が示すように、MAC カーブは個別対象技術の種類、普

及率、排出削減ポテンシャルといった技術的パラメータとともに割引率や回収想定期

間等多くの経済的なパラメータに基づき算出され、これらの設定により大きく変化す

る。このようなパラメータについて各国がお互いに完全に情報を把握し、合意しうる

数値を策定することは難しい。さらに燃料価格や割引率等の経済パラメータは外的要

因により経年で変化しうるため、定期的な見直しが必要となる。  

さらに、国際交渉において排出削減目標を策定する場合は、往々にして不完全な情

報に基づいて大枠に関する政治合意に達し、細則については後日決定するという結果

となる。京都議定書の採択時がまさにそのような状況であり、京都議定書の施行細則

とも言えるマラケシュ合意の策定までには京都議定書採択後さらに 4 年を要した。京

都議定書に基づく排出削減目標の設定に当たっては各国の MAC カーブに関する情報

が適切に反映されたとは言いがたく、目標設定の根拠としては MAC カーブよりも現

状の排出水準及び今後の排出動向が考慮された。京都議定書の目標検討に際して、旧

ソ連・東欧等の移行経済国は先進国と比べて緩い目標を負ったが、これらの国におい

てエネルギー効率の低い設備が多く稼動しているという事実を鑑みると、MAC に基づ

く検討により示唆される排出目標とは逆の結論になっていると考えられる。  

 

(3) 排出量取引制度と限界排出削減コストカーブ 

次に排出量取引制度における MAC カーブの適用について考えてみる。排出量取引

制度においては、コストを自己負担して余剰な削減量を産み出した主体が、その余剰

削減量を他の主体と売買することで自己負担の一部を回収する。つまり取引された排

出量を通して各主体の MAC が等しくなるという言い方もできる。従って排出量取引

制度の設計に当たり MAC カーブは重要な要因となりうる。  

排出量取引制度における排出枠の配分または調達の方式には、大別すると参加する

主体(企業、工場等)に対して個別に排出枠を最初に無償で割当する方式(無償割当方式)

と、割り当て可能な総排出枠を設定し、政府等が競売形式で参加主体に販売する方式

(オークション方式)がある。これらにおける MAC カーブの役割について以下に述べる。 

 

(4) 無償割当方式の排出量取引制度 

初期の排出枠を参加主体に無償で割当てる場合、その配分方法には様々な手法があ

るが、MAC が完全に均等になるように配分すると、各主体が排出枠を達成するために

必要な対策の MAC が一律となり、そもそも取引を行う必要がなくなる。これは排出
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権売買による資金移転が起こらないと言う点で公平であるが、排出量取引制度に参加

する各主体に対して課される排出削減率が一様ではなくなる (排出削減が容易な部

門・施設もそうでないものも同率の排出削減が求められる)という点で、不公平感を醸

成する可能性がある。  

現行の EU 排出量取引スキーム(EUETS)は、各国が個別の排出施設(発電所、製鉄所

等)に対して毎年の排出枠を無償で割り当てる方式であるが、個別施設に対する排出枠

の配分は基本的には過去の排出実績に基づいた配分(グランドファザリング方式)であ

る。例えば EUETS においては製鉄、セメント等の産業部門に対しては過去の排出実

績をほぼ反映した排出枠が付与されている一方で、電気事業に対して過去の排出実績

を大幅に下回る厳しい排出枠配分を行っており、石炭火力発電所の中には排出量の半

分程度という到底遵守できない排出枠しか与えられていない対象施設もある。  

このように EUETSに基づく個別施設の排出枠はMACという観点からは極めて不公

平であると考えられるが、これは排出削減義務を課すことによる産業の域外流出や、

コスト転嫁の可能性を考慮したものであろう。 
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図 1.5-4 EUETS 参加各部門の温室効果ガス排出枠の排出量に対する比率  

(出典：欧州委員会資料より作成：Y 軸が高いほど排出枠が余剰となる) 

 

このように国際的に競争状態にある産業に関して潤沢な排出枠を与えるような制度

設計は、導入には至らなかったものの近年検討された豪州の排出量取引制度(Carbon 

Pollution Reduction Scheme(CPRS))や米国連邦議会提出法案(The American Clean Energy 

and Security Act、通称 Waxman-Markey 法案)にも存在する。これらの事例に見るよう

に、排出量取引制度においても目標の設定は必ずしも MAC カーブを反映したものと
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はなっていない。また、前述のように同一業種に限定しても、国外も含めた全ての参

加主体の MAC カーブに関する情報を完全に把握した上で制度を決定することは不可

能であろう。 

 

(5) オークション方式の排出量取引制度 

排出量取引制度に参加する主体が排出枠を与えられず、自らの排出量に応じた排出

枠を政府からオークション(競売)で買い取る方式の排出量取引制度では、状況はやや

異なる。このような方式の制度は現在までに存在しないが、EUETS では 2013 年から

開始される第 3 フェーズにおいて、主として発電所について導入される予定である。

オークション方式の場合には、排出量取引制度に参加する主体は、排出量取引を管理

する機関から売り出される排出権を競売形式で購入することになるが、この購入価格

と各主体の MAC は一致する。即ち自らの排出削減対策が排出権価格を下回る場合は

排出削減対策を講じ、逆の場合は排出権購入を行う。その意味でオークション方式の

排出量取引制度における全体目標の設定は、MAC カーブと密接な関連がある。対象分

野の MAC カーブの策定により、排出枠総枠の達成とコスト・政府等の排出権収入等

が推計される。従って MAC カーブの検討は全体の制度設計において不可欠の要素で

あろう。  

排出削減制度の策定において MAC に基づく配分が検討された例として、上記の

2013 年以降の EUETS 第 3 フェーズの総排出枠の決定方法が挙げられる。これに関す

る文書7を分析すると、「2020 年までに 1990 年比 20 %減」という EU の全体排出削減

目標に照らして、運輸部門や民生部門等の EUETS 対象外の部門に対する排出削減対

策(炭素税や燃費効率等)によって生じる間接的な負担が、EUETS 対象部門(産業施設及

び発電所)における排出削減対策の MACとほぼ同等(約 40 ユーロ/t-CO2)となるように、

EUETS 対象部門全体の目標が設定された。これは EUETS 対象部門と非対象部門の双

方において不公平感を低減することを目的としていたものと考えられる。  

なお、EUETS 対象外の部門の排出削減目標を各国間に配分するに当たっては、配分

の根拠として 1 人当たり GDP を用いている。図 1.5-5 を見ると、1 人当たり GDP の

低いブルガリアやルーマニアの排出目標は 2005 年比 20 %増程度であるが、1 人当た

り GDP の高いデンマーク、アイルランドやルクセンブルクは逆に 2005 年比 20 %減

となっている。仮に国家間の MAC カーブを描いた場合、むしろ逆の結果が導かれる

可能性が高い。  

                                                      
7欧州委員会、Impact assessment: Document accompanying the Package of Implementation measures 

for EU's objectives on climate change and renewable energy for 2020. 
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図 1.5-5 2013年以降の EU排出量取引スキーム対象外部門の排

出削減目標(対 2005 年比)と 1 人当たり GDP の関係  

(出典：欧州委員会、Package of implementation relating to the EU's objectives on climate 

change and renewable energy for 2020) 

 

1.5.3 排出権取引制度以外の温室効果ガス排出削減対策と限界排出削減コストカーブ 

 MAC及び MACカーブは排出量取引制度以外の温室効果ガス排出削減対策を検討す

る場合にも用いられる。以下に例を挙げる。  

 

(1) 政策順位の検討 

一般に温室効果ガス排出削減対策はコストの低いものから行う方が費用効果的であ

り、また経済影響も小さい。従って MAC カーブの作成は温室効果ガス排出削減のた

めに講じるべき対策、対象とする分野の優先順位の決定に資する。ただし実際の政策

策定には排出削減コスト以外の他の要因も考慮する必要がある。例えば太陽光発電は、

これまでの多くの検討によれば MAC が高い技術となるが、電力需給の安定化等の要

因もあり日本の温室効果ガス排出削減対策として重視されており、固定価格買取制度

等の支援政策の策定・施行が進められている。 

 

(2) 炭素税及び補助金の検討 

ある省エネ技術の MAC が X USD/t-CO2と算出され、それと同額の炭素税を課した

場合、炭素税を反映した燃料価格の上昇により燃料節減の便益が向上し、MAC はゼロ

となる。このことは、炭素税により当該技術に対するコスト面での障壁は取り払われ
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たことを意味する。同様の効果は、当該技術に対して X USD/t-CO2に相当する補助金

を付与することにより達成される。従って、MAC カーブは温室効果ガス排出削減対策

の導入を容易にするための、炭素税や補助金などの枠組みの検討に活用できる。 

ただし MAC カーブに基づいた炭素税や補助金対策の検討の前提として、対象とな

る排出削減技術の MAC がプラスの値を取っており、導入に関する障壁がコストに関

するものと見なされることが前提となる。MAC がマイナスである(即ち現状において

導入が費用効果的であると算出される)にも係らず技術の導入が進まない技術につい

ては、技術の導入に対するコスト以外の障壁の存在が示唆される。ここで炭素税が導

入されると燃料コストが高くなることから燃料節減効果が高まり、MAC がさらに低い

値を取ることになるが、既にマイナスとなっているのに技術の普及が進まない MAC

の値をさらに低く誘導することによって技術の普及を促進することの効果については

疑問が生じる。  

 

1.6 外航海運部門以外の産業・民生部門における限界排出削減コストカーブの算定・解析

事例 

 MAC の算定とその解析は既に多くの分野で行われており、全世界・全産業について

対象とした調査結果も存在する。ここでは全世界・全産業についてについて MAC カ

ーブ及びその諸要素について検討した事例のうち代表的なものを挙げ、整理した。ま

た、それらとあわせて運輸部門について調査した英国の事例を併せて取り上げた。具

体的には次の 4 つについて検討を行った。  

・ McKinsey and Company(2009)、Pathway to a Low-Carbon Economy 

・ 公益財団法人地球環境産業技術研究機構(RITE)世界モデル 

・ IEA、Energy Technology Perspectives 2010 

・ 英国気候変動委員会(CCC)による分析  

 

1.6.1  McKinsey 文献における限界排出削減コストカーブの算定・解析事例 

(1) 対象 

 本文献 (Pathways to a Low-Carbon Economy
8
)は、米国のコンサルティング機関

McKinsey & Company が、産業革命以前と比べて温度上昇を 2 度以内に抑えるために

2030 年の時点でなすべきことをとりまとめたものである。本文献の結論として、温度

上昇の抑制のために 2030 年の温室効果ガス排出量を 1990 年比 35 %減とすることが

必要であり、そのためのに必要な投資は年間 2,000 億～3,500 億ユーロ(2030 年の世界

GDP の 1%程度)としている。  

                                                      
8 http://www.mckinsey.com/clientservice/sustainability/pathways_low_carbon_economy.asp よりア

クセス可能。 
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本文献では主要産業部門に加えて、廃棄物、森林、農業等 10 のセクターについて、

世界 21 地域における 200 以上の GHG 排出削減技術を対象に、MAC の算出が行われ

ている。対象とされる技術は、60 USD/t-CO2以下で削減実施可能な技術であり、これ

らが 2010 年より導入開始される場合を想定している。  

 算定対象期間は、2005 年を基準年とし、2010 年、2015 年、2020 年、2025 年、2030 

年における削減ポテンシャルを予測している。 

 

(2) 手法 

a. 削減コストの算定方法 

削減コストの算定方法を数式化すると下記のとおり。全ての地域及び年の加重平均

として算定される。  

 

ERBAU

BAUERERER

CECE

TCTBTCOTCI
ERC

−

−−+

=

)(
 (3) 

 

ただし、  

TCIER：CO2削減が実施される場合の投資コスト  

TCOER：CO2削減が実施される場合のランニングコスト(人件費、材料費) 

TBER：CO2削減を実施することにより得られる収益(省エネ効果など) 

TCBAU：BAU における全コスト  

CEBAU：BAU における CO2排出量 

CEER：CO2削減が実施される場合の CO2排出量 

なお、税金や補助金など政策により変動する部分や、通信費等の間接費は考慮しな

い。また、技術コストは、現状のコストおよび専門家による将来のコスト予測に基づ

くとしている。  

 

b. BAU シナリオの設定 

 BAU シナリオは、下記の条件のもと設定される。  

・ 2005 年から 2030 年にかけて GHG 排出量は 55 %増加し、2005 年の 46 Gt-CO2

から 2030 年の 70 Gt-CO2 となる。地域別には、2005 年時点において先進国が

40 %、途上国が 56 %、国際運輸が 4 %を占めていたが、2030 年には先進国が 32 %、

途上国が 63 %、国際運輸が 5 %となる。  

・ 石油価格(60 USD / バレル)、及び IEA の World Energy Outlook 2007 に基づき地域

ごとに GDP 及び人口増加率を設定する。  
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・ CO2排出量 / GDP は、年間 1.2 %低下する。 

 

c. 算定の前提 

 経済的パラメータとして、割引率は、長期国債利率の過去の平均利率である 4 %に

設定する。回収想定期間として、設備の耐用年数(funcational life)を想定している。  

 

(3) 結果 

 60 USD/t-CO2以下で実施可能な技術の積み上げにより、2030 年までに BAU 比 38 

Gt-CO2の削減が可能であるとしている。計算結果について図 1.6-1 に示す。温室効果

ガス排出量は無対策では 70 Gt-CO2に上るため、対策により排出量が半分以下に削減

される(1990 年比では 10 %減、2005 年比では 30 %減)。この内訳は表 1.6-1 のとおり。  

 

表 1.6-1 McKinsey 文献による各種対策による年間排出削減量  

区分  年間排出削減量 具体的な対策 

省エネ対策 14 Gt-CO2 高効率車両、建築物の断熱、産業機械の制御改善 

エネルギー供給側の

低炭素化  

12 Gt-CO2 再生可能エネルギー発電、原子力発電、化石燃料焚発電

所に対する炭素回収・貯留(CCS)付加。  

森林・農業対策  12 Gt-CO2 森林減少の防止及び農業慣行の改善(ただしほとんどが

途上国での実施となるため、困難としている) 

 

全般的には住宅等における家電・空調、断熱、照明等設備に関する省エネ対策や、

肥料管理や耕法改善等農業対策等がネガティブコスト(即ち費用効果的)であると算出

されているのに対し、原子力、風力及び太陽光発電や、温室効果ガス排出削減以外に(省

エネ等の)付随的便益を生じない炭素回収・貯留(CCS)等が高コストであると算出され

ている。  

本文献によれば 100 USD/t-CO2以下で実施可能な技術については算定にかかる不確

実性が増すが、これも含めると、更に 5 Gt-CO2の削減が追加的に可能であるとしてい

る。加えて消費者行動の変化が生じた場合には、更に 4 Gt-CO2の削減が可能となると

している。但し、削減ポテンシャルの算定においては、特に森林、農業、新興技術に

ついては、不確実性が特に大きいとしている。 

なお MAC カーブ上で算定されている削減に要するコストは、2030 年で 1,500 億ユ

ーロと算出されている。これに加えて実際の削減には制度的インフラの整備等様々な

トランザクションコストがかかることから、これを加味すると、2030 年で年間 2,000 

億～3,500 億ユーロ(2030 年の GDP の 1%程度)と想定されている。 
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図 1.6-1 2030 年における MAC カーブ  

(出典：McKinsey & Company (2009) Pathways to a Low-Carbon Economy) 

 

運輸部門の取り扱い  

 運輸部門における将来像として、①内燃機関の効率向上が主体となるシナリオ(高効

率車が 98 %)、②技術混合シナリオ(ハイブリッド及びプラグインハイブリッド車が

38 %、電気自動車 2 %)、及びハイブリッド/EV 主体シナリオ(同 49%及び 9%)の 3 つの

シナリオを描いている。混合技術シナリオでの MAC は、乗用車の効率向上がネガテ

ィブコストであるのに比べ、バイオ燃料の MAC はほぼゼロであるとされ、ハイブリ

ッド車や電気自動車は高くなっている。なおモーダルシフトは行動変化のひとつとし

て位置づけられており、2030 年の効果は最大でも 0.2～0.4 Gt-CO2(5～10 %が自動車

から鉄道、バス、徒歩、自転車へ移行)としている。ただし、トラック輸送から船舶輸

送への転換に関する記載はない。  

 

(4) 海運の取り扱い 

 BAU において、海運全体では、2005 年の排出量を 1.1 Gt-CO2とおき、これが年率

2 %で増加して 2030 年に 1.8 Gt-CO2となる将来像が想定されている。このうち外航海

運においては、排出量の年間増加率は 3 %と想定される。 

 海運における 2030 年までの削減ポテンシャルは、BAU 比 24 %削減 (年間 0.43 
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Gt-CO2削減相当)であり、主要対策技術として、下記の 2 つが挙げられている。  

・ 代替燃料を含む削減技術：船体の最適化、個別注文による最適デザイン、塗装シ

ステム、エンジン最適化、廃熱回収等の機械における改善。ディーゼルやバイオ

燃料等の代替燃料の使用が挙げられている。  

・ 運行上の効率改善：船舶大型化、減速航行等。 

 一方、スカイセイルや潮流を利用した semi-submerged ships は、削減ポテンシャル算

定の対象外とされた。  

 現在のエネルギー効率が低く見積もられているため、2015 年の削減対策コストは、

- 5 ユーロ/t-CO2(コストではなく収益となる)であり、燃料価格の上昇に伴い、- 7 ユー

ロ/t-CO2までになる。2010 年から 2030 年までに必要な投資額は、およそ 1,600 億ユ

ーロであり、2030 年における年間投資額は 100 億ユーロとなる。なお航空について

は 2030 年の限界削減コストは 13 ユーロ/t-CO2と算出されている。 

 

1.6.2  RITE 世界モデルにおける限界排出削減コストカーブの算定・解析事例 

 次に、わが国の研究機関による世界を対象とした MAC カーブ算出事例として、前

述した日本の温室効果ガス排出削減目標の達成コストの検討にも用いられた、財団法

人地球環境産業技術研究機構 RITE世界モデルにおけるMACカーブ検討について分析

する9。 

 

(1) 対象 

 RITE 世界モデルは、エネルギー起源 CO2排出量を評価する DNE21＋モデルに対し

て、非エネルギー起源 CO2排出及び非 CO2温室効果ガスの排出を考慮したものである。

CO2排出量については世界 54 地域、非 CO2温室効果ガスについては世界 18 地域に区

分している。 

DNE21＋モデルは世界全体を 54 地域に分割し、それぞれについて 8 種の一次エネ

ルギー源(天然ガス、石油、石炭、バイオマス、水力・地熱、太陽光、風力、原子力)

を考慮したものである。エネルギー需要については産業、運輸、民生部門別にモデル

化をしている。エネルギー需要はマクロ経済指標や人口から算出した最終需要の推計

により算出される。分析対象期間は 2050 年までであり、2005、2010、2015、2020、

2025、2030、2040、2050 年の 8 時点を最適化代表時点としている。 

                                                      
9 参考資料は「統合評価モデル DNE21 の概要」

(http://www.rite.or.jp/English/lab/syslab/research/new-earth/download-page/downloadable-data/dne2

1-manual.pdf)「RITE 世界モデルの概要」

(http://www.rite.or.jp/Japanese/labo/sysken/about-global-warming/download-data/RITEWorldModel_

20090326.pdf)及び RITE モデル解説

(http://www.meti.go.jp/committee/materials2/downloadfiles/g100913bj08.pdf) 
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(2) 手法 

a. 削減コストの算定方法 

各技術の年間費用は、①技術ごとの設備費÷投資回収年数、②設備費に対する一定

比率として算出した運転・メンテナンス費、及び③年間燃料費の合計としている。あ

る技術に比べて設備費が高くても省エネ効果が高く、年間燃料費が、(［設備費］/［投

資回収年数］+［運転・メンテナンス費］)の増分以上に節約可能な技術は、相対的に

限界削減費用がマイナスとなり、当該技術の選択がなされるとしている。  

 

b. BAU シナリオの設定 

DNE21＋モデルの BAU シナリオは、下記の条件のもと設定される。 

・ 温暖化対策が講じられないケースにおいては、世界の CO2排出量は 2020 年に現

状比約 2 倍、2030 年に 3 倍以上となる見通しである。  

・ 人口変化率については国連の予測を基にしている。GDP 変化率については 2020 

年までは独自の推定(日本 1.3 % / 年、米国及び EU1.9 %/ 年、中国 8.2 %等/ 年)

を用い、2050 年までは IPCC SRES B2 シナリオで用いられている推定に基づい

ている。  

・ 産業部門のうちエネルギー多消費産業(鉄鋼、セメント、紙パ、アルミ、化学)に

ついては生産量、運輸部門については自動車輸送需要、民生部門の一部について、

それぞれ 2050 年までの想定を行っている。  

 

c. 算定の前提 

DNE21＋モデルの経済的パラメータについては、企業行動では投下資本利益率(ROI)

は 10-20 %、投下資金回収年数では 5-10 年が通常であるとの認識の下に、表  1.6-2 の

ように設定している。投資回収年数の下限は上限の 2/3 とおき、また運輸部門には通

常型と環境配慮型の 2 種類の購買層を設けている。  

 

表 1.6-2 投資回収年数のケース  

 投資回収年数  

 上限  下限  

発電部門  10 6.7 

その他エネルギー転換部門  7 4.7 

産業部門  10 6.7 

運輸部門  5 3.3 

 同、環境配慮型購買層  10 

民生部門  3 2 

(出典：RITE,” RITE 世界モデルの概要”) 
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 なお、非 CO2温室効果ガスのモデルでは、割引率を 20 %に設定している。  

 

(3) 結果 

 RITE 世界モデルの結果のうち、限界削減費用について、エネルギー起源 CO2 とそ

れ以外では曲線が大きく異なるのが特徴的である。前者については多様な選択肢を反

映した MAC カーブを描くものの、後者はほぼ垂直であり、対策オプションが少ない

ことを示唆している。  

 MAC 及び排出削減ポテンシャルに関する数値が記載されている気候変動枠組条約

附属書 I 国(先進国及び移行経済国)について、限界削減費用別に区分すると表  1.6-3

のとおり。  

 

表 1.6-3 DNE21＋モデルに基づく 2020 年における附属書 I 国の MAC と排出削減量  

MAC(USD/t-CO2) 分野  排出削減ポテンシ

ャル(Mt-CO2/年)

<50 ・ 産業：鉄鋼・化学・アルミニウム部門等での省エネ等 

・ エネルギー転換：風力発電の普及、ガス複合発電の増

加等  

・ 民生：廃棄物利用等促進等  

・ 運輸：バイオ燃料利用等 

・ 非 CO2 GHG の削減  

3,639 

50 – 100 ・ 産業：セメント・石油化学部門等での省エネ等 

・ エネルギー転換：ガス複合発電の増加等  

・ 民生：高効率家電の利用促等  

・ 運輸：在来型自動車の燃費向上等 

1,976 

100 - 200 ・ 産業：各種部門での省エネ等 

・ エネルギー転換：バイオマス発電の普及等  

・ 民生：各種高効率機器の利用促進等  

・ 運輸：ハイブリッド車の広範な導入等 

1,320 

200< ・ 産業：鉄鋼・セメント・石油化学部門等での設 

・ 備更新の大幅前倒しによる省エネ等 

・ エネルギー転換：太陽光発電の普及等  

・ 民生：各種高効率機器の更なる利用促進等  

・ 運輸：自動車の更なる燃費改善、パイオ燃料の一層の

普及等  

2,120 

(出典：RITE,” RITE モデル解説”) 

 

(4) 海運の取り扱い 

 DNE21＋モデルは運輸部門に関しては自動車(小型乗用車、大型乗用車、バス、小型

トラック、大型トラックに区分)のみを考慮しているように思われる。海運については

特に記載されていない。また、航空部門やモーダルシフト等に関する記載は見られな

い。  
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1.6.3  IEA ETP における限界排出削減コストカーブの算定・解析事例 

(1) 概要 

国際エネルギー機関(IEA の Energy Technology Perspectives(ETP)は、長期的な省エ

ネ・温室効果ガス排出削減(エネルギー起源 CO2 排出量の 2050 年までの現状批判減)

を最小費用で達成するための手法について検討した技術積み上げ式のモデルであり、

MAC の算出が目的ではない。しかし排出削減目標を最小費用で達成するという条件を

充たすために世界的な投資額の検討も行っているため本章に示す。  

 ETPは世界のエネルギー起源 CO2排出量の予測及びその半減のための技術シナリオ

について分析したものである。エネルギー消費の現状及びベースラインの将来推計は

IEA の IEA World Energy Outlook 2009 に基づいており、これに対して 2050 年までに現

状比でエネルギー起源 CO2排出量の約半減を目指す排出削減シナリオ(Blue MAP シナ

リオ)の策定にあたっては 15 地域、1,000 技術の導入に関する ETP モデルを組み合わ

せている。  

RITE によれば、IEA と RITE モデルの分析結果について” 細部においてはそれなり

の差異が認められる部分もあるものの、全体として見ると驚くほど似通った分析結果”

と評価している10。 

 

(2) 手法及び結果 

 ETP における MAC 推計手法の概要は明らかにされていないが、割引率については

政府プロジェクトは 3%程度、民間プロジェクトは 10～15 %程度とすることが多いと

している。Blue MAP シナリオでは、発電プロジェクトでは 8～14 %(多くは 10 %)の割

引率を用いており、運輸部門では 10 %が用いられている。  

割引を行わない場合、Blue MAP シナリオの達成のために追加的に必要な 2050 年ま

での総投資額は 46 兆 USD に達するが、それによりもたらされる省エネ便益は 112 兆

USD と算出されている。即ち「省エネ便益－省エネ投資額」で算出される正味の便益

は 2050 年までに 66 兆 USD(112 兆 USD46 兆 USD)となる。ただしこれは割引率を考

慮しない場合の数字であり、割引率を 3%とすると、通常は便益が投資より後に生じ

るため 32 兆 USD、10 %とおくとその差額は 8 兆 USD にまで縮減する。  

ETP で特徴的な点は投資の多くが運輸部門におけるものであり、Blue MAP シナリ

オのための追加投資額のうち半分近くに相当する 22 兆 USD が運輸部門におけるもの

である。これによる燃料節減効果は 48 兆 USD としている。ただし Blue MAP シナリ

                                                      
10 RITE DNE21+と IEA ETP2008 シナリオの比較

http://www.rite.or.jp/Japanese/labo/sysken/about-global-warming/download-data/Comparison_Scenar

ioDNE21+-ETP2008.pdf 
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オの達成により燃料価格が大幅に削減(120 USD/bbl→70 USD/bbl)されるとの想定のも

とであり、燃料価格を固定すると便益は 2 兆 USD となる。IEA ETP に基づく運輸部門

の分析シナリオについて表 1.6-4 に示す。  

 

表 1.6-4 IEA ETP に基づく運輸部門の分析シナリオ  

 

 ベースライン  Blue MAP Blue Shift Blue MAP+Shift 

概要   バイオ燃料、EV、燃

料電池車の推進。  

ベースライン以上の

技術的進歩はなく、モ

ーダルシフトのみ  

技術進歩＋モーダ

ルシフト。  

乗用車  2050 年の新車の燃費

は 2007 年比 30 %改

善。  

燃料電池車が 20 %、

電気・プラグインハイ

ブリッド (PHEV)が計

50 %に達する。  

ベースラインに比べ

て乗用車旅客輸送が

25 %削減。  

両者の相乗効果  

トラック  2050 年の新車の燃費

は 2007 年比 25 %改

善。  

燃料電池車 20 %、

PHEV5-10 %、CNG 車

15 % 

鉄道へのシフト  両者の相乗効果  

その他  航空機の効率は 2007

年比 30 %改善、その

他の効率は 5-10 %改

善。  

航空機の効率は 2007

年比 43 %改善。  

ベースラインに比べ

て 航 空 旅 客 輸 送 が

25 %削減。短距離旅客

輸送は高速鉄道へシ

フト。  

両者の相乗効果  

バイオ燃

料  

2050 年 に 160 

Mtoe(輸送燃料の 4%) 

2050 年 に 745 

Mtoe(輸送燃料の 27%)

2050 年 に 130 

Mtoe(輸送燃料の 4%)

2050 年 に 600 

Mtoe(輸 送 燃 料 の

26%) 

水素利用  なし  2050 年に 200 Mtoe なし  2050 年に 150 Moe

電力利用  2050 年に 27 Mtoe 2050 年に 350 Mtoe 2050 年に 44Mtoe(鉄

道) 

2050 年に 290 Mtoe

CO2 排出

量(貨物) 

約 5.5 Gt-CO2 約 2.8 Gt-CO2 約 4.8Gt-CO2 約 2.5 Gt-CO2 

CO2 排出

量(旅客) 

約 11 Gt-CO2 約 4 Gt-CO2 約 8 Gt-CO2 約 3.5 Gt-CO2 

(出典：IEA、Energy Technology Perspectives 2010、CO2排出量はグラフ目測) 

 

以上より、運輸部門の排出削減にはモーダルシフトも無視できないが、技術的な効

率改善が欠かせないと結論している。Blue MAP+Shift シナリオはベースラインと比べ

て約 11Gt-CO2の排出削減を達成しているが、うち 5Gt-CO2が効率改善、4Gt-CO2が代

替燃料、2Gt-CO2がモーダルシフトとされている。Blue MAP+Shift シナリオに基づく

と、旅客輸送の最大の排出源は航空機となる。 

 

(3) 海運の取り扱い 

 ETP には海運関連の記載も含まれている。ベースラインシナリオでは現在から 2050 

年までに荷動き量が倍増するが、エネルギー効率が 25 %改善するため排出量は 50 %

増加するとしている。これは IMO 2nd Study に比べて低い増加率である。高位推計で

も荷動き量約 3 倍、排出量は 2 倍強というものである。これに対して Blue Map シナリ
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オでは 2050 年までに荷動き量が倍増するがエネルギー効率が 50 %改善するため、排

出量はほぼ現状と変わらない。  

 排出削減シナリオにおいて特徴的なのは燃料ミックスである。ベースラインシナリ

オでは舶用燃料に占める CO2排出原単位の低い軽油の比率が高くなる燃料ミックスを

描いているが、Blue Map シナリオではバイオ燃料が全体の約 1/5 を占めるようになる。

ただしこれは食糧生産と競合しない第 2 世代のバイオ燃料であり、これらの大量生産

が可能となることが条件となっている。貨物輸送において最大の排出源はいずれのシ

ナリオでも大型トラックであるが、代替燃料、電気、プラグインハイブリッド等の代

替手段の浸透が船舶を上回る上にモーダルシフトで海運への転換が想定されるため、

温室効果ガス排出に占める海運の比率は Blue MAP+Shift シナリオで最も高い。  

 

1.6.4 英国気候変動委員会文献における限界排出削減コストカーブの算定・解析事例 

(1) 概要 

 本調査は、英国気候変動委員会が英国の排出削減目標達成の可能性を調査するため、

英国運輸部門における MAC カーブの算出を行ったものである。調査は、気候変動委

員会によるとりまとめのもと、複数のコンサルタントが協力している。対象となって

いるのは、運輸部門のうち、車、バン、HGV(Heavy Goods Vehicle、重量積載物車両)

の 3種類の車両のみである。算定対象期間は 2022年までとしており、それを 2008-2012

年、2013-2017 年、2018-2022 年に区切り、それぞれについて排出削減目標を負うこと

を想定している。  

 

(2) 手法 

a. 導入技術の想定 

本モデルの特徴は、各車両タイプにおける技術群(technology bundles)について新車

における導入割合を一定に想定している点である。モデルでは、ベースラインシナリ

オに加え、3 つのシナリオ(Current Ambition Scenario,Extended Ambition Scenario,Stertch 

Ambition Scenario)を想定しており、それぞれのシナリオによって、技術の導入状況も

異なる。導入技術は、石油価格の想定によっても異なる。 

 

b. 削減コストの算定 

技術のコスト算定については、技術の習得によるコスト削減効果を見込んでいる。

既に習熟された技術(通常のガソリンエンジン技術など)については、習熟効果を見込

んでいないが、まだ限定的にしか導入されていない新技術(マイクロハイブリッド技術

など)については生産量倍増により製造コスト 5 %減を、より新規の技術(電気自動車

など)については生産量倍増により製造コスト 15 %減を織り込んでいる。  
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c. 算定の前提 

 特徴的な前提として、排出増につながる要因(リバウンド効果)を盛り込んでいるこ

とが挙げられる。例えば車両の性能向上は輸送距離の増加を促し、これは 2020 年に

おける削減量を約 15 %減少させている。他に、新車として大型車が選択される傾向が

強まること、一人当たりの車両保有台数が増加することもリバウンド効果として想定

はされるが、車両燃費規制や車両税を含めて考えると、これらのリバウンド効果の影

響は顕著ではないとして、考慮されていない。 

 割引率については下記の 2 つの割引率を想定し、それぞれについて MAC カーブを

描いている。 

・ Social MAC カーブ：英国財務省”Greenbook guidance”に定められた 3.5 %の割引率

を用いる。本ガイダンスは、公共事業の評価の手法を示したものである。燃料税

の取り扱いとして、省エネ技術の導入により、政府の燃料税収入が減少し、結果

的に社会に高いコストがかかることになるとして、この分がコストに算入される。 

・ Private MAC カーブ：消費者の加重平均資本コスト(付加価値税を含む)でコストを

算定する。割引率は、乗用車とバンについては 7.05 %、HGV については 5.4 %と

するが、その理由は示されていない。燃料税の取り扱いは、消費者が実際に支払

う燃料税をコストとして算入するため、省エネ技術の導入により、その額は減少

する。  

 

(3) 結果 

 シナリオ(3種類)、割引率(2種類)、石油価格(4種類と思われる)の組み合わせにより、

複数パターンの MAC カーブが算定される。ここでは、Extended ambition scenario の中

位石油価格(central fossil fuel price)の想定による MAC カーブを示す。 

 Social MAC カーブの方が、Private MAC カーブよりも高額になっている理由の一つ

は、上述の燃料税の取り扱いの違いによるものである。英国のガソリン税は、ガソリ

ン 1 リットルあたり 0.5895 ポンド(約 70 円相当)と高額であるため、割引率の違いを

差し引いてもなお、燃料税減少による社会コストの増加が大きくなる。  
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図 1.6-2 Social MAC カーブ(Extended ambition scenario,central fossil fuel price) 

(出典：CCC(2008)”Building a Supply-SideMarginal Abatement Cost Curve (MACC) for the 

UK Transport Sector”) 

 

図 1.6-3 Private MAC カーブ(Extended ambition scenario,central fossiul fuel price) 

(出典：CCC(2008)”Building a Supply-SideMarginal Abatement Cost Curve (MACC) for the 

UK Transport Sector”) 

 

(4) 海運の取り扱い 

 本モデルは、車、バン、重量積載物車両(HGV)のみを対象としており、海運への言

及はない。  
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1.6.5  各文献における限界排出削減コストカーブの算定・解析事例の比較 

3.1~3.4 にて取り上げた各文献における、対象年度、ベースラインの設定、前提条件

等を整理すると表 1.6-5 のとおりである。  

 

表 1.6-5 MAC カーブ関連文献 比較一覧表 

文献 /モデ
ル名  

McKinsey & Company 

(2009)  

RITE 世界モデル  IEA ETP 英国気候変動委員会
英国運輸部門 MAC 

対象年度  2005 年を基準年と
し、2030 年までに 5 

年毎に算定  

2050 年まで  2050 年まで  2022 年まで  

対象分野、
GHG 

10 セクター、世界 21

地域における、200 以
上の削減技術を対象  

GHG(6 ガス)を対象  

産業、運輸、民生セク
ターにおける削減ポ
テンシャルを算定  

GHG(6 ガス)を対象  

15 地域、1,000 技術の
導入に関するモデル
エネルギー起源 CO2

を対象  

英国運輸部門 (車、バ
ン、HGV) 

CO2を対象  

主な前提  

(技術的側
面) 

60 USD/t-CO2 以下で
削減実施可能な技術
を想定  

100 USD/t-CO2以下で
削減実施可能な技術
を想定  

2050 年までにエネ
ルギー起源 CO2を半
減可能な技術を想定

車両種別ごとに技術
群が新車の一定の割
合で導入されると想
定  

主な前提  

(経済的側
面) 

GDP 成長率や人口成
長率は、IEA の World 

Energy Outlook 2007

による  

GDP 成長率は独自の
推定と IPCC シナリ
オ、人口成長率は国連
による  

ベースラインのエネ
ルギー消費予測は
IEA の World Energy 

Outlook 2007 による

石油価格は DECC モ
デルによる  

主な前提  

(金融的側
面) 

年利 4 %(長期国債の
利子率による) 

エネルギー起源 CO2

は、部門ごとに異なる
投資回収年数を想定、
非エネルギー起源温
室効果ガスは割引率
20 %を想定  

割引率は、発電プロ
ジェクトでは 8～
14%(多くは 10 %)、
運輸部門では 10 % 

２種類の割引率を設
け、Social MAC では
一律 3.5 %、 Private 

MAC では車・バンが
7.05  % 、 HGV が
5.4 %と想定  

海 運 の 取
り扱い  

海運全体で、GHG 年
間排出量が 2 %増(う
ち、外航海運は、3%

増)と想定。2030 年ま
での削減ポテンシャ
ルは、BAU 比 24%削
減(年間 0.43Gt-CO2削
減相当)。  

海運への言及はなし 海運部門のベースラ
インでは、2050 年ま
でに排出量が現状比
倍増と想定。削減シ
ナリオではバイオ燃
料の使用等により、
排出量が現状比相当
と算定される。  

海運への言及はなし

 

1.7 主要部門に関する限界排出削減コストの分析事例 

 上記の検討結果より、主要な部門における MAC の分析事例について抽出し把握す

る。具体的には自動車、航空、大規模産業(鉄鋼)及び電力を取り上げる。  

 

1.7.1 自動車部門に関する限界排出削減コストの分析事例 

 IEA ETP の分析によれば、限界コストは電源構成に依存するものの、短期的には

マイナスのコストをもたらす技術は、高度なサトウキビ由来エタノール車のみである。

これに対してプラグインハイブリッド車(PHEV)の限界コストは 140-210 USD/t-CO2で

ある。電気自動車(EV)/燃料電池車( FCV)の限界コストはいずれも 400 USD/t-CO2以上

と計算している。  

 これに対して McKinsey の分析では、対象をガソリン内機関車(ICE)、ハイブリッド
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車両、電気自動車、圧縮天然ガス車両(CNG)、バイオ燃料の 5 つ限定している。水素

自動車については、現時点ではコストが高すぎるとして、算定外とされている。また、

MAC の検討では、各車種の浸透率に応じて、3 つのモデルが分析に使用されている。

モデル分析の前提には、2030 年時点で 100 USD/t-CO2以下の技術が採用されることを

想定している(この価格を上回る、MDV や HDV のハイブリッド車等(HV)は算定から

除外される)。 

 日本国内での排出削減を対象とした RITE の分析では、2020 年までの対策としてバ

イオエタノール拡大、乗用車燃費向上、商用車のハイブリッド車利用拡大等について

検討しており、これらの対策コストは概ね 150 USD～400 USD 程度と見積もられてい

る。  

主要文献における自動車技術に関する将来シナリオについて表 1.7-1 に示す。大幅

な排出削減のためには長期的にはハイブリッド車(HV)、プラグインハイブリッド車

(PHEV)、電気自動車(EV)の大量導入が想定されている。なお RITE は全世界で 2050 年

までに温室効果ガス排出量を 2005 年比で半減するというシナリオに基づく検討も行

っているが、運輸部門における排出削減は約 9%に相当する 3.5Gt-CO2に相当し、2050 

年の主な対策は PHEV であるとしている。  

 

表 1.7-1 自動車技術に関する将来シナリオ  

IEA ETP RITE DNE21 McKinsey 

ベースラインでは 2020 年時

点ではガソリン車及びディー

ゼル車が主体であり、2050 年

でも両者が大半を占める。 

 

Blue Map シナリオでは 2020 

年時点では HV及び PHEVの導

入が始まり、2050 年には両者

及び電気自動車が大半を占め

る。  

無対策ケースと 2050 年半減

ケースについて想定。2020 年

時点では両者に大きな変化は

ないが、2050 年には前者では

HV及び PHEVの比率は約半分

であるのに対し、後者は HV、

PHEV、EV で 80 %を占める。

内燃機関の効率向上を主体と

したシナリオ、HV 及び EV の

普及を想定したシナリオ、混合

シナリオの 3 種類をについて

検討している。 

混合シナリオでは従来型の比

率が 2020 年までに 90 %、2030 

年までに 60 %に低下し、HV 及

び PHEV が残りの大半を占め

る。  

(上記研究機関の各種資料より作成) 

 

1.7.2 航空部門に関する限界排出削減コストの分析事例 

IMO 2nd Study によれば、全世界の CO2排出量のうち 1.9%を国際航空輸送が担って

おり、国際海運よりも世界に占める排出割合は低い。個々の国において排出削減目標

を設定することが困難なことから、IMO と同様、国際機関 International Civil Aviation 

Organization (ICAO)を中心とする排出削減に向けた取組みが求められている。また、

2012 年から EU 排出権取引制度(EUETS)に、航空分野(国際・国内)が組み込まれるこ

とが決まり、航空機の国籍を問わず、EU 域内を離着陸する航空機が EUETS の対象と

なる(米国や中国はこれを不服としており、現在係争中である)。  
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図 1.7-1 全世界の CO2総排出量(2007 年)の内訳  

(出典：IMO, 2nd GHG Study) 

 

 McKinsey 文献によれば、現在あるいは今後容易に実用化される CO2 削減対策は

BAU ケースにて適用されるとし、残る航空分野における削減対策全体の MAC を正と

しており、2015 年及び 2030 年にそれぞれに 16 ユーロ/t-CO2及び 13 ユーロ/t-CO2と

算出している。2015 年から 2030 年の MAC の変化は、燃料コストの上昇に起因する

コスト低減による。) 

 航空部門の MAC カーブを算出した文献は少ないが、ドイツの Fraunhofer Institut に

よる文献では個別対策毎の導入コストと累積の CO2削減量を示した MAC カーブを算

出しており、Improve load factor(乗客・貨物の積載率向上)、Cyclic engine Wash(定期的

なエンジン洗浄)、Reduction of contingency fuel(予備燃料の削減)の 3技術においてMAC

がマイナスと算出されている。これについて図 1.7-2 に示す。これらの技術は程度の

差はあれ、各航空会社の燃費削減に関する企業努力の中で実際に導入されている。例

えば、「Cyclic engine Wash」については、全日空で年 2～4 回の洗浄を行っている。

「Improve load factor」、「Reduction of contingency fuel」についても、航空法等で規定さ

れている安全運航を担保する範囲内での運用が行われている。  
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図 1.7-2 航空部門の MAC カーブ計算例(2020 年) 

(出典：Fraunhofer Institut、2010, Air transport marginal abatement costs and cost reduction 

through learning) 

 また英国運輸省(UK DOT)文献では、レトロフィットの技術を含まない MAC カーブ

を算出しており、この中で、Action to reduce inefficiencies in Air Traffic Movements and 

Air Navigation Service Provider related operations(ATM efficiency：航空交通管制の効率)

と Promotion of behavioral change aimed primarily at the leisure market (Behavioral 

change：行動変容)の両対策の MAC がマイナスと算出されている。また排出削減効果

の最も高い技術はバイオ燃料であるという結果が得られている。算出結果について図  

1.7-3 に示す。  

 ここで MAC がマイナスと算出される技術が航空管制に関するものであるが、この

ような対策の導入には空港側の協力が必要である。しかし対策による燃料節減効果の

受益主体は航空機を保有・運営する航空会社である。3 章や 5 章で述べるように、こ

のように対策を実施する主体と対策の便益を享受する主体が異なる場合、対策実施の

インセンティブが有効に機能せず、対策導入の妨げとなりうる。  

 

図 1.7-3 UK Department for Transport による MAC カーブ(2050 年) 
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1.7.3 鉄鋼部門に関する限界排出削減コストの分析事例 

 世界の鉄鋼生産量は約 10 億トンであり、代表的な生産手法である高炉での銑鉄製造

～転炉での製鋼～圧延工程による鉄鋼製造の CO2排出原単位は約 2 t-CO2/トン製品で

ある。従って世界の製鉄業起源の CO2排出量は約 20 億 t-CO2と想定され、世界のエネ

ルギー起源 CO2排出量の約 7%程度を占める。  

 IEA ETP によれば鉄鋼部門で主要な削減技術となるのは、CCS の導入、リサイク

ルの促進を含む効率改善、及び直接還元鉄等の技術革新である。個別技術の MAC に

ついては算出されていないが、Blue Map シナリオでは 2050 年に 175USD/t-CO2で実現

可能な技術や燃料は全て採用されていると想定しており、この結果 2007 年比 35-37 %

の排出削減が達成されるとしている。具体的な対策として炭素回収・貯留技術(CCS)

の導入、リサイクルの促進を含む効率改善、燃料転換が挙げられている。  

McKinsey 文献では、粗鋼生産量は中国を中心に年 3.4 %増加すると予想されている。

2005 年の同セクターの世界の鉄鋼起源の CO2排出量は 2005 年の 26 億 t-CO2(うち直

接排出量が 21 億 t-CO2、電力消費による間接排出量が 5 億 t-CO2)から無対策では 2030 

年には 56 億 t-CO2 に達すると予測している。これに対して 2030 年には 50 ユーロ

/t-CO2以下のコストで年間約 15億 t-CO2(BAU排出量の 25 %以上)の削減が可能である

と見積もられており、うち約 3 億 t-CO2はマイナスコストと算出されている。 

対策技術として想定されている技術のうち、主としてコジェネレーションおよびバ

イオマス燃料への転換がマイナスのコストとなっており、エネルギー効率向上が約 20 

ユーロ/t-CO2、CCS が約 40～50 ユーロ/t-CO2のコストと試算されている。削減ポテン

シャルが大きいのは CCS であり、2020 年以降に商業化し、2030 年には製鉄所の 25 %

に CCS が設備されているとしている。  

RITE 文献では 2050 年までに温室効果ガス排出量を 2005 年比で半減するというシ

ナリオに基づく鉄鋼部門の排出削減について検討しており、鉄鋼部門による排出削減

は 2.0 Gt-CO2(総排出削減量 39Gt-CO2の約 5 %)と推計している。このうち 1/4 に相当

する 0.5Gt-CO2が CCS であり、残りは銑鉄→転炉鋼という現在の典型的な製鋼プロセ

スから電炉鋼・直接還元鉄への代替加速及び水素還元製鉄の導入によりもたらされる

としている。先進国での分析では、省エネ対策の MAC は 50～100 USD/t-CO2(日本)、

0～50 USD/t-CO2(欧米)と算出されているが、の設備更新の大幅前倒しによる省エネの

MAC は日本、欧米とも 200～500 USD/t-CO2と算出されている。  

 

1.7.4 電力部門に関する限界排出削減コストの分析事例 

 発電は最大の排出源であり、2008 年の世界のエネルギー起源 CO2排出量の 40 %以

上を占める。この 70 %以上が石炭火力起源である。McKinsey 文献では電力部門の排
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出削減対策として効率向上(需要削減)、再生可能エネルギー、原子力、CCS の 4 つを

挙げており、これらに基づき原子力及び再生可能エネルギーの最大成長ケース(シナリ

オ A)及び原子力及び再生可能エネルギーの 50 %成長ケース(シナリオ B)を挙げている。

2030 年の無対策時の排出量は 18.7 Gt-CO2とされているが、それからの排出削減率は

それぞれ 77%(シナリオ A)及び 66%(シナリオ B)という大幅なものである。後者の場合

は原子力及び再生可能エネルギーに代わり CCS の導入が進むと考えられている。  

MAC に関しては、原子力ついては約 10 ユーロ/t-CO2、風力、太陽光(PV、CSP)等

再生可能エネルギーの多くは 10～20 ユーロ /t-CO2、CCS がそれ以上 (～60 ユーロ

/t-CO2)と算出されている。後述するように最近のわが国での分析結果である国家戦略

室「コスト等検証委員会」報告データに基づくと、2030 年においてもメガソーラーに

起因する排出削減コスト(LNG 代替)は 23,500 円/t-CO2と算出される。McKinsey 文献

については習熟効果によるコスト低減が急であり、また一般的に設備コストを安く想

定しているという評価がある11。 

RITE文献では電力部門の排出削減の効果は総削減量 39 Gt-CO2のうち半分に相当す

る 19.4 Gt-CO2である。このうち 40 %に相当する 7.7 Gt-CO2が CCS、約 25 %に相当す

る 4.7 Gt-CO2が原子力の導入であり、次いでバイオマス、太陽光等の再生可能エネル

ギー、及び化石燃料の燃料転換(石炭→天然ガス)、高効率化が想定されている。先進

国での MAC に関しては、天然ガス複合火力の導入及び風力発電について 100 

USD/t-CO2以内と算出されているが、太陽光発電については 200～500 USD/t-CO2に上

ると算出されている。  

 

1.8 限界排出削減コストの検討と利用の総括 

 ここまでみてきたように、MAC は費用効果的な排出削減対策の特定に役立つととも

に、国家間の排出削減目標の策定や、排出量取引、炭素税等の国内対策の策定にも活

用しうる可能性を持っている。しかしながら実際の国家の排出量取引目標は国際的な

交渉に基づいて決定され、またその検討は主として各国の温室効果ガス排出の推移に

立脚すると考えられる。多大なデータを要し、前提や手法により大きく算出値が異な

る MAC を国際交渉の土台とすることは大きな困難を伴うことなどから、MAC に基づ

いて国家あるいはセクターの排出削減目標が設定された事例はれまでのところ国内的

にも国際的にも存在しない。  

また排出量取引制度については、現行の EUETS 等の無償割当制度については参加

主体の過去の実績に基づきつつ産業の国際競争力への配慮等が加味されており、MAC

に基づく制度設計が行われているとは言えない。  

                                                      
11 日本エネルギー経済研究所「原子力発電による温室効果ガス削減の限界コストについて(補

足説明)」2010 年 4 月 23 日  
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 上記の MAC 推計事例を概観すると、いずれの文献でも低コストまたはネガティブ

コストで実施可能な排出削減技術が相当量存在するとしているが、排出削減の大半は

何らかのコストを要すると考えられる。ただし、どの分野の MAC が低いかについて

はモデル間で相違があり、McKinsey の分析は主に民生部門及び農業部門の MAC が低

いとしているのに対し、RITE の分析では発電所の効率向上及び各種産業における排出

削減ポテンシャルが高いとしている。また、運輸部門についての見解は異なり、RITE

及び IEA の分析では全般に対策実施コストが高いと算出されているが、McKinsey に

よる分析では対策によりコスト評価が異なる。 

 IPCC 第 4 次評価報告書では各種の MAC 算出結果についてとりまとめているが、そ

の概要を表  1.8-1 に示す。MAC がマイナスの対策は建築物部門について顕著であると

考えられている。ただし、既存文献が低コストでの対策に集中しており、高コスト対

策に関するデータが不足していることが指摘されている。これら対策による排出削減

効果は 15.8～31.1 Gt-CO2(総排出量の約 30%～50%)と算出され、その半分以上が 20 

USD/t-CO2以下のコストで達成可能とされている。  

 

表 1.8-1 全世界における各分野の MAC に応じた排出削減ポテンシャル(2030 年) 

部門  MAC(USD/t-CO2) 備考  

 <0 0-20 20-50 50-100  

エネルギー供給  1.9 1.4 0.35 
炭層メタンの回収等は含ま

れていない。  

運輸  0.35 1.4 0.15 0.15 
乗用車、航空機における対策

及びバイオ燃料に限定。  

建築物  5 0.5 0.6 0 
高コスト対策に関する情報

が不十分の可能性がある。

産業  1.1 2.4 0.55 
エネルギー多消費産業に限

定(全産業の 50 %に相当) 

農業  1.6 1.1 1.7  

林業  0.15 1.1 0.9 0.65  

廃棄物  0.4 0.18 0.1 0.04  

合計  6.1 7.4 6.0 4.5  

(出典：IPCC 第 4 次評価報告書 WGIII 第 11 章 Table 11.3 より作成。単位 1,000 Mt-CO2) 
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2 新造船に対する短期的削減技術を導入する際の限界排出削減コスト削減カーブの算出 

 (外航海運における限界排出削減コストカーブの算定・検討事例)(2.1 節) 

 外航海運を対象にとした代表的な MAC カーブの算定・検討事例として、IMO(Second IMO GHG 

Study 2009)、DNV
12、IMarEST

13、CE Delft
14による検討がある。 

 それぞれ回収想定期間、割引率、油価等は複数設定での検討が行われている。概ね同じ条件の、

IMOの A1Bシナリオベースの海運需要、割引率(4～5 %)、油価 500～700 USD/t-fuelの設定での 2020 

年の温室効果ガス削減量(導入コストを度外視した技術的な限界値)は、IMO 2nd Study では 300 

Mt-CO2(中位推計)、DNV 文献では 550 Mt-CO2、IMarEST 文献では 600 Mt-CO2程度となっている。

また、導入コストが 0 USD/t-fuel 以下の対策による削減量は、IMO は 250 Mt-CO2(中位推計)、DNV

文献では 350 Mt-CO2、IMarEST 文献では 550 Mt-CO2程度となっている。 

 それぞれの対象とする対策、既存船の扱い等は若干異なっており、対象範囲を広く取っている

DNV、IMarEST においては削減量が大きく出る傾向となっている。 

 

(本年度調査の方針)(2.2 節) 

 本調査における MAC カーブ検討では、①削減技術適用の対象を新造船の技術的対策に限定した

検討をまず行い、これを、②既存船への技術的対策、③減速航行等の運航による削減技術、④中長

期的な技術的対策、の検討に拡張した。  

  

(個別対策技術における CO2 排出削減量の算定)(2.3 節) 

 以下の手順で個別技術対策に対する排出削減量を算定した。 

① 船型クラス別 2020 年までの造船量及び船腹量の算出 

 IMO 2nd Study による将来の海運需要、船腹量をベースに、2020 年まで各年の船腹量、造船量、

解轍量を設定した。解轍量は前年度の総船腹量の 3 %と設定した。 

②ベースライン(技術未導入時)の燃料消費量及び CO2排出量の算出  

  CO2排出、燃料消費等に関する原単位は基本的に IMO 2nd Study によった。 

② 各技術の排出削減量の算出 

 MEPC 60/4/36 に基づき、技術の導入シナリオ(導入技術、導入時期)を設定した。核技術に対して、

新造船に対する普及率、CO2削減ポテンシャルを、MEPC 60/4/36、MAC カーブに対する既存検討、

我が国海事関係者の専門家意見により設定し、各年度の新造船に対する排出削減率を設定した。各

種設定にあたっては船種・船型による効果、普及の違いを考慮した。 

 ①で設定した造船量、船腹量と併せて、新造船に対する排出削減量を算定した。 

 

 上記の結果、新造船に対する技術的対策による 2020 年時点での排出削減量として、78.8 Mt-CO2

と算定された。これら新造船に対して技術的対策が導入されない場合の 2020 年における排出量は

920 Mt-CO2であり、従って新造船への技術的対策の導入による排出削減率は 8.6 %と算出される。

また、新造船及び既存戦を併せた 2020 年のベースラインの総排出量は 1,463 Mt-CO2であり、これ

に対する新造船への技術的対策の導入による排出削減率は 5.4 %と算出される。 

 船種別・建造年別のフリートに対する削減量と required EEDI との整合性を確認した結果、計算

された削減量は 2015 年、2020 年の required EEDI をともに満足する結果となった。 

 

(個別技術の費用と便益の正味現在価値(NPV)の算定)(2.4 節) 

 限界削減費用算定に向けて、対策コストの算定を行った。  

                                                      
12 Det Norske Veristas(DNV)、MEPC60/INF.19、“Prevention Of Air Pollution From Ships Updated 

Marginal Abatement Cost Curves for shipping”  
13 IMarEST、MEPC61/INF.18,“Reduction Of GHG Emissions From Ships, Marginal abatement costs 

and cost-effectiveness of energy-efficiency measures”  
14 CE Delft、Technical support for European action to reducing Greenhouse Gas Emissions from 

international maritime transport 
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 前提条件として、回収想定期間、割引率について、下記の組み合わせを想定した。 

ケース A：割引率 5 %、回収想定期間 20 年(社会資本の検討に近い数値) 

ケース B：割引率 10 %、回収想定期間 10 年(民間企業の投資判断に近い数値) 

ケース C：割引率 5 %、回収想定期間 10 年(ケース A に近いが船舶または技術の老朽化が進

むと想定したケース) 

 対象とするコストとしては、初期コスト(新造時の追加コスト)、ランニングコストを対象とし、

これを上記回収想定期間、割引率を用いて正味現在価値化した。  

 

(限界排出削減コストの算定)(2.5 節) 

 上記で算出された対策技術毎の排出削減量、各技術の費用から限界排出削減コスト(MAC)の計

算を行った。各技術の MAC は、2008～2020 年の各技術の導入コスト(初期コスト及び回収想定期

間内のランニングコスト  )に、各技術の導入による回収想定期間内のエネルギー節減便益を加味

し、正味現在価値(NPV)化した費用を、同じく回収想定期間内の CO2総排出削減量で除した値とな

る。  

 個別記述については、割引率、回収期間の設定にかかわらず、全ての技術でマイナスの MAC が

算定された。ただし、二重反転プロペラ(CRP)、熱回収技術(WHR)については相対的に MAC が高

く(経済性が悪く)なっている。また、対策を社会的視点で捉えたケース A に対して、対策を実施す

る企業的視点で捉えたケース B では MAC が高く(経済性が悪く)なっている。また、ケース C では

投資額が小さい技術では MAC が低く(経済性が良く)なっているが、投資額が大きい技術(CRP、

WHR)では回収想定期間が短いために逆の結果となる。算出された排出削減量及び MAC は下記の

とおり。  

 

  Low friction 

coating 

Stern 

duct-friction 

reduction 

CRP Stern 

duct-propulsion

Post-swirl 

system 

Air 

lubrication 

Opt. stern 

shape  

WHR 

年間排出削減量  11.7 2.8 14.8 6.5 6.5 14.1 6.2 16.1 

MAC(ケース A) -52.6 -54.6 -40.7 -61.3 -58.9 -49.3 -60.9 -37.6 

MAC(ケース B) -31.2 -28.9 -10.1 -37.9 -34.6 -24.6 -37.7 -6.7 

MAC(ケース C) -60.9 -58.9 -31.4 -72.3 -67.5 -51.6 -71.9 -28.0 

 

 上記の技術毎の MAC、削減量を MAC の低い順に図示した MAC カーブのグラフも作成した。

(油価変動による感度解析)(2.6 節)、標準ケースの 500 USD/t が 1000 USD/t に変化すると、燃料節

減の経済的効果が向上することから、各対策とも平均的に 40 USD程度 MACが低く(経済性が良く)

なり、逆に 100 USD/tに低下すると 35 USD程度 MACが高く(経済性が悪く)なる状況が確認された。

 

2.1 外航海運における限界排出削減コストカーブの算定・検討事例 

 外航海運を対象に、限界排出削減コストカーブの算定・検討事例について紹介する。

参照した文献は下記のとおりである。  

・ IMO、Second IMO GHG Study 2009 

・ Det Norske Veristas(DNV)、MEPC60/INF.19、“Prevention Of Air Pollution From Ships - 

Updated Marginal Abatement Cost Curves for shipping”  

・ IMarEST、MEPC61/INF.18、“Reduction Of GHG Emissions From Ships, Marginal 

abatement costs and cost-effectiveness of energy-efficiency measures”  

・ CE Delft、Technical support for European action to reducing Greenhouse Gas Emissions 

from international maritime transport 
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海運分野の MAC カーブ関連文献を比較し、それらのケース設定等の前提条件や算

定結果について、表 2.1-1 から表  2.1-3 に整理した。これら文献の特徴として下記が

挙げられよう。  

 

・ 基本的に、導入されうると考えられる技術は全て導入されるとしており、段階的

な普及を想定していない。そのため 2020 年における各技術の導入による排出削減

率は数百 Mt-CO2(または外航海運起源の総排出量の 20～40%)にも上る。また、同

様の理由により、MAC が高価に算定される技術についてもその広範な普及を見込

んでいる。  

・ 排出削減コストの算定に大きな影響を与えるパラメータである回収想定期間や割

引率(2.5.1 節参照)、及び油価等について複数のケースを用いて算出している。 

 

いずれの調査においても、MAC がマイナスの数値を取る技術が多く含まれているこ

とが解る。このような技術は既に述べたように、理論上「省エネによる燃料費節減と

いう便益(＝対策による貨幣換算可能な効果、見返り)も想定されるため、一概に対策

実施者に対して費用負担を求めるものではなく、むしろ利益をもたらすと判断」され

るべきである。つまり、このような技術は市場原理から自然に普及するべき、あるい

は既に普及するべき技術であるとも言える。  

このような技術が未だに普及していない理由としては、下記の点が挙げられる。こ

れらの点を考慮しつつ、独自の MAC 計算を試み、仮にそれでも MAC がマイナスの数

値を取る技術が多く現出した場合は、その普及を拒むコスト以外の障壁があることが

示唆されるため 3 章においてその解析を行うこととする。 

 

・ 将来的に燃料価格が上昇することを想定している。  

・ ベースラインにおける効率向上が行われないことを想定している。  

・ 技術の調査、評価、モニタリングに関するコストは含まれていない。 

・ 資金以外の障壁が考慮されていない。  
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R
e
c
o
v
e
ry
 

・
 

W
in
d
 e
n
g
in
e
 

・
 

W
in
d
 k
it
e
 

・
 

S
o
la
r 
P
o
w
e
r 

・
 

S
p
e
e
d
 c
o
n
tr
o
l 
p
u
m
p
s 
a
n
d
 f
a
n
s 

・
 

E
n
e
rg
y
 s
a
v
in
g
 l
ig
h
ti
n
g
 

・
 

O
p
ti
m
iz
a
ti
o
n
 w

a
te
r 
fl
o
w
 

下
記
に
つ
い
て
検
討
。

・
 

P
ro
p
e
ll
e
r/
p
ro
p
u
ls
io
n
 s
y
st
e
m
 u
p
g
ra
d
e
s.
 

・
 

P
ro
p
e
ll
e
r 
m
a
in
te
n
a
n
c
e
. 

・
 

R
e
tr
o
fi
t 
h
u
ll
 i
m
p
ro
v
e
m
e
n
t.
 

・
 

H
u
ll
 c
o
a
ti
n
g
 a
n
d
 m

a
in
te
n
a
n
c
e
. 

・
 

A
ir
 l
u
b
ri
c
a
ti
o
n
. 

・
 

M
a
in
 e
n
g
in
e
 r
e
tr
o
fi
t 
m
e
a
su
re
s.
 

・
 

W
a
st
e
 h
e
a
t 
re
c
o
v
e
ry
. 

・
 

A
u
x
il
ia
ry
 s
y
st
e
m
s.
 

・
 

W
in
d
 e
n
e
rg
y
. 

・
 

S
o
la
r 
e
n
e
rg
y
. 

・
 

V
o
y
a
g
e
 a
n
d
 o
p
e
ra
ti
o
n
s 
o
p
ti
o
n
s.
 

・
 

S
p
e
e
d
 r
e
d
u
c
ti
o
n
. 
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表
 
2
.1
-1
 
海

運
分

野
の

M
A
C
カ

ー
ブ

文
献

 
比

較
一

覧
表

(続
き

1
) 

 
IM

O
文
献

 
D
N
V
文
献

IM
a
rE

S
T
文
献

C
E
 D

e
lf
t
文
献

 
主
な
前
提

 
(経
済
的
側
面

) 
燃
料
費

(B
u
n
k
e
r 
F
u
e
l)
 

5
0
0
 U

S
D
/t
-f
u
e
l

(1
,0
0
0
 U

S
D
/t
-f
u
e
l、

1
,5
0
0
 U

S
D
/t
-f
u
e
l
で
感
度

分
析
実
施

) 

M
T
O
：
5
0
0
 U

S
D
/t
-f
u
e
l、

H
F
O
：
3
5
0
U
S
D
/t
-f
u
e
l、

L
N
G
：

4
5
0
U
S
D
/t
-f
u
e
l(
2
0
3
0
 
年
ま
で
に

3
5
0
 

U
S
D
/t
-f
u
e
l
ま
で
減
少

) 

2
0
2
0
 
年
の
燃
料
費

5
0
0
、
7
0
0
、
9
0
0
 U

S
D
/t
-f
u
e
l

2
0
3
0
 
年
の
燃
料
費

 
7
0
0
、

9
0
0
、

1
1
0
0
 

U
S
D
/t
-f
u
e
l 

(そ
れ
ぞ
れ
低
位
、
中
位
、
高
位
設
定
値

)

燃
料
費

(B
u
n
k
e
r 
F
u
e
l)

7
0
0
 U

S
D
/t
-f
u
e
l 

(3
5
0
 
U
S
D
/t
-f
u
e
l、

1
0
5
0
 
U
S
D
/t
-f
u
e
l
で
感
度
分

析
実
施

) 

主
な
前
提

 
(金
融
的
側
面

) 
・
割
引
率

 
4
 %

(1
6
 %
で
感
度
分
析
実
施

)
・
回
収
期
間

 
対
策
寿
命

1
0
 
年
未
満
＝
対
策
寿
命

 
対
策
寿
命

1
0
～

3
0
 
年
未
満
＝

1
0
 
年
間

 
対
策
寿
命

3
0
 
年
以
上
＝

3
0
 
年
間

 

・
割
引
率

5
%

・
回
収
期
間
：
対
象
船
舶
の
残
さ
れ
た
運
用
寿
命

(o
p
e
ra
ti
o
n
a
l 

li
fe
ti
m
e
)
と
対
策
の
想
定
寿
命

(e
x
p
e
c
te
d
 l
if
e
ti
m
e
)の
う
ち
の
、
よ
り
短
い
期
間

 ・
割
引
率
：
1
0
 %

(4
%
、
1
8
%
で
感
度
分
析
実
施

)
※
社
会
的
観
点
に
加
え
て
船
に
関
わ
る
ス
テ
ー

ク
ホ
ル
ダ
ー
の
意
思
決
定
に
利
用
す
る
こ
と
を

想
定
し
て
い
る
た
め
、
割
引
率
は
高
め
の
設
定
。

・
回
収
期
間
：
対
象
船
舶
の
残
さ
れ
た
寿
命

(r
e
m
a
in
in
g
 
li
fe
ti
m
e
)
と
対
策
の
供
用
期
間

(s
e
rv
ic
e
 y
e
a
rs
)の
う
ち
の
、
よ
り
短
い
期
間
。

・
割
引
率

9
%
(4

%
、

1
4
%
で
感
度
分
析
実
施

) 
・
回
収
期
間

 
対
策
寿
命

1
0
 
年
未
満
＝
対
策
寿
命

 
対
策
寿
命

1
0
～

3
0
 
年
未
満
＝

1
0
 
年
間

 
対
策
寿
命

3
0
 
年
以
上
＝

3
0
 
年
間

 

主
要
技
術
の
導

入
年
度

 
主
要
技
術
の
導
入
年
度
に
つ
い
て
記
載
な
し
。

対
策
の
普
及
は
、
新
造
船
・
レ
ト
ロ
フ
ィ
ッ
ト
で

区
別
す
る
が
、
適
用
可
能
な
船
種
に
は
全
て
対
策

が
普
及
と
仮
定
。

 

主
要
技
術
の
導
入
年
度
に
つ
い
て
記
載
な
し
。

対
策
の
普
及
は
、
新
造
船
・
レ
ト
ロ
フ
ィ
ッ
ト
で

区
別
。

 

W
in
d
 E

n
g
in
e
, 
S
o
la
r 
p
o
w
e
r
の
み

2
0
1
5
 
年
、
他

は
2
0
0
7
年
に
導
入
。

 
対
策
の
普
及
は
、
新
造
船
・
レ
ト
ロ
フ
ィ
ッ
ト
で

区
別
す
る
が
、
適
用
可
能
な
船
種
に
は
全
て
対
策

が
普
及
と
仮
定
。

主
要
技
術
の
導
入
年
度
に
つ
い
て
記
載
な
し
。

 
対
策
の
普
及
は
、
新
造
船
・
レ
ト
ロ
フ
ィ
ッ
ト
で

区
別
す
る
。

 

主
要
技
術
の
コ

ス
ト

 
減
速
航
行

 
6
,0
0
0
～

8
,0
0
0
 U

S
D
/日

そ
れ
以
外
は
下
記
が
記
載
さ
れ
て
い
る

(
単
位

1
0
0
0
U
S
D
) 

・
 

W
e
a
th
e
r 
ro
u
ti
n
g
 0
.8
～

1
.6
 
 

・
 

In
c
re
a
se
d
 

fr
e
q
u
e
n
c
y
 

o
f 

p
ro
p
e
ll
e
r 

b
ru
sh
in
g
 3
～

4
.5
 

・
 

H
u
ll
 b
ru
sh
in
g
 2
6
～

3
9
 
 

・
 

U
n
d
e
rw

a
te
r 
h
u
ll
 h
y
d
ro
b
la
st
in
g
 3
3
～

4
9
.5
 

・
 

H
u
ll
 C

o
a
ti
n
g
1
 

4
.5
～

1
4
0
 

・
 

H
u
ll
 C

o
a
ti
n
g
2
 

2
5
～

7
2
0
 

・
 

A
ir
 
lu
b
ri
c
a
ti
o
n
運
用
コ
ス
ト

 
燃
料
費

×
0
.3
～

0
.5
 

t/
d
a
y
 

・
 

P
ro
p
e
ll
e
r 
b
o
ss
 c
a
p
 f
in
 2
0
(7
3
5
k
w
エ
ン
ジ

ン
)、

1
4
6
(2
2
,0
5
0
k
w
エ
ン
ジ
ン

) 
・

 
H
u
ll
 
p
e
rf
o
rm

a
n
c
e
 
m
o
n
it
o
ri
n
g
 
導
入
コ
ス

ト
4
5
 (
5
 
年
毎

)、
運
用
コ
ス
ト

5
 
 

・
 

S
h
a
ft
 p
o
w
e
r 
m
e
te
r 
2
6
～

3
1
.2
 
 

・
 

F
u
e
l 
c
o
n
su
m
p
ti
o
n
 m

e
te
r 
4
6
～

5
5
.2
 
 

・
 

D
ry
-d
o
c
k
 f
u
ll
 b
la
st
 6
8
～

8
1
.6
 
 

・
 

T
o
w
in
g
 k
it
e
 (
面
積

3
2
0
㎡
の
と
き

)購
入
コ

ス
ト

=
4
8
0
、
導
入
コ
ス
ト

=
2
6
、
運
用
コ
ス

ト
=
2
5
～

3
5
/年

 
 

不
明

下
記
が
記
載
さ
れ
て
い
る

(単
位

1
0
0
0
 U

S
D
)

・
 
減
速
航
行

(1
0
 
%
・

2
0
 
%
)導
入
コ
ス
ト
＝

2
0
,9
5
1
~
1
7
3
,0
4
0
、
運
用
コ
ス
ト
＝

6
1
6
～

3
,6
8
4
 

・
 

W
e
a
th
e
r 
ro
u
ti
n
g
 0
.8
～

1
.6
 
 

・
 

A
u
to
p
il
o
t 
a
d
ju
st
m
e
n
t 
1
.6
～

1
4
4
 
 

・
 

P
ro
p
e
ll
e
r 
p
o
li
sh
in
g
 
w
h
e
n
 
re
q
u
ir
e
d
 
2
～

1
8
5
 
 

・
 

H
u
ll
 c
o
a
ti
n
g
Ⅰ

 1
.9
～

1
4
6
 

・
 

H
u
ll
 c
o
a
ti
n
g
Ⅱ

 9
.9
～

7
6
0
 

・
 

O
p
ti
m
iz
a
ti
o
n
 
w
a
te
r 
fl
o
w
 
h
u
ll
 
o
p
e
n
in
g
s 

2
.8
～

2
4
7
 

・
 

A
ir
 
lu
b
ri
c
a
ti
o
n
 
導
入
コ
ス
ト
＝

7
3
7
～

5
,0
4
0
 
、
運
用
コ
ス
ト

 
燃
料
費

×
0
.3
～

0
.5

t/
d
a
y
 

・
 

In
te
g
ra
te
d
 
p
ro
p
e
ll
e
r 
a
n
d
 
ru
d
d
e
r 
u
p
g
ra
d
e
 

7
3
～

6
,5
9
0
 
 

・
 

P
ro
p
e
ll
e
r 
u
p
g
ra
d
e
 6
9
～

2
6
6
4
 
 

・
 

P
ro
p
e
ll
e
r 
b
o
ss
 c
a
p
 w

it
h
 f
in
s 
1
9
～

4
6
2
 
 

・
 

C
o
m
m
o
n
 r
a
il
 t
e
c
h
n
o
lo
g
y
 2
.8
～

2
4
7
 
 

・
 

M
a
in
 e
n
g
in
e
 t
u
n
in
g
 8
.2
～

7
4
1
 
 

・
 

W
a
st
e
 h
e
a
t 
re
c
o
v
e
ry
 2
,1
1
9
～

9
,5
9
3
 
 

・
 

T
o
w
in
g
 
k
it
e
s 
導
入
コ
ス
ト
＝

5
1
6
～

3
,6
8
3
 
、
運
用
コ
ス
ト
＝

2
4
～

5
1
4
/ 

・
 

W
in
d
 e
n
g
in
e
s 
7
2
0
～

1
,2
0
0
 
 

・
 

S
o
la
r 
e
n
g
in
e
 1
.3
3
0
 
 

・
 

L
o
w
 e
n
e
rg
y
/l
o
w
 h
e
a
ti
n
g
 l
ig
h
ti
n
g
 9
.5
～

5
9
 

・
 

S
p
e
e
d
 
c
o
n
tr
o
l 
o
f 
p
u
m
p
s 
a
n
d
 
fa
n
s 
1
1
～

9
8
8
 
 

 ※
IM

O
2
n
d
 
S
tu
d
y
に
記
載
さ
れ
て
い
る
コ
ス
ト

と
比
較
す
る
と
、
概
ね
コ
ス
ト
帯
は
同
様
で
あ
る

が
、
最
大
と
最
小
の
設
定
が
異
な
っ
て
い
る
。

下
記
が
記
載
さ
れ
て
い
る

(単
位

1
0
0
0
 U

S
D
) 

・
 

A
ir
 l
u
b
ri
c
a
ti
o
n
 
船
価
の

2
～

3
%
 

・
 

W
H
R
：
中
程
度
の
投
資
回
収
を
想
定
し
て
算

出
(1
年
と

1
5
年
の
中
間

) 
・

 
T
o
w
in
g
 k
it
e
s：

3
5
0
～

2
,5
0
0
 (
1
0
0
0
ユ
ー
ロ

) 
・

 
太
陽
光
発
電
：

1
.5
億
円

 
・

 
そ
の
他
ご
の
技
術
に
つ
い
て
は
投
資
回
収

年
数
デ
ー
タ
に
基
づ
き
算
出

(0
.5
年
～

1
0

年
) 

・
 

P
ro
p
e
ll
e
r 
b
o
ss
 c
a
p
 f
in
s 
2
0
～

1
4
6
. 

・
 

P
ro
p
e
ll
e
r 
b
ru
sh
in
g
 4
5
(5
年
毎

) 
・

 
H
u
ll
 p
e
rf
o
rm

a
n
c
e
 m

o
n
it
o
ri
n
g
 4
0
(5
年
毎

) 
・

 
H
u
ll
 b
ru
sh
in
g
 2
6
～

3
9
(5
年
毎

) 
・

 
H
u
ll
 h
y
d
ro
b
la
st
in
g
 3
3
～

4
9
.5
(5
年
毎

) 
・

 
D
ry
 d
o
c
k
 f
u
ll
 b
la
st
 8
1
.6
～

8
6
 

・
 

S
h
a
ft
 p
o
w
e
r 
m
e
te
r 
2
6
～

3
1
.2
 

・
 

F
u
e
l 
c
o
n
su
m
p
ti
o
n
 m

e
te
r 
4
6
～

5
5
.2
 

・
 

W
e
a
th
e
r 
ro
u
ti
n
g
 0
.8
～

1
.6
(毎
年

) 
・

 
H
u
ll
 c
o
a
ti
n
g
 1
 4
3
～

5
1
.6
(P
a
n
a
m
a
x
) 

・
 

H
u
ll
 c
o
a
ti
n
g
 2
 2
2
1
～

2
6
5
.2
(P
a
n
a
m
a
x
) 
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表
 
2
.1
-1
 
海

運
分

野
の

M
A
C
カ

ー
ブ

文
献

 
比

較
一

覧
表

(続
き

2
) 

 
IM

O
文
献

 
D
N
V
文
献

IM
a
rE

S
T
文
献

C
E
 D

e
lf
t
文
献

 

排
出
削
減
率

 
下
記
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。

 
・

 
W
e
a
th
e
r 
ro
u
ti
n
g
 0
.1
～

4
%
 

・
 

A
u
to
p
il
o
t 
u
p
g
ra
d
e
/a
d
ju
st
m
e
n
t 

1
.7
5
 %

・
 

In
c
re
a
se
d
 

fr
e
q
u
e
n
c
y
 

o
f 

p
ro
p
e
ll
e
r 

b
ru
sh
in
g
 0
.5
～

3
 %

 
・

 
P
ro
p
e
ll
e
r 
b
ru
sh
in
g
 3
.5
0
 %

 
・

 
H
u
ll
 b
ru
sh
in
g
 1
～

1
0
 %

 
・

 
U
n
d
e
rw

a
te
r 
h
u
ll
 h
y
d
ro
b
la
st
in
g
 1
～

1
0
 %

・
 

H
u
ll
 c
o
a
ti
n
g
Ⅰ

 0
.4
～

2
.9
%
 

・
 

H
u
ll
 c
o
a
ti
n
g
Ⅱ

 0
.8
～

7
.3
%
 

・
 

T
ra
n
sv
e
rs
e
 

th
ru
st
e
r 

o
p
e
n
in
g
(f
lo
w
 

o
p
ti
m
iz
a
ti
o
n
, 
g
ri
d
s)
 3
.0
0
 %

 
・

 
A
ir
 l
u
b
ri
c
a
ti
o
n
 5
～

1
5
 %

 
・

 
P
ro
p
e
ll
e
r/
ru
d
d
e
r 
u
p
g
ra
d
e
 4
.0
0
 %

 
・

 
P
ro
p
e
ll
e
r 

u
p
g
ra
d
e
(w

in
g
le
t,
 

n
o
z
z
le
) 

2
.5
0
 %

 
・

 
P
ro
p
e
ll
e
r 
b
o
ss
 c
a
p
 f
in
 4
～

5
 %

 
・

 
C
o
m
m
o
n
 r
a
il
 u
p
g
ra
d
e
 0
.3
0
 %

 
・

 
M
a
in
 e
n
g
in
e
 t
u
n
in
g
 0
.4
5
 %

 
・

 
L
o
w
-e
n
e
rg
y
/l
o
w
-h
e
a
t 
li
g
h
ti
n
g
 0
.4
5
 %

 
・

 
S
p
e
e
d
 c
o
n
tr
o
l 
p
u
m
p
s 
a
n
d
 f
a
n
s 
0
.6
0
 %

 
・

 
P
ro
p
e
ll
e
r 

p
e
rf
o
rm

a
n
c
e
 

m
o
n
it
o
ri
n
g
 

2
.2
5
 %

 
・

 
H
u
ll
 p
e
rf
o
rm

a
n
c
e
 m

o
n
it
o
ri
n
g
 0
.5
～

5
 %

・
 

S
h
a
ft
 p
o
w
e
r 
m
e
te
r 
0
.5
～

2
 %

 
・

 
F
u
e
l 
c
o
n
su
m
p
ti
o
n
 m

e
te
r 
0
.5
～

2
 %

 
・

 
P
o
w
e
r 
m
a
n
a
g
e
m
e
n
t 
2
.2
5
 %

 
・

 
D
ry
-d
o
c
k
 f
u
ll
 b
la
st
 5
～

1
0
 %

 

不
明

 
下
記
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。

 
・

 
減
速
航
行

(1
0
 %

)1
9
 %

 
・

 
減
速
航
行

(2
0
 %

)3
6
 %

 
・

 
W
e
a
th
e
r 
ro
u
ti
n
g
 0
.1
～

4
%
 

・
 

A
u
to
p
il
o
t 
a
d
ju
st
m
e
n
t 
0
.5
～

3
%
 

・
 

P
ro
p
e
ll
e
r 
p
o
li
sh
in
g
 w

h
e
n
 r
e
q
u
ir
e
d
 2
.5
～

8
%
 

・
 

H
u
ll
 c
le
a
n
in
g
 1
～

1
0
 %

 
・

 
H
u
ll
 c
o
a
ti
n
g
Ⅰ

 0
.5
～

2
%
 

・
 

H
u
ll
 c
o
a
ti
n
g
Ⅱ

 1
～

5
 %

 
・

 
O
p
ti
m
iz
a
ti
o
n
 w

a
te
r 
fl
o
w
 h
u
ll
 o
p
e
n
in
g
s 
1

～
5
 %

 
・

 
A
ir
 l
u
b
ri
c
a
ti
o
n
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ここでは、表 2.1-1 から表 2.1-3 に示された文献のうち、DNV 文献、IMarEST 文献

及び CE Delft 文献の 3 件について、CeDELFT が行った比較解析を紹介する。特に DNV

文献は、他の計算結果に比較して、費用対効果が大きいと考えられる削減ポテンシャ

ルが大きく計算されており、その背景を考察してみたい。 

2030 年の予想された平均した燃料価格は、IMarEST 文献で比較的高く、DNV 文献

でわずかに高い設定になっている。査定、費用対効果に優れた削減ポテンシャルは、

IMarEST 文献で最も低いと予想され、他の 2 調査においては同様であると予想できる。

燃料価格の将来設定は、DNV 文献の削減ポテンシャルの高さを説明できない。DNV

文献においては、排出量ベースラインが凍結されておらず、効率化がベースケースで

も進むことが考慮に入れられるところから、削減ポテンシャルは、ベースラインにお

いて効率化を見込まない他の 2 文献に比較して、減少する可能性が高い。  

このような算定結果の違いは、3 文献において採用されている技術の種類とその普

及率の設定によって説明できる。DNV 文献においては、下記に示す他の 2 文献で考慮

されていない 12 種類の削減技術が採用されている。またこれらの技術が既存船に対し

ても適用されると仮定した結果、MAC カーブのグラフの目視では、これらの 12 の削

減技術によって、約 400Mt の削減ポテンシャルが産み出されると考えられる。他方、

2 文献では、DNV 文献において考慮されていない 9 種類の技術を採用しているが、こ

れらから期待される削減ポテンシャルは約 200Mt であり、DNV 文献においては、将

来的な技術(未だ未熟な技術)に対して、高い普及率とそれに伴う大きな削減量を期待

していることがわかる。 

 

1. Fuel cells used as auxiliary engines. 

2. Electronic engine control. 

3. Frequency converters. 

4. Gas fuelled engines. 

5. Steam plant operation improvements. 

6. Engine monitoring. 

7. Contra-rotating propeller. 

8. Wind power (fixed sails or wings). 

9. Speed reduction due to improved of port efficiency. 

10. Exhaust gas boilers on auxiliary engines. 

11. Wind powered electric generator. 

12. Cold ironing. 

 

これに対して両者で共通している削減技術の評価については、IMO 文献を基に計算
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を行っているため、3 者において大きな差異は無いと思われる。  

更に DNV 文献においては、学習曲線を用いて将来における削減ポテンシャルを高

めに誘導する手法がとられている。たとえば、WHR、空気潤滑では、将来において基

準年よりも高い削減率が設定されていると報告されている(具体的な数値が文献から

明らかでない)。  

図 2.1-1 に 3 文献における最大削減ポテンシャルの比較を示した。ここで最大ポテ

ンシャルとは、同じ経済的パラメータ設定(割引率と回収想定期間)における MAC カー

ブで導かれる最大の削減量を示す。左から①DNV 文献のオリジナルの値、②  ①の値

をベースラインを凍結したと仮定して修正した値、③ 更に同じ削減技術を用いたとし

た場合の値、④CE Delft 文献の値とそれをフリートの代替率と学習曲線で調整した値

を示している。図から、同じ削減技術、同じ経済的パラメータ設定、同等と考えられ

るフリートの代替率と学習曲線を用いた場合は、ほぼ同量の削減ポテンシャルが計算

されることがわかる。  

図 2.1-2 に 3 文献における最大費用対効果の大きい削減ポテンシャルの比較を示し

た。ここで削減ポテンシャルは同じ経済的パラメータ設定(割引率と回収想定期間)に

おける MAC カーブと X 軸の交点を示す。左から①DNV 文献のオリジナルの値、② ①

の値をベースラインを凍結したと仮定して修正した値、③ 更に同じ削減技術を用いた

とした場合の値と、更にそれをフリートの代替率と学習曲線で調整した値、、④CE 

Delft 文献の値を示している。最大費用対効果の大きい削減ポテンシャルについても、

同じ削減技術、同じ経済的パラメータ設定、同等と考えられるフリートの代替率と学

習曲線を用いた場合は、ほぼ同量の削減ポテンシャルが計算されることがわかる。 

このことから、削減ポテンシャルはその計算において採用されている技術シナリオ、

特に採用されている技術毎の普及率の設定によって大きく影響されることがわかる。 

本調査においては、このことを考慮し、特に 2 章においては、削減技術のうち既に

普及が一部始まっている手堅い技術のみを抽出し、かつ既存船に対する適用は考慮し

ないこととした。  

そのため、これらの既存文献の削減ポテンシャルとは直接の比較ができないことに

留意されたい。  
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図 2.1-1 3 文献における最大削減ポテンシャルの比較  
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図 2.1-2 3 文献における費用対効果の大きい削減ポテンシャルの比較 

 

また、MAC カーブの形状の差異も重要である。外航海運を対象にしたすべての MAC

カーブには、ほぼ同様の形状をなしている。Y 軸から始めに浅い負の値と傾きの小さ

い形状を示す領域が有り、その後傾きが急速に立ち上がり、最終的には垂直に近くな

る。カーブの形状は、上記で解析したように選択されている技術シナリオ(技術毎の削

減率と普及率の組み合わせ)にも影響されるが、それ以外に将来の燃料価格などの経済

的なシナリオによっても左右される。別の言い方をすれば、どの経済的パラメータの

設定が代表性を持つかを見極める必要がある。 
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2.2 本年度調査の方針 

2008 年から 2020 年に建造される船舶の MAC カーブ算定に当たっての前提等につ

いて、平成 22 年度調査を踏まえて再検討を行った。本年度調査の方針について以下に

述べる。  

本年度では事象を単純化するために、まず、①削減技術適用の対象を新造船に限定

し、②運航による削減技術(減速航行等)を考慮せず、③削減技術を短期的に導入され

る技術に限定した上で、MAC カーブを算定した。更に、このように作成された MAC

カーブについて、④required EEDI で定められた個船の削減目標値との整合を検討する

ことで、技術シナリオの妥当性を検討することとした。  

③ 、④のため、対象技術は EEDI の議論の技術的背景文章となった MEPC 60/4/36 に

記載されている諸技術を基にした。MEPC 文章と本章で対象とする削減技術の比較

について表  2.2-1 に示す。  

 

表 2.2-1 MEPC 文書と 2 章で対象とする削減技術の比較 

 MEPC 60/4/36 H23 年度調査  

対象技術  

 

・ 下記を対象として含む。  

− Low friction coating 

− Stern duct-friction reduction 

− Contra. Rotating Propeller  (CRP)

− Stern duct-propulsion 

− Post-swirl system 

− Optimal superstructure 

− Air lubrication 

− Optimal stern shape  

− 排熱回収(WHR) 

・ MEPC 60/4/36 に記載されている技

術のうち optimal superstructureを除

くもの。  

排出削減ポテンシ

ャルの年変化  

・ 排熱回収のみ考慮する。  ・ 排熱回収のみ考慮する。  

普及率の年変化  ・ 考慮しない (個船ベースでの検討

のため) 

・ 考慮する (MAC および障壁に応じ

た設定) 

船型クラス毎の普

及率の変化  

・ 考慮する。  ・ 排熱回収のみ考慮する。  

 

算定のフローを図 2.2-1 に示す。
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平成 23 年度「外航海運からの CO2 削減のためのコスト算定と比較」業務 算定フロー（新造船 技術対策のみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-1 本調査での MAC 算定フロー(新造船 技術対策のみ)
15

                                                      
15  青字に青枠：IMO 2nd Study(及び中間資料)のデータ。緑字に緑枠：他の文献からのデータ。点線枠：前提等。赤字：H22 年度調査モデルで可変可能なパラメータ及び条件。 

矢印は計算パラメータとしての算入を指す。 

MAC カーブの作成 

 

 

船型クラス別 2020 年までの造船量及び船腹量の算出 

 

 

2020 年の船型クラス別隻数  

2007 年の船型クラス別隻数  

毎年の船型クラス

別造船隻数  

前提：隻数は 2007年から 2020年にかけて線形に変化するとし、さらに前年の

船腹量の 3%が解撤・補充されるとして毎年の造船隻数を算出した。なお 2008

年以降に建造された船舶は 2020 年までに解撤されないとの想定の下に、既

存船の隻数を算出した。

ベースライン（技術未導入時）の燃料消費、CO2 原単位及び燃料消費量、CO2 排出量の算出 

 

 

 

2007 年の船型クラス別年間エネルギ

ー消費量（主機、補機、ボイラ） 

燃料の CO2 原単位（HFO、MDO、

LNG）

積  

前提：船型クラス別一隻あたり CO2 排出量は年、造船年の如何を問わず一定とした。即ち MAC

検討対象とする技術以外の技術革新や経年劣化等は明示的に考慮せず、また機関出力、航行

速度、年間航行日数、燃料消費率は新造船、既存船を問わず将来的に変化しないとした。 

各技術の排出削減量の算出 

 

 

 

MEPC 60/4/36 より対象技

術を抽出。数値は MEPC文

書から引用。 

なお、別途「LNG 焚き船の

導入」を検討。 

技術シナリオの設定（各技術について建造年毎に普及率

及び排出削減ポテンシャルを設定）。次いで普及率×排出

削減ポテンシャル×抵抗係数により建造年別、技術別、船

型クラス別の CO2 排出削減率を算出  

前提：技術シナリオについては、H22

年調査に基づき MAC が低いものほ

ど普及率が高いとし、また毎年線形

に普及率が増加するとした。 

各技術の導入における費用・便益の算出 

 

 

 

各技術の一隻あたり設備コスト、ランニングコスト 

※MEPC59 INF27, MEPC 61 INF.18、船社ヒアリング

等より把握。船型・クラス毎のコストは主機出力また

は船体表面積（重量の 2/3乗で代替）の関数とした。 

燃料価格：500USD/

トンで一定とする 

建造年別、技術別、船型クラス別対策費用・対策便益の整理  

・ 技術導入の便益は同時に導入される技術に影響される 

・ ある船型クラスに導入されるある技術の費用・便益を下記のような

一覧表に整理（マイナスは設備投資、プラスは省エネ等の便益）。

例）2009年に建造される船舶に対する技術の導入は 2008年に 1000

の投資を要するが、2009 年以降 100 の省エネ便益を生じる。しか

し 2011年に建造される船舶については、同時に別の技術も導入さ

れるため、当該技術の排出削減効果は 90 に低減する。 

 

ある技術の費用・便益整理表（上段は発生年） 

建造年  2008 2009 2010 2011 2012 … 

2009 -1000 100 100 100 100 … 

2010  -1000 100 100 100 … 

2011   -1000 90 90 … 

 

各技術による省エ

ネ便 益 （ 建 造 年

別、技術別、船型

クラス別） 

積

各技術の正味現在価値（NPV）及び限界排出削減コスト（MAC）の算出 

 

 

 

費用・便益表の集計：回収想定期間全体にわたり費用・便益表の数値を集計し、さらに

船型・クラス毎に合計することにより、ある技術の費用・便益を集計する。 

建造年  2008 2009 2010 2011 2012 … 2028 2029 2030

2009 -1000 100 100 100 100 … 100 - - 

2010  -1000 100 100 100 … 100 100  

2011   -1000 90 90 … 90 90 90 

合計  -1000 -900 -800 290 290 … 290 190 90 

 

ケースの設定  

・ A：割引率 5%、回収想定期間 20 年

（社会資本に近い） 

・ B：割引率 10%、回収想定期間 10 年

（船社の投資判断に近い） 

・ C：割引率 5%、回収想定期間 10 年

各技術の導入に関する費用と便益の、全建造年、船型

クラスに対する現在価値化した合計額（＝正味現在価

値（NPV））の算出

前提：現在価値化の基準年は一律

に 2008年とし、以降の年度に発生す

る費用、便益の合計額（最下段）を

ケース毎の割引率で割り引いた。ま

た、ランニングコスト、便益の発生は

各建造年翌年から各ケースの回収

想定期間内とした。 各技術の導入に関する限界排出削減コスト（MAC） 

※（-NPV÷累計 CO2 排出削減量）で算出。 

※感度分析の実施  

・MARPOL 条約 Annex VI 改定を

想 定 し 、 油 価 を 2020 年 か ら

1000USD/トンとしたケース 

・経済停滞等により、油価を 2020

年から 100USD/トンとしたケース 

船型クラス別主機出力、平均トン数

各技術の導入に関する

回収想定期間内の CO2

排出削減量の累計値  

2007 年の船型クラス別隻数  船型 クラス別

燃料消費原単

位 （トン燃料 /

隻・年） 

商  

船型クラス別 CO2

排 出 原 単 位

（t-CO2/隻・年） 

2020 年の船型ク

ラス別 CO2 排出

量（新造船） 

建造年別、技

術別、船型クラ

ス別 エネルギ

ー消費量削減

費用 ・便益

（各技術） 

各技術（新造船）について、MAC

の小さい順に排出削減ポテンシャ

ルをプロットし、MAC カーブを作

成。 

建造年別、技

術別、船型クラ

ス別対策導入

隻数 （年度別

造船隻数×普

及率） 

建造年別、技術別、船

型クラス別の CO2 排出

削減量  

前提 ：各技術の導入は原則として独立とする。ただし air 

lubrication と low-friction coating は排他としている。個船によ

る技術の選択は考慮せず、全船舶について「普及率×排出削

減ポテンシャル」で定義される排出削減率を持つ技術が導入

されるとした。また同時に技術が導入されることにより個別技

術の排出削減率は若干減少することを加味した。 

建 造 年 別 、

技 術 別 、船

型 ク ラ ス 別

CO2 排出削

減量  

2020 年の船型ク

ラス別新造船数

（累積） 

2020 年の船型ク

ラス別エネルギー

消費量（新造船）

建造年別、技術別、船

型クラス別のエネルギー

消費量削減  

建造年別・船型ク

ラス別エネルギー

消費量（新造船） 

建造年別・船型ク

ラス別 CO2 排出

量（新造船） 

積  

各 技 術 に よ る

2020 年の CO2 排

出削減量の合計

値（横軸） 

各技術による限

界排出削減コスト

（MAC）（縦軸） 
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2.3 個別対策技術における CO2排出削減量の算定 

 1.3 で述べたように、MAC は、「排出削減対策技術のもたらす正味の便益÷排出削減

量」で算出される。具体的には、1.3 で述べた式のうち分母に相当するα j×CF×F(排

出削減率×燃料の CO2排出係数×燃料消費量について求める。このうち燃料の CO2原

単位 CF は既知であり、燃料消費量 F もまた IMO 2nd Study に基づく 2007 年の個船当

たり燃料消費量が当該船型クラスについて不変と置くため既知である。そのため排出

削減量の算出は、実際はα jを求めることである。  

まずは上式の分母に相当する各々の排出削減対策技術による CO2排出削減量の算出方

法について以下に整理する。算出は以下の 3 つのプロセスを経る。(上記フロー参照) 

・ 船型クラス別 2020 年までの造船量及び船腹量の算出  

・ ベースライン(技術固定)の燃料消費量(t-fuel)CO2排出量(t-CO2)の算出  

・ 各技術の排出削減量(t-CO2)の算出  

 

2.3.1 船型クラス別 2020 年までの造船量及び船腹量の算定 

 本調査で対象とする船型クラスを、IMO 2nd Study(2007 年)及び MEPC 58 INF.6 (2020

年)に記載されている各船型クラスの中で Yacht及び Service以外の 63クラスと設定し、

それらの 2020 年までの造船量及び船腹量について船型クラス別に算出した。結果に

ついて表 2.3-1 に示す。具体的には IMO 2nd Study に基づく 2007 年の隻数データ及び

MEPC 58/INF.6 (IPCC A1F1 / A1B1 シナリオ)に基づく 2020 年の隻数予測値をもとに、

2007 年から 2020 年まで船腹量が一定量ずつ増加するとし、かつ解撤・消失等の比率

を前年度の船腹量の 3%と想定することにより、2008 年～2020 年までの毎年の造船量

を算出した。具体的には下記のとおり。  

 

)2007()( 2007,2020,2007,, −×−+= yFLFLFLFL tctctcytc  (4) 

1,1,,, 03.0)(
−−

×+−= ytcytcytcytc FLFLFLSB  (5) 

 

ただし、  

・ FLtc,y：船型クラス tc の y 年における総隻数  

・ FLtc,2007：船型クラス tc の 2008 年における総隻数(IMO 2nd Study) 

・ FLtc,2020：船型クラス tc の 2020 年における総隻数(MEPC 58 INF.6) 

・ SBtc,y：船型クラス tc の y 年における造船隻数 

・ y：建造年(2008～2020 年) 
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ここで、隻数の減少が著しい船型クラスでは上式では SBtc,yがマイナスとなることが

あるため、SBtc,yの最小値を 0 とした。また大型コンテナ(8,000TEU 以上)と大型 LNG

タンカー(200,000DWT 以上)の 2 船型については上式では適切に算出されない(2007 年

時点での隻数が少なく、以後急増するため、上式では 2007 年時点での隻数を上回る隻

数が解撤されると算出されるため、解撤率を 1%とおいている)。以上の計算より、本

調査で対象とする 2008 年から 2020 年までの新造船は 62,461 隻である。  

なお、大型コンテナ船については隻数が 2007 年の 118 隻から 2020 年には 1,010 隻

に増加しているが、この貨物容量がさらに増加し、逆に隻数が減少した場合、大型化

によるエンジン出力の増加は運搬貨物量の増加を下回り、結果としてエネルギー消費、

CO2 排出の削減につながる。このようなコンテナ船の大型化の影響については参考資

料 1 にまとめた。コンテナ船の貨物容量が 10 %及び 20 %増加した場合、大型コンテ

ナ船に起因する CO2排出量はそれぞれ約 3.9 Mt-CO2 及び 8.3 Mt-CO2減少すると算出

された。これはこの船型クラスの排出量のそれぞれ 2.4 %及び 5.1 %に相当する。  
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表 2.3-1 本調査で対象とした船型クラスの概要  

船型  クラス  隻数  造船隻数  
1 隻あたり燃料消費量

(kt/隻) 

 (単位：無記載のものは dwt) 2007 年 2020 年 2008-2020 年 主機のみ  全体  

Crude oil tanker 200,000+ 494 474 169 21.8 24.3 

Crude oil tanker 120,000-199,999 353 425 223 16.5 18.8 

Crude oil tanker 80,000-119,999 651 847 485 12.2 16.1 

Crude oil tanker 60,000-79,999 180 120 3 8.2 12.0 

Crude oil tanker 10,000-59,999 245 150 0 6.1 8.4 

Crude oil tanker 0-9,999 114 136 70 1.1 1.8 

Products tanker 60,000+ 198 535 475 7.7 12.2 

Products tanker 20,000-59,999 456 610 360 4.5 8.4 

Products tanker 10,000-19,999 193 121 0 2.9 5.3 

Products tanker 5,000-9,999 466 848 633 1.8 3.0 

Products tanker 0-4,999 3,959 4,499 2,181 0.6 1.0 

Chemical tanker 20,000+ 1,010 1,810 1,338 8.5 9.5 

Chemical tanker 10,000-19,999 584 902 603 4.7 5.4 

Chemical tanker 5,000-9999 642 1,558 1,331 3.0 3.5 

Chemical tanker 0-4,999 1,659 940 0 0.7 1.0 

LPG tanker 50,000+ 138 184 108 12.1 13.3 

LPG tanker 0-49,999 943 1,271 755 1.9 2.3 

LNG tanker 200,000+ 4 103 100 28.6 32.4 

LNG tanker 0-199,999 239 442 333 31.0 33.8 

Other tanker  402 523 300 0.9 1.1 

Bulk carrier Other 119 291 249 15.2 16.4 

Bulk carrier 200,000+ 686 1,215 892 13.1 14.1 

Bulk carrier 100,000-199,999 1,513 2,024 1,193 8.8 9.6 

Bulk carrier 60,000-99,999 1,864 2,411 1,372 7.0 7.8 

Bulk carrier 35,000-59,999 2,090 2,187 930 5.4 6.1 

Bulk carrier 10,000-34,999 1,120 1,343 700 0.9 1.2 

General cargo 0-9,999 674 694 286 5.8 6.3 

General cargo 10,000+ 1,528 2,288 1,493 3.1 3.5 

General cargo 5,000-9,999 11,006 12,376 5,909 0.5 0.6 

General cargo 0-4,999 1,225 1,022 238 5.8 6.5 

General cargo 10,000+ 1,089 3,616 3,407 2.1 2.6 

General cargo 5,000-9,999 1,486 1,725 862 1.1 1.4 

Othre dry  reefer 1,239 1,104 324 4.3 5.0 

Other dry  special 228 276 146 4.1 4.8 

Container 8,000+TEU 118 1,010 907 46.2 52.1 

Container 5,000-7,999 TEU 417 710 508 37.5 42.1 

Container 3,000-4,999 TEU 711 1,165 813 25.2 28.0 

Container 2,000-2,999 TEU 667 770 382 15.6 17.7 

Container 1,000-1,999 TEU 1,115 1,531 926 9.7 11.1 

Container 0-999 TEU 1,110 1,144 473 3.1 3.9 

Vehicle 4,000+CEU 398 634 434 13.2 14.4 

Vehicle 0-3,999 CEU 337 339 134 7.3 8.0 

Ro-Ro 2,000+lm 194 293 192 10.0 11.2 

Ro-Ro 0-1,999lm 1,517 1,565 648 1.7 2.1 

Ferry Pax only 25kn 984 1,302 759 2.6 2.7 

Ferry Pax only <25kn 2,108 2,648 1,459 1.2 1.3 

Ferry RoPax, 25kn 177 338 259 18.3 19.4 

Ferry RoPax, <25kn 3,144 3,030 1,092 4.5 5.2 

Cruise 100,000+ 24 40 28 47.5 49.5 

Cruise 60,000-99,999 69 93 55 32.6 36.9 

Cruise 10,000-59,999 130 142 65 12.5 14.8 

Cruise 2,000-9,999 74 53 4 3.2 4.2 

Cruise 0-1,999 202 438 357 0.5 0.7 

Misc Fishing 12,849 13,445 5,714 0.3 0.5 

Misc Trawlers 9,709 9,612 3,672 0.8 1.2 

Misc Other 1,291 1,214 413 1.3 1.6 

Misc Other 667 905 541 4.2 5.1 

合計   94,112 115,922 62,461  
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2.3.2 ベースライン(技術未導入時)の燃料消費量及び CO2排出量の算定 

 次に、上記の各船型クラスにおけるベースライン(技術未導入時)の燃料消費量及び

CO2排出量の算出を行った。本調査では IMO 2nd Study 及び MEPC 58 INF.6 に記載さ

れている船型クラス別の隻数、主機・補機別の年間燃料消費量等のデータに基づき、

IMO 2nd Study の基準年である 2007 年時点の個船当たりエネルギー消費量、及びまた

それを使用して輸送する貨物量(トンマイルベース)が将来にわたり不変であるとの前

提に基づいて算出を行っている。即ち本調査において検討対象とする技術以外の技術

革新や経年劣化等は明示的に考慮せず、また機関出力、航行速度、年間航行日数、燃

料消費率は新造船、既存船を問わず将来的に変化しないと想定している。 

 以上を踏まえ排出削減技術が導入されず、燃焼の CO2原単位に変化がないと仮定し

た、本調査における新造船と既存船の 2020 年におけるベースラインの状況を表 2.3-2

に示す。  

 

表 2.3-2 2020 年における新造船と既存船の隻数とベースライン CO2排出量  

 新造船  既存船  合計  

隻数  62,461 (54%) 53,461 (46%) 115,922  

CO2排出量 (Mt-CO2) 920 (63%) 543 (37%) 1,463  

 

新造船からの CO2排出量は、約 920 Mt-CO2(2020 年の新造船及び既存船を合わせた

CO2排出量の約 63%)と算出される。1 隻当たりの燃料消費量は約 5,000 トンと算出さ

れ、2007 年(約 3,500 トン)から増加しているが、IMO 2nd Study の各船型クラスに属す

る船舶の平均船腹量(GT)を不変と考えると、新造船は 2007 年のフリートと比べると約

44%増加している(7,994 GT→11,486 GT)ことから、1 隻当たりの燃料消費量の増加は新

造船の大型化がもたらしていると考える。  

 

2.3.3 各技術の排出削減量の算定 

(1) 技術シナリオの検討 

次に、MAC 算出モデルに含まれる技術及びその導入シナリオについて検討する。具

体的には 2020 年までに建造される船舶の無対策時の排出量を現状と同一と仮定し、

MEPC 60/4/36
16に基づく対策技術及びそれらの排出削減ポテンシャルを用いた上で、

現実的かつ技術的な裏づけに基づいた技術導入シナリオを策定する。この際に、

MARPOL 73/78条約附属書 VI第 4章における  2015 年および 2020 年における required 

                                                      
16 MEPC 60/4/36 に基づくと、2013 年～2017 年(フェーズ 1)は全船型について 10 %、2018 年～

2022 年(フェーズ 2)はタンカー、バルクキャリア等は 25 %、コンテナ船、RoRo 船等は 15 %と

なっている。 
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EEDIとしての個船の CO2排出削減目標値(2015 年～2019年(フェーズ 1)は全船型につ

いて 10 %、2020 年から 2024 年(フェーズ 2)についてはタンカー、バルクキャリア、

コンテナ船は 20 %、その他は 15 %)が概ね達成されていることを確認する。  

なお、実際の MAC の計算においては、EEDI リファレンスラインに基づく輸送効率

あるいは燃料消費率を用いず、IMO 2nd Study の実航行速度と年間稼動日数データに

基づく輸送効率あるいは燃料消費率を用いている。別の言い方をすれば、船型・船型

クラス毎の平均的 EEOI を用いていると言ってもよい。また、減速航行を除き、CO2

排出削減技術にともなう EEOI の削減比率は EEDI の削減比率と同一であると仮定し

ている。  

本年度調査における技術シナリオの検討フローについて図 2.3-1 に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3-1 技術シナリオの選定フロー  

 

a. MEPC 60/4/36 の分析に基づく諸前提の検討 

 まず、本調査で対象とする MEPC 60/4/36 に記載されている各種の排出削減技術に

ついて前提等を把握・分析した。それに基づき、本調査では下記のような前提を置く

こととした。 

・ MEPC 60/4/36 の対象技術の一つである optimal superstructure は、平水時には効果が

あるが、実海域における影響は小さいと考えられることから、EEDI との整合を検

証するという目的に鑑み対象から外すこととする。  

・ MEPC 60/4/36 での排出削減技術には排熱回収(以下 WHR)が想定されており、これ

を含めることとする。ただし、WHR の導入対象には小型船舶を除くこととする。 

(１)MEPC 60/4/36 の分析に基づく諸前提の

検討  

(２)各技術の普及率の検討  (３)各技術の排出削減ポテンシ

ャルの設定  

(４)各技術の排出削減率の算出  

(５)EEDI リファレンスラインに対応する合

計排出削減率の算出  

抵抗比率(粘性、造波抵抗)

の考慮、WHR 差異化  
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b. 各技術の普及率の検討 

 次に、それぞれの船型クラスにおける排出削減技術の普及率について検討した。こ

こでは下記のように設定した。  

・ 一般的に先進的な技術は、その技術が実用化される当初において普及率は低いが

段階的に普及率が増大すると考えられるため、2020 年へ向けて普及率が増大する

ような設定を設けた。  

・ 普及率に関しては、初期費用が低くかつ費用対効果が高いと考えられるもの、ま

たは既に導入がある程度進んでいるものについては高い普及率を想定し、初期コ

ストが比較的高く現時点での導入が限定的であるもの(CRP、Air lubrication)につい

ては比較的低い普及率を想定した。 

本調査で用いた建造年別のフリート平均普及率の設定を表 2.3-3 に示す。  

 

表 2.3-3 建造年別のフリート平均普及率の設定 

MAC 対象技術  造船が行われる年  

(USD / t-CO2)  2007 2013 2015 2020 2025(参考)

0 未満  

Stern duct 

Post Swirl System 

Opt. Stern Shape 

0 % 40 % 60 % 80 % 100 %

 Low friction coating 10 %  

 WHR 20 %  

0 以上 50 未満  
Air Lubrication 

CRP 

0 %
20 % 30 % 40 % 50 %

50 以上 100 未満   0 % 10 % 15 % 20 % 25 %

100 以上   0 % 5 % 7.5 % 10 % 12.50 %

（普及率は全て隻数ベース）  

 

c. 各技術の排出削減ポテンシャルの設定 

 本調査において排出削減ポテンシャルとは、各技術が導入された場合に発揮される

効果を指すこととする。厳密には技術ごとの排出削減ポテンシャルも技術の進歩や経

験に伴う運用改善、あるいは他の技術との相互影響などに従って経年変化すると想定

されるが、全体の排出削減率の変化に与える影響は前述の普及率に比べれば小さいと

考えられる。したがって、このような排出削減ポテンシャルの経年変化は普及率で考

慮していると想定し、技術ごとの排出削減ポテンシャルの調整は行っていない。  

ただし排熱回収(WHR)については MEPC 60/4/36 における記載を受け、排出削減ポテ

ンシャルは 2015 年に 5 %、2020 年に 10 %を採用した。とし、また 2007 年における

初期の排出削減ポテンシャルを 2%とし、2020 年までの年は線型内挿した。  

 本調査で対象とした技術の排出削減ポテンシャルの設定について表 2.3-4 に示す。  
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表 2.3-4 建造年別・技術別の排出削減ポテンシャルの設定  

排出削減ポテンシャ

ル  

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

Low friction 

coating 
5.0 % 5.0 % 5.0 % 5.0 % 5.0 % 5.0 % 5.0 % 5.0 % 5.0 % 5.0 % 5.0 % 5.0 % 5.0 % 5.0 %

Stern duct-friction 

reduction* 
2.0 % 2.0 % 2.0 % 2.0 % 2.0 % 2.0 % 2.0 % 2.0 % 2.0 % 2.0 % 2.0 % 2.0 % 2.0 % 2.0 %

CRP 8.0 % 8.0 % 8.0 % 8.0 % 8.0 % 8.0 % 8.0 % 8.0 % 8.0 % 8.0 % 8.0 % 8.0 % 8.0 % 8.0 %

Stern 

duct-propulsion* 
4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 %

Post-swirl system* 4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 % 4.0 %

Opt. superstructure               

Air lubrication 10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 %

Opt. stern shape**  10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 % 10.0 %

WHR 2.0 % 2.4% 2.8% 3.1% 3.5 % 3.9% 4.3% 4.6% 5.0 % 6.0 % 7.0 % 8.0 % 9.0 % 10.0 %

*タンカー、バルカー等のみ、**コンテナ、RoRo 等のみ。網掛け部は MEPC 60/4/36

記載された削減率とその導入開始年を示す、イタリックは本調査で暫定的に設定した

もの。  

 

d. 各技術の排出削減率の算定 

 当該技術がある船型クラスに対して実際に適用される場合の排出削減率は、上記で

設定した普及率及び個別技術の排出削減ポテンシャルの積で表される。具体的には下

記の式で算出した。  

 

tctyctctyctctyctct RCDRERPERR
,,,,,,,

' ××=　  (6) 

 

ただし、  

・ ERRt,tc,yc：建造年度 yc 年に船型クラス tc に技術 t が単独で導入された場合の排出削

減率(%) 

・ ERP t,tc,yc：建造年度 yc 年に船型クラス tc に導入された技術 t の排出削減ポテンシ

ャル(%) 

・ DR t,tc,yc：建造年度 yc 年に船型クラス tc に導入された技術 t の普及率(%) 

・ RC t,tc：船型クラス tc に導入された技術 t の抵抗比率(%) 

 

ここで抵抗比率 RC t,tc については、粘性抵抗を低減させる技術、即ち Low friction 

coating、Air lubrication 及び Stern duct (friction reduction)に対しては全抵抗に占める粘

性抵抗の比率を乗じ、造波抵抗を低減させる技術、即ち Optimal stern shape に対して

は全抵抗に占める造波抵抗の比率を乗じた。比率は、肥大船については粘性抵抗比率

90 %、造波抵抗比率 10 %とおき、やせ型船についてはそれぞれ 70 %及び 30 %とおい

た。  
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 前述のように、WHR は小型船には導入されないと想定している。この条件を付す

ことにより、同じ船種内において船型クラスごとに上式で示される削減率が異なる。

各年度で新造される船舶数で加重平均した場合の技術・船型クラスごとの排出削減率

の算出結果を表 2.3-5 に示す。  

 

表 2.3-5 建造年別の各技術の排出削減率(タンカー、バルカー等) 

建造年  2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

Low friction 

coating 
0.4% 0.6% 0.8% 1.0 % 1.2% 1.4% 1.6% 2.0 % 2.4% 2.6% 2.7% 2.9% 3.0 % 3.2%

Stern duct-friction 

reduction 
0.0 % 0.1% 0.2% 0.3% 0.4% 0.5 % 0.6% 0.8% 1.0 % 1.0 % 1.1% 1.2% 1.2% 1.3%

CRP 0.0 % 0.3% 0.5 % 0.8% 1.1% 1.3% 1.6% 2.0 % 2.4% 2.6% 2.7% 2.9% 3.0 % 3.2%

Stern 

duct-propulsion 
0.0 % 0.3% 0.5 % 0.8% 1.1% 1.3% 1.6% 2.0 % 2.4% 2.6% 2.7% 2.9% 3.0 % 3.2%

Post-swirl system 0.0 % 0.3% 0.5 % 0.8% 1.1% 1.3% 1.6% 2.0 % 2.4% 2.6% 2.7% 2.9% 3.0 % 3.2%

Opt. superstructure                             

Air lubrication 0.0 % 0.3% 0.5 % 0.8% 1.1% 1.3% 1.6% 2.0 % 2.4% 2.6% 2.7% 2.9% 3.0 % 3.2%

Opt. stern shape  0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 %

WHR 0.2% 0.2% 0.3% 0.4% 0.5 % 0.6% 0.7% 1.0 % 1.3% 1.7% 2.1% 2.5 % 3.0 % 3.5 %

 

表 2.3-6 建造年別の各技術の排出削減率(コンテナ船等) 

建造年  2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

Low friction 

coating 
0.4% 0.5 % 0.7% 0.9% 1.1% 1.2% 1.4% 1.8% 2.1% 2.2% 2.4% 2.5 % 2.7% 2.8%

Stern duct-friction 

reduction 
0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 %

CRP 0.0 % 0.3% 0.5 % 0.8% 1.1% 1.3% 1.6% 2.0 % 2.4% 2.6% 2.7% 2.9% 3.0 % 3.2%

Stern 

duct-propulsion 
0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 %

Post-swirl system 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 %

Opt. superstructure                             

Air lubrication 0.0 % 0.2% 0.5 % 0.7% 0.9% 1.2% 1.4% 1.8% 2.1% 2.2% 2.4% 2.5 % 2.7% 2.8%

Opt. stern shape  0.0 % 0.2% 0.4% 0.6% 0.8% 1.0 % 1.2% 1.5 % 1.8% 1.9% 2.0 % 2.2% 2.3% 2.4%

WHR 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.2% 0.2% 0.2% 0.3%

 

e. EEDI リファレンスラインに対応する合計排出削減率の比較検討 

次いで各々の技術について排出削減率を積算し、全技術による合計排出削減率を算

出することにより、EEDI リファレンスラインとの概略比較を行った。算出に当たり

各技術の導入は相互に独立ではあるが、効果は相互に干渉すると想定した。即ち技術

A 及び B の排出削減率をそれぞれ ERAと ERBとした場合、合計の排出削減率は 1-(1- 

ERA)(1- ERB)で算出している。ただし air lubrication と low friction coating は同一目的で

あるため、効果を加算している。即ち両者の合計排出削減率は 1-(1- ERA - ERB)で表し

ている。個別技術に関する表 2.3-5 及び表 2.3-6 の算出結果をこのように単純に(隻数

を考慮せず)累計した結果を表 2.3-7 及び表  2.3-8 に示す。  
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表 2.3-7 建造年別のフリート全体の合計排出削減率  

建造年  2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

タンカー、バルカ

ー等  
0.6% 2.0 % 3.4% 4.8% 6.2% 7.6% 9.0 % 11.3%13.5 % 14.6% 15.7% 16.8% 17.9% 19.1%

コンテナ、RoRo 等 0.4% 1.2% 2.1% 3.0 % 3.8% 4.7% 5.6% 6.9% 8.3% 8.8% 9.4% 9.9%10.5 %11.0 %

 

表 2.3-8 同、2007 年基準で補正 

建造年  2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

タンカー、バルカ

ー等  
0.0 % 1.4% 2.9% 4.3% 5.7% 7.1% 8.5 % 10.8%13.0 % 14.1% 15.2% 16.3%17.5 % 18.6%

コンテナ、RoRo 等 0.0 % 0.9% 1.8% 2.6% 3.5 % 4.3% 5.2% 6.6% 7.9% 8.5 % 9.0 % 9.6% 10.2% 10.7%

 

表 2.3-7及び表 2.3-8で算出した個別技術の排出削減率を集計し required EEDIで要

求される値との整合性をみた。具体的には上で算出した各船種の平均削減率が、2015 

年付近においてフェーズ 1 のリファレンスライン 10 %を、タンカー、バルカー、コン

テナ船ともにクリアできているか、さらに 2020 年においてフェーズ 2 のリファレン

スラインである 20 %をタンカー、バルカー、コンテナ船ともにクリアできているかを

確認した。仮に、船種平均でこの値に到達しない場合は、これまでに設定してきた計

算条件あるいは 2020 年までに導入が予想される削減技術や対策のリストアップが不

充分であることを意味する。  

結果として、いずれの船種でも、EEDI のリファレンスラインに対する削減率にわ

ずかに足りない計算結果となった。しかし、①EEDI は設計時達成するべき値に対し

て、ここでの削減率は建造終了時点での値であり年時が異なること、②required EEDI

の達成にはこれまで議論してきた技術による対策以外に設計速度(Vref)を低下させて

数値を達成させることも現実的に選択肢に入ること、③required EEDI は大型船のみに

適用されるが上記数値は小型船も含めたものである点、等を考慮すると、これまで検

討してきた削減シナリオは EEDI と概ね整合した値と考えられる。  

なお、本来であればこの整合性のチェックは個々の船型クラスから排出量に応じて

検討すべきであり、その詳細な試算は後段で行った((2)c 参照)。後述するとおり、2015

年に想定される排出削減量は EEDI フェーズ 1 の適用に基づく排出削減量をやや上回

り、2020 年に建造される船舶において想定される排出削減量は EEDI フェーズ II の適

用に基づく排出削減量とほぼ同等と算出される結果となっている。  

 

(2) CO2 排出削減量の算定 

 以上のような技術シナリオに基づき、まず各技術の排出削減量について算出した。

それらの検討結果の概要を下記に示す。  

 



 56

a. 個別対策技術の複合効果を考慮した排出削減率の調整 

本調査では個別技術ごとに普及率を想定するため、厳密には個船単位でそれぞれの

技術の普及率のもとで技術が複合するケースを設定し、それぞれのケースに応じた排

出削減率を算出する必要がある(例えば技術 A と技術 B が存在する場合、双方導入さ

れるケース、技術 A のみ導入されるケース、技術 B のみ導入されるケース、いずれも

導入されないケースの 4 通りが存在する)。しかしながらこのような算出方法を採用す

る場合、対象となる技術が多くなると計算が非常に困難になる反面、通常想定される

パラメータの範囲では「排出削減ポテンシャル×普及率」で定義する排出削減率を持

つ技術が船型クラス全体に導入されたと想定して計算した場合とほとんど結果は変わ

らない結果となる。  

 従って、本調査では表 2.3-5 及び表 2.3-6 で示した排出削減率を持つ技術が船型

クラス全体に導入されると想定し、造船年次、船型クラス毎に排出削減量を算出した。 

この場合でも、建造年度が後になるほど普及率が高まるため、個別技術の排出削減率

は他の技術の干渉を受けてより大きく低下することになる。例えば、排出削減率 5 %

の技術 A と 10 %の技術 B の双方を導入した場合、合計排出削減率は 1 (1- 0.05)×

(1-0.1)=14.5 %となる。このような場合に、技術 A と技術 B が同時に導入された場合の

それぞれの排出削減率は、両技術が同時に導入された場合の合計排出削減率に対し、

両技術が個別に導入された場合での排出削減率を按分し、約 4.8%と 9.7%とおくこと

とする。以上より、個別排出削減技術の排出削減率が、建造年度、船型クラス別に求

められる。数式としては下記のように表される。  

∏
∑

−−×=

t
yctct

t
yctct

yctct

yctctadj ERR
ERR

ERR

ERR )}'1(1{
,,

,,

,,

,,,

 (7) 

ただし、  

・ ERRadj,t,tc,yc：排出削減量算出に用いるための建造年度 yc 年に船型クラス tc に導入

された技術 t の排出削減率(%) 

・ ERRt,tc,yc：建造年度 yc 年に船型クラス tc に導入された技術 t の、それのみが導入さ

れた場合の排出量取引率(%) 

 

上記に基づき、個別排出削減技術による排出削減量は下記の式により求められる。 

 

∑∑ ×=

yc tc
tcycyctctadjt BEMEERRER
,,,,

 (8) 

 

ただし、  
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・ ERt：新造船に導入された排出削減技術 t の年間排出削減量(t-CO2) 

・ BEMEyc,tc：建造年度 yc 年、船型クラス tc の新造船のベースラインでの主機起源年

間 CO2排出量(t-CO2：ただし本調査では建造年度によらないとする) 

 

b. 個別対策技術における排出削減量の算定 

 上記のように計算した、2008 年～2020 年に建造した船舶に対する各技術の導入に

よる 2020 年時点での年間排出削減量を表 2.3-9 に示す。この MEPC 文書に示された

技術の導入による、2008 年～2020 年に建造した船舶に対して導入される対策技術に

よりもたらされる温室効果ガス排出削減量は約 79 Mt-CO2であり、新造船による年間

CO2排出量(約 920 Mt-CO2)の約 8.6%に相当する。また、新造船及び既存船を併せた 2020

年のベースラインの総排出量は 1,463 Mt-CO2であり、これに対する新造船への技術的

対策の導入による排出削減率は 5.4 %と算出される。  

 2020 年における各技術の排出削減量を主要船型ごとに表 2.3-9及び図 2.3-2に示す。

Low friction coating, CRP, Air lubrication, WHR の排出削減量が高く算出されるが、これ

らの技術の個別の排出削減率が高いことに加え、対象となる船型クラスが広範であり、

それらの排出削減量が大きいことに起因する。 

 

表 2.3-9 2020 年における新造船に対する各排出削減技術の年間排出削減量 船型別  

(単位 Mt-CO2/年) 

 Low 

friction 

coating 

Stern 

duct-frictio

n reduction 

CRP Stern 

duct-propul

sion 

Post-swirl 

system 

Air 

lubrication

Opt. stern 

shape  

WHR 合計  

原油タンカー  0.7  0.3  0.7  0.7  0.7  0.8  0.0  1.1  5.1  
その他タンカー  2.0  1.0  2.3  2.3  2.3  2.4  0.0  2.9  15.3 
バルクキャリア  2.2  1.0  2.3  2.3  2.3  2.6  0.0  3.4  16.1 
一般貨物  0.9  0.4  1.2  1.2  1.2  1.0  0.0  1.0  6.9  
コンテナ  4.1  0.0  5.6  0.0  0.0  4.9  4.2  6.8  25.5 
その他  2.0  0.0  2.7  0.0  0.0  2.4  2.0  0.9  10.0 
合計  11.7  2.8  14.8 6.5  6.5  14.1 6.2  16.1  78.8 
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図 2.3-2 2020 年における新造船に対する各排出削減技術の年間排出削減量船型別 

(単位 Mt-CO2/年) 

 

c. Required EEDI との整合性の検討 

本調査の結果算出された建造年毎の船舶のエネルギー効率の向上率と、MEPC 62 で

決定された MARPOL 条約附属書 VI 改正(Inclusion of Regulation on energy efficiency for 

ships in MARPOL Annex VI Chapter 4 Regulation 21 Paragraph 2
17
)との整合について、下

記のように更に詳細に検討した。  

 

船型クラスごとの DWT の算出  

各船型の required EEDI は DWT ごとに区分されているが、IMO 2nd Study における

各船型クラスには平均 GT のデータはあるが DWT の記載はない。このため IMO 2nd 

Study における各船型クラスの平均 GT のデータ(table A1.8)を DWT に換算した。換算

方法は国土技術政策総合研究所「統計解析による船舶諸元の研究」18に基づき、7 つの

船型についてそれぞれ別個の定数を乗じることとした。これにより、IMO 2nd Study

における各船型クラスの DWT が算出される。 

                                                      
17 MEPC 62/24/Add.1 Annex 19 に記載。 
18 http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/rpn/rpn0028.htm(本調査では第 7 章「船舶の主要諸元以

外の解析項目」を参照した) 
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船型クラスごとの required EEDI の算出  

 次いで、上記で算出した船型クラス毎の DWT に対して、MARPOL Annex VI Chapter 

4 Regulation 21 Paragraph 2 に規定されている各船型の required EEDI を当てはめた。当

てはめ方について、下記の規則を設けた。  

・ IMO 2nd Study の船型クラスのうち、その平均 DWT が、MARPOL Annex VI Chapter 

4 Regulation 21 Paragraph 2において一定値で固定された EEDIが設定される基準を

上回るもの(例：200,000 DWT 以上の原油タンカーの平均 DWT は 290,783 DWT と

算出され、固定された EEDI が適用される区分である 20,000 DWT を上回る)につい

ては、該当するフェーズごとに固定された EEDI が適用されると考える。  

・ IMO 2nd Study の船型クラスのうち、その平均 DWT が、MARPOL Annex VI Chapter 

4 Regulation 21 Paragraph 2において一定値で固定された EEDIが設定される基準を

下回るが、DWT に応じた EEDI が設定される基準を上回るもの(例：5,000～9,999 

DWT以上の一般貨物船の平均 DWTは 8,901 DWTと算出され、DWTに応じた EEDI

が適用される区分である 3,000～15,000 DWT に属する)については、該当するフェ

ーズごとに DWT に応じた EEDI が適用されると考える。  

・ IMO 2nd Study の船型クラスのうち、その平均 DWT が、MARPOL Annex VI Chapter 

4 Regulation 21 Paragraph 2 において DWT に応じた EEDI が設定される基準を下回

るもの(例：0～9,999 DWT 以上の原油タンカーの平均 DWT は 3,894 DWT と算出さ

れ、DWT に応じた EEDI が適用される区分である 4,000～20,000 DWT を下回る)に

ついては、当該船型クラス対して EEDI は適用されないと考える。 

 

排出削減量の比較  

 以上のように分類して、建造年 2015 年の船舶とフェーズ 1、2020 年の船舶とフェ

ーズ 2 を対応させることにより、MARPOL Annex VI Chapter 4 Regulation 21 Paragraph 2

に規定されている required EEDI が適用された場合と、本調査において前提とした排出

削減率が適用された場合との排出削減量の整合を見た。結果を表 2.3-10 に示す。  
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表 2.3-11  MARPOL Annex VI Chapter 4 Regulation 21 Paragraph 2 に規定される EEDI が適用

された場合と、本調査に基づく排出削減率が適用された場合の排出削減量(kt-CO2)：集計値 

 2015 年建造船における排出削減量

(単位  ｋ t-CO2/年) 

2020 年建造船における排出削減量

(単位  ｋ t-CO2/年) 

 フェーズ 1 required 

EEDI の適用  
本調査  

フェーズ 2 required 

EEDI の適用  
本調査  

Required EEDI が設定さ

れる船型クラスのみ  
4,905 6,367 10,348 10,627 

対象船型クラス全て  同上  6,571 同上  10,908 

排 出 削 減 率 (required 

EEDI が設定される船型

クラスのみ) 

9.4% 12.2% 18.7% 19.2% 

(対象は MARPOL Annex VI Chapter 4 Regulation 21 Paragraph 2の required EEDI設定の対象とな

るタンカー、バルクキャリア、一般貨物船、コンテナ船、自動車輸送船、RoRo 船とした) 

 

以上のように、本調査で想定した技術導入シナリオに基づく排出削減率は 2015 年

時点で概ねフェーズⅠの requied EEDI を上回るため、それらの技術が導入された場合

における 2015 年に建造された船舶による排出削減量は、MARPOL Annex VI Chapter 4 

Regulation 21 Paragraph 2 において数値または算出方法が規定されている EEDI が適用

された場合に期待される排出削減量を上回る。また、2020 年に建造された船舶におい

て想定される排出削減率は、2020～2024 年設計された船舶に適用されるフェーズⅡ

EEDI とほぼ同等と算出される。



 62

 

表 2.3-12 2020 年における新造船に対する各排出削減技術の年間排出削減量 

船型クラス別(単位 kt-CO2/年) 

 クラス  Low friction 

coating 

Stern 

duct-friction 

reduction 

CRP Stern 

duct-propuls

ion 

Post-swirl 

system 

Air 

lubrication 

Opt. stern 

shape  

WHR 合計  

Crude oil tanker 200,000dwt+ -186 -90 -199 -199 -199 -224 0 -289 -1,386
Crude oil tanker 120,000-199,999dwt -190 -91 -203 -203 -203 -228 0 -300 -1,419
Crude oil tanker 80,000-119,999dwt -307 -148 -328 -328 -328 -369 0 -486 -2,294
Crude oil tanker 60,000-79,999dwt 0 0 0 0 0 -1 0 0 -3
Crude oil tanker 10,000-59,999dwt 0 0 0 0 0 0 0 0 0
Crude oil tanker 0-9,999dwt -4 -2 -4 -4 -4 -5 0 0 -23
Products tanker 60,000dwt+ -193 -93 -206 -206 -206 -232 0 -308 -1,445
Products tanker 20,000-59,999dwt -84 -41 -90 -90 -90 -101 0 -133 -630
Products tanker 10,000-19,999dwt 0 0 0 0 0 0 0 0 0
Products tanker 5,000-9,999dwt -60 -29 -64 -64 -64 -71 0 0 -350
Products tanker 0-4,999dwt -66 -32 -70 -70 -70 -79 0 0 -388
Chemical tanker 20,000dwt+ -598 -287 -639 -639 -639 -718 0 -952 -4,471
Chemical tanker 10,000-19,999dwt -150 -72 -160 -160 -160 -180 0 -238 -1,122
Chemical tanker 5,000-9,999dwt -214 -103 -228 -228 -228 -257 0 0 -1,259
Chemical tanker 0-4,999dwt 0 0 0 0 0 0 0 0 0
LPG tanker 50,000dwt+ -68 -33 -73 -73 -73 -82 0 -108 -508
LPG tanker 0-49,999dwt -73 -35 -78 -78 -78 -87 0 -115 -543
LNG tanker 200,000dwt+ -106 -51 -147 -147 -147 -128 0 -214 -940
LNG tanker 0-199,999dwt -401 -193 -550 -550 -550 -481 0 -821 -3,546
Other tanker  -11 -5 -15 -15 -15 -13 0 -22 -94
Bulk carrier Other -201 -96 -214 -214 -214 -241 0 -321 -1,502
Bulk carrier 200,000dwt+ -615 -295 -656 -656 -656 -738 0 -978 -4,596
Bulk carrier 100,000-19,999dwt9 -548 -263 -585 -585 -585 -658 0 -867 -4,090
Bulk carrier 60,000-99,999dwt -503 -242 -537 -537 -537 -605 0 -796 -3,757
Bulk carrier 35,000-59,999dwt -258 -124 -276 -276 -276 -311 0 -405 -1,928
Bulk carrier 10,000-34,999dwt -32 -16 -35 -35 -35 -39 0 0 -191
General cargo 0-9,999dwt -66 -32 -90 -90 -90 -79 0 -132 -580
General cargo 10,000dwt+ -194 -93 -267 -267 -267 -234 0 0 -1,323
General cargo 5,000-9,999dwt -132 -64 -182 -182 -182 -159 0 0 -900
General cargo 0-4,999dwt -52 -25 -72 -72 -72 -63 0 -101 -455
General cargo 10,000dwt+ -301 -145 -413 -413 -413 -361 0 -619 -2,665
General cargo 5,000-9,999dwt -38 -18 -52 -52 -52 -45 0 0 -257
Othre dry  reefer -54 -26 -74 -74 -74 -65 0 -107 -475
Other dry  special -24 -12 -33 -33 -33 -29 0 -49 -215
Container 8,000TEU+ -1,700 0 -2,341 0 0 -2,049 -1,756 -3,428 -11,274
Container 5,000-7,999 TEU -800 0 -1,098 0 0 -961 -824 -1,641 -5,325
Container 3,000-4,999 TEU -858 0 -1,178 0 0 -1,031 -883 -1,759 -5,708
Container 2,000-2,999 TEU -249 0 -343 0 0 -300 -257 0 -1,149
Container 1,000-1,999 TEU -382 0 -525 0 0 -459 -394 0 -1,760
Container 0-999 TEU -61 0 -84 0 0 -74 -63 0 -282
Vehicle 4,000CEU+ -240 0 -330 0 0 -288 -247 -492 -1,598
Vehicle 0-3,999 CEU -41 0 -56 0 0 -49 -42 0 -187
Ro-Ro 2,000 CEU +lm -80 0 -110 0 0 -96 -82 -164 -533
Ro-Ro 0-1,999 CEU +lm -45 0 -62 0 0 -54 -47 0 -208
Ferry Pax only 25kn -83 0 -114 0 0 -100 -86 0 -383
Ferry Pax only <25kn -75 0 -103 0 0 -90 -77 0 -346
Ferry RoPax, 25kn -202 0 -277 0 0 -242 -207 0 -928
Ferry RoPax, <25kn -201 0 -277 0 0 -243 -208 0 -929
Cruise 100,000+ -57 0 -78 0 0 -68 -58 -116 -376
Cruise 60,000-99,999 -75 0 -103 0 0 -90 -77 -153 -499
Cruise 10,000-59,999 -34 0 -47 0 0 -41 -35 0 -156
Cruise 2,000-9,999 0 0 -1 0 0 0 0 0 -2
Cruise 0-1,999 -8 0 -11 0 0 -10 -9 0 -39
Service Research -26 0 -36 0 0 -32 -27 0 -122
Service Tug -396 0 -544 0 0 -476 -408 0 -1,823
Service Dredging -27 0 -37 0 0 -33 -28 0 -126
Service SAR -25 0 -34 0 0 -30 -26 0 -116
Service Workboats -14 0 -19 0 0 -17 -14 0 -64
Service Other -29 0 -39 0 0 -34 -30 0 -132
Misc Fishing -66 0 -91 0 0 -80 -69 0 -306
Misc Trawlers -118 0 -162 0 0 -142 -122 0 -544
Misc Other -22 0 -30 0 0 -26 -23 0 -101
Misc Other -96 0 -132 0 0 -115 -99 0 -443
合計   -11,741 -2,754 -14,805 -6,541 -6,541 -14,116 -6,198 -16,115 -78,813
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2.4 個別技術の費用と便益の正味現在価値(NPV)の算定  

 2.3 で説明したように算出した個別技術の排出削減量は、MAC 計算式の分母に相当

する。次に分子である個別技術の費用と便益の算出を行う。ここである技術の費用及

び便益を検討する場合、通常は初期の投資コストに加え、複数年にわたる技術の導入

効果(省エネ効果による燃料費節減)と、技術によってはランニングコストを検討する

必要が生じる。そのため費用と便益の算出をどのような観点で行うかについて整理が

必要である。 

ここでは、本調査における MAC の考え方、特にコスト計算の考え方について 2.4.1

に示す。  

 

2.4.1 算定に当たっての経済パラメータの検討 

(1) 回収想定期間  

1.3 に示した基本式により算出される MAC は、対象とする期間の設定方法によって

大きく変動する。海運における温室効果ガス排出削減技術のほとんどを占める省エネ

技術の場合、一般的には導入時には設備コストの占める割合が大きいが、導入後は省

エネの便益がコストを上回る。従って省エネ技術の MAC を計算する場合、「利益を回

収するために想定する」期間が長いほど当該技術の費用に対する便益の割合が向上し、

同期間を十分に長く取ると最終的には累計した便益が費用を上回り、CO2 排出削減効

果は省エネ効果に比例する。  

例えば設備コスト 100 万 USD、年間燃料節減量 300 トンの技術を想定する。燃料

価格 500 USD/t-fuel、ランニングコストをゼロとおくと年間の便益は 150,000 USD、CO2

原単位 3 t-CO2/t-fuel とすると年間温室効果ガス排出削減効果は 900 t-CO2と算出され

る。この技術により算定される累積的な正味費用(費用－省エネ便益)、排出削減効果、

及び「正味費用÷排出削減量」で算出される MAC は下記のように変化する。割引率

を考慮しないとすると、このような技術の正味費用は導入後時間が経つほど漸減し、7 

年目において便益が費用を上回るためにマイナスに転じる(正味便益となる)。一方、

CO2 排出削減効果は毎年一定であると仮定しているため、表  2.4-1 に示すように費

用・便益を累積する期間を長く取るほど CO2 削減量を正味費用で除した MAC は年々

階段状に低下し、便益が費用を上回る 7 年目にマイナスに転じる(即ち対策が費用効

果的と算出される)。このように、MAC を計算するに当たっては「利益を回収するた

めに想定する」期間(本調査では回収想定期間と呼ぶ)を設定することが必要となる。

なお、回収想定期間はあくまで MAC を算定するための計算期間であり、個々の技術

に対して一般的に用いられるコスト回収年(この期間に必ずコスト回収が実現する期

間)ではないことに注意が必要である。  
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表 2.4-1 回収想定期間と MAC の関係  

考慮年数(年) 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

累積正味費用

(1000 USD) 
1,000 850  700 550 400 250 100 -50 -200  -350  -500 

排出削減効果

(t-CO2) 
 900  1,800 2,700 3,600 4,500 5,400 6,300 7,200  8,100  9,000 

MAC(USD/t-CO2)  944  389 204 111 56 19 -8 -28  -43  -56 

 

回収想定期間の設定方法についてはいくつかの考え方がある。新造船に対して排出

削減技術を導入する場合、その効果は基本的には当該技術の耐用年数(船舶と同等の場

合は船舶の耐用年数)と考えることが妥当である。従って新造船の場合は対象期間は

20～30 年と考えるというアプローチがある。 

これに対して技術への投資を行う側である船主の観点に立つと、MAC を算出するた

めの期間はその企業・業界にとって投資と回収を考える典型的な期間と置くことが妥

当と考えられる。このような投資回収年数は一般的に 10 年またはそれ以内であるこ

とが多い。  

1 章や 2 章で紹介したように既存の MAC の計算においては、双方の設定条件が用い

られている。一般的に、民間企業にとっての投資という観点が相応しい対象(例：工場

での省エネ)では回収想定期間は企業等が投資回収を考える場合に用いる期間であり、

10 年またはそれ以下の期間である(欧州では道路、鉄道インフラの経済的耐用年数に

10 年を用いている場合が多い)。技術自体の耐用年数が短いものについても同様に回

収想定期間は短い。逆に社会資本や長期的に投資回収を図るようなプロジェクトでは

回収想定期間は対象の技術的な耐用年数と想定するため、耐用年数の長い設備の場合

は長くなる。 

 

(2) 割引率と回収想定期間の組み合わせ 

次に、ある事業の収益性を考える上では将来の支出・収入ほど割り引かれるべきで

あるという考え方に立ち、1.3 で述べた式の正味費用ΔC の計算においてはコスト・便

益の総和ではなく、割引率を考慮した正味現在価値(Net present value：NPV)
19として計

算するのが適切である。NPV は一般的には式(9)により算出される。  
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19 ある投資について、初期コスト、運営コスト、毎年の期待収入をもとに、収益・費用を割

引率(後述)を用いて現在価値に換算したもの。NPV がマイナスになるということは投資の期待

収入が支出を下回ることであり、投資が望ましくないということになる。 
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ここで、  

・ r：   割引率  (%) 

・ ΔCy：  導入後 y 年における正味費用技術 t に起因する個船 i の対策実施費用

(投資コスト及びその他運営コスト：USD) 

・ n：回収想定期間(年) 

 

回収想定期間と同様、割引率の設定は、省エネ技術の導入を民間企業の投資と見る

か、船舶を一種の社会資本と見るか、の二つの視点で異なる。前者の場合は企業の期

待する収益率が割引率として妥当な数値であり、このため既存調査では割引率につい

て一定値としている。  

 以上の議論に基づき回収想定期間と割引率の組み合わせを考えると表 2.4-2 のよう

な組み合わせが考えられる。本調査ではこれら 3 つの組み合わせに基づき算出を行う。 

 

表 2.4-2 回収想定期間と割引率に関する組み合わせ  

ケー

ス  

回収想定期

間  

割引率  概要  本調査で用いた組み合

わせ  

A 長 期 (20-30 

年) 

低い  ・ 対象となる施設や排出削減技術に

ついて、耐用年数全体にわたって

効果を計測する場合について該当

すると考えられる(公共事業、社会

資本に多いアプローチ)。  

・ 割引率 5 % 

・ 回収想定期間 20 年

B 短期(10 年程

度) 

高い  ・ 対象となる施設や排出削減技術に

ついて、導入・利用主体にとって

の投資回収という観点から効果を

検討する場合について該当すると

考えられる(民間企業の投資案件に

多いアプローチ)。  

・ 割引率 10 % 

・ 回収想定期間 10 年

C 短期  低い  ・ ケース A について、対象となる施

設あるいは排出削減技術の耐用年

数が短い場合について該当すると

考えられる。 

・ 割引率 5 % 

・ 回収想定期間 10 年

 

 なお、回収想定期間が長期であり、かつ割引率が高いという組み合わせは、前者が

社会資本的なアプローチ、後者が民間企業的なアプローチを反映しているため全体の

考え方に矛盾が生じかねないことから、本調査では試算を行わないこととした。 

 

(3) 割引の対象  

割引率の議論に関して、初期コスト並びに燃料節減効果からなる NPV と併せ、CO2

排出削減量についても割り引くことも考えられる。CO2 排出についても割り引く理由
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としては、対策を遅らせるほど排出削減が費用効果的となるという結果をもたらす懸

念、あるいは排出量取引や炭素税の導入を考える場合、CO2 排出削減量は貨幣換算で

きる経済価値を持つので、他の支出・便益同様に割り引くという考え方に起因するが、

本調査における MAC の計算は中短期的な技術導入を視野に入れており、また排出量

取引制度や炭素税の検討の一環として行うものではないとの位置づけから、CO2 排出

削減量については割り引かないこととする(2.1 で述べた DNV 文献も同様のアプロー

チである)。CO2排出削減量について割り引くことについては 6.5 で議論することとす

る。  

 

2.4.2 正味現在価値の計算手法の検討 

 既存調査の多くは、MAC の算定対象年を 2020 年や 2030 年という単年度に置いて

いる。ここで船舶に導入されうる排出削減技術の普及は毎年変化(増加)し、それとと

もに個別技術の排出削減率も変化する。本調査ではこのような複数年度にわたり建造

される船舶と導入される排出削減技術を総体として捉える必要があるため、2008 年～

2020 年に建造される船舶に対する排出削減技術導入という時間的に幅のある対策を

束ねて MAC を算出することとし、次のように実施した。 

 

・ 船型クラス毎、建造年次(2008 年～2020 年)毎に各技術の導入コストと便益を、そ

れぞれの建造年次20からの回収想定期間にわたって集計し、全ての建造年次の船舶

に対する回収想定期間全体にわたる技術導入の正味現在価値(NPV)を求める。  

・ 併せて、技術毎、船型クラス毎、建造年次(2008 年～2020 年)毎に各技術の導入に

よる単年度あたりの CO2 排出削減量を算出し、全ての建造年次の船舶に対して回

収想定期間全体にわたって集計することにより、技術導入の CO2 排出削減量を算

出する。  

・ 上記より MAC を算出する。  

 

NPV 算出手法の具体例を表 2.4-3 に示す。ある船型クラスに対して投資コスト 30、

毎年の省エネ効果が 5という技術が 2012年～2014年に導入されたと仮定する。また、

その技術の省エネ効果は 2014 年からは他に導入される技術の影響を受け、4 に低下す

ると考える。なお、投資年度は導入年度の前年と置き。それぞれの温室効果ガス排出

削減量を省エネ効果に比例して 2012 年及び 2013 年に導入された船舶は 0.5、2014 年

に導入された船舶は 0.4 とおく。  

 

                                                      
20 各技術の導入コストは建造年次の前年に発生することとしている。 
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表 2.4-3 NPV 算出手法の例(期間 20 年) 

年  年間排出

削減量

     費用便益       

  2008 … 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 … 2031 2032 2033

船 型 ク ラ ス

A(2012 年建造) 

0.5 0 … -30 5 5 5 5 5 5 … 5 0 0 

同(2013 年建造) 0.5  …  -30 5 5 5 5 5 … 5 5 0 

同(2014 年建造  0.4  …   -30 4 4 4 4 … 4 4 4 

合計   0 0 -30 -25 -20 14 14 14 14 … 14 9 4 

 

この場合の NPV の計算は、上表の「合計」欄を対象に、下記のように行う。期間

20 年の場合は、式(10)のように表現される。なお、ここで r は割引率を示す。 
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ここで設備投資の判断は船舶を発注する段階で行われるため、将来の投資を割り引

かず、投資判断時点で NPV を計算するという手法もある。しかし本調査で対象とする

排出削減技術は全て現在導入するか将来的に導入するかについて船主が判断すること

が可能であり、従って技術の導入を将来に繰り延べる場合はその分割り引かれるべき

とも考えられる。本調査はこの手法を採用している。本手法の限界としては、長期的

に導入される対策のMACを推計する場合は割引の効果によりMACの絶対値がゼロに

収斂する可能性がある。このような問題に対処する手法として各年度の投資判断時点

における NPV を計算する手法があるが、これは本調査で重視している技術の段階的導

入の効果について比較検討することが出来ないという点が課題として挙げられる。こ

の手法については 6.5 で述べる。  

 

2.4.3 正味現在価値算定にあたってのコストの設定 

 NPV 算出にあたってのコストの設定について以下に示す。  

 

(1) 初期コストの把握 

 MAC の計算は、各技術の導入コスト(初期コスト及びランニングコスト21
)及び導入

によるエネルギー節減便益を加味した正味現在価値(NPV)を CO2総排出削減量で除し

た値となる。算定に用いたコストの設定方法及びデータを表 2.4-4 及び表 2.4-5 に示

す。  

                                                      
21 air lubrication のみ。  
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表 2.4-4 本調査で想定した各技術のコスト設定方法  

対象技術  コスト設定方法 

Low friction 

coating 

MEPC 61/INF.18 “ Marginal abatement costs and cost-effectiveness of 

energy-efficiency measures”(IMarEST)に記載されている”Hull Coating 2)のデー

タ(高位推計と低位推計の平均値)に基づいた。データが記載されていない船舶

については、コストは船体の表面積に比例するとの想定の下、各船型クラス

の GT データの 2/3 乗に比例するとした。 

Stern 

duct-friction 

reduction 

MEPC 59 /INF.17 “Detailed information on the prospect of energy efficiency 

improvement of new ships”における ” Reduction of friction resistance and 

improvement of propeller efficiency by shape of stern”のコストを下に設定した。

データが記載されていない船舶については、MEPC 61/INF.18“Marginal 

abatement costs and cost-effectiveness of energy-efficiency measures”(IMarEST)

に記載されているエンジン・駆動関連の対策における各船型クラスのコスト

比率に沿うと想定して算出した。 

CRP MEPC 59 /INF.17 “Detailed information on the prospect of energy efficiency 

improvement of new ships”における” Improvement of propeller efficiency (CRP)を

下に設定した。データが記載されていない船舶については、MEPC 61/INF.18

“Marginal abatement costs and cost-effectiveness of energy-efficiency measures”

(IMarEST)に記載されているエンジン・駆動関連の対策における各船型クラス

のコスト比率に沿うと想定して算出した。 

Stern 

duct-propulsion 

MEPC 59 /INF.17 “Detailed information on the prospect of energy efficiency 

improvement of new ships”における ” Reduction of friction resistance and 

improvement of propeller efficiency by shape of stern”のコストを下に設定した。

データが記載されていない船舶については、MEPC 61/INF.18“Marginal 

abatement costs and cost-effectiveness of energy-efficiency measures”(IMarEST)

に記載されているエンジン・駆動関連の対策における各船型クラスのコスト

比率に沿うと想定して算出した。 

Post-swirl system MEPC 59 /INF.17 “Detailed information on the prospect of energy efficiency 

improvement of new ships”における ” Reduction of friction resistance and 

improvement of propeller efficiency by shape of stern”のコストを下に設定した。

データが記載されていない船舶については、MEPC 61/INF.18“Marginal 

abatement costs and cost-effectiveness of energy-efficiency measures”(IMarEST)

に記載されているエンジン・駆動関連の対策における各船型クラスのコスト

比率に沿うと想定して算出した。 

Air lubrication MEPC 61/INF.18 “ Marginal abatement costs and cost-effectiveness of 

energy-efficiency measures”(IMarEST)に記載されている”Air lubrication”のデー

タ(高位推計と低位推計の平均値)に基づいた。データが記載されていない船舶

については、コストは船体の表面積に比例するとの想定の下、各船型クラス

の GT データの 2/3 乗に比例するとした。 

Opt. stern shape  MEPC 59 /INF.17 “Detailed information on the prospect of energy efficiency 

improvement of new ships”における ” Reduction of friction resistance and 

improvement of propeller efficiency by shape of stern”のコストを下に設定した。

データが記載されていない船舶については、MEPC 61/INF.18“Marginal 

abatement costs and cost-effectiveness of energy-efficiency measures”(IMarEST)

に記載されているエンジン・駆動関連の対策における各船型クラスのコスト

比率に沿うと想定して算出した。 

WHR MEPC 61/INF.18 “ Marginal abatement costs and cost-effectiveness of 

energy-efficiency measures”(IMarEST)に記載されている”Waste heat recovery”

のデータ(高位推計と低位推計の平均値)に基づいた。データが記載されていな

い船舶については、コストは同文献に記載されているエンジン・駆動関連の

対策における各船型クラスのコスト比率に沿うと想定して算出した。 
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表 2.4-5 本調査で想定した各技術のコストデータ(単位：USD) 

 クラス  

Low friction 

coating 

Stern 

duct-friction 

reduction 

CRP Stern 

duct-propuls

ion 

Post-swirl 

system 

Air 

lubrication 
Opt. stern 

shape  
WHR 

Crude oil tanker 200,000dwt+ 697,375 200,000 4,000,000 200,000 300,000 2,163,205 0 4,425,805 
Crude oil tanker 120,000-199,999dwt 450,045 155,186 3,103,729 155,186 232,780 1,464,615 0 3,512,550 
Crude oil tanker 80,000-119,999dwt 356,575 132,808 2,656,152 132,808 199,211 1,159,040 0 2,938,903 
Crude oil tanker 60,000-79,999dwt 279,480 99,165 1,983,309 99,165 148,748 1,031,065 0 2,194,435 
Crude oil tanker 10,000-59,999dwt 202,105 69,792 1,395,841 69,792 104,688 626,906 0 1,544,430 
Crude oil tanker 0-9,999dwt 39,325 14,993 299,858 14,993 22,489 121,983 0 331,778 
Products tanker 60,000dwt+ 312,830 100,956 2,019,110 100,956 151,433 970,368 0 2,234,047 
Products tanker 20,000-59,999dwt 201,950 69,377 1,387,536 69,377 104,065 626,428 0 1,535,241 
Products tanker 10,000-19,999dwt 109,770 43,790 875,800 43,790 65,685 340,494 0 969,030 
Products tanker 5,000-9,999dwt 63,370 24,607 492,149 24,607 36,911 196,571 0 544,539 
Products tanker 0-4,999dwt 24,985 8,354 167,085 8,354 12,531 77,489 0 184,872 
Chemical tanker 20,000dwt+ 205,570 78,217 1,564,333 78,217 117,325 637,654 0 1,730,859 
Chemical tanker 10,000-19,999dwt 107,000 44,794 895,875 44,794 67,191 331,895 0 991,243 
Chemical tanker 5,000-9,999dwt 67,145 28,493 569,858 28,493 42,739 208,275 0 630,520 
Chemical tanker 0-4,999dwt 29,150 7,927 158,548 7,927 11,891 90,421 0 175,426 
LPG tanker 50,000dwt+ 299,350 109,374 2,187,475 109,374 164,061 1,575,000 0 2,420,335 
LPG tanker 0-49,999dwt 68,895 19,272 385,442 19,272 28,908 362,469 0 426,473 
LNG tanker 200,000dwt+ 636,790 266,786 5,335,729 266,786 400,180 4,200,000 0 5,786,800 
LNG tanker 0-199,999dwt 487,285 278,902 5,578,035 278,902 418,353 2,625,000 0 6,033,730 
Other tanker  38,635 9,136 182,730 9,136 13,705 208,109 0 198,177 
Bulk carrier Other 568,265 340,961 5,114,413 340,961 511,441 3,740,490 0 2,932,808 
Bulk carrier 200,000dwt+ 460,790 293,792 4,406,881 293,792 440,688 1,494,090 0 2,527,081 
Bulk carrier 100,000-19,999dwt9 279,810 200,000 3,000,000 200,000 300,000 921,750 0 1,720,320 
Bulk carrier 60,000-99,999dwt 220,055 161,933 2,428,989 161,933 242,899 724,913 0 1,392,879 
Bulk carrier 35,000-59,999dwt 148,840 127,647 1,914,712 127,647 191,471 490,317 0 1,097,972 
Bulk carrier 10,000-34,999dwt 37,510 24,846 372,696 24,846 37,270 123,567 0 213,719 
General cargo 0-9,999dwt 121,925 131,351 1,970,258 131,351 197,026 401,646 0 1,129,825 
General cargo 10,000dwt+ 67,650 71,955 1,079,326 71,955 107,933 222,855 0 618,929 
General cargo 5,000-9,999dwt 25,060 13,363 200,449 13,363 20,045 82,547 0 114,945 
General cargo 0-4,999dwt 150,710 134,543 2,018,149 134,543 201,815 496,477 0 1,157,287 
General cargo 10,000dwt+ 73,195 53,262 798,935 53,262 79,894 241,118 0 458,141 
General cargo 5,000-9,999dwt 47,005 29,850 447,754 29,850 44,775 154,839 0 256,760 
Othre dry  reefer 70,445 103,429 1,551,432 103,429 155,143 232,059 0 889,653 
Other dry  special 127,710 98,749 1,481,235 98,749 148,124 420,707 0 849,399 
Container 8,000TEU+ 519,440   5,000,000     2,061,375 500,000 9,136,325 
Container 5,000-7,999 TEU 410,420   4,029,522     1,674,435 395,060 7,430,935 
Container 3,000-4,999 TEU 306,295   2,677,346     1,408,075 294,831 5,054,810 
Container 2,000-2,999 TEU 229,350   1,694,391     1,269,060 220,766 3,327,960 
Container 1,000-1,999 TEU 155,785   1,065,359     861,987 149,951 1,946,694 
Container 0-999 TEU 87,900   374,515     486,382 84,611 556,599 
Vehicle 4,000CEU+ 333,770   1,373,832     1,846,863 321,280 1,388,892 
Vehicle 0-3,999 CEU 180,855   765,189     1,000,701 174,082 509,304 
Ro-Ro 2,000 CEU +lm 209,990   1,069,426     1,161,936 202,130 2,229,265 
Ro-Ro 0-1,999 CEU +lm 56,145   197,674     310,661 54,043 377,088 
Ferry Pax only 25kn 10,855   256,155     60,075 10,451 440,384 
Ferry Pax only <25kn 12,910   126,661     71,457 12,431 194,902 
Ferry RoPax, 25kn 127,140   1,855,199     703,491 122,379 3,529,144 
Ferry RoPax, <25kn 67,835   496,021     375,362 65,298 773,119 
Cruise 100,000+ 583,130   4,736,229     3,226,638 561,306 8,672,840 
Cruise 60,000-99,999 445,685   3,529,308     2,466,115 429,006 6,551,915 
Cruise 10,000-59,999 230,370   1,417,753     1,274,721 221,750 2,841,380 
Cruise 2,000-9,999 69,055   399,609     382,118 66,473 730,192 
Cruise 0-1,999 18,345   71,019     101,525 17,661 129,771 
Service Research 9,708   37,298 185,507 24,037 
Service Tug 1,627   42,526 57,204 7,412 
Service Dredging 3,694   10,460 224,931 29,145 
Service SAR 560   13,475 86,554 11,215 
Service Workboats 9,550   5,449 179,274 23,229 
Service Other 4,538   98,135 163,674 21,208 
Misc Fishing 1,070   7,884 61,468 7,965 
Misc Trawlers 717   101,357 94,959 12,304 
Misc Other 12,296   105,645 158,498 20,537 
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(2) ランニングコストの把握 

次に毎年発生する個別排出削減技術のランニングコストについて把握する。便益は、

2.3 で算出した各技術の省エネ量に対して燃料価格を乗じることにより算出される省

エネ便益とする。ここで燃料価格は 500 USD/t-fuel を基本ケースする。また、初期コ

ストだけではなくランニングコストを要する技術として Low friction coating(再塗装)

及び Air lubrication(装置駆動のための燃料消費)が挙げられる。前者については初期投

資額の 10 %の費用が毎年発生するとし、後者については大型タンカーについて毎日

0.3～0.5 トンの燃料を消費するとした MEPC 61/INF.18 の記載に基づき、船体表面積

(DWT の 2/3 乗)に比例した量で消費されるとした。  

 

(3) 正味現在価値の算定 

2.4.2 で述べた手法を用い、表 2.4-4 で述べたデータに基づき、各技術の正味現在価

値(NPV)を算出した。  

 

2.5 限界排出削減コストの算定 

 2.3 で算出した個別技術の排出削減量、2.4 で算出した費用便益(NPV)に基づき、MAC

を算出する。なお前述のように、NPV 算出に当たっては前述のように下記の 3 つのケ

ースをおいた。  

・ ケース A：割引率 5 %、回収想定期間 20 年(社会資本の検討に近い数値) 

・ ケース B：割引率 10 %、回収想定期間 10 年(民間企業の投資判断に近い数値) 

・ ケース C：割引率 5 %、回収想定期間 10 年(ケース A に近いが船舶または技術の

老朽化が進むと想定したケース) 

 

2.5.1 対策技術毎の限界排出削減コスト算定 

 次に、個別の排出削減対策毎に、回収想定期間内に発生するコスト(設備コスト、運

営コスト)及び便益を割引率を考慮して 2.4.2 で示したように累計した NPV を、回収想

定期間内に達成する温室効果ガス排出削減量(単年度排出削減量×回収想定期間)で除

することにより、排出削減対策毎の MAC(単位 USD/t-CO2)を算出した。即ち MAC は

回収想定期間内における正味コストの合計を回収想定期間における総排出削減量で除

したものであり、期間内の排出削減コストの平均的な数値を表す。  

新造船に対する技術導入の年間排出削減量及び MAC の算出結果について表  2.5-1

に示す。  
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表 2.5-1 新造船に対する技術導入の年間排出削減量及び MAC 算出結果  

  Low friction 

coating 

Stern 

duct-frictio

n reduction 

CRP Stern 

duct-propul

sion 

Post-swirl 

system 

Air 

lubrication 

Opt. stern 

shape  

WHR 

NPV(ケース A) 12,349  3,007  12,061 8,020  7,705  13,922  7,552  12,125 

NPV (ケース B) 3,666  795  1,499  2,480  2,266  3,468  2,337  1,084  

NPV (ケース C) 7,146  1,624  4,642  4,729  4,414  7,282  4,455  4,519  

年間排出削減量  11.7 2.8 14.8 6.5 6.5 14.1 6.2 16.1 

回収想定期間の排

出削減量 (ケース A) 

234.8  55.1  296.1  130.8  130.8  282.3  124.0  322.3  

同、ケース B 117.4  27.5  148.1  65.4  65.4  141.2  62.0  161.1  

同、ケース C 117.4  27.5  148.1  65.4  65.4  141.2  62.0  161.1  

MAC(ケース A) -52.6 -54.6 -40.7 -61.3 -58.9 -49.3 -60.9 -37.6 

MAC(ケース B) -31.2 -28.9 -10.1 -37.9 -34.6 -24.6 -37.7 -6.7 

MAC(ケース C) -60.9 -58.9 -31.4 -72.3 -67.5 -51.6 -71.9 -28.0 

(単位 100 万 USD(NPV)、Mt-CO2(年間排出削減量)、USD/t-CO2(MAC)) 

(ケース A：割引率 5%、回収想定期間 20 年、ケース B：それぞれ 10%及び 10 年、ケ

ース C、5%及び 20 年) 

 

 一般的に技術の導入に先立ち投資コストが発生し、技術の便益は導入後に発生する。

従って割引率が高いほど、また回収想定期間が短いほど NPV は減少し、(－NPV÷排

出削減量)で計算される MAC は高くなる傾向がある。ここで表 2.5-1 を見ると、CRP

についてはケースA(回収想定期間 20 年、割引率 5 %)のMACはケース C(同 10 年、5 %)

より低く算出され、このような傾向を裏付けているが、Low friction coating について

は逆である。これは、投資が回収できる期間が回収想定期間よりかなり短い場合、NPV

において対策コストの影響が小さく、ほぼ省エネの便益により NPV が決定されてしま

うことによる。この場合 CO2排出削減量は回収想定期間に比例して増減するが、NPV

は将来ほど割り引かれるために CO2排出削減量ほど変化せず、そのため回収想定期間

を短くすると MAC が減少することになる。  

 

2.5.2 限界排出削減コストカーブの作成 

 以上で算出した個別排出削減技術のMACを列記して図示することによりMACカー

ブを作成する。図示の方法は、ほとんどの文献においては MAC が低い方から X 軸に

単年度の排出削減量、Y 軸に MAC を示すことにより行うため、本調査でもこのよう

な図示を行った。図 2.5-1～図 2.5-3 に、ケース A～C について図示する。なお MAC

カーブは単年度に想定される排出削減量を達成するためのコストについて示唆を与え

るものであるが、その達成に必要な追加的投資は 2008 年から開始する技術シナリオを

採用している。このため、費用と便益及び CO2排出削減量は回収想定期間全体にわた

って計算される必要がある。具体的には、X 軸は個別排出削減技術による 2020 年の排

出削減量(合計 79 Mt-CO2/年)を表示しているが、Y 軸には 2008 年から 2020 年に建造
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された全ての船舶の回収想定期間の終了までにわたって合計した NPV を同期間にお

ける CO2排出削減量で除した値を示している(表 2.5-1 参照)。  

 

図 2.5-1 排出削減技術の MAC(新造船：ケース A(割引率 5%、回収想定期間 20 年)) 

 

 

図 2.5-2 排出削減技術の MAC(新造船：ケース B(割引率 10%、回収想定期間 10 年)) 
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図 2.5-3 排出削減技術の MAC(新造船：ケース C 割引率 5%、回収想定期間 10 年)) 

 

 

 

2.6 油価変動による感度解析 

MARPOL 条約 AnnexⅥの改正により舶用燃料中の硫黄分に関する規制が設けられ、

油価が上昇した場合の算出について表 2.6-1 及び図 2.6-1 に示す。2020 年から油価が

1000 USD/t-fuel に上昇した場合、省エネの経済的便益が向上し、各排出削減技術の

MAC はもともとの MAC に関わらず、平均的に 40 USD 程度低下する。逆に経済停滞

等により 2020 年から油価が 100 USD/トンに低下するとした場合、MAC は 35 USD 程

度上昇する。ただし多くの技術について依然としてマイナスの数値をとる。  

 

表 2.6-1 油価変動による感度解析結果(USD / t-CO2) 

 Low 

friction 

coating 

Stern 

duct-friction 

reduction 

CRP Stern 

duct-propulsion

Post-swirl 

system 

Air 

lubrication 

Opt. stern 

shape  

WHR 

ケース A)基本ケー

ス(油価 500 

USD/t-fuel) 
-52.6 -54.6  -40.7 -61.3  -58.9 -49.3  -60.9  -37.6 

同、2020 年から

1000 USD/t-fuel と

なる  

-98.9 -100.7  -86.7 -107.4  -105.0 -92.4  -106.7  -85.9 

同、2020 年から

100 USD/t-fuel と

なる  

-15.6 -17.7  -4.0 -24.4  -22.0 -14.8  -24.3  1.0 
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図 2.6-1 排出削減技術の MAC(新造船：ケース A 油価変動) 

 

 

図 2.6-2 油価変動による感度解析結果(USD / t-CO2) 

Stern duct-propulsion 

Stern duct-friction reduction

WHR 

Low friction coating 
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3 限界排出削減コストに対する導入障壁の把握 

 

 (外航海運における導入障壁の把握)(3.1 節) 

 前章でほとんどの技術に対して限界排出削減コストがマイナスと算定されているにもかか

わらず、現状では、これらの対策技術は新造船に積極的に採用されるには至っていない。この

ように短期的に導入が期待される CO2 削減技術について、コスト以外の面での何らかの導入

障壁があることが想定される。 

 本調査では、CE Delft 社による調査及び船社ヒアリングに基づき、外航海運における導入障

壁について整理した。 

 

①CE Delft 社の分析は下記のとおり。 

 CE Delft 社からは、技術的対策の導入に対する障壁として下記が指摘された。 

・ 船主と用船者の間のインセンティブの乖離がある。 

・ 省エネ技術に関する独立したデータが不足している。 

・ 技術の探索・評価に関するコスト(トランザクションコスト)が高い可能性がある。 

・ 海運市場及び他の技術への投資の必要性からくる資金の逼迫が存在する。 

・ ヤードは往々にしてこれら技術をリスク要因と捉え、導入に意欲的ではないほか、実施可

能なヤードに制約がある。  

・ 船主と用船者は（船員に比べ）船舶の燃料消費率に関して正確な情報を持っていない(依頼

人-代理人問題)。  

・ レトロフィットにおけるタイムラグの存在。  

・ 過去、省エネに関する優先順位が低かった（ただし近年は変わりつつある）  

 

②わが国船社に対するヒアリング結果  

 我が国の船社からは、2020 年までの温室効果ガス排出削減対策として想定される技術の導

入に対する障壁として、以下が指摘された。 

・燃料価格の上昇と運賃の低下という状況の中、省エネに関する意識は高い。 

・実海域での性能が必ずしも保証されていない点、公海上での故障リスク 

・船価の 10 %程度以上に相当する多額の追加的投資を伴う対策もあり、船主の資金調達上負担

の負担が大きい  

・排出削減技術が導入された船舶を中古市場で売却する場合において、それらが導入されてい

ない船舶に対して価格面で差別化できない場合が多い 

最後の点については、今後新造船に対して EEDI が算出され、かつ開示されうる場合は、それ

が価格差別化に資することが期待される。また減速航行については、荷主の要請に対応する

ために高速航行を必要とする場合があることが指摘された。 

 

 CE Delft 社から報告された障壁の多くについては、日本の外航海運事業にも共通したものと

なっている。ただし、我が国の船社においては、燃料関連支出が傭船に伴う費用の大きな部分

を占める外航海運事業において、省エネインセンティブは高いという見解が主流であった。 
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3.1 外航海運における導入障壁の把握 

ここでは、CE Delft 社による調査及び船社ヒアリングに基づき、外航海運における

導入障壁についてとりまとめた。  

3.1.1 GHG 削減技術導入に対するコスト以外の障壁の解析 

(1)  背景 

外航海運に関する全ての Marginal Abatement Cost Curves(MACCs)の解析結果が、同

セクターには GHG 大きな潜在的削減可能性があり、その実現可能性は MAC がマイナ

スと算定されることにより蓋然性が高いことが導かれている(Buhaug et al 2009; CE et 

al 2009; IMarEST 2010a; Eide et al. 2011; Yanaguchi et al 2012)。このような可能性は、

MAC を算定していない他の論文においても支持されている(Devanney 2010)。MAC が

負の値を取る理由として、下記を挙げられる。 

 

① 将来的に燃料価格が上昇することを想定している。  

いずれの調査も 2020 年あるいは 2030 年において、現在より高い燃料コストを

想定している。つまり、現時点においては、MAC が正の値と取る技術についても、

将来の計算においては負の値を取り得る。ただし、OPRF の計算によれば、2 章で

検討したように、短期的に導入が期待される削減技術については、2020 年におけ

る燃料価格を 2020 年から油価が 100 USD/トンに低下するとした場合であっても、

多くの技術は引き続き負の値をとり続けている。一方、将来燃料価格が上記設定

のように減ずる可能性がある場合は、市場心理として MAC が正の値を取り得る削

減技術を追加的に採用しにくいことは事実であり、このことが、MAC 計算結果と

現実の市場心理の乖離(障壁)を産んでいる一つの要因となっている。 

 

② ベースラインにおける効率向上が行われないことを想定している。 

多くの調査が 2020 年あるいは 2030 年のベースラインの予測において、削減技

術は現状レベルを凍結するとの仮定を置いている。この仮定は MAC の計算上には

必要であるが、実際の市場心理としては①に記述したように、MAC が負の値を取

る技術は市場原理として自然に普及が進むべきものであり、MAC 計算結果と現実

の市場心理の乖離の別の要因となっている。  

 

③ 技術の調査、評価、モニタリングに関するコストは含まれていない。 

MAC(NPV)の計算上は、イニシャルコストとランニングコストのみが考慮される。

それ以外に GHG 削減技術を最終的に採用するためには、船主あるいは造船所にお

いて、その技術に対する調査、評価、モニタリングに関するコストが別途に必要

となる場合がほとんどであり、これらは舶用機器メーカーから提供されるイニシ
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ャルコストには多くの場合反映されていない。また、このような追加的なコスト

は新規技術の採用において高価となるが、その学習曲線についても、OPRF を含む

全ての MAC 計算においては採用されていない。コストに関する学習曲線が採用さ

れるのは、新規技術がある程度市場に普及した後の生産効率の向上による生産コ

ストの学習のみである(OPRF 計算では不採用)。 

 

④ コスト以外の障壁が考慮されていない。  

最後にコスト的にはその技術を採用するべきであっても、その採用を拒む障壁

の存在があげられる。本章ではこれをコスト以外の障壁と呼び、以下において詳

細な検討を行う。  

 

文献調査とインタビューによる調査によれば、コスト以外の主な障壁は、①イ

ンセンティブの乖離、②技術に関する信頼性のある情報の欠如、③依頼人－代理

人問題、④資金アクセスおよび⑤ヤードの消極性などがあげられる。それ以外に、

過去において海運会社が燃料節約によるうコスト節減の消極的であること、既存

船への技術適用に資するドックヤード不足があげられたが、最近の燃料高騰の状

況を鑑みると、これらの項目は今後大きな障壁にはなり得ないと考える。  

上記の⑤にうち、特に重要と考えられる①インセンティブの乖離及び②技術に

関する信頼性のある情報の欠如については、更に詳細に検討を加える。  

 

(2) 文献調査及びインタビュー調査 

文献として 4 件(CE 2009; IMarEST 2010a, Devanney 2011; Eide et al. 2011)を選択した、

また、下記に示すフリートの異なる船社 6 社、ステークホルダー7 機関22を対象とした

インタビューを実施した。なお、いずれに対しても匿名を条件にインタビューを行っ

ている。船社に対しては、具体的な有効な削減技術についても尋ねたが、インタビュ

ーの過程において、回答が困難であるとの意思を表示する会社が多かったため、コス

ト以外の障壁のみについてインタビュー内容をまとめた。 

                                                      
22 ヤード、船級検査機関、海運エンジニアリング研究所、外航海運の業界団体、海運研究所、

国際海運関連機関、先進技術メーカー  
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船社 6 社  

1. Container ships and bulk carriers. 

2. Container, Chemical, VLOC and PCTC ships and bulk carriers. 

3. Cruise ships. 

4. Heavy Lift and Multi-Purpose ships. 

5. Bulk carriers, Multi-Purpose vessels and RoRo carriers. 

6. Tankers. 

ステークホルダー7 機関 

1. A shipyard, mainly for cruise liners. 

2. A classification society. 

3. An institute for maritime engineering. 

4. An international shipping federation. 

5. A maritime research institute. 

6. An independent international shipping association. 

7. A manufacturer of an innovative technology. 

 

a. インセンティブの乖離 

インセンティブの乖離は最も普遍的に特定された障壁である。船主は燃料効率向上

技術に投資を行っても、燃料効率向上の恩恵はオペレーターが享受するために、両者

は別の経営形態である場合が多く、技術投資のインセンティブが働かない(CE et al., 

2009)。売船を行う市場においても、このような削減技術を適用した船舶に対して、追

加的な価値が認められないことも同様である(IMarEST 2010a). Eide et al. (2010)。この

ようなインセンティブの乖離は、新規技術の導入に対する障壁という形で顕在化して

いるが、もっと一般的に外航海運セクターにおける「省エネを推進する主体が存在し

ていないこと」と位置づけることもできる。両者が同一の場合もかつては燃油調整料

（Bunker Adjustment Factor）等の適用により価格転嫁が可能であったため、省エネへ

のインセンティブが働かなかった。このように、商慣行において省エネに対する積極

性が見られないことがこの乖離の一要因になっているとも言える  

Z.S. Zannetos (1967)によると、1950 および 1960 年代のチャーターレートは、船舶の

大きさ、スポット単価、及び航海期間のみで規定されるため、この間に消費される燃

料消費量はチャーターレートに大きな影響を及ぼしていないとされている。  

シップブローカーによって決定される近年のチャーターレートについても、運航効

率や燃料消費量はその主な決定要因となっていないことが記述されている(CE et al., 

2009)。 
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他方で、Wijnolst と Bartelds(1995)は、1990 年初頭のバルカーのチャーターレートと

ほとんどすべてのチャーターには、それらのサンプルの前の 1990s.のバラ積船の定期

用船チャーターレートと、1 日あたりの燃料コストの合計には明確な相関関係がある

と述べている。また、個人的な経験としながら、Devanney(2011)は、1980 年代から 2005

年までのタンカーの定期用船レートが燃料消費量を考慮に入れたと述べている。 

このような二つの矛盾する主張は、Veenstra and Van Dalen (2011)によっても指摘さ

れている。チャーターレートと船舶の燃料消費率の間には相関がないという結果と、

あるという結果の双方がある。彼らは、1997 年と 2005 年の用船契約のデータベース

を分析した結果として、船主は設計船速よりも低い船速、設計燃料消費量よりも高い

燃料消費量を（安全側を見て）契約書上に保証することが挙げられている。また船舶

に対する需要が高い時期には、そうでない時に比べて船主は船舶のエネルギー効率に

ついてより積極的に提示することが示された。これはチャーター需要が安定しており、

自らの保有する船舶が再度チャーターされる可能性が高い場合、保証した燃料消費率

を上回る評価のリスクが低いことを示している。現時点でもチャーターレート部分的

には燃料消費率あるいは運航効率を反映しているが、更に正確な同率を反映すること

で、一般的には船主と傭船社の両者にインセンティブが付与されるが、両者が納得す

る割合を規定することは困難であると解析している。  

なお、近年の燃料高騰によって、チャーターレートあるいは傭船形態そのものが変

化しているかを明確に示す文献はなかった。  

 

インタビューの結果は、「インセンティブの乖離」を認め、その存在を裏付けるもの

であった。短期的に傭船を行う場合、傭船者は船舶の燃料消費率に対する関心が低い

という意見が多かった（ただし長期契約の場合はこの限りではない）。他方、幾つかの

船社は、傭船前に船主に対して対象船舶の燃料消費率あるいは運航効率に関する情報

を求めているとのことだった。船主側から見た場合、契約時点で一定の効率を保証す

ることは、運航形態が不明なためリスクがある。今後は、運航形態が不明であっても

EEDI を活用することによって、船主と傭船社間の利益の分配率の調整がはかられる

ことが期待される。  

このようなインセンティブの乖離は他の運輸部門では大きな障壁ではない。自動車、

鉄道部門においては、所有者と運航者は同一の経営形態であることが多く、国際航空

においては近年リース形態が増えてきているもの、その契約形態は機材のみがリース

されランニングコストは全てオペレーターが負担する形を取る場合が多い。更に、主

に安全面の観点から、レトロフィッティングに積極的であり、主機換装も日常的に行

われているため、新規技術の導入に障壁は少ない者と考えられる。  
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b. 技術に関する信頼性のある情報の欠如 

独立データの不足はインセンティブの乖離に次ぐものである。IMarEST (2010a)は、

新規技術に対して信憑性のある情報が欠如しており、かつ 技術が適用された際の失敗

事例だけが強調されている点をあげている。インタビューにおいてもこれらは確認さ

れた。独立した研究機関による評価結果に対しても、過去に同様な技術を用いて失敗

した経験をもつ船主あるいはオペレーターは懐疑的な態度を取ることが多い。もちろ

ん、背景には c.項で示すとおり信頼性のあるデータを得るためには多大のコストが必

要となるために、研究機関の独立性を担保できていないこともあげられる。 

信頼性のある技術データについては、現時点ではメーカーに依存するしかなく、再

現性が低い等の問題も生じている。リスク回避型の市場においてこの問題は重要であ

り、また先行者は知見の共有には積極的ではない。 

 

c. トランザクションコスト 

 前項で示した省エネに関して信頼のある情報を得るためのコストは、長い試験機関、

正確な燃料消費量および平均化された運航形態を必要とするため、非常に高額である。

大規模に導入されていない技術については尚更である。また、このようなコスト 

 

d. 資金面の制約 

資金面での制約を生じる要因として、下記が挙げられる。 

・ レトロフィット技術に対して短期間の投資回収を要請する投資評価手法  

・ 燃料価格の不確実性を織り込むために低い燃料価格を設定する（即ち技術導入の

効果を安全側に立って評価する）投資評価手法 

 

また、インタビューへの回答としては以下が挙げられた。 

・ とりわけ小規模の船主にとって、金融機関からの融資が困難となる。また金融機

関技術に対して未成熟と評価する（用船者との協力により金融機関の信頼を勝ち

得る場合もある）。  

・ バラスト水処理装置や NOx、SOx 対策等、他の支出要因の存在。 

・ 運賃の低下と燃料価格の上昇による資金的逼迫 

 

 

e. 依頼人－代理人問題 

依頼人-代理人問題とは、依頼人の利益のために動くはずの代理人が自らの利益を優

先させることを指す。その意味で船員と雇用主の間にもインセンティブの乖離が見ら

れる。天候等の変化に対応するための燃料の余裕を見たり、申告よりも少ない燃料で
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運航することにより利益を得る等の理由により船員は燃料消費を多めに報告すること

が多く、雇用主であるオペレーターにおいて船舶の燃料効率を正しく見積もることが

難しくなっている。  

 

f. ヤードの消極性 

ヤードは標準的な設計を提供するため、先進的な設計の導入・保証には消極的とな

る場合がある。船主との協力関係の構築により解決する可能性があり、またいくつか

のヤードは先進的技術の導入に非常に積極的である。近年、造船の発注が低迷する中

で先進的な技術の導入に対して積極的となることで競争力を上げるべきである。 

 

g. タイムラグ 

 技術の導入は船舶がドック入りするまで行われないため、費用効果的となるまで成

熟してから実際に導入されるまでの間に時間を要する。  

h. 省エネに対する優先順位がこれまで低かったこと 

過去海運業界では、燃料価格が安価であったことから、コスト削減の検討は主とし

て船員コストに向けられてきた。このため船社や関係者の間で燃料効率向上技術を評

価するノウハウが蓄積されてこなかった。また他の文献では、燃料効率向上に対する

優先度が低かったことから、本業界では燃料効率向上に対して保守的であると指摘し

ている。  

 インタビューにおいても、省エネに対する優先順位がこれまで低かったことが確認

された。しかし近年はこの傾向が変わりつつある。  

 

i. 結論 

費用効果的な省エネ技術の導入に対する主要な障壁は下記のように要約される。 

・ 船主と用船者の間のインセンティブの乖離がある。  

・ 省エネ技術に関する独立したデータが不足している。  

・ 技術の探索・評価に関するコストが高い可能性がある。  

・ 海運市場及び他の技術への投資の必要性からくる資金の逼迫が存在する。  

・ 最近まで船主・オペレーターの双方と省エネに高い関心を持っていなかった。  

・ ヤードは往々にしてこれら技術をリスク要因と捉え、導入に意欲的ではない。  

・ 船主と用船者は（船員に比べ）船舶の燃料消費率に関して正確な情報を持ってい

ない。  

・ レトロフィットにおけるタイムラグの存在。  

・ 過去、省エネに関する優先順位が低かった（ただし近年は変わりつつある）  
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(3) インセンティブの乖離について 

燃料消費率の向上の便益の帰属は複雑な問題である。船主は用船者と比べて船舶の

燃料消費率について熟知しており、情報の非対称性があるが、燃料消費率は航行状況

によって大きく左右される。このため高い燃料消費率の便益は船主と用船者の間で共

有されるが、どのように共有されるかは多様な要因が介在する。  

船主とオペレーターが締結する用船契約において、用船者は契約書において保証さ

れた船速と燃料消費が実現できなかった場合（保証速度より遅い速度でしか運行でき

ない、保証燃料消費以上に燃料を消費する場合）に補償を求めることが出来る。しか

し用船契約においてその場合に関する手続きが掲載されていないものもあり、その場

合の紛争を避けるために船主は設計船速よりも低い船速、設計燃料消費量よりも高い

燃料消費量を（安全側を見て）契約書上に保証することがある。  

 

 

3.1.2 特定技術に着目した場合の障壁 

 ここでは、特定の GHG 削減技術に着目して、その技術的評価と広範な普及を阻む

障壁についてインタビューを中心にして紹介する。  

(1)  技術の評価 

図 3.1-1 に抵抗低減技術と推進効率の向上技術について、その採用状況についてイ

ンタビューした結果を示す。これらの回答は、既存の調査結果をほぼ同一であり、操

舵系の技術及び空気潤滑を含めた抵抗低減技術については、現時点でも厳しい評価を

下している会社がある事がわかる。 

 

図 3.1-1 抵抗低減技術と推進効率の向上技術の採用状況  



 83

 

図 3.1-2 にその他の削減技術の採用状況についてインタビューした結果を示す。こ

れらの回答はこれらの回答は、欧米の RORO 船や客船会社を対象にしていることも有

り、日本国での意識より多くの採用が見られる。たとえば、SOx 等と同時に CO2 を回

収する技術についても、二つの船主が陸上のパイロット施設を利用しての回収に取り

組んでいると回答している。  

 

図 3.1-2 その他の削減技術の採用状況  

 

図 3.1-3 に代替燃料の採用状況についてインタビューした結果を示す。これらの回

答は、欧米の RORO船や客船会社を対象にしていることも有り、日本国での意識より、

代替燃料特に陸電の使用が採用されていることが注目される。なお、1 隻でも採用し

ている場合は、Yes の回答として集計していることに留意されたい。 

 

図 3.1-3 代替燃料の採用状況  
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図 3.1-4 に運航上の削減技術の採用状況についてインタビューした結果を示す。こ

れらの回答は、既存の調査結果をほぼ同一であり、運航速度の最適化は、インセンテ

ィブの乖離の問題とは別に全ての会社で実施していることがわかる。 

 

 

図 3.1-4 運航上の削減技術の採用状況  

 

(2)  技術毎の障壁の解析 

表 3.1-1 から表 3.1-5 に(1)で示した各技術の導入に対する障壁としてあげられた点

を列記した。 

既に述べたように、独立データの不足を指摘する声が多い一方で、操舵系に関して

は安全性や冗長性との兼ね合いを懸念する意見を多くあり、船舶の使用形態の特殊性

がうかがわれる。他方で、技術的には比較的導入の障害が少ないと考えられる陸田使

用については、業界全体の標準化が進んでいないこと、代替燃料については燃料供給

インフラが整備されていないことが障壁としてあげられている。航路と速度の最適化

に対する沖待ちが障壁としてあげられことからも、船舶単独で実行できることは限ら

れており、港湾側・荷役側の協力が不可欠であるが、この場合もインセンティブの乖

離が発生することに留意する必要がある。  
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表 3.1-1 抵抗低減技術の導入に対する障壁  

対策  障壁の概要 

船体設計の最適

化  

・ 船体構造の変更を望まないヤード側が導入障壁となっている。 

低摩擦塗装  ・ 独立データの不足。 

・ 塗料そのものではなく塗装工程に伴うコストを要する。 

・ 中古船価格に影響がない。 

・ バイオファウリングの増加の可能性。 

水流最適化  ・ Wartsilaによれば Transverse thrusterによる水流最適化は省エネ率 5%で投

資回収 1 年とされているが、船体設計の変更や認識の低さが障壁となる

ほか、水面に近いために空気を閉じ込め、出力低下、騒音、振動の原因

となる。  

空気潤滑  ・ 複雑性、利用可能な船体の制約、波が大きい場合の性能低下、不確実性

が認識されている。 

・ レトロフィットの場合の日数ロス(14 日)。  

・ 全体的な関心の低さ。 

 

表 3.1-2 推進効率向上関連技術の導入に対する障壁  

対策  障壁の概要 

エンジン関連 ・ ターボチャージャー、コモンレール技術等については、船主以外の認

識が低い。  

・ 排熱回収・先進的な舵については、コストが高く、対象船種が制限さ

れると考えられている。 

プロペラ関連  ・ コストは高いが障壁は低いと思われるが、CRP の場合メンテナンスコ

ストの高さ及び故障リスクがある。 

・ 一般にプロペラと舵に関する改変は非常にセンシティブな問題であ

る。  

排熱回収  ・ 想定される省エネ率は 10%程度で、投資回収年数は数年程度。 

・ 主要な障壁は投資額で、9000TEU コンテナ船で 500 万ユーロとする意

見もあった。 

・ また、対象船舶が限定される。 

燃料油調整  ・ 省エネポテンシャルは 2%程度と考えられている。 

・ 最大の課題はエンジンメーカーの保証対象から外れることである。 

・ 重油の電解処理（粘性の低下）は海運では認知されていない。 

先進的な舵  ・ 高速船等には導入されており、2%～5%の効率向上が報告されている

が、高価であること、技術リスクがあること、メンテナンスコストが

高いことが認識されている 
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表 3.1-3 その他の GHG 削減技術の導入に対する障壁  

対策  障壁の概要 

居住部分の省エ

ネ （ hotelling 

function）  

・ 空調・照明の省エネで、客船では特に有効。SEEMP の一部となる。

電気推進  ・ 客船にのみ適用される。 

・ 長距離・固定された航路では解決策とならない。 

・ 想定排出省エネ率は 6～8% 

軽量素材の利用  ・ 客船ではポテンシャルが大きいが、貨物船では排水トン数の 70～80%

を貨物が占めることにより効果が限定的であると考えられ、また耐

久性・安全性の懸念から限界がある。 

直交変換  ・ 客船のようなベース電力需要の高い船舶で有効。  

・ 全体的には認知度は低い。 

廃油燃焼  ・ コストの問題がある（汚泥を燃焼させるコストは廃棄するコストの

10 倍と言われている）。  

・ 規制上認められない地域がある。 

CO2 回収処理  ・ 一種のスクラバーであり、効率向上には資さないが大気中への CO2

排出削量は削減される。技術への信頼と海運業界の保守性が原因。  

焼却施設からの

排熱回収  

・ 焼却施設を保有しない船舶もあり、認識が低い。 

 

表 3.1-4 代替燃料・エネルギー源技術の導入に対する障壁 

対策  障壁の概要 

陸電供給  ・ 最大の障壁は電源の標準化がなされていないことである。次いで船主

は（環境意識から）再生可能エネルギー電源を要求するが、その供給

は保障されていない点が挙げられる。 

・ 既に高効率の発電機が搭載されているため、非生産的とする意見もあ

る。  

LNG、CNG ・ 造船コストの上昇は障壁とはならないが、LNG、CNG 供給インフラ不

足が課題。  

燃料電池  ・ 将来的な技術（補機としての実用可能性は 5 年先だが主機としては 30

年先）。  

・ コストも高い。 

太陽電池  ・ 上面面積の大きい一部船舶（フェリー等）にのみ適用可能だが、エネ

ルギー密度が低い。 

バイオ燃料  ・ 供給はまだ少ない。また環境上の評価も高くない（インタビューした

客船会社はコストと悪評により利用中止）。  

風力  ・ 長期的対策として認識。  
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表 3.1-5 オペレーション技術の導入に対する障壁  

対策  障壁の概要 

減速航行  ・ 省エネポテンシャルは大きいが用船契約、燃料価格に依存する。  

・ 用船契約への反映が必要。  

ウェザールーティ

ング  

・ 広く受け入れられており障壁はないが、地域ごとに効果は異なる。

トリム最適化  ・ 広く受け入れられており SEEMP にも含まれる。障壁はなく、4%～

10%までの省エネが可能とされている。 

航路最適化  ・ 気象・海象による最適化は広く受け入れられており事業者によれば

2%程度の省エネが可能。 

・ 障壁は用船契約と沖待ち（port mentality）  

船員の訓練  ・ 効率、安全、排出に基づくインセンティブ雇用。ポテンシャルは 20%

にも上り障壁はない。 

自動操舵  ・ 障壁はなくポテンシャルは高い。SEEMP に含まれると回答した船

社もあった。 

エネルギー消費モ

ニタリング  

・ インタビューした船社中 2 社が採用。船員の意識向上に有効。障壁

はないが計器費用が高いと思われる。 

最適フリート管理  ・ 3 社が採用しているが情報不足のため障壁が特定できない。 

船体・プロペラ洗浄  ・ インタビューした船社中 2 社が採用。塗料の剥離によるバイオサイ

ドの放出や外来種の移入が課題。  

停泊の最適化によ

る減速  

・ インタビューした船社中 2 社が時折採用。用船契約に依存する。  

バラスト航行の最

適化  

・ 認知度は高い。商慣行が唯一の課題。  

北極海航路  ・ 気象条件、ice class、砕氷船のコスト、ロシアの許認可が課題。  

蒸気プラント最適

化  

・ ボイラのある船舶のみに適用。蒸気推進自体が稀となっている。 

船体大型化による

減速航行  

・ インタビューした船社のうち導入した船社はいない。 

・ ポテンシャルは高いが、燃料は船価に比べてまだ安価すぎる点が障

壁となっている。 

エネルギーパフォ

ーマンスモニタリ

ング  

・ トリム最適化等も含めた総合的なパフォーマンスモニタリング。 

・ 費用は 50,000～80,000USD/隻であり、これに加えて年間利用料が発

生する。省エネポテンシャルは 2～4%とされているが、それ以上で

ある。  

大型化  ・ 船体抵抗の低減、積載効率の向上により効果は大きい。  

・ Maersk Triple-E クラス（400m、18,000TEU）はアジア－欧州を航行

している平均的な（コンテナ）船に比べて 50%の排出削減となる。
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3.1.3 GHG 削減技術導入に対するコスト以外の障壁の定量化 

 ここでは、コスト以外の障壁の定量化について考察してみたい。既に述べたように

DNV、IMarEST および CeDELFT の 3 文献においては、削減技術の普及率の設定はこ

のようなコスト以外の障壁を考慮しているとは言いがたい。別の言い方をすれば、技

術の普及率を過大評価していることになる。そこで CeDELFT としては、下記の 3 つ

のシナリオで MAC カーブの試算を行った。この際以下の点を考慮している。  

2 章において、OPRF としては、独立データが充分に用意できない技術を採用してい

ないことに類似している。  

 

1. インセンティブの乖離については、運航会社にもたらされる利益配分率を変更す

ることで反映させる。中位のシナリオでは、利益は船社とオペレータ－に折半さ

れるが、高い障壁のシナリオでは、船社には 25％しか配分されず(用船料はそのま

ま)、残りはオペレーターの利益となる  

2. 独立データの不足は、対象技術を絞ることで対応。  

3. トランザクションコストは、定量化が困難であるため、トランザクションコスト

を支払えない結果として、流通チェーンにおいて減速航行が実施できない定期運

航会社が存在すると仮定。  

 

表 3.1-6 コスト以外の障壁を考慮した MAC の考え方  

 Central barrier 

scenario 

Low barrier 

scenario 

High barrier 

scenario 

Split incentive: share of 

benefits reflected in time 

charter rates 

50% 25% 75% 

Lack of independent data Air lubrication, 

advanced rudders, 

wind power are 

not available 

Air lubrication, 

advanced rudders, 

wind power, 

applied to 50% of 

the relevant ships

Air lubrication, 

advanced rudders, 

wind power, 

waste heat 

recovery are not 

available 

Transaction costs 50% of the 

non-container 

ships are not able 

to slow down 

25% of the 

non-container 

ships are not able 

to slow down 

75% of the 

non-container 

ships are not able 

to slow down 
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これらの 3 シナリオと元のシナリオ間の差異を、CeDELFT モデルで計算した結果を、

図 3.1-5 に示す。ベースの MAC カーブは CeDELFT のモデルを用いた 2030 年を対象

としたもの、また燃料価格は USD 900 per metric ton 、割引率は 10%である。ベース

のシナリオでは、費用効率的な削減ポテンシャル(X 軸と交点)は全体総量の約 32%に

達する。他方、中位バリアシナリオでは、削減ポテンシャルは 24%まで減少するが、

低位・高位バリアシナリオでは、それぞれ 28%と 17%まで減少している。  

ごく初期の MAC と高いコストを必要とする MAC のカーブの型には影響がないが、

中盤の技術の普及率とそのコスト配分に影響が特に出ている。中盤の技術では MACC

の上方移行し、その結果、費用効率的な削減ポテンシャルの大幅な減少を導いており、

障壁の導入が多くの技術の原価を押しあげていることがわかる。  

 

図 3.1-5 コスト以外の障壁を考慮した場合の MAC カーブへの影響 
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3.1.4 GHG 削減技術導入に対するコスト以外の障壁を下げるための方策 

表 3.1-7 にインタビューなどから得られた GHG 削減技術導入に対するコスト以外

の障壁を下げるための方策をまとめた。インセンティブ乖離の問題は、不服申し立て

時の解決費用の低減も含め、既存の契約形態や商慣習の変更を伴う者が多い。  

これに対して独立データの不足については、新造船に対する EEDI の強制化が、依

頼人－代理人問題については、SEEMP の強制化が今後その克服に対してよい影響をも

つことが期待できる。このことは間接的にヤードの消極性や航路依存性の解消にも繋

がるとともに、独立データを用意できる造船所に対しては新たな競争力を付けること

にも繋がると考えられる。  

インタビューによると、EEDI の公開とその比較が定期用船市場の透明性を増加さ

せることに期待していると同時に、EEDI と EEOI の間に直接のリンクがないために間

違った使われ方をする可能性を指摘する声もある。同基準が比較的容易に操作できる

ことから、それが測定基準として市場で誤解無く使われるためには長くかかると考え

るステークホルダーもいた。別の考え方として、EEDI をある限界の中で信頼できる

とするならば、これまでよりは確実に透明性をあげることができるというものである。

EEDIと実際の排出量あるいは EEOIとの関係を必要性がましていることを考慮した場

合、これらの 2 つの視点はそれほどかけ離れたものではない。  

また、独立データの不足による障壁は、主として新しいか改良された技術に関連す

る。Rogers (2003)は革新的技術の成功には 5 つの要素があると指摘している。  

1. 既存技術と厳密に比較された新技術の相対的優位性  

2. 既存の価値観と習慣を考慮した上での技術の互換性  

3. 技術の簡単さと使いやすさ  

4. 多くの危険を冒さずに革新的技術を実験・体験できるやりやすさ 

5. 結果(相対的優位、互換性、および使いやすさを含む)がモニター可能である程度  

 

インタビューの結果によると、これまでの革新的な GHG 削減技術は特に最後の 2

つの項目に欠けているのは明確である。まず、測定を開始前に、船主は、投資しなけ

ればならない、そして、船が賃貸していた状態で技術を試行するためには、追加搭載

及び潜在的な除去作業を考慮すると、船主は通常操作を妨げる新技術の試行に積極的

でない。近年の燃料代の高騰によって、船主と造船所が協力して技術の試行を行う例

が多くなっている。また、革新的技術の開発だけでなく試行についても公的資金を投

入することは一つの解決方法としてあげられる。  

 

 



 91

表 3.1-7 障壁と将来のおけるその克服のための方策  

障壁の種類  重要性  克服のための方策  

インセンティブ

の乖離  

重要  � 不服申し立て時の解決費用の低減。 

� 船舶の効率に関する情報伝達の改善（高効率船ほど

高いチャーターレートを確保できるようにする）。  

� 燃料コストを（速度で補正の上）チャーターレート

に含める。  

依頼人－代理人

問題  

不明瞭  � 燃料消費の自動モニタリングによる燃料消費量の誤

報告の回避。  

� 燃料節減に対するインセンティブを与えるような雇

用契約。  

独立データの不

足  

重要  � 独立した試験の実施。  

� メーカーによる一定レベルの性能保証によるリスク

共有。  

ヤードの消極性  現在、新造及び修

理用のヤードが

余剰、  

� 人員の訓練。  

� 既に開発された先進的な設計の受容（ヤードをパー

トナーとして求めている設計者もいる）。  

ヤードのキャパ

シティ  

同上  � ヤードが自ら先進的な技術に基づく船舶を製造する

（シンガポールのヤードが実施中）。  

� バラスト水処理装置の搭載等でヤードの能力が使い

果たされる可能性がある（とりわけ大型船）。従って

修理用ヤードは増設される必要がある。 

資金アクセス（運

賃の下落、燃料価

格の上昇）  

現状課題となっ

ている  

� 外的な経済要因に起因するため、克服のための方策

は分析していない。 

効率の航路依存

性  

エネルギー効率

を勘案したチャ

ーターレートが

標準的になると

課題となる。  

� 船主と用船者とが燃料消費量の計算を調和させる必

要がある。 

低い環境意識 重要  � 船員の訓練及び報奨制度等が望ましい。 
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4 既存船への適用、オペレーションへの適用、新造船における中・長期的な排出削減対策

に対する適用を考慮した限界排出削減コストカーブの算定 

  2 章で行った新造船に対する短期的な技術的対策の分析に加え、既存船に対する技術的対策

のレトロフィット、技術的対策以外のオペレーションの変更、及び中長期的に想定される排出

削減対策の中から代表的なものを抽出し、排出削減量及び MAC カーブの算定に関する検討を

行った。  

 

(既存船に対する排出削減技術導入による限界排出削減コストカーブの算定)(4.1 節) 

 本調査において「既存船」とは、2008 年以前に建造され、2020 年時点において就航してい

る船舶と定義している。2020 年において既存船は隻数ベースでは全船舶の 46 %、温室効果ガ

ス排出量ベースでは 36%を占める。既存船について、その船腹量の 1/5 ずつが 5 年に一度ドッ

ク入りすると想定し、各年度にドック入りする船舶に対して、新造船と同様の率で排出削減技

術が導入されるとして、排出削減量及び限界排出削減コスト(MAC)を算出した。 

 既存船に対する対策は、新造船対策に比べはるかにコストがかかること、導入された技術の

パフォーマンスも新造船への導入に比べて劣る場合が多いこと等を踏まえ、各技術の排出削減

量、対策コストを想定した結果、既存船に対する短期的な技術的対策による排出削減量は約 56

Mt-CO2と既存船のベースライン排出量の約 10.4%と算出された。また、新造船及び既存戦を併

せた 2020 年のベースラインの総排出量は 1,463 Mt-CO2であり、これに対する新造船への技術

的対策の導入による排出削減率は 3.8 %と算出される。 

また、既存船に対する MAC は全体的に新造船より悪化(上昇)し、特に二重反転プロペラ

(CRP)、船尾形状最適化(Optimal Stern Shape)、熱回収技術(WHR)については数百  USD/t-CO2に

上る高い MAC が計算されている。算出結果を以下に示す。  

  Low 

friction 

coating 

Stern 

duct-friction 

reduction 

CRP Stern 

duct-propulsion

Post-swirl 

system 

Air 

lubrication 

Opt. 

stern 

shape  

WHR

年間排出  

削減量  

14.2 1.5 9.0 3.6 3.6 13.4 2.7 8.2 

MAC 

(ケース A) 

-50.7  6.1  358.7 -38.2  -22.2 -6.1  633.0  199.3 

MAC 

(ケース B) 

-27.4  59.7  547.4 -4.0  19.1 35.0  961.7  357.5 

MAC 

(ケース C) 

-53.0  65.6  769.0 -23.0  9.1  34.6  1,319.1 451.4 

油価変動に対する感度解析では、二重反転プロペラ (CRP)、船尾形状最適化 (Optimal Stern 

Shape)、熱回収技術(WHR)についてはどの油価でも経済性の大幅な向上は見られなかったが、

空気潤滑(Air Lubrication)などの、もともと標準ケースでゼロコストに近い技術については、油

価によって MAC がプラスにもマイナスにも変動する結果となり、レトロフィットも可能な技

術として位置づけられる。 

 

(船舶のオペレーション対策導入による限界排出削減コストカーブの算定)(4.2 節) 

MEPC62 で策定された Ship Energy Efficiency Management Plan(SEEMP：MEPC 62/5/4 Annex 2)

には、各種の船舶オペレーション上実施可能な排出削減対策がベストプラクティスとして列記



 93

されている。この中で最も排出削減効果が大きく、かつ排出削減コストが定量的に把握可能と

考えられる減速航行について、排出削減量及び限界排出削減コスト(MAC)の算出を行った。  

 新造船に対する減速航行については、前提条件として、減速航行を行うことによる個船の輸

送可能貨物量減少を新たな船舶の調達で補完することとして、航行日数の増加(停泊時の効率向

上)積載率の向上等は考慮しないこととした。 

 減速航行の実施時期は 2020 年とし、新たな船舶の調達は 2020 年に一斉に行うとした。ま

た、個船では減速航行による抵抗減少により主機の燃料消費量は三乗則で減少、ただし補機に

ついては航行中、停泊中の如何を問わず稼動という条件を想定した。フリート全体としては、

減速航行による輸送量減少を補う新造船による排出を考慮した。  

 その結果、新造船のフリート全体の削減量は、5 %減速では約 70 Mt-CO2（新造船のベースラ

イン排出量の 8%）、10 %減速では約 136 Mt-CO2（同 15%）、20 %減速では、約 252 M t-CO2（同

27%）と算定された。即ち、2008 年～2020 年に建造された船舶が 5 %の減速航行を行った場合

による排出削減量はMEPC文書に記載されている技術的対策による排出削減量にほぼ匹敵する

排出削減効果を持つ結果となった。 

 既存船のフリート全体の削減量についても同様の想定で算出を行った結果、5 %減速では約

39 Mt-CO2（新造船のベースライン排出量の 7%）、10 %減速では約 75 Mt-CO2（同 14%）、20 %

減速では約 139 M t-CO2と（同 26%）算定された。 

 一方、減速航行による MAC は、荷動きを確保するための追加的な傭船コスト(船価、船価以

外の付随的コスト(毎年船価の 10 %と想定)、減速航行による追加的な傭船分を含む燃料削減を

考慮した燃料費から算出した。 

 その結果、新造船の減速航行による MAC は 5 %減速、10 %減速、20 %減速の全ての場合で

ケース A についてはマイナスコスト、ケース B については 5 %減速のみがマイナスコスト、ケ

ース C については 5 %、10 %減速の場合がマイナスコストと算定された。算出結果を以下に示

す。  

減速率  5 % 10 % 20 % 

年間排出削減量 70.2 135.6 252.0 

排出削減率（新造船の総排出量比）  7.6% 14.7% 27.4% 

排出削減率（新造船及び既存船の総排出量

比）  

4.8% 9.3% 17.2% 

MAC(ケース A) -20.0 -16.6 -8.3 

MAC(ケース B) -1.6 1.2 8.1 

MAC(ケース C) -12.1 -6.8 6.5 

 

 既存船の減速航行による MAC は、ベースとなる新造船と既存船の技術的対策導入の違いに

より新造船より若干高く(経済性が悪く)算出され、20 %減速では各ケースともプラスコストと

なっている。算出結果を以下に示す。  

減速率  5 % 10 % 20 % 

年間排出削減量 38.7 74.8 138.8 

排出削減率（既存船の総排出量比）  7.1% 13.8% 25.5% 

排出削減率（新造船及び既存船の総排出量

比）  
2.6% 5.1% 9.5% 

MAC(ケース A) -12.2 -8.4 1.2 

MAC(ケース B) 3.9 7.0 14.5 

MAC(ケース C) -0.7 5.4 20.5 
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 技術的対策と減速航行の両者を取り入れた MAC カーブでは、新造船、既存船とも減速航行

が技術的対策のゼロコスト周辺に割って入り、横軸方向に大きな削減量を占める結果となって

いる。  

 

なお、港湾における効率化等により、追加的な傭船を行うことなしに減速航行を行うケース

も、とりわけ減速率が小さい場合には想定できる。この場合は追加的な傭船は不要であるため

排出削減量は増加し、また追加的な傭船コストが発生しないために MAC は大幅に低下する。

算出結果を以下に示す。  

 

 新造船  既存船  

 追加傭船あり 追加傭船なし 追加傭船あり 追加傭船なし  

年間排出削減量 70.2 104.5 38.7 59.2 

MAC -20.0 -56.1 -12.2 -53.4 

(ケース A、減速率 5 %とおいた。単位 Mt-CO2(年間排出削減量)、USD/t-CO2(MAC)) 

 

(中・長期的な排出削減対策に対する適用を考慮した限界排出削減コストの算定)(4.3 節) 

 これまで取り上げなかったスカイセイル、バイオ燃料等の長期的な対策技術については、計

算に必要なパラメータの多くについて不確実性が高く、将来の船舶の建造量についても不確実

である。比較的現実的な導入シナリオが想定しやすい、LNG 焚き船についての検討結果を参考

資料 2 に示した。 

 

 2 章で行った MAC カーブの算定は、新造船に対する技術的対策のうち短・中期的に

想定されるものに焦点を当てたものである。ここでは 2 章での分析に加え、既存船に

対する技術的対策のレトロフィット、技術的対策以外のオペレーションの変更、及び

中長期的に想定される排出削減対策の中から代表的なものを抽出し、排出削減量及び

MAC カーブの算定に関する検討を行った。  

 

4.1 既存船に対する排出削減技術導入による限界排出削減コストカーブの算定 

4.1.1 既存船に対する排出削減技術導入による限界排出削減コストカーブ算定方法の検

討 

 本調査において「既存船」とは、2008 年以前に建造され、2020 年時点において就

航している船舶と定義する。このような既存船の隻数は 2020 年の総隻数から 2.2 に

示した手法で計算した新造船の隻数を差し引くことで求められる。2020 年において既

存船は隻数ベースでは 53,461 隻(2020 年に存在する全船舶の 46 %)、温室効果ガス排

出量ベースでは 543 Mt-CO2(同 36 %)を占める。従って 2020 年時点における外航海運

に占める既存船の比率は決して小さくなく、それらへの対策についても検討すること

が海運における温室効果ガス排出削減ポテンシャルの包括的評価につながる。  

ここで既存船への排出削減技術の導入に際しては、多くの場合同じ技術の新造船へ
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の導入と比べて一般的にはるかにコストがかかるほか、導入された技術のパフォーマ

ンスも新造船への導入と比べて劣る場合が多いと考えられる。以上を踏まえ、2 章で

の検討に倣い、既存船における排出削減技術導入に関する検討フレームを下記のよう

に設定した。なお、既存船については設備導入にあたり通常のドック入りに追加的な

時間を要するための機会損失も生じるが、本調査での計算対象には含めていない。  

 既存船に対する排出削減技術導入における MAC の算定フローを図 4.1-1 に示す。  

 

表 4.1-1 既存船における排出削減技術導入に関する検討フレーム  

項目  概 要  

対象技術  ・ 新造船と同様、MEPC 60/4/36 に基づく技術とした。 

各技術の普及率の

検討  

・ 既存船は 5 年おきにドックに入ると仮定し、毎年同じ数の船舶(＝既存

船の総数÷5)がドック入りすると想定した。 

・ ある年にドック入りした既存船に対し、当該年における新造船に対する

技術導入率と同率で導入されるとした。2020 年以前に 2 回目のドック

入りに際しては、未導入の船舶に対して当該年における新造船に対する

技術導入率と同率で導入されるとした。 

各技術の排出削減

ポテンシャルの設

定  

・ low friction coating：新造船と同等。  

・ Air lubrication 及び WHR：新造船の 75 % 

・ 他の技術:：新造船の 50 %。  

各技術の排出削減

率の算出  

・ 新造船同様、個別技術の排出削減ポテンシャル×普及率×抵抗比率によ

り、年度ごとに既存船に導入される各技術の全体に対する排出削減率を

算出した。船型クラス毎の抵抗比率は新造船と同一とした。 

技術が複合した場

合を考慮した排出

削減率の調整 

・ 新造船と同様、毎年新たに導入された技術の相互干渉を考慮した。また

2 回目以降のドック入りの場合、新規に導入された技術は前回に導入さ

れた技術の影響を受けるとした。 

排出削減量の算出 ・ 2.3.3 で述べた新造船と同様に、排出削減率×主機 CO2排出量により算

出した。  

コストの把握  ・ 新造船のコストデータに基づき、下記のように調整した。ただし low 

friction coating と Air lubrication について生じるランニングコストは、新

造船の場合と同一とした。 

− Low friction coating：新造船の 2 倍  

− Stern duct： 3 倍  

− CRP：同 7.5 倍  

− Air lubrication：同 3 倍  

− Optimal stern shape：同 60 倍  

− Waste heat recovery：同 4 倍  



 

平成 23 年度「外航海運からの CO2 削減のためのコスト算定と比較」業務 算定フロー（既存船 技術対策のみ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                     

 

 青字に青枠：IMO 2nd Study（及び中間資料）のデータ。緑字に緑枠：他の文献からのデータ。点線枠：前提等。赤字：可変パラメータ、条件。枠内灰色は「既存船技術のみ」と計算方法等に差異がある部分。 

矢印は計算パラメータ（太線、色は識別のため） 

MAC カーブの作成 

 

 

船型クラス別 2020 年までの造船量及び船腹量の算出 

 

 

2020 年の船型クラス別隻数  

2007 年の船型クラス別隻数  

2020 年の船型ク

ラス別新造船数

前提：隻数は 2007年から 2020年にかけて線形に変化するとし、さらに前年の

船腹量の 3%が解撤・補充されるとして毎年の造船隻数を算出した。なお 2008

年以降に建造された船舶は 2020 年までに解撤されないとの想定の下に、既

存船の隻数を算出した。

ベースライン（技術未導入時）の燃料消費、CO2 原単位及び燃料消費量、CO2 排出量の算出 

 

 

 

2007 年の船型クラス別年間エネルギ

ー消費量（主機、補機、ボイラ） 

燃料の CO2 原単位（HFO、MDO、

LNG）

積  

前提：船型クラス別一隻あたり CO2 排出量は年、造船年の如何を問わず一定とした。即ち MAC

検討対象とする技術以外の技術革新や経年劣化等は明示的に考慮せず、また機関出力、航行

速度、年間航行日数、燃料消費率は新造船、既存船を問わず将来的に変化しないとした。 

各技術の排出削減量の算出 

 

 

 

MEPC 60/4/36 より対象技

術を抽出。数値は MEPC文

書から引用。 

なお、別途「LNG 焚き船の

導入」を検討。 

技術シナリオの設定（各技術について建造年毎に

普及率及び排出削減ポテンシャルを設定）。次い

で普及率×排出削減ポテンシャル×抵抗係数に

より建造年（既存船の場合は対策実施年）別、技

術別 船型クラス別の CO2 排出削減率を算出

前提：技術シナリオについては、H22

年調査に基づき MAC が低いものほ

ど普及率が高いとし、また毎年線形

に普及率が増加するとした。 

減速航行の検討 

 

 

 

 

減速率を設定（5、 10、

20%） 

船型クラス別年間航海

日数  

前提：減速航行の導入年は既存船についても 2020 年とした。その他の設

定は新造船の場合と同様。 

各技術・対策の導入における費用・便益の算出 

 

 

 

各技術の一隻あたり設備コスト、ランニングコスト 

※新造船の対策費用を、専門家ヒアリングの倍数で

補正  

対策実施年別、技術・対策別、船型クラス別対策費用・対策便益の整理  

・ 技術導入の便益は同時に導入される技術に影響される 

・ ある船型クラスに導入されるある技術の費用・便益を下記のような一

覧表に整理（マイナスは設備投資、プラスは省エネ等の便益）。 

例）2009年に建造される船舶に対する技術の導入は 2008年に 1000の

投資を要するが、2009 年以降 100 の省エネ便益を生じる。しかし

2011 年に建造される船舶については、同時に別の技術も導入される

ため、当該技術の排出削減効果は 90 に低減する。 

 

ある技術の費用・便益整理表（上段は発生年） 

対策年  2008 2009 2010 2011 2012 … 

2009 -1000 100 100 100 100 … 

2010  -1000 100 100 100 … 

2011   -1000 90 90 … 

 

各技術・対策によ

る省エネ便益（建

造年別、技術別、

船型クラス別） 

積

各技術・対策の正味現在価値（NPV）及び限界排出削減コスト（MAC）の算出 

 

 

 

費用・便益表の集計：回収想定期間全体にわたり費用・便益表の数値を集計し、さらに

船型クラス毎に合計することにより、ある技術・対策の費用・便益を集計する。 

対策年  2008 2009 2010 2011 2012 … 2028 2029 2030

2009 -1000 100 100 100 100 … 100 - - 

2010  -1000 100 100 100 … 100 100  

2011   -1000 90 90 … 90 90 90 

合計  -1000 -900 -800 290 290 … 290 190 90 

 

ケースの設定  

・ A：割引率 5%、回収想定期間 20 年

（社会資本に近い） 

・ B：割引率 10%、回収想定期間 10 年

（船社の投資判断に近い） 

・ C：割引率 5%、回収想定期間 10 年

各技術・対策の導入に関する費用と便益の、全対策実

施年、船型クラスに対する現在価値化した合計額（＝正

味現在価値（NPV））の算出

前提：現在価値化の基準年は一律

に 2008年とし、以降の年度に発生す

る費用、便益の合計額（最下段）を

ケース毎の割引率で割り引いた。ま

た、ランニングコスト、便益の発生は

各対策実施年翌年から各ケースの

回収想定期間内とした。 各技術・対策の導入に関する限界排出削減コスト（MAC） 

※（-NPV÷累計 CO2 排出削減量）で算出。 

※感度分析の実施  

・MARPOL 条約 Annex VI 改定を

想 定 し 、 油 価 を 2020 年 か ら

1000USD/トンとしたケース 

・経済停滞等により、油価を 2020

年から 100USD/トンとしたケース 

船型クラス別主機出力、平均トン数

各技術・対策の導入に

関する回収想定期間内

の CO2排出削減量の累

計値  

2007 年の船型クラス別隻数  船型 クラス別

燃料消費原単

位 （トン燃料 /

隻・年） 

商  

船型クラス別 CO2

排 出 原 単 位

（t-CO2/隻・年）

2020 年の船型ク

ラス別 CO2 排出

量（既存船） 

対策実施年別・船型クラス別 CO2

排出、エネルギー消費削減量を

算出（各技術＋減速航行）

対 策 実 施 年

別 、技 術 別 、

船 型 クラス別

エネルギー消

費量削減

費用 ・便益

（各技術） 

各技術・対策（既存船）について、

MAC の小さい順に排出削減ポテ

ンシャルをプロットし、MAC カーブ

を作成。 

対 策 実 施 年

別 、技 術 別 、

船 型 クラス別

対策導入隻数

（年度別造船

隻 数 × 普 及

率）

前提：既存船については、ドック入りの周期を５年おきとし、毎

年のドック入りする船舶に対して同じ年の新造船の普及率と

同じ率で対策が実施されるとした。また、一部の技術の排出削

減ポテンシャルは新造船に実施される場合に比べて低下する

と想定した。（他の設定は新造船と同様）

主機起源の排出削

減率算出  

補機起源の排出増

加率、追加的な傭船

量の算出  

対策実施年別・船型クラス別

CO2 排出、エネルギー消費削

減量を算出（減速航行のみ）

対策実施年

別、技術別、

船 型 ク ラ ス

別 CO2 排出

削減量  

2020 年の船型ク

ラス別既存船数  

2020 年の船型ク

ラス別エネルギー

消費量（既存船）

対 策 実 施 年 別 、技 術

別、船型クラス別のエネ

ルギー消費量削減  

積  

各技術・対策によ

る 2020 年の CO2

排出削減量の合

計値（横軸） 

各技術・対策によ

る限界排出削減

コスト（MAC ） （縦

軸） 

差  

各年毎のドック入り船数の設定

対 策 実 施 年 別 、技 術

別、船型クラス別の CO2

排出削減量  

燃料価格： 

500USD/トンで一

定とする 

追加傭船について、船型クラス別の船

価を MEPC61/INF18 より設定、ランニン

グコストは船価の 10％と設定。

減速航行に

よる追加傭

船隻数  

減 速 航

行による

追 加 の

エネルギ

ー 消 費

量削減

減 速 航

行による

追 加 の

CO2 排

出削減
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図 4.1-1 既存船に対する排出削減技術導入における MAC カーブの MAC 算定フロー(既存船 技術対策のみ)
23

                                                     
23

Stern duct-propulsion

Stern duct-friction reduction

WHR 

Low friction coating 

Post-swirl system 

Air lubrication 

CRP 

Opt. stern shape 
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4.1.2 既存船に対する排出削減技術導入による排出削減量の算定 

 次に、排出削減量の算定を行う。各技術の普及率に関して、新造船については 2008

年～2020 年の各年度に建造された船舶について一定の普及率で排出削減技術が導入

されたと想定したが、既存船については、2008 年～2020 年の各年度にドック入りし

た船舶について一定の普及率で排出削減技術が導入されたと想定する。手法について

表 4.1-2 に示す。  

 

表 4.1-2 既存船に対する排出削減技術普及率の算出方法 

年  2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 

当該年の新造船

に対する導入率  

5 % 10 % 15 % 20 % 25 % 30 % 35 % 

当該年にドック

入りした既存船

に対する導入率  

5 % 10 % 15 % 20 % 25 % (100-5 %)×

30 %=28.5 % 

(100-10 %)

×

35 %=31.5 

% 

既存船全体に対

する当該年の新

規導入率  

2.5 %×

(1/5)=0.5 % 

5.0 %×

(1/5)=1.0 %

7.5 %×

(1/5)=1.5 %

10.0 %×

(1/5)=2.0 %

12.5 %×

(1/5)=2.5 %

28.5 %×

(1/5)=5.7% 

31.5 %×

(1/5)=6.3%

 

 

 

 

 表 4.1-2 に示した方法により、ある技術の既存船全体に対する新規導入率が年毎に

求められる。既存船に対して導入される技術の排出削減率は、2.3.3 に示した新造船に

対する排出削減率の推計方法に倣い、下記のように求められる。 

 

ytctytctEXytctEXytctEX RCDRERPERR
,,,,,,,,,,,

××=　  (11) 

 

ただし、  

・ ERREX,t,tc,y： y 年に船型クラス tc の既存船に技術 t が単独で導入された場合の排出

削減率(%) 

・ ERP EX, t,tc,y：y 年に船型クラス tc の既存船に導入された技術 t の排出削減ポテンシ

ャル(%) 

・ DR EX, t,tc,y： y 年に船型クラス tc の既存船に導入された技術 t の普及率(%) 

・ RC t,tc,y： y 年に船型クラス tc の既存船に導入された技術 t の抵抗比率(%) 

 

ここで新造船同様、既存船に対して導入された技術も他の技術の影響を受ける。既

存船の場合、ドック入りする度に同じフリートに対して繰り返し技術が導入されうる

ので、ある年に導入された技術の排出削減率は、同年またはそれ以前に導入された他

5 年おきに同じフリートがドック

入りすると想定。その場合、以前

のドック入り時に未導入であった

船舶に対して導入されるとした。  
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の技術の影響を受ける。ここで、厳密には既に導入された技術の排出削減率もそれ以

降に導入された技術の影響を受けるが、過度の複雑化を避けるため、本調査では一度

導入された技術の排出削減率は、それ以降に導入された技術に影響されないとした。

即ち、y年に船型クラス tcの既存船に導入されたある技術 tの排出削減率については、

下記のように KEX,tc,zで表される補正係数を算出し、導入効果の減少について近似的に

算出した。  

 

∏ −−=

u
ytcuEXytcEX ERRERR )1(1
,,,,,

 (12) 

∑∑

∏∏

=

=

−

=

−−−

=

u
ytcuEX

z

y

z

y
ytcEX

z

y
ytcEX

ztctEX

ERR

ERRERR

K

,,,
2008

2008
,,

1

2008
,,

,,,

))1()1((

 (13) 

ztcEXytctEXytctEXadj KERRERR
,,,,,,,,,

×=　  (14) 

 

ただし、  

・ ERREX,u,tc,y：y 年に船型クラス tc の既存船に技術 u(t 以外の技術)が単独で導入され

た場合の排出削減率(%) 

・ ERREX,tc,y：y 年に船型クラス tc の既存船に導入された技術 u の合計排出削減率(%) 

・ KEX,tc,z：z 年において新たに既存船に導入される技術 t に対する他技術の影響の補

正係数(%) 

・ ERREX,t,tc,y：y 年に船型クラス tc の既存船に技術 t が単独で導入された場合の排出削

減率(%) 

・ ERRadj,EX,t,tc,y：補正後の y 年に船型クラス tc の既存船に技術 t が単独で導入された

場合の排出削減率(%) 

 

上記に基づき、個別排出削減技術による排出削減量は下記の式により求められる。 

 

∑∑ ×=

y tc
tcEXytctEXadjtEX BEMEERRER
,,,,,,

 (15) 

 

ただし、  

・ EREX,t：既存船に導入された排出削減技術 t の年間排出削減量(t-CO2) 

・ BEMEEX,tc：船型クラス tc の既存船のベースラインでの主機起源年間 CO2 排出量

(t-CO2：ただし本調査では既存船と同一とする) 
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以上の検討を踏まえて算出した結果は表 4.1-3 のとおり。既存船に対する各排出削

減技術の導入による排出削減量は約 56 Mt-CO2と算出される。これは 2.3.2 で算出した

既存船の CO2排出量（543 Mt-CO2）の約 10.4 %に相当する。また、新造船及び既存戦

を併せた 2020 年のベースラインの総排出量は 1,463 Mt-CO2であり、これに対する新

造船への技術的対策の導入による排出削減率は 3.8 %と算出される。 

 

表 4.1-3 2020 年における既存船に対する各排出削減技術の排出削減量 船型別 

 Low 

friction 

coating 

Stern 

duct-frictio

n reduction 

CRP Stern 

duct-propul

sion 

Post-swirl 

system 

Air 

lubrication

Opt. stern 

shape  

WHR 合計  

原油タンカー  1.8  0.3  1.0  0.8  0.8  1.7  0.0  1.4  7.7  

その他タンカー  1.6  0.3  0.9  0.7  0.7  1.5  0.0  1.1  7.0  

バルクキャリア  2.9  0.6  1.6  1.3  1.3  2.7  0.0  2.3  12.6  

一般貨物  1.5  0.3  1.1  0.9  0.9  1.4  0.0  1.0  7.0  

コンテナ  3.0  0.0  2.1  0.0  0.0  2.8  1.3  1.9  11.1  

その他  3.4  0.0  2.4  0.0  0.0  3.2  1.4  0.5  10.9  

合計  14.2  1.5  9.0  3.6  3.6  13.4  2.7  8.2  56.3  

(単位 Mt-CO2/年) 
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表 4.1-4 2020 年における既存船に対する各排出削減技術の年間排出削減量 船型クラス別 

(単位 kt-CO2/年) 

 クラス  Low friction 

coating 

Stern 

duct-friction 

reduction 

CRP Stern 

duct-propuls

ion 

Post-swirl 

system 

Air 

lubrication 

Opt. stern 

shape  

WHR 合計  

Crude oil tanker 200,000dwt+ -715 -139 -387 -311 -311 -672 0 -580 -3,115 

Crude oil tanker 120,000-199,999dwt -358 -70 -194 -156 -156 -337 0 -291 -1,563 

Crude oil tanker 80,000-119,999dwt -473 -92 -257 -206 -206 -445 0 -384 -2,063 

Crude oil tanker 60,000-79,999dwt -104 -20 -56 -45 -45 -98 0 -84 -453 

Crude oil tanker 10,000-59,999dwt -99 -19 -54 -43 -43 -93 0 -81 -432 

Crude oil tanker 0-9,999dwt -8 -1 -4 -3 -3 -7 0 0 -27 

Products tanker 60,000dwt+ -50 -10 -27 -22 -22 -47 0 -40 -216 

Products tanker 20,000-59,999dwt -121 -24 -66 -53 -53 -114 0 -98 -528 

Products tanker 10,000-19,999dwt -38 -7 -21 -16 -16 -36 0 -31 -165 

Products tanker 5,000-9,999dwt -41 -8 -22 -18 -18 -39 0 0 -146 

Products tanker 0-4,999dwt -145 -28 -79 -63 -63 -137 0 0 -516 

Chemical tanker 20,000dwt+ -431 -84 -234 -188 -188 -405 0 -350 -1,880 

Chemical tanker 10,000-19,999dwt -153 -30 -83 -66 -66 -144 0 -124 -666 

Chemical tanker 5,000-9,999dwt -74 -14 -40 -32 -32 -69 0 0 -262 

Chemical tanker 0-4,999dwt -74 -14 -40 -32 -32 -69 0 0 -262 

LPG tanker 50,000dwt+ -99 -19 -53 -43 -43 -93 0 -80 -430 

LPG tanker 0-49,999dwt -102 -20 -56 -45 -45 -96 0 -83 -447 

LNG tanker 200,000dwt+ -8 -2 -6 -4 -4 -7 0 -8 -39 

LNG tanker 0-199,999dwt -268 -53 -188 -151 -151 -252 0 -281 -1,343 

Other tanker  -16 -3 -12 -9 -9 -15 0 -17 -82 

Bulk carrier Other -68 -13 -37 -30 -30 -64 0 -55 -297 

Bulk carrier 200,000dwt+ -455 -89 -247 -198 -198 -428 0 -370 -1,985 

Bulk carrier 100,000-19,999dwt9 -787 -153 -427 -342 -342 -740 0 -638 -3,430

Bulk carrier 60,000-99,999dwt -787 -153 -426 -342 -342 -740 0 -638 -3,429 

Bulk carrier 35,000-59,999dwt -735 -143 -398 -320 -320 -691 0 -596 -3,204 

Bulk carrier 10,000-34,999dwt -61 -12 -33 -27 -27 -58 0 0 -218 

General cargo 0-9,999dwt -196 -39 -138 -111 -111 -185 0 -206 -985 

General cargo 10,000dwt+ -211 -41 -149 -119 -119 -199 0 0 -838 

General cargo 5,000-9,999dwt -299 -59 -211 -169 -169 -282 0 0 -1,189 

General cargo 0-4,999dwt -378 -74 -266 -213 -213 -355 0 -397 -1,897 

General cargo 10,000dwt+ -37 -7 -26 -21 -21 -35 0 -39 -187 

General cargo 5,000-9,999dwt -78 -15 -55 -44 -44 -74 0 0 -310 

Othre dry  reefer -280 -55 -197 -158 -158 -264 0 -295 -1,407 

Other dry  special -45 -9 -32 -25 -25 -42 0 -47 -226 

Container 8,000TEU+ -402 0 -284 0 0 -379 -170 -424 -1,659 

Container 5,000-7,999 TEU -641 0 -452 0 0 -605 -271 -675 -2,644 

Container 3,000-4,999 TEU -751 0 -529 0 0 -708 -317 -791 -3,097 

Container 2,000-2,999 TEU -519 0 -367 0 0 -491 -220 0 -1,597 

Container 1,000-1,999 TEU -506 0 -358 0 0 -479 -214 0 -1,556 

Container 0-999 TEU -180 0 -127 0 0 -170 -76 0 -553 

Vehicle 4,000CEU+ -224 0 -158 0 0 -212 -95 -236 -926 

Vehicle 0-3,999 CEU -129 0 -91 0 0 -122 -55 0 -398 

Ro-Ro 2,000 CEU +lm -85 0 -60 0 0 -80 -36 -89 -350 

Ro-Ro 0-1,999 CEU +lm -132 0 -93 0 0 -125 -56 0 -406 

Ferry Pax only 25kn -121 0 -85 0 0 -114 -51 0 -371 

Ferry Pax only <25kn -124 0 -88 0 0 -118 -53 0 -383 

Ferry RoPax, 25kn -123 0 -87 0 0 -117 -52 0 -379 

Ferry RoPax, <25kn -749 0 -530 0 0 -708 -317 0 -2,303 

Cruise 100,000+ -48 0 -34 0 0 -45 -20 -50 -196 

Cruise 60,000-99,999 -105 0 -74 0 0 -99 -44 -110 -432 

Cruise 10,000-59,999 -83 0 -59 0 0 -78 -35 0 -255 

Cruise 2,000-9,999 -13 0 -10 0 0 -13 -6 0 -42 

Cruise 0-1,999 -4 0 -3 0 0 -4 -2 0 -12 

Service Research -47 0 -33 0 0 -44 -20 0 -143 

Service Tug -450 0 -318 0 0 -425 -190 0 -1,383 

Service Dredging -59 0 -42 0 0 -56 -25 0 -181 

Service SAR -28 0 -20 0 0 -27 -12 0 -87 

Service Workboats -21 0 -15 0 0 -20 -9 0 -63 

Service Other -43 0 -30 0 0 -41 -18 0 -132 

Misc Fishing -186 0 -131 0 0 -176 -79 0 -572 

Misc Trawlers -397 0 -281 0 0 -376 -168 0 -1,222 

Misc Other -90 0 -64 0 0 -85 -38 0 -276 

Misc Other -131 0 -93 0 0 -124 -55 0 -403 

合計   -14,184 -1,522 -9,034 -3,626 -3,626 -13,370 -2,701 -8,193 -56,257 

 

4.1.3 既存船に対する排出削減技術導入による限界排出削減コストの算定 

上記の前提に基づき既存船に対する各排出削減技術に関する MAC を算出した。算

出結果は表  4.1-5 及び図 4.1-2～図 4.1-4 のとおり。既存船に対する技術導入の場合、

新造船に対する導入と比べて設備コストが高価となり、また(low friction coating 以外

は)排出削減ポテンシャルが低下することの双方が影響し、MAC が新造船に比較して

いずれも高く算出されている。  
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表 4.1-5 既存船に対する技術導入の年間排出削減量及び MAC 算出結果  

  Low friction 

coating 

Stern 

duct-frictio

n reduction 

CRP Stern 

duct-propul

sion 

Post-swirl 

system 

Air 

lubrication 

Opt. stern 

shape 

WHR 

年間排出削減量  14.2 1.5 9.0 3.6 3.6 13.4 2.7 8.2 

MAC(ケース A) -50.7 6.1  358.7 -38.2 -22.2 -6.1  633.0  199.3 

MAC(ケース B) -27.4 59.7  547.4 -4.0  19.1  35.0  961.7  357.5 

MAC(ケース C) -53.0 65.6  769.0 -23.0 9.1  34.6  1,319.1  451.4 

 (単位 Mt-CO2(年間排出削減量)、USD/t-CO2(MAC)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1-2 排出削減技術の MAC(既存船：ケース A(割引率 5 %、回収想定期間 20 年)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1-3 排出削減技術の MAC(既存船：ケース B(割引率 10 %、回収想定期間 10 年)) 
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図 4.1-4 排出削減技術の MAC(既存船：ケース C(割引率 5 %、回収想定期間 10 年)) 

 

 表 4.1-5 及び図 4.1-2～図 4.1-4 に示した結果は、既存船に対する排出削減技術の導

入がコスト面で非常に難しいことを示している。この評価結果は海上技術安全研究所

が示した既存船に対する GHG 削減技術適用の検討結果(MEPC 63/INF.13)と異なるが、

これは MEPC 63/INF.13 においては既存船に対する導入コストを新造船に対する導入

コストの 20%～100%増としているのに対し、本調査では表 4.1-1 に示すとおり、既存

船に対する技術導入コストをを新造船に比べ数倍から数十倍と設定し、また多くの技

術について、既存船に対する導入の場合、新造船ほどには排出削減効果を発揮できな

いという設定条件を与えているためためである。
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4.1.4 油価変動による感度解析 

 新造船同様、既存船についても 2020 年から油価が 1000 USD/トンに上昇した場合

の影響について感度解析を行った。結果について表 4.1-6 及び図 4.1-5 に示す。既存

船へのレトロフィットの場合、コストが新造船への導入に比べて相当程度高価となる

技術(例：optimal stern shape のような船型自体の改造を必要とする場合)については油

価の上昇を想定しても MAC は依然としてプラスの値であるが、Air lubrication 等につ

いては油価に応じてプラスにもマイナスにも変動すると算出された。 

 

表 4.1-6 油価変動による感度解析結果(USD/t-CO2) 

 Low 

friction 

coating 

Stern 

duct-friction 

reduction 

CRP Stern 

duct-propulsion

Post-swirl 

system 

Air 

lubrication 

Opt. stern 

shape 

WHR 

ケース A)基

本ケース (油

価 500 

USD/t-fuel) 

-50.7  6.1  358.7 -38.2  -22.2 -6.1  633.0  199.3 

同、2020 年

から 1000 

USD/t-fuelと

なる  

-93.0  -37.2  314.0 -81.5  -65.5 -46.9  589.7  155.6 

同、2020 年

から 100 

USD/t-fuelと

なる  

-16.9  40.7  394.4 -3.6  12.5  26.5  667.6  234.2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1-5 排出削減技術の MAC(既存船：ケース A 油価変動) 

Stern duct-propulsion

Stern duct-friction reduction

WHR 

Low friction coating 

Post-swirl system 

Air lubrication 

CRP 

Opt. stern shape 
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4.2 船舶のオペレーション対策導入による限界排出削減コストカーブの算定 

 

4.2.1 船舶のオペレーション対策導入時における限界排出削減コストカーブ算定方法の検

討 

 船舶における温室効果ガス排出削減は技術的対策によってのみ達成されるのではな

く、諸般のオペレーションの改善でも多大な効果があることが認識されている。

MARPOL 条約附 属 書  VI の改正により強 制化された Ship Energy Efficiency 

Management Plan(SEEMP：MEPC 62/5/4 Annex 2)には、各種の船舶オペレーション上実

施可能な排出削減対策がベストプラクティスとして列記されている。これらは

Fuel-efficient operations (Improved voyage planning, weather routing, just-in-time, speed 

optimization, optimized shaft power), Optimized ship handling, Hull maintenance, 等に分類

され、減速航行は Fuel-efficient operations の中の speed optimization に相当する。ただ

し speed optimization については、機関の熱効率の観点から最適な速度(機関負荷率)が

あるため、操舵が効く最低限の速度で航行することとは異なるとしている。この中で

最も排出削減効果が大きく、かつ排出削減コストが定量的に把握可能と考えられる減

速航行について、排出削減量及び MAC の算出を行った。算定フローを図 4.2-1 に示

す。  

 



 

平成 23 年度「外航海運からの CO2 削減のためのコスト算定と比較」業務 算定フロー（新造船 技術対策＋減速航行）  
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MAC カーブの作成 

 

 

船型クラス別 2020 年までの造船量及び船腹量の算出 

 

 

2020 年の船型クラス別隻数  

2007 年の船型クラス別隻数  

毎年の船型クラス

別造船隻数  

前提：隻数は 2007年から 2020年にかけて線形に変化するとし、さらに前年の

船腹量の 3%が解撤・補充されるとして毎年の造船隻数を算出した。なお 2008

年以降に建造された船舶は 2020 年までに解撤されないとの想定の下に、既

存船の隻数を算出した。

ベースライン（技術未導入時）の燃料消費、CO2 原単位及び燃料消費量、CO2 排出量の算出 

 

 

 

2007 年の船型クラス別年間エネルギ

ー消費量（主機、補機、ボイラ） 

燃料の CO2 原単位（HFO、MDO、

LNG）

積  

前提：船型クラス別一隻あたり CO2 排出量は年、造船年の如何を問わず一定とした。即ち MAC

検討対象とする技術以外の技術革新や経年劣化等は明示的に考慮せず、また機関出力、航行

速度、年間航行日数、燃料消費率は新造船、既存船を問わず将来的に変化しないとした。 

各技術の排出削減量の算出 

 

 

 

MEPC 60/4/36 より対象技

術を抽出。数値は MEPC文

書から引用。 

なお、別途「LNG 焚き船の

導入」を検討。 

技術シナリオの設定（各技術について建造年毎に普及率

及び排出削減ポテンシャルを設定）。次いで普及率×排出

削減ポテンシャル×抵抗係数により建造年別、技術別、船

型クラス別の CO2 排出削減率を算出  

前提：技術シナリオについては、H22

年調査に基づき MAC が低いものほ

ど普及率が高いとし、また毎年線形

に普及率が増加するとした。 

減速航行の検討 

 

 

 

 

減速率を設定（5、 10、

20%） 

船型クラス別年間航海

日数  

前提：減速航行の導入年は 2020 年とした。主機起源排出量は（1-減速

率）2 に比例（減速した分の荷動きは追加的傭船により確保）、補機起源排

出量は航行時間に比例するとした。また既存技術による排出削減量は減

速航行により影響を受けないとした。 

各技術・対策の導入における費用・便益の算出 

 

 

 

各技術の一隻あたり設備コスト、ランニングコスト 

※MEPC59 INF27, MEPC 61 INF.18、船社ヒアリング

等より把握。船型・クラス毎のコストは主機出力また

は船体表面積（重量の 2/3乗で代替）の関数とした。

燃料価格： 

500USD/トンで一

定とする。 

建造年別、技術・対策別、船型クラス別対策費用・対策便益の整理  

・ 技術導入の便益は同時に導入される技術に影響される 

・ ある船型クラスに導入されるある技術の費用・便益を下記のような

一覧表に整理（マイナスは設備投資、プラスは省エネ等の便益）。

例）2009年に建造される船舶に対する技術の導入は 2008年に 1000

の投資を要するが、2009 年以降 100 の省エネ便益を生じる。しか

し 2011年に建造される船舶については、同時に別の技術も導入さ

れるため、当該技術の排出削減効果は 90 に低減する。 

 

ある対策の費用・便益整理表（上段は発生年） 

建造年  2008 2009 2010 2011 2012 … 

2009 -1000 100 100 100 100 … 

2010  -1000 100 100 100 … 

2011   -1000 90 90 … 

 

各技術・対策によ

る省エネ便益（建

造年別、技術別、

船型クラス別） 

積

各技術・対策の正味現在価値（NPV）及び限界排出削減コスト（MAC）の算出 

 

 

 

費用：便益表の集計：回収想定期間全体にわたり費用・便益表の数値を集計し、さらに

船型・クラス毎に合計することにより、ある技術の費用・便益を集計する。 

建造年  2008 2009 2010 2011 2012 … 2028 2029 2030

2009 -1000 100 100 100 100 … 100 - - 

2010  -1000 100 100 100 … 100 100  

2011   -1000 90 90 … 90 90 90 

合計  -1000 -900 -800 290 290 … 290 190 90 

 

ケースの設定  

・ A：割引率 5%、回収想定期間 20 年

（社会資本に近い） 

・ B：割引率 10%、回収想定期間 10 年

（船社の投資判断に近い） 

・ C：割引率 5%、回収想定期間 10 年

各技術・対策の導入に関する費用と便益の、全建造

年、船型クラスに対する現在価値化した合計額（＝正味

現在価値（NPV））の算出

前提：現在価値化の基準年は一律

に 2008年とし、以降の年度に発生す

る費用、便益の合計額（最下段）を

ケース毎の割引率で割り引いた。ま

た、ランニングコスト、便益の発生は

各建造年翌年から各ケースの回収

想定期間内とした。 各技術・対策の導入に関する限界排出削減コスト（MAC） 

※（-NPV÷累計 CO2 排出削減量）で算出。 

※感度分析の実施  

・MARPOL 条約 Annex VI 改定を

想 定 し 、油 価 を 2020 年 か ら

1000USD/トンとしたケース 

・経済停滞等により、油価を 2020

年から 100USD/トンとしたケース 

船型クラス別主機出力、平均トン数

各技術・対策の導入に

関する回収想定期間内

の CO2排出削減量の累

計値  

2007 年の船型クラス別隻数  船型 クラス別

燃料消費原単

位 （トン燃料 /

隻・年） 

商  

船型クラス別 CO2

排 出 原 単 位

（t-CO2/隻・年）

2020 年の船型ク

ラス別 CO2 排出

量（新造船） 

建造年別・船型クラス別 CO2

排出、エネルギー消費削減量
術技各（出算を ＋ ）行航速減

建造年別、技

術・対策別、船

型クラス別エネ

ルギー消費量

削減

費用 ・便益

（ 各 技 術 ・

対策）

各技術・対策（新造船）について、

MAC の小さい順に排出削減ポテ

ンシャルをプロットし、MAC カーブ

を作成。 

建造年別、技

術別、船型クラ

ス別対策導入

隻数 （年度別

造船隻数×普

及率） 

建造年別、技術別、船

型クラス別の CO2 排出

削減量  

前提 ：各技術の導入は原則として独立とする。ただし air 

lubrication と low-friction coating は排他としている。個船によ

る技術の選択は考慮せず、全船舶について「普及率×排出削

減ポテンシャル」で定義される排出削減率を持つ技術が導入

されるとした。また同時に技術が導入されることにより個別技

術の排出削減率は若干減少することを加味した。 

主機起源の排出削

減率算出  

補機起源の排出増

加率、追加的な傭船

量の算出  

建造年別・船型クラス別 CO2

排出、エネルギー消費削減量

（減速航行のみ）

建 造 年 別 、

技 術 別 、船

型 ク ラ ス 別

CO2 排出削

減量  

2020 年の船型ク

ラス別新造船数

（累積） 

2020 年の船型ク

ラス別エネルギー

消費量（新造船）

建造年別、技術別、船

型クラス別のエネルギー

消費量削減  

建造年別・船型ク

ラス別エネルギー

消費量（新造船） 

建造年別・船型ク

ラス別 CO2 排出

量（新造船） 

積  

各技術・対策によ

る 2020 年の CO2

排出削減量の合

計値（横軸） 

各技術・対策によ

る限界排出削減

コスト（MAC ） （縦

軸） 

追加傭船について、船型クラス別の船

価を MEPC61/INF18 より設定、ランニン

グコストは船価の 10％と設定。

減速航行に

よる追加傭

船隻数  

減 速 航

行による

追 加 の

エネルギ

ー 消 費

量削減

減 速 航

行による

追 加 の

CO2 排

出削減
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図 4.2-1 本調査での MAC 算定フロー(新造船 技術対策及び減速航行)24

                                                     
24



 

平成 23 年度「外航海運からの CO2 削減のためのコスト算定と比較」業務 算定フロー（既存船 技術対策のみ）  
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MAC カーブの作成 

 

 

船型クラス別 2020 年までの造船量及び船腹量の算出 

 

 

2020 年の船型クラス別隻数  

2007 年の船型クラス別隻数  

2020 年の船型ク

ラス別新造船数

前提：隻数は 2007年から 2020年にかけて線形に変化するとし、さらに前年の

船腹量の 3%が解撤・補充されるとして毎年の造船隻数を算出した。なお 2008

年以降に建造された船舶は 2020 年までに解撤されないとの想定の下に、既

存船の隻数を算出した。

ベースライン（技術未導入時）の燃料消費、CO2 原単位及び燃料消費量、CO2 排出量の算出 

 

 

 

2007 年の船型クラス別年間エネルギ

ー消費量（主機、補機、ボイラ） 

燃料の CO2 原単位（HFO、MDO、

LNG）

積  

前提：船型クラス別一隻あたり CO2 排出量は年、造船年の如何を問わず一定とした。即ち MAC

検討対象とする技術以外の技術革新や経年劣化等は明示的に考慮せず、また機関出力、航行

速度、年間航行日数、燃料消費率は新造船、既存船を問わず将来的に変化しないとした。 

各技術の排出削減量の算出 

 

 

 

MEPC 60/4/36 より対象技

術を抽出。数値は MEPC文

書から引用。 

なお、別途「LNG 焚き船の

導入」を検討。 

技術シナリオの設定（各技術について建造年毎に

普及率及び排出削減ポテンシャルを設定）。次い

で普及率×排出削減ポテンシャル×抵抗係数に

より建造年（既存船の場合は対策実施年）別、技

術別 船型クラス別の CO2 排出削減率を算出

前提：技術シナリオについては、H22

年調査に基づき MAC が低いものほ

ど普及率が高いとし、また毎年線形

に普及率が増加するとした。 

減速航行の検討 

 

 

 

 

減速率を設定（5、 10、

20%） 

船型クラス別年間航海

日数  

前提：減速航行の導入年は既存船についても 2020 年とした。その他の設

定は新造船の場合と同様。 

各技術・対策の導入における費用・便益の算出 

 

 

 

各技術の一隻あたり設備コスト、ランニングコスト 

※新造船の対策費用を、専門家ヒアリングの倍数で

補正  

対策実施年別、技術・対策別、船型クラス別対策費用・対策便益の整理  

・ 技術導入の便益は同時に導入される技術に影響される 

・ ある船型クラスに導入されるある技術の費用・便益を下記のような一

覧表に整理（マイナスは設備投資、プラスは省エネ等の便益）。 

例）2009年に建造される船舶に対する技術の導入は 2008年に 1000の

投資を要するが、2009 年以降 100 の省エネ便益を生じる。しかし

2011 年に建造される船舶については、同時に別の技術も導入される

ため、当該技術の排出削減効果は 90 に低減する。 

 

ある技術の費用・便益整理表（上段は発生年） 

対策年  2008 2009 2010 2011 2012 … 

2009 -1000 100 100 100 100 … 

2010  -1000 100 100 100 … 

2011   -1000 90 90 … 

 

各技術・対策によ

る省エネ便益（建

造年別、技術別、

船型クラス別） 

積

各技術・対策の正味現在価値（NPV）及び限界排出削減コスト（MAC）の算出 

 

 

 

費用・便益表の集計：回収想定期間全体にわたり費用・便益表の数値を集計し、さらに

船型クラス毎に合計することにより、ある技術・対策の費用・便益を集計する。 

対策年  2008 2009 2010 2011 2012 … 2028 2029 2030

2009 -1000 100 100 100 100 … 100 - - 

2010  -1000 100 100 100 … 100 100  

2011   -1000 90 90 … 90 90 90 

合計  -1000 -900 -800 290 290 … 290 190 90 

 

ケースの設定  

・ A：割引率 5%、回収想定期間 20 年

（社会資本に近い） 

・ B：割引率 10%、回収想定期間 10 年

（船社の投資判断に近い） 

・ C：割引率 5%、回収想定期間 10 年

各技術・対策の導入に関する費用と便益の、全対策実

施年、船型クラスに対する現在価値化した合計額（＝正

味現在価値（NPV））の算出

前提：現在価値化の基準年は一律

に 2008年とし、以降の年度に発生す

る費用、便益の合計額（最下段）を

ケース毎の割引率で割り引いた。ま

た、ランニングコスト、便益の発生は

各対策実施年翌年から各ケースの

回収想定期間内とした。 各技術・対策の導入に関する限界排出削減コスト（MAC） 

※（-NPV÷累計 CO2 排出削減量）で算出。 

※感度分析の実施  

・MARPOL 条約 Annex VI 改定を

想 定 し 、 油 価 を 2020 年 か ら

1000USD/トンとしたケース 

・経済停滞等により、油価を 2020

年から 100USD/トンとしたケース 

船型クラス別主機出力、平均トン数

各技術・対策の導入に

関する回収想定期間内

の CO2排出削減量の累

計値  

2007 年の船型クラス別隻数  船型 クラス別

燃料消費原単

位 （トン燃料 /

隻・年） 

商  

船型クラス別 CO2

排 出 原 単 位

（t-CO2/隻・年）

2020 年の船型ク

ラス別 CO2 排出

量（既存船） 

対策実施年別・船型クラス別 CO2

排出、エネルギー消費削減量を

算出（各技術＋減速航行）

対 策 実 施 年

別 、技 術 別 、

船 型 クラス別

エネルギー消

費量削減

費用 ・便益

（各技術） 

各技術・対策（既存船）について、

MAC の小さい順に排出削減ポテ

ンシャルをプロットし、MAC カーブ

を作成。 

対 策 実 施 年

別 、技 術 別 、

船 型 クラス別

対策導入隻数

（年度別造船

隻 数 × 普 及

率）

前提：既存船については、ドック入りの周期を５年おきとし、毎

年のドック入りする船舶に対して同じ年の新造船の普及率と

同じ率で対策が実施されるとした。また、一部の技術の排出削

減ポテンシャルは新造船に実施される場合に比べて低下する

と想定した。（他の設定は新造船と同様）

主機起源の排出削

減率算出  

補機起源の排出増

加率、追加的な傭船

量の算出  

対策実施年別・船型クラス別

CO2 排出、エネルギー消費削

減量を算出（減速航行のみ）

対策実施年

別、技術別、

船 型 ク ラ ス

別 CO2 排出

削減量  

2020 年の船型ク

ラス別既存船数  

2020 年の船型ク

ラス別エネルギー

消費量（既存船）

対 策 実 施 年 別 、技 術

別、船型クラス別のエネ

ルギー消費量削減  

積  

各技術・対策によ

る 2020 年の CO2

排出削減量の合

計値（横軸） 

各技術・対策によ

る限界排出削減

コスト（MAC ） （縦

軸） 

差  

各年毎のドック入り船数の設定

対 策 実 施 年 別 、技 術

別、船型クラス別の CO2

排出削減量  

燃料価格： 

500USD/トンで一

定とする 

追加傭船について、船型クラス別の船

価を MEPC61/INF18 より設定、ランニン

グコストは船価の 10％と設定。

減速航行に

よる追加傭

船隻数  

減 速 航

行による

追 加 の

エネルギ

ー 消 費

量削減

減 速 航

行による

追 加 の

CO2 排

出削減
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図 4.2-2 本調査での MAC 算定フロー(既存船 技術対策及び減速航行)

25

                                                     
25

Stern duct-propulsion 

Stern duct-friction reduction

Speed reduction（20 %）

WHR 

Low friction coating 

Post-swirl system 

Speed reduction（5 %）

Air lubrication 

CRP 

Opt. stern shape 

Speed reduction（10 %）
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 新造船における減速航行の実施による排出削減量及び MAC については、次のよう

な前提を置いて算定した。  

まず減速航行による排出削減量算定に当たって、下記の前提を置いた。 

・ 減速航行を行うと、ある期間内に個船が輸送可能な貨物量(トンマイル/隻/期間)が

減少する。本調査ではこのような輸送可能な貨物量の減少に対応するために、新

たに船舶を調達する必要があるとした。現実にはこのような輸送すべき貨物量の

減少を、とりわけ減速率が小さい場合において航行日数の増加(1 回の停泊時間の

短縮)により解決可能な場合がある。また船舶が貨物を満載していない場合には貨

物の消席率を増加させることで対応することが可能な場合もある。しかし本調査

の基本ケースではそのようなシナリオは想定せず、新たな船舶の調達の必要があ

ると仮定した。なお減速航行において追加的な傭船を必要としないケースについ

ても排出削減量と MAC を算出し、表 4.2-6 に示した。  

・ 減速航行の実施時期は 2020 年とし、新たな船舶の調達は 2020 年における船舶の

建造という形を取るとした。ただし MAC については他の技術対策との整合を取る

意味で 2007 年時点に割り引いた。 

・ 減速航行実施時の補機による燃料消費量の変化は、実際には補機のオペレーショ

ンや使用状況によりさまざまであるが、本調査では、補機は航行中、停泊中の如

何を問わず同じように稼動すると仮定した。従って減速航行により個船の主機に

よるエネルギー消費量は減少するが、逆に補機によるエネルギー消費量は増加す

ることになる。  

 

4.2.2 減速航行による排出削減量の算定 

 

(1) 新造船に対する減速航行による排出削減量の算定 

船舶航行時の抵抗は概ね速度の二乗に比例するため、個船のエンジン出力(MW)は速

度の三乗に比例する。また、個船の主機の燃料消費量はエンジン出力×航行時間(MWh)

に比例する。反面、減速の場合は減速分の荷動きを確保するための追加的な用船が必

要となる。即ち航行速度 V からΔV だけ減速した場合の個船 i の主機の CO2 排出量

CEi,ME,V→ΔVは式(16)のように表される。  

 

)
)(

(
3

3

,,,,
V

VV
CECE

VMEVVMEi

Δ−
=

Δ→
 (16) 
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ただし、  

・ CEi,ME,V→ΔV：速度 V からΔV だけ減速した場合の個船 i の主機の CO2排出量(t-CO2) 

・ CEi,ME,V：速度 V で航行する場合の個船 i の主機の CO2排出量(t-CO2) 

・ V：航行速度(ノット) 

・ ΔV：航行速度の変化(ノット) 

 

ここである船型クラス全体に着目すると、減速航行にもかかわらず従前と同じ荷動

きを確保するためには、全体の隻数が(V/V-ΔV)の比率で増加する必要がある。即ち、

フリート全体では主機の CO2排出量 CEME,V→ΔVは式(17)のように表される。  

( ) 2

,2

2

,3

3

,, 1)()

)(

( ⎟
⎠

⎞
⎜
⎝

⎛ Δ
−=

Δ−
=Δ−

×Δ−
=

Δ→
V

V
CE

V

VV
CE

V

VV

V
VV

CECE
VMEVMEVMEVVME

 (17) 

 

即ち減速航行による排出量の変化は速度変化の二乗に比例する。換言すれば、10 %

減速すると排出削減率は 19%となり、50 %減速すると排出削減率は 75 %となる。ここ

で上式は既存の船舶と減速航行により追加的に必要となる船舶を区別していないが、

前述の前提に基づくと減速航行により追加的に必要となる船舶は減速航行の実施に伴

い新たに建造される必要があり、減速航行は 2020 年に行われるとする前提より、それ

らは 2020 年における対策が盛り込まれた船舶となる。この点を加味すると、上式は

以下のようになる。。  

 

VV

V

V

VV
ERRCE

V

VV
CECE

tVMEVMEVVME
Δ−

Δ
×

Δ−
×−×+

Δ−
×=

Δ→
)

)(
()1()

)(
(

3

3

2020,,3

3

,,  (18) 

 

ただし、  

・ ERRt,2020：2020 年に建造される船舶における技術的対策による効率改善率(%) 

 

ここで ERRt,2020がゼロ、即ち 2020 年までに船舶の効率向上がない場合、上の 2 つの

式は同一となる。  

次いで補機に関する検討を行う。減速航行の補機に対する影響は、実際には補機の

性質によりさまざまであるが、ここでは、補機は航行中、停泊中の如何を問わず同じ

ように稼動すると仮定する。従って航行速度 V からΔV だけ減速した場合、1 年間の

航行日数(days at sea：DAS)は V /(V-ΔV)の比率で増加する。従って補機による CO2排

出量 CEAUX,V→ΔVは式(19)のように表される。  
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365

365

1

'
V,,

DAS

V

V

DAS

KCE
VAUXi

−+

⎟
⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜
⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

Δ
−

=
Δ→

 (19) 

 

ただし、  

・ CEi,AUX,V→ΔV：速度 VからΔVだけ減速した場合の個船 iの補機の CO2排出量(t-CO2) 

・ DAS：航行日数(days at sea：日数/年) 

 

上式の分子は減速前と同じ荷動きを行うために必要な日数に相当し、365 を超える

が、これは減速分の荷動き減少を補填するために必要な船腹量の増加と同等である。  

以上を総合して減速航行の効果を算出する。算出に当たり、減速航行のようなオペ

レーション上の対策は 2.3 及び 4.1 で述べた技術的対策とは異なり可逆的であること

から、その対策効果は技術的対策に劣後する(即ち減速航行の効果は導入される技術的

対策の影響を受けるが、技術的対策の効果は減速航行の影響を受けない)とした。上記

に従い、各年度に建造された船型クラスについて、式(20)、式(21)および式(22)により

減速航行の効果を算出した。  

 

tcBLME

tcBLAUXtcBLMEtcSRAUXtcSRME

tcSR
CE

CECECECE
ERR

,,

,,,,,,,,

,

)}(){()}(){( +−+

=  (20) 

 

tcBLME

tcBLMEtcBLMEycSR
t

yctctadj

yctcSRadj
CE

CECEERRERR

ERR

,,

,,,,,,,,

,,,

)1()1( −×−×−

=

∑

 (21) 

 

ただし、  

・ ERRSR,tc：船型クラス tc の新造船が減速航行のみを行った場合による排出削減率(%) 

・ CEME,SR,tc：船型クラス tc の新造船が減速航行のみを行った場合による主機起源の

排出量(t-CO2：減速航行により減少) 

・ CEAUX,SR,tc：船型クラス tc の新造船が減速航行のみを行った場合による補機起源の

排出量(t-CO2：減速航行により増加) 

・ CEME,BL,tc：ベースラインの主機起源の排出量(t-CO2 / yr) 
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・ CEAUXBL,tc：ベースラインの補機起源の排出量(t-CO2 / yr) 

・ ERRadj,t,tc,yc：排出削減量算出に用いるための建造年度 yc 年に船型クラス tc に導入

された技術 t の排出削減率(%) 

・ yctcSRadjERR
,,,

：技術的対策の導入を考慮した減速航行の排出削減率(%) 

 

さらに、  

∑∑ ×=

yc tc
tcycyctcSRadjSR BEMEERRER
,,,,

 (22) 

 

ただし、  

・ ERSR：新造船に対する減速航行による年間排出削減量(t-CO2 / yr) 

・ BEMEyc,tc：建造年度 yc 年、船型クラス tc の新造船のベースラインでの主機起源年

間 CO2排出量(t-CO2 / yr：ただし本調査では建造年度によらないとする) 

 

以上のような前提に基づく減速航行による排出削減効果は表 4.2-1 のとおり。  

 

表 4.2-1 2020 年における減速航行による年間排出削減量(新造船：Mt-CO2/年) 

減速率  5 % 10 % 20 % 

排出削減量(Mt-CO2) 70.2 135.6 252.0 

排出削減率（新造船の総排出量比） 7.6% 14.7% 27.4% 

排出削減率（新造船及び既存船の総排

出量比）  
4.8% 9.3% 17.2% 

 

 即ち、2008 年～2020 年に建造された船舶が 5 %の減速航行を行った場合による排

出削減量は、MEPC 60/4/36 に記載されている技術的対策による排出削減量 (約 79 

Mt-CO2)にほぼ匹敵すると算出される。前述のように補機起源の排出量は増加するた

め、排出削減量は減速率には比例せず、表 4.2-1 に示した範囲では減速率の増加分よ

りやや小さい比率で増加する。  

 

(2) 既存船に対する減速航行による排出削減量の算定 

既存船に対する減速航行の効果算出に当たっては、新造船同様、導入年を 2020 年

と定めて算出した。ここで新造船と同様に、既存船の減速航行の効果は他に導入され

た排出削減技術に影響されるが、排出削減技術の効果は減速により影響を受けないと

いう前提を置いた。具体的には式(23)のように計算した。 
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tcBLME

tcBLMEtcBLMEycSR
t

ytcEX

ytcSREXadj
CE

CECEERRERR

ERR

,,

,,,,,,,

,,,,

)1()1( −×−×−

=

∑

 (23) 

 

ただし、  

・ ERREX,tc,y：y年に船型クラス tcの既存船に導入された全技術の合計排出量削減率(%) 

・ CEME,SR,tc：船型クラス tc の新造船が減速航行のみを行った場合による主機起源の

排出量(t-CO2：減速航行により減少) 

・ CEAUX,SR,tc：船型クラス tc の新造船が減速航行のみを行った場合による補機起源の

排出量(t-CO2：減速航行により増加) 

・ CEME,BL,tc：ベースラインの主機起源の排出量(t-CO2 / yr) 

・ CEAUXBL,tc：ベースラインの補機起源の排出量(t-CO2 / yr) 

・ ERRadj,t,tc,yc：排出削減量算出に用いるための建造年度 yc 年に船型クラス tc に導入

された技術 t の排出削減率(%) 

・ ytcSRadjERR
,,,

：技術的対策の導入を考慮した減速航行の排出削減率(%) 

 

さらに、  

∑∑ ×=

yc tc
tcytcSREXadjytcSR BEMEERRER
,,,,,,

 (24) 

 

ただし、  

・ ERSR,tc,y：y 年に船型クラス tc の既存船に対する減速航行による年間排出削減量

(t-CO2 / yr) 

・ BEMEc,tc：建造年度 yc 年、船型クラス tc の新造船のベースラインでの主機起源年

間 CO2排出量(t-CO2 / yr：ただし本調査では建造年度によらないとする) 

 

既存船の減速航行による CO2排出削減量について表 4.2-2 に示す。  

 

表 4.2-2 減速航行による CO2排出削減量(既存船：Mt-CO2/年) 

減速率  5 % 10 % 20 % 

排出削減量(Mt-CO2) 38.7 74.8 138.8 

排出削減率（既存船の総排出量比）  7.1% 13.8% 25.5% 

排出削減率（新造船及び既存船の総排出量

比）  
2.6% 5.1% 9.5% 
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4.2.3 減速航行による限界排出削減コストの算定 

減速航行における MAC の算出に当たっては、減速航行の便益と併せ、コスト要因

として船舶量の増加を考慮する必要がある。これは設備コスト及び運営コストの双方

の要因がある。減速航行により個船の年間航行日数は速度に反比例して増加し、停泊

日数は不変とした。これは以下の式(25)のように表される。  

 

1
365

)365(

FL −

−+
Δ−

×

=Δ
Δ→

DAS
VV

V
DAS

VV
 (25) 

 

ただし、  

・ ΔFLV→ΔV：速度 V からΔV へ減速した場合の隻数の変化(%) 

・ DAS：年間航行日数(日) 

 

例えば航行 2 日、停泊 1 日、計 3 日という周期で運行している船舶に対して 50 %

の減速を行うと、荷動きの周期は航行 4 日、停泊 1 日、計 5 日となる。即ち従来は 3 

日で完了していた荷動き業務に 5 日を要することとなり、それを補填する船舶数(5 ÷ 

3 – 1 = 67 %の隻数増加)が必要となる。従ってこの船舶が半分の速度で減速航行を行

う場合、荷動きを従来レベルに保つためには 1 隻につき 0.67 隻の追加的な傭船が必要

となると算定される。この設備コストは式(26)のように算出できる。 

 

VVVV
FLSPCAPEX

Δ→Δ→
Δ×=  (26) 

 

ただし、  

・ CAPEXV→ΔV：速度 V からΔV へ減速した場合の傭船コストの増加(USD)
26
 

・ SP：船価(USD) 

 

なお 2020 年の船舶のコストには導入された排出削減技術の分が上乗せされるが、

多くの技術について運営コストはゼロまたは設備コストに比べて小さいため、これら

は船価についてのみ影響を与えるとした。  

また、増加した船舶の運行に伴い、船員、保険、潤滑油等の付随費用が毎年発生す

る(燃料費については削減効果として織り込まれる)。これらについては、増加した船

                                                      
26 世界の造船能力を考慮すると、追加的に必要な船舶は実際には大規模な減速航行実施年

(2020 年)の 5 年前程度から追加的に建造することが必要になると考えられる。ただしここでの

計算では、これら設備コストは 2019 年に全て発生するとしているが、導入技術の追加的コス

トの前倒しによる影響は軽微である。 
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舶の設備コストの 10 %とした。運営コストの増加は式(27)のように表される。 

 

VVOPEXVV
CAPEXROPEX

Δ→Δ→
×=  (27) 

 

ただし、  

・ OPEXV→ΔV：速度 V からΔV へ減速した場合の傭船に伴い毎年発生する運営コスト

の増加(USD) 

・ ROPEX：船価に対する運営コストの比率(10%) 

 

 以上のようにして算出した新造船の減速航行の MAC を表 4.2-3 に示す。  

 

表 4.2-3 減速航行による MAC 算出結果(新造船) 

減速率  5 % 10 % 20 % 

年間排出削減量  70.2 135.6 252.0 

MAC(ケース A) -20.0 -16.6 -8.3 

MAC(ケース B) -1.6 1.2 8.1 

MAC(ケース C) -12.1 -6.8 6.5 

(単位 Mt-CO2/年(年間排出削減量)、USD/t-CO2(MAC)。主機関の小型化は行われないと想定) 

 

 結果として減速航行の MAC はプラスにもマイナスにもなり、全体としては個別排

出削減技術の導入と比べて費用対効果は低く算出される。 

なお、新造船については、減速航行に関しては主機関の小型化により対応するとい

う選択肢もある。設計速度で航行している船舶が 5 %の減速を行うと、主機関の設計

出力を 1 - 0.95
3 
= 14%減じることが可能であり、その分船価は低下する。船価の低下

をエンジン設計出力 1kWあたり 800 USDとおいた場合の MAC変化を表 4.2-4に示す

(エンジン設計出力低下に伴う貨物容量増大等の付随的便益はここでは考慮しない)。

減速航行に伴う主機関の設計出力低下の影響は小さい。減速航行への対応策としての

主機関の小型化を開始する時期が早ければこの差は大きくなるが、主機関を小型化し

た船舶の発注と減速航行の開始の時期が乖離するのは不自然であると考えられる。な

お、主機関の小型化により、変化する輸送需要への対応の柔軟性が失われることを想

定すると、減速航行の対策としての導入は想定しにくい。 

 

表 4.2-4 2020 年建造船舶の主機関小型化による MAC(新造船：USD/t-CO2) 

 減速率 5 % 減速率 20 % 

 小型化しない 小型化する 小型化しない 小型化する 

ケース A -20.0 -20.1 -8.3 -8.7 

ケース B -1.6 -1.7 8.1 7.8 

ケース C -12.1 -12.2 6.5 6.0 



 114

 

同様に算出した既存船の減速航行の MAC について表 4.2-5 に示す。新造船に比べ

て MAC がやや高く算出されているが、これは本モデルにおける技術導入シナリオに

より既存船のほうが排出削減技術が導入されうると計算されるため、同じ減速率では

既存船のほうが排出削減効果が低く(即ち MAC が高く)算出されることが挙げられる。 

 

表 4.2-5 減速航行による MAC(既存船) 

減速率  5 % 10 % 20 % 

年間排出削減量 38.7 74.8 138.8 

MAC(ケース A) -12.2 -8.4 1.2 

MAC(ケース B) 3.9 7.0 14.5 

MAC(ケース C) -0.7 5.4 20.5 

(単位 Mt-CO2/年(年間排出削減量)、USD/t-CO2(MAC)) 

 

 新造船及び既存船に対して減速航行対策を適用した際の MAC カーブについて図  

4.2-3～図 4.2-5（新造船）、図 4.2-6～図 4.2-8（既存船）に示す。  

 

 

図 4.2-3 排出削減技術の MAC 

(新造船＋減速航行：ケース A(割引率 5 %、回収想定期間 20 年)) 
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図 4.2-4 排出削減技術の MAC 

(新造船＋減速航行：ケース B(割引率 10 %、回収想定期間 10 年)) 

 

 

図 4.2-5 排出削減技術の MAC 

(新造船＋減速航行：ケース C(割引率 5 %、回収想定期間 10 年)) 
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図 4.2-6 排出削減技術の MAC 

(既存船＋減速航行：ケース A(割引率 5 %、回収想定期間 20 年)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2-7 排出削減技術の MAC 

(既存船＋減速航行：ケース B(割引率 10 %、回収想定期間 10 年)) 
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図 4.2-8 排出削減技術の MAC 

(既存船＋減速航行：ケース C(割引率 5%、回収想定期間 10 年)) 

 

 なお、港湾における効率化等により、追加的な傭船を行うことなしに減速航行を行

うケースも、とりわけ減速率が小さい場合には想定できる。この場合、減速後の排出

削減量は下記の式(28)で算出できる。  
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ただし、  

・ CEi,ME,V→ΔV：速度 V からΔV だけ減速した場合の個船 i の主機の CO2排出量(t-CO2) 

・ CEi,ME,V：速度 V で航行する場合の個船 i の主機の CO2排出量(t-CO2) 

 

上式により算出した年間排出削減量と MAC を表 4.2-6 に示す。この場合は追加的

な傭船は不要であるため排出削減量は増加し、また追加的な傭船コストが発生しない

ために MAC は表 4.2-3 及び表 4.2-5 より大幅に低下する。  
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表 4.2-6 減速航行による MAC 算出結果(追加傭船の要否に関する比較) 

 新造船  既存船  

 追加傭船あり 追加傭船なし 追加傭船あり 追加傭船なし 

年間排出削減量 70.2 104.5 38.7 59.2 

MAC -20.0 -56.1 -12.2 -53.4 

(ケース A(割引率 5 %、回収想定期間 20 年)、減速率 5 %とおいた。単位 Mt-CO2(年間排

出削減量)、USD/t-CO2(MAC)) 

 

4.2.4 油価変動による感度解析 

 減速航行についても油価変動による感度解析を行った。結果について表 4.2-7 及び

図 4.2-9～図 4.2-10 に示す。油価の上昇により減速航行の MAC は低下し、大きくマ

イナスになると算出されるが、反面油価の大幅下落によりプラスに上昇する。即ち油

価変動は減速航行のインセンティブに対して大きな影響がある。  

 

表 4.2-7 油価変動による感度解析結果(USD/t-CO2) 

 新造船  既存船  

ケース A(ベースケース、500 USD/t-fuel) -20.0 -12.2 

同、油価上昇(2020 年から 1000 USD/ t-fuel) -76.1 -65.6 

同、油価低下(2020 年から 100 USD t-fuel) 24.9 30.5 
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図 4.2-9 排出削減技術の MAC 

(新造船＋減速航行：ケース A(割引率 5 %、回収想定期間 20 年) 油価変動) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2-10 排出削減技術の MAC(既存船＋減速航行：  

ケース A(割引率 5 %、回収想定期間 20 年) 油価変動) 
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4.3 中・長期的な排出削減対策に対する適用を考慮した限界排出削減コストの算定 

上記以外の排出削減対策についても検討したが、スカイセイルやバイオ燃料等の長

期的な排出削減技術については、それらによる排出削減量を算定するために必要なパ

ラメータ(排出削減ポテンシャル、普及率、イニシャルコスト)について不確実性が高

いものが多い。さらに、2020 年において中・長期的な排出削減対策が、全体の排出量

に影響するほどの普及率とそれに伴う排出削減量を持つという将来シナリオも現時点

では蓋然性が低い。一方で、対象年をたとえば 2050 年にした場合、普及対象である船

舶の建造量、必要な資金パラメータや油価についての不確実性が大きく MAC 算定を

行っても意味のある解析になり得ないと判断した。  

このため、本調査では現実的な導入シナリオが比較的想定しやすい LNG 焚き船の導

入について検討したが、これに関する分析は参考資料 2 に記載することとする。 
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5 他の部門における障壁及び克服手段に関する検討 

 海運部門における排出量削減対策の導入障壁克服に資するため、海運以外の分野における排

出削減技術導入に対する障壁について検討した。 

 

(住宅・建築物部門における障壁及び克服手段に関する検討)(5.1 節) 

 MAC がネガティブとなる技術に対する障壁の一つとして、所有者と利用者が異なることな

どに起因する「インセンティブの乖離」があげられる(3 章参照)。このような「インセンティ

ブの乖離」の特徴を持つ住宅・建築物部門における障壁と、その対策について分析した。 

 従来の省エネ法では、一定量以上のエネルギーを使用する建物のオーナーに省エネ対策実施

の義務が課されてきたが、テナントビルではビルオーナーとテナント側の省エネ意識の相違か

ら省エネ化が進みづらいという課題があった。このため、平成 22 年の省エネ法改正で、一定

量以上のエネルギー使用者を「特定事業者」、フランチャイズチェーン等を「特定連鎖化事業

者」として指定し、省エネ対応を義務づける特定事業者、特定連鎖化事業者の指定制度が導入

された。  

 住宅分野では、マンション建築時のデベロッパーと居住者のニーズの相違や居住者の省エネ

意識の問題が存在し、業務分野・産業分野でも特定事業所以外の事業者が利用するテナントス

ペースや中小規模建物での省エネ化は進んでいない。これらの分野を含め広く省エネ化を推進

するため、2000 年より機器メーカーを対象に、目標年次までに自社の出荷する機器の平均効

率を定められた目標値以下にすることを求めた、機器の省エネ基準制度である「トップランナ

ー基準」が導入された。 

 さらに、上記のようなトップランナー対象機器の普及を促進するため、一部品目について、

自社カタログに「省エネルギー基準の達成率」等を表示したラベルの表示を義務づける、省エ

ネラベリング制度が導入された。 

 その他、省エネ機器への補助金制度等が導入されているほか、海外では米国の「ENERGY 

STAR Label for Commercial Buildings」、欧州の「Energy performance certificates」建築物を対象

とした省エネ性能表示制度・証書制度等も導入されている。 

 

(輸送部門における障壁及び克服手段に関する検討)(5.2 節) 

 輸送部門では、住宅・建築物部門とは異なり短期的な削減技術は既に導入が進んでいるため、

現時点でコスト面から広範な普及が望めない技術の普及を目指すための取組を整理した。  

 自動車部門では、電気自動車、ハイブリッド自動車を対象に MAC の試算を行うといずれも

数万円/t-CO2という非常に高い対策コストとなる。その導入期においては国からの補助金が一

定の役割を果たしたが、現在は消費者ニーズに即した多様な商品の提供や環境意識への訴求が

効果をあげていると考えられる。 

 航空分野については、一般的に航空機の所有者は航空会社そのものであるため、船舶のよう

なインセンティブの乖離は生じにくい。既存の検討や、今回調査での軽量新型機の導入による

MAC 試算の結果では対策費用は必ずしもマイナスではないが、航空機メーカーは新型機開発

の際に一定の対策技術を適用し、また航空会社側も定期的に機材を更新する必要があるため、

対策を織り込んだ新型機の導入により対策が進捗するものと想定される。 

 内航海運は、船主と事業者とのインセンティブの乖離をはじめ外航海運と類似した障壁が存

在すると考えられる。改正省エネ法に基づく特定旅客輸送事業者及び特定貨物輸送事業者に 2

万総トン以上の船腹の船舶が含まれているほか、これらに対して輸送を委託する特定荷主に対

する省エネ計画の策定・提出及びエネルギー使用量の報告が 2007 年 4 月より義務付けられて

いる。このほか、内航海運省エネ診断推進委員会による省エネ推進体制の構築及び啓発、環境

低負荷船に対する特別償却、省エネ設備を搭載する船舶の建造・改造に対する関連費用の補助

制度、省エネ船の共有建造の際の船舶使用料の削減等の取り組み、エコシップマークの採用に

よるモーダルシフト推進等、多面的な対策が推進されている。 
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(大規模排出施設における障壁及び克服手段に関する検討 (5.3 節) 

 製鉄所、発電所等の大規模排出施設における排出削減対策について整理した。  

 鉄鋼業における個別技術として、例えば高炉での銑鉄製造を含む製鋼過程で最も排出削減効

果が大きいとされている技術であるコークス乾式消火(Coke dry quenching：CDQ)は日本の製鉄

所の全てにおいて導入されており、現在最大の鉄鋼生産国である中国でも導入が進んでいる。

しかしその他諸国では未導入の製鉄所が多くなっている。 

 省エネ技術の導入への障壁として、エネルギー価格の上昇や市場環境の悪化のため、企業が

投資に踏み切れないこと、地域毎の規制レベルの相違等が指摘されており、中国など国によっ

ては規制的手法が導入され効果を挙げている。 

 電気事業における排出削減対策の導入コストとしては、国家戦略室の試算で、例えば一般水

力による石炭火力の代替(4,375 円/t-CO2)、陸上風力による LNG 火力の代替(9,500 円/t-CO2)、

メガソーラーによる LNG 代替(70,375 円/t-CO2)等、再生可能エネルギー導入に関しては比較的

高い導入コストが試算されている。 

 これに対し、各種補助金対策が導入されているほか、電力の固定価格買取制度の購入価格設

定がその導入動向に大きな影響を与えると考えられる。 

 

(障壁及び克服手段の概要))(5.4 節) 

 外航海運部門の持つ、「インセンティブの乖離」、「独立した省エネデータ・成果検証の欠如」

等の障壁については、類似した障壁を持つ内航海運部門、住宅・建築物部門でのラベリング等

も含めた包括的な取組が参考となる。 

 その他一般的な障壁については、自動車部門、電気事業における補助金等の対策実施者への

インセンティブ付与、海外鉄鋼業界における規制的手法等も参考とすることができる。 

 排出削減対策の導入がほとんど新型機の導入により実現される航空部門も、造船所と船社と

の関係という観点では参考となる。 

 

5.1 住宅・建築物部門における障壁及び克服手段に関する検討 

 外航海運において MAC がマイナス(即ち導入が費用効果的)と算出される技術の導

入に対する障壁の一つとして、所有者と利用者が異なることなどに起因する「インセ

ンティブの乖離」があげられる(3 章参照)。住宅・建築物部門においても、建築物のオ

ーナーと賃貸者が異なるという一般的によく見られる事象があり、外航海運同様のイ

ンセンティブの乖離が見られることから、住宅・建築物部門における各種温室効果ガ

ス排出削減技術の導入に対する障壁及び克服手段について分析する。 

 わが国では政府の規制を中心に、各種施設における省エネ化への取り組みが工場や

ビルのオーナー等に対する「義務」として定められてきた。その中心は「エネルギー

の使用の合理化に関する法律(省エネ法)」である27。具体的には、経済産業省と国土交

通省所管のもとで、産業分野・民生分野・運輸分野の各分野においてビルや工場のオ

ーナー、製造機器メーカー等に省エネ推進の義務を課しており、その概要は図  5.1-1

                                                      
27 1979 年に制定され、以後適用範囲が拡大されてきた。1998 には、自動車や電気機器等に対

し、市場に流通している機器のうち最高水準のものをエネルギー効率の基準とするトップラン

ナー基準が導入された。また 2005 年には運輸部門（荷主）への拡張と併せ、建築物の新築・

増改築にも対象を拡大した。2010 年の改正ではこれまでの工場・事業場単位のエネルギー管

理から、事業者単位(企業単位)でのエネルギー管理に規制体系が変わり、年間エネルギー消費

量が石油換算 1,500kl 以上の事業者（特定事業者）に対して年平均 1 %以上のエネルギー消費

原単位の削減が求められることとなった。 
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の通りまとめられる。  

 

図 5.1-1 省エネ法の概要  

 

 業務用ビル(オフィスビル、学校、病院等)、マンション、工場のそれぞれについ

て、各分野における省エネ技術導入の障壁や過去に障壁となってきた点についての

情報を収集した。まずは主要な障壁についての全体像を図  5.1-2 にまとめた上で、

それぞれの障壁の概要についてまとめる。

 

＜機器のエネルギー性能表示(ラベリング)＞  

・ エアコン、冷蔵庫、蛍光灯、給湯機器などの約 20 品目を特定機器として指定。

これらの機器はエネルギー消費効率の性能表示を表示すること、省エネラベ
ルが添付されなければならないことが義務付けられている。 

＜機器の製造・輸入業者の義務＞  

・ 特定機器ごとに、機器のエネルギー消費効率目標が定められ、製造・輸入業

者は自社の販売する機器の平均エネルギー効率が目標を達成することを義務

付けられている。 

 

・ 延床面積 2,000 ㎡を超える全ての建築物について、新築時・増改築時(一定規

模以上)に省エネ措置の届出を行う必要がある。 

・ この際、外壁、窓等を通しての熱の損失防止のための基準値や設置する設備

(空調設備、照明、エレベータ等)のエネルギーの効率性の基準値が定められ

ている。対象建物の施主は設計時に、これらに関する届出を行うことが義務
付けられている。 

 

＜エネルギー管理指定工場＞  

・ 一定以上のエネルギーを消費するビル・工場を「エネルギー管理指定工場

(3,000 kl/年以上が第一種、1,500 kl/年以上が第二種)」に指定。これらのビル・

工場に国へのエネルギー消費量報告義務、エネルギー管理士の選任義務、省
エネ計画策定義務、年 1 %の省エネ化努力義務等が課せられる。 

＜特定事業者・特定連鎖化事業者＞  

・ H22 年の法改正で新たに加えられた措置であり、自社の設置しているすべて

の工場等(テナント入居含む)のエネルギー使用量の合計が 1,500 kl/年以上の

事業者を「特定事業者」として指定。フランチャイズチェーン本部(連鎖化事

業者)についても同様に、「特定連鎖化事業者」として国が指定。 

・ 小規模建物やテナント含め、事業者全体として国へのエネルギー消費量報告
義務、エネルギー管理者の選任義務、省エネ計画策定義務等が課せられる。

エネルギーの使用の合理化に関する法律(省エネ法) 

工場等に係る措置  

建築物に係る措置  

機械器具に係る措置  
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住宅・建築物部門における主要障壁 

業務用ビルにおける省エネ技術の浸透に対する障壁としては下記が挙げられる。 

 

図 5.1-2 陸上施設における省エネルギー技術導入障壁の概要  

①－１ テナントビルにおけるオーナーサイドの省エネインセンティブ欠如

・ 新築ビルの省エネ性能に影響。 

・ テナントビルでは、テナント側で使用する光熱費はテナント側が負担をす
る。省エネ投資は、オーナーにとっては初期投資の負担増は賃料上昇による
空室率低下などマイナスの側面が大きいため進みづらい。 

①－２ テナントサイドの省エネ意識欠如  

・ 竣工後のビルの省エネ活動等に影響。 

・ 一部のテナントビルでは、オーナーが省エネ化に積極的であってもテナント
サイドの省エネ意識が乏しいことが省エネ化の障壁となっている。 

業務用ビル  

①テナント・オーナー間のニーズの相違 

・ 多くのオーナーの省エネ投資に対する意識は「投資回収は 2～3 年、長くと
も 5 年」。このため、ライフサイクルでの経済性が既存技術に比べて優れて
いたとしても、導入に至らない技術が多い。  

②投資回収年数に関するオーナーの厳しいニーズ 

マンション  

・ デベロッパーの建築時の重視項目は「完成在庫物件の低減」であり、販売価
格の上昇につながる「省エネ」への投資は進みづらいのが現状。  

①マンションにおけるデベロッパーと居住者のニーズの相違 

・ 現行の法規制ではマンションの個別住戸への措置や規定がなく、居住者に省
エネ意識がない場合には住戸の省エネ化は野放しの状態。  

②マンション居住者側の省エネ意識欠如  

工場  

・ 特に中小企業では、設備投資資金は本業の遂行に必要な投資分をまかなうの
みで手一杯という場合が多く、省エネ機器への設備投資は限定的。  

①資金調達  

・ 中小企業の場合、信用力がネックとなりリースや ESCO 事業の導入が難しく
なるケースがある。 

②与信問題  

・ 工場では使用される設備の詳細が異なることもあり、省エネ技術の実際の効
果や品質面への影響などの情報が不足し、普及が進まないという面もある。

省エネに関する情報不足  
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5.1.1 テナントビル対策としての省エネ法改正 

 これまでの省エネ法では、一定量以上のエネルギーを使用する建物ごとに省エネ対

策推進義務等の規定を行ってきた。全て建物のオーナーに省エネ対策実施の義務が課

されてきたものであり、自社ビルに対しては大きな効果があった。しかし、前述よう

にテナントビルではビルオーナーとテナント側の省エネ意識の相違から省エネ化が

進みづらいという課題があった。  

 この課題解決のため、平成 22 年に省エネ法が改正され「特定事業者」「特定連鎖化

事業者」指定制度が導入された。具体的な内容は以下の通りである。 

 

＜特定事業者＞  

 自社の設置しているすべての工場等(本社、工場、支店、営業所、店舗等であ

り、テナント入居含む)のエネルギー使用量の合計が電力消費量を含み原油換算

1,500 kl / 年以上の事業者は「特定事業者」として指定され、自社の使用するテ

ナントスペースや営業所を含めた全体でのエネルギー使用量の報告義務、省エネ

対策推進義務等が課された。報告義務に従わない場合は罰金の対象となる。また

省エネルギー化の取り組みが不十分であると見なされた場合は改善命令が出さ

れるが、それに従わない場合も公表、さらには罰金が罰則として適用される。  

＜特定連鎖化事業者＞  

 フランチャイズチェーンの飲食店や小売業など小規模店舗を数多く保有する

企業等についても「特定連鎖化事業者」として指定され、自社の保有する店舗や

使用するテナントスペースを含めた全体でのエネルギー使用量の報告義務、省エ

ネ対策推進義務等が課された。  

 

 つまり、改正前の省エネ法では事業者がテナントとして入居するスペースや小規模

な営業所は事業者の省エネ義務の対象とはなっていなかった。しかし、改正によって

事業者の使用する建物・スペース全体で原油換算値 1,500 kl/年以上のエネルギーを消

費する場合には、自社がテナントとして入居するスペース等も含めて省エネ対策を実

施する義務が課されることになった。これにより、省エネ法の規制対象となる業務用

ビルのカバー率が改正前の 13 %から 50 %に向上している。  

 

5.1.2 自治体環境条例におけるテナントの省エネ推進義務(東京都の例) 

 全国で最も省エネ対策推進に積極的な自治体の一つと考えられる東京都では、平成

22 年 4 月より「環境確保条例」を改正し、テナントを規制の対象に加えた。具体的に

は、一定規模以上(5,000 ｍ2以上の占有面積のテナント等)を占有するテナントは「特
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定テナント等事業者」として省エネ計画等を自治体に提出する義務が課されるように

なった。  

 省エネ法の特定事業者指定制度は「テナントを含む事業者全体」を規制するのに対

し、本制度はテナント部分、つまり事業所のみの部分に義務を課すという面で異なる

制度となっている。  

 

5.1.3 機器省エネ基準の設定 

 前述のように、住宅分野ではマンション建築時のデベロッパーと居住者のニーズの

相違や居住者の省エネ意識の問題から省エネ促進が難しい面が大きい。また業務分

野・産業分野においても特定事業所以外の事業者が利用するテナントスペースや中小

規模建物での省エネ化は進んでいないのが現状である。これら分野を含め広く省エネ

化を推進するため、2000 年より機器の省エネ基準制度である「トップランナー基準」

が導入された。概要は以下の通りである。  

＜トップランナー制度の概要＞  

規制対象：  

機器メーカーを対象にした制度であり、各メーカーは目標年次までに自社の出荷す

る機器の平均効率を定められた目標値以下にすることが求められる。機器の目標値

が「市場で最も効率の高い機器」をベースに決められることから「トップランナー

制度」と称される。目標値を達成できなかった場合は、事業者名の公表、さらには

罰金を課すするという措置が定められている。 

対象品目：  

現在 23 品目が特定機器として指定されている。  

乗用自動車、   貨物自動車、   エアコンディショナー、 

テレビジョン受信機、  蛍光灯器具、   ビデオテープレコーダー、  

複写機、    電子計算機、  磁気ディスク装置、  

電気冷蔵庫、   電気冷凍庫、   ストーブ、 

ガス調理機器、   ガス温水機器、   石油温水機器、  

電気便座、    自動販売機、   変圧器、  

ジャー炊飯器、   電子レンジ、   DVD レコーダー、  

ルーティング機器、   スイッチング機器  

 

目標値：  

例として家庭用エアコンでは表 5.1-1 に示すように目標値が定められている。  
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表 5.1-1 家庭用エアコンの目標値 

区分名 ユニットの形態 冷房能力  目標値(APF) 

1 直吹き形で壁掛け

形のもの(マルチ

タイプのもののう

ち室内機の運転を

個別制御するもの

を除く) 

4.0 kW 超  

5.0 kW 以下  

5.5 

2 
5.0 kW 超  

6.3 kW 以下  

5.0 

3 
6.3 kW 超  

28.0 kW 以下  

4.5 

4 
直吹き形で壁掛け

形のもの以外の分

離形のもの(マル

チタイプのものの

うち室内機の運転

を個別制御するも

のを除く) 

3.2 kW 以下  5.2 

5 
3.2 kW 超  

4.0 kW 以下  

4.8 

6 
4.0 kW 超  

28.0 kW 以下  

4.3 

7 

マルチタイプのも

のであって室内機

の運転を個別制御

するもの  

4.0 kW 以下  5.4 

8 
4.0 kW 超  

7.1 kW 以下  

5.4 

9 
7.1 kW 超  

28.0 kW 以下  

5.4 

  

以上のような取り組みの結果として、トップランナー対象品目のエネルギー消費効

率改善実績は表 5.1-2 の通りとなっている。いずれの対象品目についても顕著な効率

向上効果が認識されている。  

 

表 5.1-2 トップランナー対象品目のエネルギー消費効率改善実績  

機器名  改善率(出荷台数で加

重平均) 

年度  

磁気ディスク装置  85.7 % 2001～2007 

電子計算機  80.8 % 2001～2007 

エアコン* 67.8 % 1997～2004(冷凍年度) 

電気冷蔵庫 55.2 % 1998～2004 

DVD レコーダー  40.9 % 2004～2008 

照明器具* 35.7 % 1997～2005 

テレビ  29.6 % 2004～2008 

電気冷蔵庫 29.6 % 1998～2004 

電気便座  14.6 % 2000～2006 

(出典：省エネルギーセンター「省エネ性能カタログ(2011 年夏)」  

*を付した機器は単位エネルギー当たり能力の改善率) 
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 図 5.1-3 はエアコンの効率改善実績データである。2000 年の制度創設時のトップ

ランナー制度におけるエアコン効率目標は 2004 年と定められていたが、目標年の前

年である 2003 年から 2004 年にかけて平均効率が急激に改善した。特にメーカーが

目標達成のため「効率の悪い製品の生産・販売停止」によって自社製品の平均効率

を高めたことが分かる。 

 

 

図 5.1-3 エアコンの効率改善実績(2.8 kW タイプ)と省エネ法目標値  

(出典：日本冷凍空調工業会資料) 

 

5.1.4 省エネラべリング制度 

前述の省エネ基準は、「機器メーカーが達成すべき最低の効率基準」を定めたもので

ある。加えて、トップランナー基準が達成された高効率の機器の普及をより促進させ

ることも必要であり、消費者に対する情報提供が重要であるとの考えのもと設けられ

たのが「省エネラベリング制度」である。具体的には、トップランナー対象機器のう

ち 18 品目について「省エネルギー基準の達成度合を示すシンボルマーク(ｅマーク)」

「省エネルギー基準の達成率」「エネルギー消費効率」「目標年度」等を表示したラベ

ルを付した。 

なお、省エネラベルの表示は製造事業者が製造して自社のカタログ等に表示するこ

とは義務として定められているが、小売事業者に対しては店頭等で表示する努力義務

として定められている。トップランナー対象機器のうち機器単体のエネルギー消費量

が大きく、省エネ性能のばらつきが大きいエアコン・冷蔵庫・テレビ・照明器具等に

ついてはさらに詳細な情報を付加した「統一省エネラベル」が表示されることになっ

ている。  
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5.1.5 省エネ機器への補助金制度 

 一般に省エネ性能に優れた製品は、特に市場投入初期段階ではイニシャルコストが

高くなる。加えて前述のように業務用ビルオーナーの投資回収に対する厳しいニーズ

や住宅の居住者の省エネ意識の問題から、たとえエネルギーコスト削減によってイニ

シャルコスト増分を回収可能であったとしても、回収年数が長ければ市場の拡大に結

びつかないケースが多い。  

 このため、先進的な省エネ製品にはしばしば設置助成制度が設けられてきた。助成

により初期の市場拡大をサポートすると共に、出荷量増加(量産効果)による価格低減

の促進を主な目的としたケースが多い。例えば省エネ機器に対する助成制度としては

具体的には表 5.1-3 に示すようなものが挙げられる。  

 

表 5.1-3 省エネ機器への設置助成制度の例(H23 年度実施制度) 

対象機器  制度名  交付団体  概要  

住宅用燃料電池システム  民生用燃料電池導入

支援補助金制度  

(社)燃料電池普

及促進協会  

補助率は「従来型給湯器」

の購入費との差額の 1/2＋工

事費の 1/2、上限額は 105 万

円。  

潜熱回収給湯機、ヒート

ポンプ給湯機  

住宅用高効率給湯器

設置費補助事業  

各自治体  もともとは経済産業省が補

助を行っていたが、2009 年

をもって終了。現在は自治

体ベースで独自の助成が実

施されている。補助率は自

治体により異なる。 

中小ビル、一般家庭向け

エネルギー管理システム

(それぞれ BEMS 及び

HEMS と呼称) 

エネルギー管理シス

テム導入促進事業費

補助金  

資源エネルギー

庁(交付団体は

未定) 

補助率は  1/2 

住宅用省エネ機器 

(空調＋給湯、空調＋照明

など複数の高効率機器の

組合せを対象) 

住宅・建築物高効率

エネルギーシステム

導入促進事業(住宅に

係るもの) 

(社)環境共創イ

ニシアチブ  

対象とする個別機器につい

ては「APF(期間効率)3.1 以

上」などの基準が定められ

ている。  

補助率は  1/3。  

業務用省エネ機器 

(空調・換気・照明・給湯・

冷蔵 /冷凍等の単位ごと

に 30 %の省エネ化の可能

な機器) 

住宅・建築物高効率

エネルギーシステム

導入促進事業(建築物

に係るもの) 

(社)環境共創イ

ニシアチブ  

設備区分(空調、照明など)

は 2 種以上行うこと。 

産業用省エネ機器 

(「技術の先端性」、「省エ

ネ効果」及び「費用対効

果」面で政策的意義の高

いもの) 

エネルギー使用合理

化事業者支援事業  

(社)都市ガス振

興センター  

(社)環境共創イ

ニシアチブ  

単独事業の場合  

補助率 1/3 以内  

1 件当たり補助金の上限は

50 億円/年度  
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5.1.6 建築物の省エネ基準 

 省エネ法では、機器の省エネ基準のみならず建築物の省エネ基準も定められている。

これらはインセンティブの乖離という問題の解決というよりは国の省エネ推進のため

の重要テーマとして早い段階から定められてきた規制であるが、陸上施設の省エネ化

推進に果たしてきた役割の大きい規制である。 

 基準の概要を以下にまとめる。  

＜対象建築物＞  

 延床面積の合計が 300 ㎡以上の建築物における新築及び大規模増改築。  

＜規制概要＞ 

省エネ法では「建築物の省エネ基準」が定められており、上記建築物の建築を行

う者は以下の 2 つの指標について定められた基準値を満たすことが求められる。こ

れらについて以下に示す。  

 

(1) 外壁、窓等を通しての熱の損失の防止 

本指標は"PAL (Perimeter Annual Load)"として定められており、対象となる全ての建

築物はこの PAL の値が下表の判断基準値以下になるように外壁、窓等の断熱化、日射

の遮へい、プラン等を工夫する必要がある。  

<PAL 値の定義式は下記のとおり。 

PAL (Mcal/m
2
) = ペリメータゾーンの年間熱負荷(MJ/年)/ ペリメータゾーンの床

面積(㎡) 

PAL 基準値を表 5.1-4 に示す。  

 

表 5.1-4  PAL 基準値  

 ホテル  病院  物販店舗 事務所  学校  飲食店  

PAL (Mcal/m2) 420 340 380 330 320 550 

 

(2) .建築設備に係わるエネルギーの効率的利用 

 本指標は"CEC (Co-efficient of Energy Consumption) "として定められており、対象と

なる全ての建築物はこの CEC の値が下表の判断基準値以下になるように各設備のの

効率について検討する必要がある。CEC の判断基準値を表 5.1-5 に示す。  



 131

 

表 5.1-5  CEC の判断基準値  

 ホテル  病院  物販店舗 事務所  学校  飲食店  

CEC/AC(空調設備) 2.5 2.5 1.7 1.5 1.5 2.2 

CEC/V(換気設備) 1.0 1.0 0.9 1.0 0.8 1.5 

CEC/L(照明設備) 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 

CEC/HW(給湯設備) システムのパイプ長により異なる値が定められる。 

CEC/EV(ｴﾚﾍﾞｰﾀ) 1.0   1.0   

 

 

5.1.7 建築物の省エネ性能表示制度・証書制度 

 その他、海外では機器ではなく建物について省エネ性能を表示する制度・証書制度

を実施している国もある。  

 例えば米国では省エネ製品を認証する政府プログラムである Energy Starが建築物及

び工場にも拡張されている。一定の基準を満たした効率の良い建物やプラントが認証

を受け、認証バッジや看板などを得ることができる制度であり、この証書は不動産取

引においてビルの価値向上に影響を与えるものとして位置づけられている。  

 また、EU においても「Energy performance certificates」と呼ばれるビル省エネ性能

表示制度が導入されている。これは 2003 年に施行された EU 指令(Directive on the 

energy performance of buildings)によって 2006年までに欧州各国が導入することを義務

付けられた制度であり、ビルのオーナーはビルの建築時、売却時、賃貸時の全てにお

いてこのラベルを取得・表示することが義務付けられている。省エネ性能の高い建物

の資産価値向上等を目的とした制度である。ラベルの内容は国によって異なっている。 

 以上を取りまとめると、インセンティブの乖離という障壁の除去のために講じられ

てきた対策は図 5.1-4 のとおり。  
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図 5.1-4 陸上施設における省エネルギー技術導入障壁に対する対策 

テナントビルの省エネ化対策  

省エネ法における「特定事業者」「特定連鎖化事業者」指定制度 ①  

規制対象：テナントスペース入居の事業者 

概要：事業者の使用する建物・スペース全体で 1,500 kl/年以上のエネ
ルギーを消費する場合には、自社がテナントとして入居するス
ペース等も含めて省エネ対策を実施する義務 

自治体環境条例におけるテナントの省エネ推進義務(東京都の例) ②  

規制対象：テナントスペース入居の事業者 

概要：一定規模以上(5,000 ｍ2以上の占有面積のテナント等)を占有す
るテナントは「特定テナント等事業者」として省エネ計画等を
自治体に提出する義務が課される。 

住宅・業務等全般における省エネ対策

機器の省エネ基準 ①  

規制対象：機器製造メーカー(および輸入事業者) 

概要：エアコン、照明など 23 品目について省エネ効率の目標値が決
められ、各メーカーは目標年次までに自社の出荷する機器の平
均効率を目標値以下にすることが求められる。

省エネラベリング制度  ②  

規制対象：機器製造メーカー(義務)および小売事業者(努力義務) 

概要：18 品目について「省エネ基準の達成度合を示すマーク(ｅマー
ク)」「省エネルギー基準の達成率」「エネルギー消費効率」「目
標年度」等をラベルとして表示する。

省エネ機器への設置助成制度  ③  

助成対象：機器の設置者  

概要：省エネ性の優れた機器に対して設置費用の一部を助成する。(高
効率空調機器、高効率給湯機器、ビルや住宅のエネルギー管理
システム、産業用省エネ機器等)

建築物の省エネ基準 ④  

助成対象：建物の新築・改築を行うオーナー(実質的には設計者) 

概要：300 ㎡以上の建築物における新築及び大規模増改築に際して、
満たすべき建築物の基準として「外壁、窓等を通しての熱の損
失の防止」「建築設備に係わるエネルギーの効率的利用」の基準
値が定められている

建築物の省エネ性能ラベリング制度・証書制度  ④  

規制対象：建物のオーナー 

概要：【米国】一定の基準を満たした効率の良い建物やプラントが認
証を受け、認証バッジや看板などを得ることができる制度であ
り、不動産価値にも影響。 

   【欧州】すべてのビルについて建物の省エネ性能を A～G の７
段階で評価しラベルを表示することが義務付けられている。
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5.2 輸送部門における障壁及び克服手段に関する検討 

 次に、輸送機関における障壁について分析する。具体的には、自動車、航空、内航

海運について、それぞれの対策について把握し、障壁及び克服手段を検討する。 

 CE Delft の調査によれば、自動車や航空と言った部門は外航海運と異なり、所有者

と利用者が同一である場合が多いため、インセンティブの乖離が小さいと考えられる。

これに対して内航海運については外航同様にインセンティブの乖離は生じる。  

 

5.2.1 自動車部門における障壁及び克服手段に関する検討 

世界の運輸部門起源温室効果ガス排出量の約 3/4 が道路輸送に起因する。ここでは

自動車部門における代表的な温室効果ガス排出削減対策として考えられるハイブリッ

ド自動車と電気自動車について障壁及び克服手段を検討する。  

 

(1) 技術とコストの検討 

 ここで、自動車の例として、乗用車における電気自動車とハイブリッド車を挙げる。

なおこれら自動車に対しては各種の補助金・税制優遇制度が講じられているが、これ

らは消費者にとっての排出削減費用削減には資するが、一国全体としての排出削減費

用の算出という観点に立つと、補助金は費用を負担する主体を変えるのみであること

に留意する必要がある。 

 

電気自動車  

電気自動車については、市販の電気自動車と、同型ガソリンエンジン乗用車(軽自動

車)を比較した。前提等について表 5.2-1 に示す。  

 

表 5.2-1 電気自動車と同型ガソリンエンジン車の比較(１)前提等  

 電気自動車  同型ガソリンエンジン乗用車  

価格  260 万円  122 万円  

燃料消費率  110 Wh/km 

23 円/kWh 

19.8 km/l(JC08) 

130 円/l 

燃料原単位  0.4 kg-CO2/kWh(日本の系統電力の平均

原単位) 

2.32 kg-CO2/l(環境省) 

(価格、性能はメーカー情報より) 

 

電気自動車に関する分析結果は下記のとおり。MAC は表 5.2-1 に記載した価格、燃

料消費率をはじめ多くのパラメータに影響されるが、ここでは年間走行距離で分類し

た。上記の設定に基づくと電気自動車は同型ガソリンエンジン乗用車に比べて走行距

離あたりコストが低いため、走行距離が長いほど便益が高くなる。  
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表 5.2-2 電気自動車と同型ガソリンエンジン車の比較(２)算出結果 

ケース  A B C 

年間走行距離(km) 2,000 5,000 10,000 

年間燃料費節減効果(万円) 0.81 2.02 4.04 

年間 CO2排出削減効果(t-CO2) 0.15 0.37 0.73 

NPV(5 %/10 年：万円) -125.5 -116.6 -101.8 

MAC(万円/t-CO2) 85.6 31.8 13.9 

 

 以上より、あるガソリンエンジン車に対して同型の電気自動車の MAC は日本での

通常の走行を想定する限りは 10 万円/t-CO2を上回ると算出される。なおこの電気自動

車には(当該モデルの場合)72 万円の補助金給付の対象となり、加えて重量税が免除と

なるが、これを考慮する場合は、年間走行 10,000 km の場合の MAC は 3.5 万円/t-CO2

と、約 1/4 に減少する。3.5 万円/t-CO2という数値は温室効果ガス排出削減対策として

は高価な部類に属するが、消費者の観点から見れば後述ハイブリッド車と同等であり、

補助金は購入のインセンティブにはなると思われる。現状の電気自動車の販売台数と

補助金申請数を比較すると、補助金の効果は相当程度あるものと考えられる。なお電

気自動車については H22 年度に販売が急増したが、これは消費者のニーズに応える車

種が販売されたことが大きい。  

 

ハイブリッド自動車  

 ハイブリッド自動車については、市販のハイブリッド自動車と、同型ガソリンエン

ジン乗用車(ワンボックス)を比較した。前提等について表 5.2-3 に示す。  

 

表 5.2-3 ハイブリッド自動車と同型ガソリンエンジン車の比較(１)前提等  

 ハイブリッド車  同型ガソリンエンジン乗用車  

価格  376 万円  274 万円  

燃料消費率  18 km/l(JC08) 11 km/l(JC08) 

(価格、性能はメーカー情報より) 

 

電気自動車と同様に、年間走行距離について 2,000 km、5,000 km、10,000 km の 3

つのケースについて MAC を算出した。結果について表  5.2-4 に示す。  
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表 5.2-4 ハイブリッド自動車と同型ガソリンエンジン車の比較(２)算出結果 

ケース  A B C 

年間走行距離(km) 2,000 5,000 10,000 

年間燃料費節減効果(万円) 1.2 3.1 6.2 

年間 CO2排出削減効果(t-CO2) 0.2 0.6 1.1 

NPV(5 %/10 年：万円) -88.1 -74.4 -51.7 

MAC(万円/t-CO2) 39.9 13.5 4.7 

同(減税額の差分を考慮 34.3 11.2 3.6 

 

 ハイブリッド自動車の場合、電気自動車と比べると MAC は約半分程度と算出され

るが、それでも数万円/t-CO2 のレベルである。なお減税効果については、比較の対照

となるガソリン車もエコカー減税の対象となっていることもあり、同型のガソリンエ

ンジン乗用車に対してハイブリッド自動車を購入する選択肢の MAC に大きな影響を

与えない。MAC をマイナスとするためには、年間走行距離を 10,000 km とした場合で

も 50 万円以上の補助が必要となる。  

 

(2) 障壁と克服手段の検討 

電気自動車についてはコストが大きな制約になっていると思われるが、近年販売が

急増した主な理由は主として一般消費者のニーズに合致した車種の販売が開始された

からであり、コストや充電インフラ等の制約の影響が明らかになるのはむしろ今後で

あろう。  

ハイブリッド自動車については平成 18 年以降は補助金の対象ではなくなり、またエ

コカー減税において非ハイブリッド車と顕著な差がない中、販売台数を伸ばしており、

現在、国内販売台数の 10 %以上をハイブリッド自動車が占めるまでになった。消費者

意識調査ではトータルコストでガソリン車より多少高くても購入するとした層は全体

の 5 %にとどまり、そのうち許容できるトータルコストの幅はガソリン車の 10～20 %

増と応えた層が 90 %を占めているが、ハイブリッド自動車については消費者ニーズに

即した多様な商品の提供や環境意識への訴求が効果をあげていると考えられる。 

 

5.2.2 航空部門における障壁及び克服手段に関する検討 

(1) 技術とコストの検討 

 航空分野における CO2排出削減技術を分類すると、①技術的対策、②代替燃料の利

用、③運航改善、④インフラと航空交通管理の４つに整理できる。(本分類は、McKinsey 

& Companyが航空分野における MAC カーブ算出の際に分類として用いているもので

ある。) 
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①技術的対策としては、機体の空気力学的な改善、表面平滑化、翼端付加物、推進

装置の高効率化、機体の重量軽減(軽い構造部材の適用)等が行われる。これらは、既

存機材へのレトロフィットとして行われることもあるが、多くの場合は新しい機材の

導入により一体的に導入される。エアラインにとってはこれらの技術改善がもたらす

燃費改善、運航コストの削減が大きな導入インセンティブとなる。運航コスト削減要

求により一部のエアラインで運航速度の低減等も行われる中、設計速度の低減も技術

的な対策として考えられるが、航空機の特性である速達性とのバーターであるため、

現在のところ余り思い切った導入は見られない。  

②代替燃料として期待されているのはバイオ燃料であり、International Air Transport 

Association(IATA)においても加盟航空会社に対して、「2017 年までに代替燃料(バイオ

燃料)の利用率を 10 %まで引き上げる」という目標を設定している。一方、水素燃料

については、商用に実用化されるのは 2050 年頃とも言われ、長期的な CO2削減技術

として位置づけられる。 

③運航改善としては、運航時の重量軽減のための旅客・貨物量の調整、予備燃料(緊

急時の対応や計算上と実際の消費燃料の誤差を補正するために余分に搭載する燃料の

ことで、通常消費燃料の 8～10 %程度を搭載する。)の削減や、離着陸時、地上走行時

の燃料消費の削減等が考えられる。 

④インフラと航空交通管理については、航空管制システムの改善が有効であり、適

切な航空交通管制による航空路や空港の輻輳の回避、最適高度・経路の提供や、適切

な空域・航空路設定による飛行経路短縮、着陸援助施設による悪天候時のダイバート

の回避等が挙げられる。これにより、航空機運航時の燃料消費が低減する。  

McKinsey & Company、Fraunhofer、UK Department for Transport の各機関では、航空

分野の省エネ技術(CO2排出削減技術)の MAC カーブを算出している。そこで考慮され

ている技術を上記の分類に沿って、表  5.2-5 及び表  5.2-6 で整理した。なお、Pew 

Center(米国に拠点を置く、気候変動に関する調査研究を行っている独立系財団)によっ

て整理されている航空分野の省エネ技術についても同様に整理を行った。参照した文

献は以下のとおり。  

・ McKinsey and Co., 2009, Pathways to a low-carbon economy version2 of the global 

greenhouse gas abatement cost curve, 2009(以下 McKinsey文献) 

・ Pew Center, 2010, Climate techbook (aviation)(以下 Pew 文献) 

・ Fraunhofer Institut、2010, Air transport marginal abatement costs and cost reduction 

through learning(以下 Fraunhofer 文献) 

UK Dept. of Transport, 2011, A marginal abatement cost curve model for the UK aviation 

sector Technical Report: Final(以下 UKDOT 文献) 
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軽量新型機の新規導入  

 前述のように航空部門においてはインセンティブの乖離は主要な障壁ではない。ま

た、航空部門は安全規制によりレトロフィットの機会は限定される。このため、ここ

では障壁の分析のために「軽量新型機の新規導入」を対策として取り上げ、簡易に

MAC を試算する。ここで、既存機として Boeing767-300ER を軽量新型機として

Boeing787-8 を仮定する。  

 Boeing767-300ER は、1986 年に初飛行し、全世界の航空会社に広く使われている中

型旅客機である。一方 Boeing787-8 は 2011 年に初号機が全日本空輸に納入された、次

世代の中型旅客機である。機体の構造材に炭素繊維強化プラスチック等の複合材料を

使用することで、機体の軽量化に務めており、これにより燃費が約 20 %改善すると試

算している。前提等を表 5.2-7 に示す。  

 

表 5.2-7 在来型航空機に対する軽量新型機の導入に関する MAC 計算(１)前提等  

 Boeing 787-8 Boeing767-300ER 

価格  193.5 百万 USD 163.5 百万 USD 

(B787-8 と同じ座席数と仮定して試算) 

燃料消費率  21.5 g/(km・席) 

0.022 USD/(km・席) 

26.9 g/(km・席) 

0.027 USD/(km・席) 

CO2排出量原単位  0.070 kg-CO2/(km・席) 0.087 kg-CO2/(km・席) 

(価格、性能、CO2排出量はメーカー、航空会社情報より) 

 

「軽量新型機の導入」対策の MAC 試算結果は下記のとおりである。ここでは、あ

る航空会社の 1 機あたりの年間国際線旅客輸送実績を用いて、軽量新型機を 1 機導入

したときの分析結果を表 5.2-8 に示す。  

 

表 5.2-8 在来型航空機に対する軽量新型機の導入に関する MAC 計算(２)算出結果  

燃料価格(USD/t) 999.4 
(2012 年 1 月現在) 

年間国際線旅客輸送実績(km・席/機) 366,834,833 

年間燃料費節減効果(百万 USD) 2.0 

年間 CO2排出削減効果(t-CO2) 6,407 

NPV(5 %/10 年：百万 USD) -14.1 

MAC(USD/t-CO2) 220 

(輸送実績は航空会社情報より。回収年数 10 年、割引率 5 %と仮定して算出。) 

 

(2) 障壁と克服手段の検討 

航空機についても燃料価格の高騰に伴い、MAC の値も減少する。MAC の値は正と

なっているものの、航空機メーカーは世界に数社しかなく、また一般的に航空機の所

有者は航空会社そのものであるため、船舶のようなインセンティブの乖離により、費
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用効果的な航空機技術が導入されない、という状況も生じにくいと思われる(管制等の

運営管理技術についてはその限りではない)。従って、航空機技術についてはメーカー

の供給する新型機種の動向によっては、軽量新型機の導入が進むものと予想される。 

 

5.2.3 内航海運部門における障壁及び克服手段に関する検討 

 内航海運においても、前述した船主と事業者とのインセンティブの乖離をはじめと

した、温室効果ガス排出削減に対する諸般の障壁が存在する。内航海運については総

船腹量 2 万総トン以上の船腹の事業者が改正省エネ法に基づく特定旅客輸送事業者及

び特定貨物輸送事業者となるほか、これらに対して輸送を委託する特定荷主に対する

省エネ計画の策定・提出及びエネルギー使用量の報告が 2007 年 4 月より義務付けられ

ている。この一環として平成 21 年度より内航海運省エネ診断推進委員会が組織され、

省エネに関する推進体制の構築及び啓発に当たっている。これらと併せて、環境低負

荷船に対する特別償却、省エネ設備を搭載する船舶の建造・改造に対する関連費用の

1/3 に相当する補助制度、省エネ船の共有建造の際の船舶使用料の削減等の取り組み

や、エコシップマークの採用によるモーダルシフト推進、内航海運の省エネ診断等が

推進されている。  

 この結果、既存船舶については減速航行を中心としたオペレーションの改善効果が

指摘されており、輸送需要の減退という困難な状況下において省エネ法に基づく輸送

トンマイル当たり排出量の改善を達成し、現在までに指導を要する事態には至ってい

ない。また省エネ設備に対する補助制度に対する応募は、主として低摩擦塗料が多い

状況である28。これらの対策の推進とあわせ、CO2 排出の見える化及び荷主・オペレ

ータ・オーナーが連携した省エネ促進の仕組みについてさらに検討が行われている状

況である。  

 

5.3 大規模排出施設における障壁及び克服手段に関する検討 

 次に、大規模排出施設における障壁及び克服手段ついて検討する。具体的には、製

鉄部門及び電力部門に関する主要な温室効果ガス排出削減技術としてそれぞれコーク

ス乾式消火(CDQ)及び再生可能エネルギーを取り上げ、コストと導入障壁について把

握する。  

 

5.3.1 鉄鋼業における障壁及び克服手段に関する検討 

 鉄鋼業における個別技術の MAC 試算の例として、高炉での銑鉄製造を含む製鋼過

程で最も排出削減効果が大きいとされている技術であるコークス乾式消火(CDQ)につ

                                                      
28 国土交通省海事局内航課ヒアリング結果。 
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いて、既存の導入フィージビリティスタディを例として取り上げる。CDQ は石炭から

高炉原料であるコークスを製造するコークス炉において 1000℃にまで熱せられるコ

ークス(赤熱コークス)に対する冷却を従来の水に代わって窒素を用いて行うことによ

り熱を回収し、それにより発電等を行う技術である。製鉄所においては各種の製鉄ガ

スを回収して熱及び電力供給に利用することが慣行となっているが、これと併せて一

般的に系統電力等の購入も多く行われている。ここで CDQ の利用により製鉄所に必

要な電力の相当程度を賄うことが可能である。CDQ は日本の製鉄所のほぼ全てにおい

て導入されており、現在最大の鉄鋼生産国である中国でも導入が進んでいる。しかし

その他諸国では未導入の製鉄所が多く、インド等での導入が CDM プロジェクトとし

て検討されている。  

 CDQ の MAC について、既存の事例分析(インドでの導入検討事例)
29のデータに基づ

く設備データより MACの計算を行った。MACは多くのパラメータの影響を受けるが、

ここでは電力価格と為替レートの 2 つについて考察した。結果について表 5.3-1 に示

す。  

 

表 5.3-1 コークス乾式消火設備(CDQ)の導入検討事例分析  

 

基本ケース(電力

価格 3.5 ルピー

/kWh、為替レー

ト：1.6 円/ルピー)

電力価格 2.5 ルピ

ー/lkWh 

為替レート：2.5 円

/ルピー  

回収想定期間 20 

年  

設備コスト(100 万円) -15,464 同左 同左 同左

年間便益(100 万円) 1,578 1,258 2,466 2,466 

NPV(100 万円) -6,558 -7,958 -2,684 -23 

MAC(円/t-CO2) 3,900 4,733 1,596 7

(データ：地球環境・プラント活性化事業等調査「インド・コークス乾式消火方式によ

る CDM 事業化調査」より。基本ケースについて、電力価格 3.5 ルピー/kWh、為替レ

ート 1.6 円/ルピーとした。また割引率は 15 %、回収想定期間は 10 年とおいた) 

 

CDQ の費用便益は節減する電力価格に大きく依存するほか、日本の技術を海外で導

入する場合は設備コストが外貨であるのに対して、便益(購入電力削減)が内貨となる

ため、為替レートに影響される。上述のインドでのケーススタディにおけるデータに

基づき試算すると、2000 年以降、2008 年の経済危機以前の数年間の平均的なレート

である 1 ルピー＝2.5 円を用いると、CDQ 導入の MAC は 1,596 円/t-CO2となるが、

現状の為替レートである 1 ルピー＝1.6 円を想定した基本ケースのデータを用いると、

機器価格が増加するため 3,900 円/t-CO2と倍以上に増加し、結果として導入が困難と

                                                      
29地球環境・プラント活性化事業等調査「インド・コークス乾式消火方式による CDM 事業化

調査」年間粗鋼生産量 180 万トンの製鋼施設に CDQ を導入し、年間約 200GWh(16MW×2)の

排熱回収発電を行う。年間 CO2排出削減量は 168,162 t-CO2と算出されている。 
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なることが読み取れる。上記のデータに基づくと、インドでの CDQ 導入に際しては

電力価格、為替レート等に関して導入に好適な条件が成立し、かつ導入対象企業が長

期的視野に立った投資回収を検討する必要がある。  

上記の前提を日本に当てはめて CDQ の導入における MAC を検討すると、日本では

低い割引率(5 %程度)、高い電力料金(産業用で 10 円/kWh 程度以上)等、CDQ 導入の収

益性を高くする要因が揃っており、上記プロジェクトと同様の設備コスト及び発電量

を想定すると多くの場合において MAC はマイナスと算出される。例えば電力価格を

12 円 /kWh、割引率を 5 %、インドと日本の系統電力の原単位をそれぞれ 0.9 

kg-CO2/kWh 及び 0.4 kg-CO2/kWh とおくと、MAC は-6,771 円/t-CO2と算出される。  

なお世界的にみて CDQ の導入率は日本(90 %以上)が圧倒的に高く、韓国(70 %程度)

がそれに次ぎ、他の国は 20 %程度以下と低く、むしろ中国のほうが欧米より高いこと

が報告されている。中国では新設高炉に対する CDQ の導入義務付け等の規制的な対

策が講じられており、コスト以外にもこのような規制的措置の影響や、当該地域にお

ける高炉製鉄業の生産動向の影響が大きいことを示唆している。  

なおこのような省エネ技術の導入への障壁として、エネルギー価格の上昇や市場環

境の悪化のため、企業が投資に踏み切れないこと、地域毎の規制レベルの相違等も要

因として指摘されている。  

 

5.3.2 電気事業における障壁及び克服手段に関する検討 

次に、電気事業における排出削減対策に関して、個別技術に基づいて検討を行った。

発電施設の限界排出削減コストについては多様な要因が関与する。まず、何を代替す

ると考えるか、という問題がある。例えばガス火力発電(CO2原単位約 0.4 t-CO2/MWh)

について考える場合、石炭火力発電(同、約 0.8 t-CO2/MWh)を代替すると考えれば温室

効果ガス排出削減になるが、CO2 を排出しない原子力発電を代替すると考えるとむし

ろ温室効果ガス排出増加要因となる。次に、電気事業者と電力消費者のいずれの視点

から考えるか、という問題もある。同じ発電設備でも、自家発電等により購入電力(約

10～20 円 /kWh)を代替すると考えるか、発電事業として他の電力(発電コスト 5～10 

円/kWh)を代替すると考えるか、購入電力は家庭用か業務用か、で全く異なる。 

 現在、国家戦略室「コスト等検証委員会」において主要な電源の発電単価について

検討中である30。現在までに算出された主要なデータは表  5.3-2 のとおり。  

 

 

 

                                                      
30 http://www.npu.go.jp/policy/policy09/archive02.html 
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表 5.3-2 主要な発電方式による発電コスト(円/kWh)試算例  

 原子力  石炭  

火力  

LNG 

火力  

石油  

火力  

陸上  

風力  

洋上  

風力  

地熱  住宅  

太陽光

メガ  

ソーラ  

一般  

水力  

小水力

2004 年  5.9 5 6.2 10.7      11.9  

2010 年下限  8.9 7 9.6 18.7 9.9 9.4 9.2 33.4 30.1 10.6 19.1 

2010 年上限  
 7.2 10 20.3 17.3 23.1 11.6 38.3 45.8 10.6 22 

2030 年下限   7.3 9.6 20.9 8.8 8.6 9.2 9.9 12.1 10.6 19.1 

2030 年上限   7.6 10.1 23.8 17.3 23.1 11.6 20 26.4 10.6 22 

前提条件等             

割引率  3% 3% 3% 3% 3% 3% 3% 3% 3% 3% 3% 

設備利用率  70 % 80 % 80 % 80 % 20 % 20 % 80 % 12% 12% 45 % 60 %

稼動年数  40 40 40 40 20 20 40 40 40 40 40 

(出典：エネルギー・環境会議 コスト等検証委員会 報告書案(平成 23 年 12 月 19 日)

より作成) 

 

 上記のデータを下に、石炭火力、LNG火力の CO2原単位をそれぞれ 0.8kg-CO2/kWh、

0.4kg-CO2/kWh とおき、いくつかのケースにおいて排出削減コストを算出した。結果

について表  5.3-3 に示す。  

 

表 5.3-3 電力部門の排出削減コスト試算結果 

ケース  排出削減コス

ト(円/t-CO2)

原子力による石炭火力の代替 2,250

一般水力による石炭火力の代替 4,375

陸上風力による LNG火力の代替 9,500

メガソーラーによる LNG 代替  70,375

同、2030 年  23,500

(出典：エネルギー・環境会議 コスト等検証委員会 報告書案(平成 23 年 12 月 19 日)

及び典型的な CO2排出原単位データより算出) 

 

 上記の検討結果は、日本における再生可能エネルギーの導入が依然としてコスト的

に高価であることを示唆している。以上の状況に鑑み、再生可能エネルギーについて

は各種補助金が施行されている(事業者に対しては一般社団法人新エネルギー導入促

進協議会による「新エネルギー等導入加速化支援対策事業」が挙げられる)。  

なお、利用者の視点から住宅用太陽光発電を設置することにより系統を代替するよ

うなケースについて検討する。「コスト等検証委員会 報告書案」における住宅太陽光

のコストデータを下に、電力価格 23 円/kWh の系統電力を代替すると想定すると、住

宅への設置を想定して回収想定期間として 30 年間を想定した場合の MACは約 2.0万

円/t-CO2と算出される(系統の CO2排出係数 0.4kg-CO2/kWh とおく)。固定価格買取制
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度等の活用により高価格で電力販売が可能になるため、住宅用太陽光発電設置の MAC

は低下しよう。  

 

5.4 障壁及び克服手段の概要 

 上記の検討を踏まえ、CE Delft によって特定された外航海運に対する温室効果ガス

排出削減技術の導入に対する障壁と照合すると、表 5.4-1 のように概観できよう。  



 
1
4
5

表
 
5
.4
-
1
 

主
要

分
野

の
障

壁
及

び
克

服
手

段
の

概
要

 

 
住
宅
・
建
築
物
部
門

 
自
動
車

(ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
、
電

気
自
動
車

) 

航
空

(低
燃
費
機
材

) 
鉄
鋼

(C
D
Q
) 

電
気
事
業

(再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー

) 

国
際
海
運

 

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の

乖
離

 

テ
ナ
ン
ト
と
オ
ー
ナ
ー
が
異

な
る
場
合
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ

ブ
の
乖
離
が
生
じ
る
。

 

レ
ン
タ
カ
ー
等
の
例
外
も
あ

る
が
、
概
ね
所
有
者
と
使
用
者

が
一
致
し
て
い
る
。

 

航
空
会
社
は
ほ
と
ん
ど
の
機

体
を
自
社
保
有
し
て
い
る
た

め
、
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
乖
離

は
ほ
と
ん
ど
想
定
さ
れ
な

い
。
。

 

鉄
鋼
メ
ー
カ
ー
は
ほ
と
ん
ど

の
施
設
を
自
社
保
有
し
て
い

る
た
め
、
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の

乖
離
は
ほ
と
ん
ど
想
定
さ
れ

な
い
。

 

電
気
事
業
者
は
ほ
と
ん
ど
の

施
設
を
自
社
保
有
し
て
い
る

た
め
、
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
乖

離
は
ほ
と
ん
ど
想
定
さ
れ
な

い
。

 

船
主
と
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
の
イ

ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
乖
離
が
見

ら
れ
る
。

 

省
エ
ネ
意
識
の
低
さ

 
上
記
の
よ
う
な
状
況
に
な
っ

た
場
合
、
オ
ー
ナ
ー
側
の
省
エ

ネ
意
識
が
低
下
す
る
場
合
が

あ
る
。
ま
た
住
宅
の
場
合
は
居

住
者
の
省
エ
ネ
意
識
の
欠
如

が
問
題
と
な
る
場
合
も
あ
る
。
 利
用
頻
度
が
低
い
場
合
、
エ
ネ

ル
ギ
ー
コ
ス
ト
が
占
め
る
割

合
が
低
下
し
、
省
エ
ネ
意
識
が

低
下
す
る
可
能
性
が
あ
る
。

京
都
議
定
書
の
枠
外
で
あ
る

が
ゆ
え
に
他
の
大
規
模
排
出

部
門
の
よ
う
に
明
示
的
に
温

室
効
果
ガ
ス
排
出
削
減
の
要

請
は
な
い
が
、
支
出
に
占
め
る

燃
料
費
の
比
率
は
高
い
。

 

同
左
。
た
だ
し
導
入
イ
ン
セ
ン

テ
ィ
ブ
は
電
力
及
び
燃
料
の

供
給
状
況
、
及
び
設
備
コ
ス
ト

に
依
存
す
る
。

 

支
出
に
占
め
る
燃
料
費
の
比

率
は
高
く
、
省
エ
ネ
意
識
は
高

い
と
思
わ
れ
る
。

 

京
都
議
定
書
の
枠
外
で
あ
る

が
ゆ
え
に
他
の
大
規
模
排
出

部
門
の
よ
う
に
明
示
的
に
温

室
効
果
ガ
ス
排
出
削
減
の
要

請
は
な
い
が
、
支
出
に
占
め
る

燃
料
費
の
比
率
は
高
い
。

 

独
立
し
た
省
エ
ネ
デ

ー
タ
・
成
果
検
証
の

欠
如

 

個
別
機
器
に
対
し
て
は
ト
ッ

プ
ラ
ン
ナ
ー
方
式
等
の
省
エ

ネ
デ
ー
タ
等
の
蓄
積
が
あ
る
。
 日
本
の

JC
0
8
モ
ー
ド
を
は
じ

め
、
各
国
に
規
格
が
存
在
す

る
。

 

航
空
機
メ
ー
カ
ー
と
航
空
会

社
の
共
同
開
発
体
制
を
確
立

し
、
試
験
飛
行
の
実
施
に
よ
り

デ
ー
タ
を
蓄
積
し
、
共
有
し
て

い
る
。

 

鉄
鋼
メ
ー
カ
ー
に
お
い
て
技

術
的
知
見
の
蓄
積
が
行
わ
れ

て
い
る
が
、
既
存
製
鉄
所
へ
の

レ
ト
ロ
フ
ィ
ッ
ト
の
た
め
カ

ス
タ
ム
メ
イ
ド
で
あ
り
、
効
果

は
一
様
で
は
な
い
面
が
あ
る
。

機
器
メ
ー
カ
ー
や
電
力
会
社

に
お
い
て
技
術
的
知
見
の
蓄

積
が
行
わ
れ
て
い
る
。

 

今
ま
で
は
存
在
し
な
か
っ
た

が
。
こ
れ
か
ら
は

E
E
D
I
が
強

制
化
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
省

エ
ネ
デ
ー
タ
の
蓄
積
が
期
待

さ
れ
る
。

 

技
術
的
難
易
度

 
現
状
実
用
化
さ
れ
て
い
る
機

器
の
導
入
拡
大
に
よ
り
相
当

量
の
省
エ
ネ
が
達
成
さ
れ
る
。
 ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
の
場
合
、
販

売
台
数
は
補
助
金
よ
り
消
費

者
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た
車
種
の

開
発
に
依
存
し
て
い
る
。

 

一
般
的
に
開
発
に
長
期
間
を

要
す
る
。

 

技
術
的
に
は
従
来
か
ら
存
在

す
る
。

 

多
く
の
技
術
的
は
従
来
か
ら

存
在
す
る
が
、
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
の
場
合
、
利
用
ポ
テ
ン

シ
ャ
ル
に
は
地
域
差
が
あ
る
。

2
章
で
検
討
し
た
範
囲
で
は
小

さ
い
。

 

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
の
困

難
さ

 

小
規
模
ビ
ル
オ
ー
ナ
ー
の
場

合
、
資
金
調
達
面
で
の
制
約
が

顕
著
と
な
る
。

 

在
来
車
両
に
比
べ
て
、
省
エ
ネ

効
果
を
加
味
し
て
も
高
価
と

な
る
場
合
が
多
い
。

 

一
般
的
に
巨
額
の
投
資
と
な

る
ほ
か
、
省
エ
ネ
効
果
を
加
味

し
て
も
高
価
と
な
る
と
算
出

さ
れ
る
。

 

石
炭
価
格
、
電
力
価
格
に
加

え
、
技
術
を
輸
入
す
る
場
合
は

為
替
リ
ス
ク
等
の
問
題
が
あ

る
。

 

既
存
の
発
電
方
式
に
比
べ
て

コ
ス
ト
が
高
価
と
な
る
場
合

が
多
い
。

 

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
乖
離
が

一
つ
の
理
由
と
な
り
、
資
金
調

達
が
困
難
と
な
る
場
合
が
あ

る
。

 

効
果
の
限
定
性

 
機
器
レ
ベ
ル
で
は
効
果
は
概

ね
予
見
可
能
で
あ
る
が
、
利
用

状
況
が
テ
ナ
ン
ト
に
よ
り
大

き
く
異
な
る
。

 

電
気
自
動
車
の
場
合
、
充
電
設

備
の
制
約
等
の
問
題
が
あ
る
。

導
入
の
初
期
段
階
に
あ
り
、
今

後
の
実
デ
ー
タ
の
蓄
積
を
待

つ
こ
と
と
な
る
。

 

効
果
は
概
ね
予
見
可
能
で
あ

る
。

 

太
陽
光
、
風
力
発
電
の
よ
う
に

変
化
す
る
自
然
環
境
の
影
響

を
受
け
る
技
術
や
、
水
力
発

電
、
地
熱
発
電
の
よ
う
に
立
地

が
限
定
さ
れ
る
場
合
が
多
い
。

実
水
で
の
実
証
デ
ー
タ
が
不

十
分
で
あ
る
が
、

E
E
D
I
の
強

制
化
に
伴
い
、
蓄
積
が
期
待
さ

れ
る
。

 

業
界
の
特
徴
、
技
術

リ
ス
ク
等

 

オ
ー
ナ
ー

/デ
ベ
ロ
ッ
パ
ー
と

テ
ナ
ン
ト

/居
住
者
の
ニ
ー
ズ

の
乖
離
が
あ
る
。

 

自
家
用
利
用
が
多
く
、
環
境
イ

メ
ー
ジ
等
が
販
売
に
寄
与
し

て
い
る
。

 

メ
ー
カ
ー
、
ユ
ー
ザ
ー
と
も
に

国
際
的
に
競
合
す
る
業
界
で

あ
り
、
大
幅
な
補
助
は
困
難
な

状
況
で
あ
る
。

 

国
際
的
に
競
合
す
る
業
界
で

あ
り
、
法
規
制
等
に
よ
る
負
担

増
は
海
外
移
転
等
を
も
た
ら

す
可
能
性
が
あ
る

 

競
合
状
況
は
各
国
ご
と
に
異

な
る
。

 

公
海
上
を
航
行
す
る
こ
と
も

あ
り
、
技
術
リ
ス
ク
に
対
す
る

認
識
は
強
い
。

 

障
壁
の
克
服
手
段

 
省
エ
ネ
法
の
テ
ナ
ン
ト
へ
の

拡
大
、
機
器
ラ
ベ
ル
及
び
ト
ッ

プ
ラ
ン
ナ
ー
制
度
、
設
置
助
成

制
度
、
建
築
物
の
省
エ
ネ
性
能

表
示
制
度
等
を
実
施
。

 

補
助
金
等
が
設
け
ら
れ
て
い

る
が
、
消
費
者
ニ
ー
ズ
に
合
っ

た
車
種
の
開
発
が
販
売
に
最

も
寄
与
し
た
。

 

上
記
の
事
情
に
よ
り
、
大
幅
な

補
助
は
困
難
な
状
況
で
あ
る
。

こ
の
中
で

E
U
E
T
S
へ
の
包
含

等
の
試
み
が
行
わ
れ
て
い
る
。

中
国
で
は
国
策
に
よ
り
導
入

を
誘
導
し
た
経
緯
が
あ
る
。
技

術
移
転
に
対
す
る
補
助
事
業

(
モ
デ
ル
事
業

)
の
事
例
も
あ

る
。

 

事
業
者
に
対
す
る
補
助
金

(事

業
者

)、
固
定
価
格
買
取
制
度

(家
庭

)等
が
存
在
す
る
。

 

現
時
点
で
は
な
い
が
、

M
E
P
C

等
で
各
種
市
場
メ
カ
ニ
ズ
ム

対
策
が
議
論
さ
れ
て
い
る
。
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6 外航海運における各種排出削減技術の広範な導入に対する障壁の克服のための提言 

 

(外航海運における削減ポテンシャルとそれに対する障壁の概要)(6.1 節) 

これまでの検討を総括し、新造船に対する個別技術の導入、既存船に対する個別技術の導入、

オペレーション対策(減速航行)、中長期的な対策(LNG 焚き船)のそれぞれについて、2020 年に

おける排出削減ポテンシャル、2020 年における MAC について示すと共に、技術の導入に対す

る主要な障壁であるインセンティブの乖離、独立データの不足、資金面での制約、ヤードの消

極性及び制約について示すと共に、期待される障壁克服の手段について表 6.1-1 にとりまとめ

た。  

 

 (新造船に対する排出削減技術の広範な導入に対する障壁の克服のための提言)(6.2 節) 

  本調査の検討により、2020 年における新造船に対する排出削減技術の導入による排出削減

量は外航海運起源の CO2 排出量の増加に比べて小さいこと、MARPOL 73/78 条約附属書 VI 第 4

章に規定された required EEDIを達成するような排出削減技術の MACは概ねマイナスとなるこ

とが示唆された。 

 これらは、外航海運全体の大幅な排出削減のためにはさらなる技術開発・導入が必要である

こと、マイナスコストである対策技術の早期普及を進めるための対策が必要であることを示し

ている。  

 設備投資を行う船主と、それによる便益を享受する船社との間のインセンティブの乖離につ

いては、建築主とテナントの間で同様の乖離が存在する住宅・建築物部門、内航海運における、

利用者側への対策義務付け、機器の省エネ基準設定、ラベリング制度、助成制度等が参考とな

る。ただし外航海運は国際的な自由競争が行われており、法制度の拘束力の限界があり、また

特定国船籍船や商船隊にのみ経済的負担が発生するような規制を課すと、競争上の不公平を生

じる可能性がある。また、燃料価格に対する課金等の対策も、上記の乖離から、直接の技術的

対策導入には結びつきにくい。 

  新造船への技術導入に関する船主の資本制約という問題については、新規技術の導入に対

する補助制度または省エネ設備を導入する船舶を建造する船主に対する低利融資等が有効と

なる可能性があり、日本が提案している Efficiency Incentive Scheme(EIS)に基づく課金の使途と

して盛り込むことも考えられる。  

 排出削減技術に対する投資を行っても売却される場合に価格に反映されないという中古市

場の問題については、EEDI の開示(一種のラベリング)や各種省エネ技術の長期的な実証によ

り、排出削減技術を搭載した船舶が船社にとって費用効果的であることが示され、より高い価

格で中古市場で販売できるような対策が求められる。 

 required EEDI を達成した船舶に対する登録料優遇等の措置(シンガポールが実施)は、そのよ

うな基準に合致する船舶の建造に対するインセンティブを促し、また PR 効果等も期待できる。

 

(既存船に対する排出削減技術の広範な導入に対する障壁の克服のための提言)(6.3 節) 

   2020 年時点では全フリートの相当程度(隻数ベースで約 46%)は 2008 年以前に建造された

船舶(本調査における既存船)であるため、これらに対する排出削減技術の導入による排出削減

ポテンシャルは相当程度存在する。 

 しかし、既存船への排出削減技術の導入(レトロフィット)する場合のコストは同種の技術を

新造船に盛り込む場合の数倍以上に達する場合があり、また既存船に導入された排出削減技術

の効果は一般的に新造船に導入した場合を下回る。  

 以上より、既存船に対する排出削減技術の導入の MAC は高く、既存船に対する排出削減技
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術の導入が大幅に推進するとは考えにくい。 

 対象とした技術の中で、low friction coating については新造船への導入と比べたコストの上

昇が比較的小さく、また新造船への導入と同等の排出削減効果が期待される。内航海運におけ

る省エネ補助である「海上交通低炭素化促進事業費補助制度」に基づく補助金交付の大半が low 

friction coating に対するものであり、既存船対策として船主の立場から見て最も着手しやすい

ものであると言える。  

 前述したような新造船に対する排出削減技術の導入に関する検討と併せて考えれば、既存船

への対策を打ちだすより、新造船への早期代替を含めて、新造船に対する排出削減技術の導入

スケジュールを早めるための対策が重要であると考えられる。 

 

(オペレーションによる排出削減技術の広範な導入に対する障壁の克服のための提言)(6.4 節) 

  新造船及び既存船による 5 %程度の減速航行がもたらす排出削減効果は本調査で検討した新

造船に対する排出削減技術の効果に匹敵する水準である。しかし本調査で用いた前提では荷動

きを一定とするため、減速航行に必要な追加的な傭船にコストがかかることになり、結果的に

MAC は多くの排出削減技術より高くほぼゼロに近いと算出される。なお追加的な傭船を伴わ

ずに減速航行が可能な場合はこの限りではない。 

 減速航行の実施主体と燃料費節減効果の受益主体は同一であり、技術的対策と異なりインセ

ンティブの乖離は生じない。従って油価の上昇は減速航行の実施インセンティブの向上に直結

する。その意味では、燃料課金は減速航行を促進する MBM であると言える。  

 追加的な傭船コストが MAC の上昇の原因であることに鑑み、船社に負担を生じない形で減

速航行を促進するためには、追加的な傭船を伴わずに個船の days at sea の増加を可能にするよ

うな対策(港湾の荷役効率の向上等)が望まれる。ただしこのような対策については対策の実施

主体と受益主体が異なるというインセンティブの乖離が存在し、港湾や海運、陸運等の様々な

主体が一体となった取り組みが求められる。 

 

(中長期的な排出削減技術の広範な導入に対する障壁の克服のための提言)(6.5 節) 

  中長期的な技術の代表として検討した LNG炊き船については、その対策コストが LNG価格、

LNG が代替する油価、LNG 化による船価の上昇等、多くのパラメータに左右されることが確

認された。また現実には港湾における LNG インフラ等の制約要因も想定できよう。 

 本調査では IMO 2nd Study に従い、大型船には LNG 焚き船は導入されないと想定したが、ハ

イブリッド自動車の例を見ると多様なニーズに合わせた商品開発が普及に大きな役割を果た

しており、その意味でも様々な船種における開発が望まれる。 

 併せて、本調査で示した MAC 算定手法を、中長期的な対策にも適用するための手法につい

て検討した。とりわけ、CO2 排出削減量についても割り引く手法についても検討し、参考資料

3 に示した、 

 

 

6.1 外航海運における削減ポテンシャルとそれに対する障壁の概要 

 これまでの検討を総括し、新造船に対する個別技術の導入、既存船に対する個別技

術の導入、オペレーション対策(減速航行)、中長期的な対策(LNG 焚き船)のそれぞれ

について、2020 年における排出削減ポテンシャル、2020 年における MAC について示

すと共に、技術の導入に対する主要な障壁であるインセンティブの乖離、独立データ

の不足、資金面での制約、ヤードの消極性及び制約について示すと共に、期待される

障壁克服の手段について表 6.1-1(その 1)および表 6.1-1 (その 2)にとりまとめた。  
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6.2 新造船に対する排出削減技術の広範な導入に対する障壁の克服のための提言 

 2 章で検討した新造船に対する排出削減技術の導入による排出削減及び MAC の算

定の結果、下記の点が明らかとなった。  

1. 上記技術の普及率は段階的に増加すると想定されることもあり、2020 年において

はこれら技術の導入による排出削減量(79 Mt-CO2)は外航海運起源の CO2排出量の

増加に比べて小さい。このことは外航海運全体の大幅な排出削減のためにはさら

なる技術開発・導入が必要であることを示唆している。  

2. 本調査より、MARPOL 73/78 条約附属書 VI 第 4 章に規定された required EEDI を

達成するような排出削減技術の MAC は概ねマイナスとなることが示唆される。こ

れは 2.1で概観した外航海運における排出削減対策の MACに関する既存諸研究と

ほぼ一致する。しかし、MAC がマイナスで計算される削減技術による排出削減可

能量が大きいということは、別の視点からは、そのような技術の広範な普及が現

時点では進んでいないことを意味している。これは、船主と海運事業者が異なる

場合のインセンティブの乖離、技術リスク、燃料使用モニタリングの精度等、現

時点でのコスト解析以外の要因が所在することを示唆する。更に、将来の燃料価

格の不確実性が影響している可能性もある。また、燃料費が上昇しているにもか

かわらず運賃が伸び悩んでいる中で船社の資金調達環境が悪化し、高価な技術の

導入が（排出削減効果によらず）難しくなっている現状もある。  

3. 設備投資を行う所有者と、省エネ設備による便益を享受する利用者との間のイン

センティブの乖離により省エネ・排出削減技術の導入が進まないという事態が外

航海運同様に起こっている住宅・建築物部門の事例を見ると、テナント(利用者)

の省エネ法対象への包含による対策義務付け、機器の省エネ基準設定による低効

率機器の漸減、ラベリング制度、設置助成制度等が設けられてきた。外航海運に

おいて同様の制度を設けることは技術導入の推進に資することが考えられ、同様

にインセンティブの乖離が起こっている内航海運においては省エネ設備に対する

補助、運行実態の見える化等を通じた省エネ対策が行われている。ただし外航海

運は国際的な自由競争が行われており、法制度の拘束力の限界があり、また特定

国船籍船や商船隊にのみ経済的負担が発生するような規制を課すと、競争上の不

公平を生じる可能性がある。  

4. 外航燃料に対する課金は、燃料価格の上昇を通じたこのような MAC を更にマイナ

スにする効果があると言われるが、現時点でも MAC がマイナスで計算される国際

海運に対して削減技術の普及させる方策として効果が限定的であるとと考えられ

る。  

5. 他方、仮に課金で得られる基金を排出削減技術導入のための財源として利用する

ことは、これまで述べてきたような障壁を減じる効果が期待できる。たとえば、
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新規技術の導入に対する補助制度または省エネ設備を導入する船舶を建造する船

主に対する低利融資等が有効となる可能性があり、日本が提案している Efficiency 

Incentive Scheme(EIS)に基づく課金の使途として盛り込むことも考えられる。  

6. また、排出削減技術に対する投資を行っても売却される場合に価格に反映されな

いという中古市場の問題については船主にとって今ひとつの大きな課題であるが、

この点については EEDIの開示(一種のラベリング)や各種省エネ技術の長期的な実

証により、排出削減技術を搭載した船舶が船社にとって費用効果的であることが

示され、中古市場においてより高い価格で販売できるように誘導する対策が求め

られる。  

7. required EEDI を達成した船舶に対する登録料優遇等の措置(シンガポールが実施)

は、そのような基準に合致する船舶の建造に対するインセンティブを促し、また

PR 効果等も期待できよう。required EEDI の強制化に伴い、実証データが蓄積され、

EEDI の達成手法と実績値である EEOI との整合に関する知見が蓄積される。即ち

EEDI を達成するだけではなく、EEOI の向上にも資する技術の特定が進む。この

ように、高いレベルでの EEDI の達成、EEOI との比較検証、EEDI のあり方の再

検討に関するサイクルを主導することが世界的な外航海運起源の温室効果ガス排

出削減のためにも、日本の海運及び造船業の振興のためにも望ましい。船舶のエ

ネルギー消費率に関する推計・表示方法に関して顕著な進捗が見られると、チャ

ーターレートにエネルギー効率を反映できる可能性が高まる。  

 

6.3 既存船に対する排出削減技術の広範な導入に対する障壁の克服のための提言 

 2.3で検討した新造船に対する排出削減技術の導入による排出削減及びMACの算定

の結果、下記の点が明らかとなった。  

1. 2020 年時点では全フリートの相当程度(隻数ベースで約 46%)は 2008 年以前に建

造された船舶(本調査における既存船)であるため、これらに対する排出削減技術の

導入による排出削減ポテンシャル(約 56 Mt-CO2)は相当程度存在する。  

2. しかし、既存船に対する技術の導入については、新造船における導入同様にイン

センティブの乖離や独立データの不足という問題がある (既存船へのレトロフィ

ットの場合、技術の排出削減率は既存船の状態に依存するので、新造船より重要

な問題となる）。さらに、既存船へ技術を導入する場合のコストは同種の技術を新

造船に盛り込む場合の数倍以上に達する場合がある (船体形状の変更を伴う場合

は特にコスト増加が著しい)。また既存船に導入された排出削減技術の効果は一般

的に新造船に導入した場合を下回る。  

3. そもそも、このような大規模なレトロフィットは過去において例が少なく、これ

を実施できるヤードも少ないと考えられる。ヤードについては、今後バラスト水

処理装置や大気汚染物質(NOx、SOx)対策が求められるようになると、ヤードの制
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約は深刻化することが想定される。また、新造船と異なり、市場が 20 年程度で大

幅に縮小する可能性もあり、このような市場に大規模な技術投資が可能であるか

投資の観点からは疑問である。  

4. 以上により、既存船に対する排出削減技術の導入の MAC は非常に高い場合がある。

コスト増加が著しい排出削減技術の MAC は油価の上昇を考えた場合でも大きく

下落せず、油価変動により既存船に対する排出削減技術の導入が大幅に推進する

とは考えにくい。新造船についても資金的な制約は存在するが、既存船の場合は、

バラスト水処理装置や大気汚染物質(NOx、SOx)対策を高価なレトロフィットとい

う形で講じることが求められる中で、資金的な制約は深刻となることが想定され

る。  

5. 対象とした技術の中で、low friction coating については新造船への導入と比べたコ

ストの上昇が比較的小さく、また新造船への導入と同等の排出削減効果が期待さ

れる。内航海運における省エネ補助である「海上交通低炭素化促進事業費補助制

度」に基づく補助金交付の大半が low friction coating に対するものであり、既存船

対策として船主の立場から見て最も着手しやすいものであると言える。  

6. このような結果は、前述したような新造船に対する排出削減技術の導入に関する

検討と併せて考えれば、既存船への対策を打ちだすより、新造船への早期代替を

含めて、新造船に対する排出削減技術の導入スケジュールを早めるための対策が

重要であることを示唆する。  

7. 新造船において EEDI の開示が一種のラベリング効果となるように、既存船にお

いても EEOI の開示により、貨物量や航路、航行形態のどのような要因が作用す

るのかに関する知見が蓄積し、エネルギー効率が適性に評価されるようになると、

レトロフィットの気運も高まることが期待される。  

 

6.4 オペレーションによる排出削減技術の広範な導入に対する障壁の克服のための提言 

4.2 で検討した船舶のオペレーション改善対策の代表的な例である減速航行による

排出削減及び MAC の算定の結果、下記の点が明らかとなった。  

1. 新造船及び既存船による 5 %程度の減速航行がもたらす排出削減効果は本調査で

検討した新造船に対する排出削減技術の効果を上回る水準(約 109 Mt-CO2)である。

しかし本調査で用いた前提では荷動きを一定とするため、減速航行に必要な追加

的な傭船にコストがかかることになり、結果的に MAC は多くの排出削減技術より

高いと算出される。なお追加的な傭船を伴わずに減速航行が可能な場合はこの限

りではない。 

2. 減速航行の実施主体と燃料費節減効果の受益主体は同一であり、従って新造船及

び既存船に対する排出削減技術の導入の場合とは異なり、インセンティブの乖離

は生じない。従って油価の上昇は減速航行の実施インセンティブの向上につなが
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る。その意味では、燃料課金は減速航行を促進する MBM であると言える。  

3. 減速航行の効果実証に関するデータの不足については問題ではあるが、今後 EEOI

データの蓄積により改善が期待される。  

4. 追加的な傭船コストが MAC の上昇の原因であることに鑑み、船社に負担を生じな

い形で減速航行を促進するためには、追加的な傭船を伴わずに個船の days at sea

の増加を可能にするような対策(港湾の荷役効率の向上)が望まれる。ただしこのよ

うな対策については対策の実施主体と受益主体が異なるという技術的対策とは別

の種類のインセンティブの乖離が存在するため、港湾や海運、陸運等の様々な主

体が一体となった取り組みが求められる。特に、減速航行により輸送期間が長期

化するため、用船契約への反映や荷主の理解を得ることが必要となる。航空部門

における算出事例では、MAC がマイナスと算出される数少ない対策の一つとして

航空管制対策が挙げられており、対策を実施する空港と対策の便益を享受する航

空会社のインセンティブが乖離している状況にあると思われる。  

 

6.5 中長期的な排出削減技術の広範な導入に対する障壁の克服のための提言 

4.3で検討した中長期的対策の代表的な例である LNG焚き船の導入による排出削減

及び MAC の算定の結果、下記の点が明らかとなった。  

1. LNG 焚き船の導入の MAC は LNG 価格、LNG が代替する油価、LNG 化による船

価の上昇等、多くのパラメータに左右される。また現実には港湾における LNG イ

ンフラ等の制約要因も想定できよう。  

2. 本調査では IMO 2nd Study に従い、大型船には LNG 焚き船は導入されないと想定

している。このため LNG 焚き船の導入効果は限定的であるが、ハイブリッド自動

車の例を見ると多様なニーズに合わせた商品開発が普及に大きな役割を果たして

おり、その意味でも様々な船種における開発が望まれる。 

3. 中長期的な対策については、6.2 及び 6.3 で見た新造船や既存船に対する技術導入

と同様に、インセンティブの乖離や独立データの不足と言った問題が存在する。 

4. 将来的な観点からは、スカイセイルや代替燃料など中長期的技術こそが、GHG の

排出削減に繋がることは確実である。他方、6.2 で述べたように、10 年以上前か

ら開発が進められてきた短期的な技術でさえ、充分に使用されていない現状を鑑

みると、中長期的な技術を開発するだけでなく、その導入に関する障壁を今から

減じておく必要性があると考えられる。新規技術の場合、独立した実証データは

現在導入段階にある技術より少なく、またそのようなデータを取得した船種も限

定される。また中長期的な技術は一般に早期導入した場合、コストは高く効果の

不確実性も大きいため、将来的な技術開発によるコスト削減及び対策効果の向上

を予測して早期導入に消極的となることもある。  

5. 公的資金を用いた多くの技術開発プロジェクトは、実用化までをその計画の終了
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としており、たとえば海上公試で性能試験を行った後の商品化に対しては必ずし

も積極的ではない。仮に技術的に排出削減に効果があったとしても、これまで述

べてきたような障壁が導入に対する障壁になるのだとすれば、このような技術開

発プロジェクトにおいても、特に技術リスクに起因する障壁を取り除く努力をす

るべきと考える。たとえば、1 号機については海上公試以降も長期的な性能試験

を継続し、その解析データについては第三者が検証した上で広く公開すると言っ

たスキームが考えられる (技術そのものについては工業所有権で保護されるべき

である。ただし工業所有権の開示については、そもそも開示しても使われるか不

明であること、船の燃料消費率の差別化で特に重要となる船型フォームについて

は知的財産権で保護されないことなどから、公開に慎重とならざるを得ないとい

う意見がある。  

 

なお、本調査で示した MAC 算定手法を、中長期的な対策にも適用する場合、長期

間の割引により MAC の差異が小さくなり、ゼロに収斂する可能性がある。この解決

策として、MAC の回収想定期間について単一の年次とせず、建造年別の投資時期とす

ることが考えられる。  

また、特に中長期的な対策について検討する場合、設備コスト、運営コスト、省エ

ネ便益といった経済的な支出・便益だけではなく、CO2 排出削減量についても割り引

くという考え方がある。CO2 排出削減量についても割り引く理由としては、下記の 2

点が挙げられる。  

・ CO2排出削減量について割り引かずに経済的な支出・便益のみを割り引くと、MAC

がプラスの場合、将来に行われる排出削減ほど MAC が低く算出される(MAC がマ

イナスの場合は逆となる)。このことは、実際は CO2排出削減は早期に行われるほ

ど地球温暖化の被害を減じるのに対し、対策を遅らせるほど排出削減が費用効果

的となるという結果を導く。  

・ 排出量取引や炭素税の導入を考える場合、CO2排出削減量は貨幣換算できる経済価

値を持つので、他の支出・便益同様に割り引くべきである。  

 

前者に関して、まだ気候変動対策効果としての CO2早期排出削減の効果を定量化す

るための割引率の設定方法について定論はないという点が課題として挙げられる。ま

た後者の立場を取る場合、排出量取引や炭素税という政策から離れ、純粋に技術の CO2

排出削減効果を比較する場合については適切かどうかという問題もある。  

 以上について検討した、中長期的な対策に関する MAC について参考資料 3 に示し

た。  
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7 まとめ 

地球規模の温室効果ガス排出削減対策を講じるにあたり、各種対策の実施に対する

費用の負担の多寡が課題となる。温室効果ガスの大半を占めるエネルギー起源 CO2の

排出削減対策については、設備コスト、運営コストをかけた場合、省エネによる燃料

費節減という便益(＝対策による貨幣換算可能な効果、見返り)も想定されるため、一

概に対策実施者に対して費用負担を求めるものではなく、むしろ利益をもたらすと判

断される場合もある。  

世界的に地球温暖化ガス削減に向けた動きが加速される中、海運分野でも IMO にお

いて、各国による GHG 削減対策に向けた国際的な対策のあり方が検討され、その具

体的手段として、MARPOL 条約附属書 VI Annex VI Chapter 4 の追加によりエネルギ

ー効率設計指標(EEDI)の計算と一部船舶を対象としたその最大許容値の設定及び、船

舶エネルギー効率マネージメントプラン(SEEMP)の保持の強制化が決定された。こう

した議論の過程において IMO 事務局や各国関係機関から、その検討の技術的な基礎と

して、限界排出コスト(Marginal Abatement Cost：MAC)、あるいはその排出削減量との

関係を示した限界排出削減コストカーブ(Marginal Abatement Cost Curve：MAC カーブ)

に関する論文等が提出され、議論されている。 

MAC、あるいは MAC カーブは、海運以外の分野においても国際的あるいは国内の

枠組みで、広く地球温暖化対策の検討に利用されているが、我が国においては外航海

運分野での MAC カーブ作成に取り組んだ事例はない。省エネによって燃料費節減と

いう便益が産み出すことが多いとされる外航海運における温室効果ガス排出削減対策

の検討、今後の国際的な対策の円滑な実施の観点だけでなく、海運事業者や造船所が

独自のコスト解析を行う際にも、我が国独自の外航海運分野における MAC カーブを

作成する必要がある。本事業では、MAC カーブ算定プログラムを開発し、その公開を

行っている。 

まずは、全世界的な限界排出削減コストを算出・分析している文献として代表的な

ものを 3 件を精査し、手法及び運輸部門の位置づけについて把握した。これら文献で

は、温室効果ガス排出削減に関する投資について、投資主体の観点に即して算出して

いることが多く、そのため MAC は高く算出されていること、また全体の排出削減に

占める運輸部門の位置づけについては文献ごとに大きく異なることがわかった。加え

て、運輸部門に特化した文献 3 件について、運輸部門の MAC を調査した。MAC につ

いては算出方法や前提の相違等もあり大きく異なるが、航空については、外航海運や

陸上予想に比較して、各種対策の MAC が高く算出されており、海運部門と異なる点

のあることがわかった。(第 1 章) 

また、MAC の国家目標及び国内排出削減制度に対する有用性について検討した結果、
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MAC は国家目標の検討手段としては直接的に用いられた例がないこと、及び MAC カ

ーブを用いた設定においては、途上国ほど CO2 排出削減ポテンシャルが高く算出され

る可能性の高いことが、文献調査により解った。(第 1 章) 

次に海運分野における限界排出削減コスト(MAC)に関する文献として代表的なもの

を 4 件(IMO スタディ、DNV、IMAREST、CE Delft の各文献)調査し、手法及び前提条

件、データについて把握し分析した。これらの分析により、MAC カーブの計算結果に

は割引率及び油価の影響が大きいことがわかった。  

そして、これらを踏まえ、国際海運における MAC カーブの独自の算出を試みた。

試算においては、①新造船に対して短期的削減技術を導入する場合、②既存船に対し

て短期的削減技術を導入する場合、③船舶のオペレーション対策を導入した場合、④

中・長期的な排出削減対策を導入した場合の 4 つのケースに分けて計算を行った。な

お、2 章において①を、4 章において②、③および④を算定している。  

①の新造船に対する短期的な技術の適用については、船社及び研究機関等へのヒア

リングを踏まえて普及率、排出削減ポテンシャル及び抵抗係数より排出削減率を算出

し、それを集計することにより建造年別、船型クラス別の排出削減率を求めた。ここ

で推計した排出削減率については MARPOL 条約附属書 VI 改正に規定された required 

EEDI との比較を行い、概ね整合している結果を得た。(第 2 章) 

他方、技術の設備コスト及び運営コストについての情報は、既存文献及び船社への

ヒアリングにより入手した。一部の船種・クラスのみについての情報しか得られなか

った場合は、技術の性質により船種の重量または主機出力等の大きさに応じて他の船

種・クラスにも外挿し、各技術、船種・クラス、導入年次ごとにとりまとめて正味現

在価値(NPV)を算出した。(第 2 章) 

NPV の算出に当たっては、割引率及び回収想定期間を決める必要があるが、前述の

文献調査を基にして、ケース A(割引率 5%、回収想定期間 20年)、ケース B(割引率 10%、

回収想定期間 10 年)、ケース C(割引率 5%、回収想定期間 10 年)の 3 種類を設定した。

ケース A は船舶を社会資本と見る観点、ケース B は企業の投資対象と見る観点に概ね

該当する。ケース C はケース A において技術の耐用年数が短い場合に対応する。以上

の算定方法は全ての入力値について明確にされており、エクセルシートの入力値の変

更により、ユーザー独自の計算も可能としている。(第 2 章) 

各技術について、両ケースで計算した NPV を対象期間中の排出削減量で割ることに

より MAC を求めた。新造船についてはケース A～C のいずれについても、対象とし

た技術の全てがマイナスの MAC となった。このように数字の上では費用効果的と算

出される対策が導入されない状況は外航海運において顕著であり、同セクターにおい

てコスト以外に技術の導入を阻む障壁の存在を示唆する結果を得た。(第 2 章) 

CE Delft 社の分析を下に、技術導入に関する障壁について抽出した。最大の障壁は
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インセンティブの乖離(船主とオペレーターの関係)であり、それ以外に、資金面の制

約、省エネに関して信頼のある情報を得るためのコストが高いことを含めて独立デー

タの不足、ヤードの消極性とヤードのキャパシティ、傭船契約、船員と雇用者の利害

相反等のあることを抽出した。(第 3 章) 

新造船に関する報告書第２章の分析を受け、既存船、オペレーション、中長期的対

策に関して MAC を算出した。既存船に対する技術導入の MAC 算出に当たっては、船

社、メーカー等のヒアリングに基づき導入コストの上昇、新造船と比べたパフォーマ

ンスの低下を織り込んだ。この結果、既存船に対して削減技術を適用する場合、その

MAC 算定結果は、新造船の MAC のそれを大きく上回る結果を得た。オペレーション

技術に関しては代表的なものとして減速航行を取り上げ、MAC の算出を行った。減速

航行については、減速後にも一定の荷動きを確保する場合は追加的な傭船が必要とな

るため、これらのコストを把握し、織り込んだ。この結果、減速航行の MAC はほぼ

ゼロと算出され、新造船については個別の技術的対策より高額になると算出されたが、

既存船についてはその逆となった。中長期的対策として LNG 船を取り上げ、MAC の

算出を行った。この場合は船価の上昇、舶用燃料及び LNG のそれぞれの価格に影響

を受け、非常に多様な値を取ることがわかった。(第 4 章) 

他の部門における障壁及び克服手段に関して検討した。対象として住宅・建築物部

門、輸送部門(自動車、航空、内航海運)、大規模排出施設(鉄鋼、電力)を取り上げた。

その結果、住宅・建築物部門は外航海運と同様のインセンティブの乖離が省エネ技術

導入に対する障壁となっていたが、省エネ法の対象拡大、ラベリング、機器効率基準

の設定、補助制度等の対策が講じることで一定程度の障壁の克服が謀られていること

を把握できた。自動車及び航空に関しては省エネ・低排出製品はようやく市場に出現

した段階であるため技術リスクの克服が、鉄鋼・電力については初期の導入コストの

高さが障壁となっているという結果を得た。(第 5 章) 

上記を踏まえ、新造船に対する排出削減技術導入、既存船に対する排出削減技術導

入、オペレーションに対する排出削減技術導入及び中長期対策の導入のそれぞれにつ

いて、障壁の克服のための提言をまとめた。新造船についてはインセンティブの乖離

を克服するための補助等を示唆し、既存船については技術導入が非常に高価となるこ

とからファイナンスが制約となり、そのためにも新造船に対する早期の導入促進策を

講じる必要性を示唆した。オペレーションに対する排出削減技術導入については、船

主とオペレーターのインセンティブの乖離は生じないが、対策コストの低減のために

は港湾側とも協力した停泊時間の削減に効果があるため、船主とオペレーターとは異

なるインセンティブの乖離が示唆された。中長期対策については、MAC 算定値の不確

実性は高かったが、中長期的な技術については技術リスクを提言する方策が有効であ

ると考えられた。(第 6 章) 



 

 

 

 

 

 

参考資料 
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略語集 

1. 海運・国際運輸関係 

 
EEDI Energy Efficiency Design Index (エネルギー効率設計指標)。  

設計時点における船舶の輸送効率を推定するための指標。式の形式とし

ては、｛主機及び補機の出力(kW)｝×｛出力あたり燃料消費量 (t-fuel/kWh)｝

×｛燃料の CO2排出係数(t-CO2/g-fuel)｝÷｛重量(DWT)×速度(mile/hr)｝で

あり、t-CO2/トンマイルの次元を持つ。2009 年 7 月の MEPC59 では自主

的な EEDI の算出方法、認証方法等に関する暫定ガイドラインが合意さ

れ、また 2010 年 3 月の MEPC60 では新造船に対する計算義務付けが合意

された。2011 年 7 月の MEPC 62 における MARPOL 条約附属書 VI の改

正案の採択により、総トン数 400 トン以上の新造船に対する EEDI の計

算と一部船舶を対象としたその最大許容値の設定が義務付けられた。 

 

EEOI Energy Efficiency Operational Indicator (エネルギー効率運航指標)。  

運航時の船舶の実質輸送効率を示す指標。または、個々の船舶から実際

に排出された CO2排出量を示す指標。算出式は｛CO2排出量(t-CO2)｝÷｛輸

送量  (tonne-mile)｝。SEEMP においてモニタリングすべき項目のひとつと

なっている。 

 

IMO International Maritime Organization (国際海事機関)。海事全般に関する国際

的な制度設計を行う。国連の特別機関の一つで、本拠地はロンドン。ウ

ェブサイトは http://www.imo.org/ 

 

MARPOL  船舶の航行や自己による海洋汚染を防止するために、対象となる汚染

物質に関する規定を定めた条約のこと。現在は、1973 年に採択された

条約に修正を行った上で、MARPOL73/78 条約 (1973 年の船舶による汚

染の防止のための国際条約に関する 1978 年の議定書)が作成され、1983

年 10 月 2 日に発効している。一般的に MARPOL 条約は MARPOL 条約

73/78 のことを指す。 

 

同条約附属書 VI (2005 年 5 月 19 日発効)はオゾン層破壊物質、窒素酸化

物  (NOx)、硫黄酸化物  (SOx)、揮発性有機化合物  (VOC) の排出等の規

制に関するものである。SOx 規制に関しては、一般海域での燃料油中の

硫黄分を現行の 4.5%から 2020 年には 0.5%まで低下させることが合意さ

れている。また 2011 年 7 月の MEPC 62 における MARPOL 条約附属書

VI の改正案の採択により、省エネ・温室効果ガス排出削減関連では新造

船に対する EEDI 計算、新造船及び既存船に対する SEEMP の保持が義務

化された。 

 

MBM Market-Based Measures (経済的手法)。経済的なインセンティブの付与によ

り目的を達成するような手法。海運においては燃料に対する課金  (及び

課金収入の付与)、船舶間の排出量取引が MBM に含まれる。 

 

MEPC Marine Environmental Protection Committee (海洋環境保護委員会)。IMO 内

に設けられた環境問題を検討する委員会。 

 

SEEMP Ship Energy Efficiency Management Plan(船舶エネルギー効率管理計画)。船

舶がエネルギー効率の良い航行を行うための手法及びモニタリング・改

善計画。2011 年 7 月の MEPC 62 における MARPOL 条約附属書 VI の改

正案の採択により、総トン数 400 トン以上の船舶に対する SEEMP の保

持が義務付けられた。 
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2. 技術関係 

 
CRP Contra-Rotating Propeller（二重反転プロペラ）。同一の軸上に設置された

2 組のプロペラを互いに逆方向に回転させる技術。前プロペラでの回転流

のエネルギーのうち推進力にならず無駄となるエネルギーの一部を後プ

ロペラが回収することにより、高効率での航行が可能となるほか、振動

を低減させる効果もある。 

 

WHR Waste Heat Recovery（排熱回収）。船舶の主機関からの排熱を有効利用す

る技術の総称。排熱により蒸気を発生させ、タービン発電機（ターボジ

ェネレータ）により発電を行い、船内電力に用いるほか、軸発電機モー

タと併せて推進力に用いる技術も開発されている。 

 

 

3. その他  

 
BAU Business As Usual 

「成り行きの」シナリオ。遵守すべき法制度は現状のままで(あるいは

現状で想定されている変化を織り込み)、経済的合理性に従って行動す

る場合のシナリオを指すことが多い。  

 

EUETS EU Emissions Trading Scheme (EU 排出量取引スキーム)。EU (ノルウェー

も含む）による温室効果ガス排出量取引制度であり、世界で取引される

温室効果ガス排出権の 80%以上は EUETS に起因する。2005 年に実施段

階に入り、第 1フェーズ (2005～2007年)、第 2フェーズ  (2008～2012年)、

第 3 フェーズ（2013～2020 年）に分かれる。第 1 フェーズは習熟段階と

いうべき位置づけであり、第 2 フェーズは参加施設に対して各国政府が

排出枠を配分する方式を採用し、各国の京都議定書目標達成の一環とな

った。2013 年より開始される第 3 フェーズは主として電気事業者に対し

て自らが排出する温室効果ガスに相当する排出権を競売により購入する

義務が生じる。なお 2012 年より EU 域内に離着陸する国際航空も対象に

含まれたが、米国、中国等は反発している。 

 

IPCC Intergovernmental Panel on Climate Change (気候変動に関する政府間パネ

ル)。  

ジュネーブに本拠を置く国際機関で、1988 年に国連環境計画(UNEP)

と世界気象機関(WMO)により設立された。気候変動に関する科学的・社

会経済的知見のとりまとめを行う。数年に 1 度の評価報告書(最新のもの

は 2007 年に刊行された第 4 次評価報告書)を刊行したほか、特定テーマ

に関する報告を随時行っている。 

http://www.ipcc.ch。  

 

IEA International Energy Agency (国際エネルギー機関)。  

パリに本部を置く国際機関で、加盟国は主として先進国の 28 か国。石

油ショックを契機として設立され、当初は石油の供給安定性に関する研

究を主としてエネルギー消費者の立場から行っていたが、近年はエネル

ギー需給動向の把握及び予測、地球温暖化問題についても研究を行って

いる。  

http://www.iea.org 

 

UNFCCC United Nations Framework Convention on Climate Change (気候変動に関す

る国際連合枠組条約)。  

1992 年にリオデジャネイロで開催された地球サミットにおいて署名公
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開され、1994 年に発効した。同条約は、温室効果ガス濃度を危険な人為

的干渉を及ぼすこととならない水準で安定化させることを究極の目的と

する。同条約附属書Ⅰ国(先進国及び移行経済国)は排出削減への取組みを

求められ、附属書Ⅱ国(先進国)は資金支援・技術移転等を求められるが、

これらに関して遵守すべき定量的な目標はない。 

附属書Ⅰ締約国、附属書Ⅱ締約国、非附属書Ⅰ締約国リストは、以下

を参照。  

http://unfccc.int/parties_and_observers/items/2704.php 

現在、188 カ国及び欧州連合が締結している。 

http://unfccc.int/parties_and_observers/parties/items/2352.php 
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参考資料 

参考資料1  コンテナ船大型化に関する検討 

 

１．基本的な考え方 

 航行速度は変化しないと想定すると主機出力は船舶に対する抵抗に比例する。この

場合の抵抗を粘性摩擦抵抗と近似すると、それは船体面積に比例し、従ってエンジン

出力は個船のサイズの 2/3 乗に比例すると近似できる。従って個船のサイズの 10 % 

[20 %]の大型化は、個船の主機出力は 6.6% [12.9%]増加する必要がある(IMO 2nd Study

のデータによると、補機出力も若干増加する)。これに対して隻数は大型化に反比例し

て 9.1% [16.7%]減少する。  

個船の航行パターン(days at sea)を不変と考えると、エネルギー消費量はエンジン出

力に比例する。結果として大型化によるエンジン出力の増加は個船のサイズが増加す

ることにより輸送貨物量の増加を下回り、結果としてエネルギー消費、CO2 排出の削

減につながることが考えられる。  

 

２．算出結果 

 IMO 2nd Study のコンテナ船のクラスのうち最大のもの(8,000TEU 以上)について計

算を行った。2nd Studyではこのクラスの隻数は 2007年の 118隻から 2020 年には 1,010

隻に増加するとしている(IMO 2nd Study の中間ドラフトのデータに基づくと、この船

型クラスに起因する温室効果ガス排出量は 163Mt-CO2であり、全船型クラスで最も大

きい)。  

これに基づく算出結果は下記のとおり。最も大きな 8,000TEU 以上のコンテナ船の

サイズが 10 % [20 %]増加すると、同クラスの船舶からの CO2排出量は 2.4% [5.1%]減

少し、それぞれのケースの排出削減量は約 3.9Mt-CO2 [8.3Mt-CO2]と算出される。なお

本調査で対象とした排出削減技術が導入された場合、2008～2020 年に建造されたコン

テナ船のうち最大の船型クラスの排出率は 2008年以前のものと比べて約 9%改善され

るため、このクラスのコンテナ船が 2008 年以降に建造された船舶に完全に置き換わっ

た大型化のみに起因する排出削減量も上記より 9%程度小さくなると思われる。 
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表 6.5-1 

ケース  IMO 2nd Study 
ベースケース  

ケース 1 ケース 2 備考  

サイズ  －  +10 % +20 % サイズは無次元とし、個船の輸

送可能貨物量と比例するとし

た。  

隻数  1,010 918 842 貨物 capacity に反比例して減
少。  

主機出力(kW) 68,477 72,969 77,327 船舶のサイズの 2/3 乗に比例し
て増加  

補機出力(kW) 3,081 3,500 3,756 IMO 2nd Study の補機出力と各
船型クラスの貨物容量との関

係により算出31 

合計エンジン出力(kW) 71,558 76,469 81,084 主機出力＋補機出力  

個船あたり主機エネルギ

ー消費量(kt/year) 

46.2 49.3 52.2 合計エンジン出力に比例する

と考えられる。  

個船あたり補機エネルギ

ー消費量(kt/year) 

5.8 6.6 7.1 同上  

総燃料消費量(kt/year) 52,599 51,331 49,939 個船当たり主機・補機エネルギ

ー消費量×隻数  

CO2排出量(kt-CO2/year) 163,189 159,254 154,936 燃料を重油 (約 3.1t-CO2/t-fuel)
として算出  

排出削減量(対ベースケー
ス比) 

－  
 

-3,935 -8,252  

排出削減率(対ベースケー
ス比) 

－  2.4% 5.1%  

 

 

 

                                                      
31 IMO 2nd Study のコンテナ船全 6 クラスの貨物容量(CC)と補機出力(AUX)の相関を取ると、

AUX=0.0374CC+677.62 (r2=0.97)となるが、この相関を用いた。  
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参考資料2 LNG 焚き船に関する検討 

 LNG 焚き船が IMO 2nd Study のシナリオに基づき導入された場合の排出削減量及び

MAC について検討する。  

IMO 2nd Study 等において LNG 焚き船の部分的導入が想定されている。LNG 焚き船

を温室効果ガス排出削減対策と捉えた排出削減量、MAC の算出を行った。LNG 焚き

船のような燃料代替の場合は省エネ技術とは異なり、導入によるランニングコスト低

減があるかどうかはそれぞれの燃料コストに依存する(LNG 利用のほうが在来の舶用

燃料より高額となれば、ランニングコストも正味で増加する)という点を考慮する必要

がある。  

 

(１)前提等 

 LNG 焚き船の導入は下記の前提を置いて検討した。  

 

表  LNG 焚き船の MAC 検討に際しての前提条件等  

項目  概要  

導入対象  ・ IMO 2nd Study に従い、2020 年に coastal shipping(燃料が HFO/MDO とさ

れている船型クラスに該当)の 5 %の船腹を占めるように導入されると

した。  

導入率  ・ 上記の前提に基づき、2007 年時点の新造船に対する導入率はゼロとお

き、以後新造船に占める導入率は線形に増加するとした。この仮定に基

づくと、2020 年の新造船に占める LNG 焚き船の比率は 17.3%となる。

その他前提  ・ LNG 焚き船のエンジン効率は在来燃料を利用する新造船と同一とした。

・ LNG への燃料変更は主機と補機に対して行われ、タンカーで用いられる

ボイラは対象外とした  

原単位等  ・ IMO 2nd Study に従い、LNG の CO2原単位は 2.75t-CO2/トンとした 

・ IPCC 2006Guideline に従い、LNG 及び在来燃料(Gas diesel oil)の熱量原単

位はそれぞれ 48TJ/Gg 及び 43.0TJ/Gg としている。 

LNG 価格  ・ 400 USD/トンとした(IEAデータによる先進国の 2008年～2010 年のガス

輸入価格の平均的な値) 

船価上昇率  ・ 同じ船型クラスの在来燃料を利用する新造船に比べて 30 %増とした(ヒ

アリングより) 

 

(２)結果及び感度分析 

 LNG 焚き船の MAC 算出結果について算出した。併せて、船価上昇率、LNG 価格、

油価といった影響が大きいと考えられるパラメータを抽出し、感度分析を行った。結

果は下記のとおり。  
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表  LNG 焚き船の MAC(USD/t-CO2) 

ケース  MAC(USD/t-CO2) 

ケース A (ベースケース) 10.7 

ケース B (ベースケース) 77.2 

ケース C (ベースケース) 90.8 

ケース A (船価上昇率 20 %) -23.3 

ケース A (船価上昇率 40 %) 44.7 

ケース A (LNG 価格 300 USD /トン) -47.0 

ケース A (LNG 価格 500 USD /トン) 68.4 

ケース A (油価 700 USD /トン) -118.0 

(ベースケースは油価 500 USD/トン、LNG 価格 400 USD/トン、船価上昇率 30 %) 

 

 以上より、LNG 焚き船の MAC は船価、燃料価格、回収想定期間及び割引率等多く

の変数に敏感に影響を受け、LNG 焚き船への投資の収益の予見性が課題となることが

読み取れる。 

 なお LNG 焚き船の排出削減量は年間 4.8Mt-CO2と算出される。これは本調査で考慮

した他の技術的要因による新造船起源の排出削減量(約 79Mt-CO2)と比べて約 6%程度

である。  

 

(３)考察 

 LNG 焚き船については、船価及び燃料価格に対して想定される変動が見られた。即

ち LNG 焚き船の相対的な船価が高額であるほど、また在来燃料に対する LNG の価格

が高額であればあるほど LNG焚き船の MACは増加する。LNG価格が低く推移する(あ

るいは油価が上昇する)と LNG 焚き船は費用効果的と算出されるが、LNG 価格が上昇

すると急激にコスト増となる。このことは、LNG 焚き船の導入の前提条件として LNG

が安定的な価格で供給されることが必要であることを示唆する。  
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参考資料3 中長期的な対策を想定した限界排出削減コスト算定手法について 

本調査で採用した手法は、異なる建造年において段階的に導入される技術について

同列に扱わず異なる現在価値換算を行うため、技術の時系列的な導入に関する評価に

適していると考えられる。反面、長期的な導入については割引が大きくなる等のデメ

リットがある。このため、本調査とは異なり、異なる建造年に導入される技術につい

て、それぞれの導入年から割引を開始する手法も想定される。そのような手法に則っ

た MAC について算出する。  

算出に当たっては、CO2について割り引かない場合と、NPV と同じ率で割り引く場

合の 2 つのケースについて算出した。前者は特定技術の温室効果ガス排出削減対策と

しての効果を検討するのに適しており、後者は環境税や排出量取引制度の検討のよう

に CO2を貨幣と同じように考える場合に適していると言えよう。なお各技術・対策に

よる排出削減量は MAC 算出方法によらず変わらない。  

 

1 新造船 

 

1.1  CO2について割り引かない場合 

 CO2について割り引かない場合、MAC は下記のように算出される。異なる建造年に

おける技術導入の投資・回収効果が大きく異なる場合を除き MAC の正負は同じであ

るが、MAC の分子に当たる NPV に対する割引の影響が小さい分、絶対値が増大する。  

 

表 1.1-1 新造船に対する技術導入の年間排出削減量及び MAC 算出結果  

(CO2割引なし) 

  Low 
friction 
coating 

Stern 
duct-fricti
on 
reduction 

CRP Stern 
duct-propu
lsion 

Post-swirl 
system 

Air 
lubrication 

Opt. stern 
shape  

WHR 

年間排出削減量  11.7 2.8 14.8 6.5 6.5 14.1 6.2 16.1 

ケース A -77.2 -79.5 -59.2 -89.3 -85.8 -71.8 -88.8 -59.6 

ケース B -64.6 -58.7 -20.2 -77.3 -70.5 -49.9 -76.8 -20.8 

ケース C -89.4 -85.8 -45.5 -105.3 -98.3 -75.0 -104.7 -46.1 

(単位 Mt-CO2(年間排出削減量)、USD/t-CO2(MAC)) 
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図 1.1-1 排出削減技術の MAC(新造船：ケース A、CO2割引なし) 

 

 

図 1.1-2 排出削減技術の MAC(新造船：ケース B、CO2割引なし) 
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図 1.1-3 排出削減技術の MAC(新造船：ケース C、CO2割引なし) 
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1.2  CO2について割り引く場合 

6.5 で述べたように、NPV だけではなく CO2についても割り引くという考え方も存

在する。ここで割引率については 6.5 で述べたように早期の対策実施を評価する観点

と、CO2排出削減量は貨幣換算できる経済価値を持つためという観点の 2 つが存在す

ると考えられるが、ここでは後者の観点に立脚し、CO2について NPV と同じ割引率で

割り引くこととした、この場合の MAC は下記のように算出される。MAC 計算の分母

に相当する CO2排出削減量が割り引かれるため、絶対値がさらに大きくなる。 

 

表 1.2-1 新造船に対する技術導入の年間排出削減量及び MAC 算出結果  

(CO2割引あり) 

  Low 
friction 
coating 

Stern 
duct-fricti
on 
reduction 

CRP Stern 
duct-propu
lsion 

Post-swirl 
system 

Air 
lubrication 

Opt. stern 
shape  

WHR 

年間排出削減量  11.7 2.8 14.8 6.5 6.5 14.1 6.2 16.1 
ケース A -123.9 -127.6 -95.1 -143.4 -137.7 -115.2 -142.4 -95.6 

ケース B -105.2 -95.5 -32.9 -125.7 -114.8 -81.2 -125.0 -33.8 

ケース C -115.7 -111.1 -58.9 -136.4 -127.3 -97.2 -135.6 -59.7 

(単位 Mt-CO2(年間排出削減量)、USD/t-CO2(MAC)) 

 

 

図 1.2-1 排出削減技術の MAC(新造船：ケース A、CO2割引あり) 
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図 1.2-2 排出削減技術の MAC(新造船：ケース B、CO2割引あり) 

 

 

 

図 1.2-3 排出削減技術の MAC(新造船：ケース C、CO2割引あり) 
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1.3  報告書本編のアプローチ(参考) 

 

表 1.3-1 新造船に対する技術導入の年間排出削減量及び MAC 算出結果  

(報告書本編のアプローチ) 

  Low 
friction 
coating 

Stern 
duct-fricti
on 
reduction 

CRP Stern 
duct-propu
lsion 

Post-swirl 
system 

Air 
lubrication 

Opt. stern 
shape  

WHR 

年間排出削減量  11.7 2.8 14.8 6.5 6.5 14.1 6.2 16.1 

ケース A -52.6 -54.6 -40.7 -61.3 -58.9 -49.3 -60.9 -37.6 

ケース B -31.2 -28.9 -10.1 -37.9 -34.6 -24.6 -37.7 -6.7 

ケース C -60.9 -58.9 -31.4 -72.3 -67.5 -51.6 -71.9 -28.0 

(単位 Mt-CO2(年間排出削減量)、USD/t-CO2(MAC)) 

 

 

 

図 1.3-1 排出削減技術の MAC(新造船：ケース A) 
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図 1.3-2 排出削減技術の MAC(新造船：ケース B) 

 

 

図 1.3-3 排出削減技術の MAC(新造船：ケース C) 
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2 既存船 

 既存船に対する技術のレトロフィットについて以下に同様に算出した。  

 

2.1  CO2について割り引かない場合 

 

表 2.1-1 既存船に対する技術導入の年間排出削減量及び MAC 算出結果  

(CO2割引なし) 

  Low 
friction 
coating 

Stern 
duct-fricti
on 
reduction 

CRP Stern 
duct-propu
lsion 

Post-swirl 
system 

Air 
lubrication 

Opt. stern 
shape  

WHR 

年間排出削減量  14.2 1.5 9.0 3.6 3.6 13.4 2.7 8.2 

ケース A -67.7 8.9  511.9 -52.0 -30.0 -8.4  870.1  255.4 

ケース B -46.9 109.9  1,070.0 -6.3  35.7  68.5  1,753.7  580.4 

ケース C -70.7 90.9  1,096.7 -30.9 13.1  49.6  1,813.0  583.8 

(単位 Mt-CO2(年間排出削減量)、USD/t-CO2(MAC)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-1 排出削減技術の MAC(既存船：ケース A・B・C、CO2割引なし) 
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2.2  CO2について割り引く場合 

 

表 2.2-1 既存船に対する技術導入の年間排出削減量及び MAC 算出結果  

(CO2割引あり) 

  Low 
friction 
coating 

Stern 
duct-fricti
on 
reduction 

CRP Stern 
duct-propu
lsion 

Post-swirl 
system 

Air 
lubrication 

Opt. stern 
shape  

WHR 

年間排出削減量  14.2 1.5 9.0 3.6 3.6 13.4 2.7 8.2 

ケース A -108.7 14.3  821.5 -83.4 -48.1 -13.6  1,396.3  410.0 

ケース B -76.4 178.9  1,741.4 -10.3 58.1  111.4  2,854.1  944.7 

ケース C -91.6 117.7  1,420.3 -40.0 17.0  64.2  2,347.9  756.1 

(単位 Mt-CO2(年間排出削減量)、USD/t-CO2(MAC)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-1 排出削減技術の MAC(既存船：ケース A・B・C、CO2割引あり) 

 

Stern duct-propulsion

Stern duct-friction reduction

WHR 

Low friction coating 

Post-swirl system 

Air lubrication 

CRP 

Opt. stern shape 



 178

2.3  報告書本編のアプローチ(参考) 

 

表 2.3-1 既存船に対する技術導入の年間排出削減量及び MAC 算出結果  

(報告書本編のアプローチ) 

  Low 
friction 
coating 

Stern 
duct-fricti
on 
reduction 

CRP Stern 
duct-propu
lsion 

Post-swirl 
system 

Air 
lubrication 

Opt. stern 
shape  

WHR 

年間排出削減量  14.2 1.5 9.0 3.6 3.6 13.4 2.7 8.2 

ケース A -50.7 6.1  358.7 -38.2 -22.2 -6.1  633.0  199.3 

ケース B -27.4 59.7  547.4 -4.0  19.1  35.0  961.7  357.5 

ケース C -53.0 65.6  769.0 -23.0 9.1  34.6  1,319.1  451.4 

 (単位 Mt-CO2(年間排出削減量)、USD/t-CO2(MAC)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3-1 排出削減技術の MAC(既存船：ケース A) 
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図 2.3-2 排出削減技術の MAC(既存船：ケース B) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3-3 排出削減技術の MAC(既存船：ケース C) 

 

Stern duct-propulsion

Stern duct-friction reduction 

WHR 

Low friction coating 

Post-swirl system 

Air lubrication 

CRP 

Opt. stern shape 

Stern duct-propulsion

Stern duct-friction reduction 

Low friction coating 

Post-swirl system 

Air lubrication 

CRP 

Opt. stern shape 



 180

 

3 オペレーションの改善 

 オペレーションの改善対策として減速航行について以下に取り上げる。  

 

3.1 新造船 

3.1.1 CO2について割り引かない場合 

 

表 3.1-1 減速航行による MAC 算出結果(新造船) 

(CO2割引なし) 

減速率  5% 10% 20% 

年間排出削減量  70.2 135.6 252.0 

ケース A -34.2 -28.5 -14.3 

ケース B 4.5 3.4 23.1 

ケース C -20.6 -11.5 11.1 

(単位 Mt-CO2/年(年間排出削減量)、USD/t-CO2(MAC)) 

 

 

図 3.1-1 排出削減技術の MAC(新造船＋減速航行：ケース A、CO2割引なし) 
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図 3.1-2 排出削減技術の MAC(新造船＋減速航行：ケース B、CO2割引なし) 

 

 

図 3.1-3 排出削減技術の MAC(新造船＋減速航行：ケース C、CO2割引なし) 
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3.1.2 CO2について割り引く場合 

 

表 3.1-2 減速航行による MAC 算出結果(新造船) 

(CO2割引あり) 

減速率  5% 10% 20% 

年間排出削減量  70.2 135.6 252.0 

ケース A -57.6 -48.0 -24.0 

ケース B -8.1 6.1 41.4 

ケース C -28.1 -15.7 15.1 

(単位 Mt-CO2/年(年間排出削減量)、USD/t-CO2(MAC)) 

 

 

図 3.1-4 排出削減技術の MAC(新造船＋減速航行：ケース A、CO2割引あり) 
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図 3.1-5 排出削減技術の MAC(新造船＋減速航行：ケース B、CO2割引あり) 

 

 

図 3.1-6 排出削減技術の MAC(新造船＋減速航行：ケース C、CO2割引あり) 
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3.1.3 報告書本編のアプローチ(参考) 

 

表 3.1-3 減速航行による MAC 算出結果(新造船) 

(報告書本編のアプローチ) 

減速率  5% 10% 20% 

年間排出削減量  70.2 135.6 252.0 

ケース A -20.0 -16.6 -8.3 

ケース B -1.6 1.2 8.1 

ケース C -12.1 -6.8 6.5 

(単位 Mt-CO2/年(年間排出削減量)、USD/t-CO2(MAC)) 

 

 

図 3.1-7 排出削減技術の MAC(新造船＋減速航行：ケース A) 
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図 3.1-8 排出削減技術の MAC(新造船＋減速航行：ケース B) 

 

図 3.1-9 排出削減技術の MAC(新造船＋減速航行：ケース C) 
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3.2 既存船 

3.2.1 CO2について割り引かない場合 

 

表 3.2-1 減速航行による MAC 算出結果(既存船) 

(CO2割引なし) 

減速率  5% 10% 20% 

年間排出削減量  38.7 74.8 138.8 

ケース A -21.9 -15.1 2.1 

ケース B 12.3 21.9 45.6 

ケース C -1.2 9.7 36.9 

(単位 Mt-CO2/年(年間排出削減量)、USD/t-CO2(MAC)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-1 排出削減技術の MAC(既存船＋減速航行：ケース A、CO2割引なし) 
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図 3.2-2 排出削減技術の MAC(既存船＋減速航行：ケース B、CO2割引なし) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-3 排出削減技術の MAC(既存船＋減速航行：ケース C、CO2割引なし) 
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3.2.2 CO2について割り引く場合 

表 3.2-2 減速航行による MAC 算出結果(既存船) 

(CO2割引あり) 

減速率  5% 10% 20% 

年間排出削減量 38.7 74.8 138.8 

ケース A -35.2 -24.2 3.3 

ケース B 20.1 35.1 74.6 

ケース C -1.6 12.5 47.8 

(単位 Mt-CO2/年(年間排出削減量)、USD/t-CO2(MAC)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-4 排出削減技術の MAC(既存船＋減速航行：ケース A、CO2割引あり) 
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図 3.2-5 排出削減技術の MAC(既存船＋減速航行：ケース B、CO2割引あり) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-6 排出削減技術の MAC(既存船＋減速航行：ケース C、CO2割引あり) 
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3.2.3 報告書本編のアプローチ(参考)  

 

表 3.2-3 減速航行による MAC(既存船) 

(報告書本編のアプローチ) 

減速率  5 % 10 % 20 % 

年間排出削減量 38.7 74.8 138.8 

MAC(ケース A) -12.2 -8.4 1.2 

MAC(ケース B) 3.9 7.0 14.5 

MAC(ケース C) -0.7 5.4 20.5 

(単位 Mt-CO2/年(年間排出削減量)、USD/t-CO2(MAC)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-7 排出削減技術の MAC(既存船＋減速航行：ケース A) 
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図 3.2-8 排出削減技術の MAC(既存船＋減速航行：ケース B) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-9 排出削減技術の MAC(既存船＋減速航行：ケース C) 
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